
 

 

（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：伊達市長和地区、小・

１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 防災意識の検証 

児童や保護者、地域住民を対象に取組の事前

と事後にアンケートを実施し、アンケートの結

果やワーキンググループによる協議において、

学校現場の課題とニーズを把握するとともに、

児童の「主体的に行動する態度」を育成するた

めの防災教育の在り方について課題を検証し

た。また、危険予測・回避の能力を身に付けさ

せる防災教育を実施するために指導計画の見

直しを実施した。取組の事後においてもアンケ

ートを実施し、実践委員会において実践内容を

検証した。  

(2) 防災訓練の実施 

ア 継続的な防災教育の実施 

   防災教育を継続的に行い、火山についての

理解を深めるとともに、危険予測・回避の能

力を身に付けさせた。  

イ 有珠山噴火総合防災訓練への参加 

   １市３町で合同実施された有珠山噴火総合

防災訓練に参加し、自校の避難計画に従い学

校から安全な地域への避難や、避難所におい

て保護者への引き渡し訓練を実施した。 

(3) 地域との連携 

ア 地域への授業公開 

   有珠山噴火を想定した学校における防災教

育の充実や家庭、地域の関係機関・団体等と

の連携を図ることの重要性を踏まえ研究授業

を実施し、学校の防災教育に関する取組の推

進と充実を図った。 

イ 地域住民を対象とした講演会への参加 

   有珠山噴火に関する防災知識の普及啓発を

目的とした地域住民を対象にした講演会に教

職員が参加し、学校と地域の連携の在り方を

探った。 

  

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

北海道 

 教育委員会名：北海道教育委員会 

 住  所：北海道札幌市中央区北3条西7丁目 

 電  話：０１１－２０４－５７５５ 

○人口：5,342千人 

（うち児童・生徒数：511千人） 

○市町村数：179市町村    

○学校数：幼稚園 438園 小学校 1,061校 

     中学校 611校 義務教育学校 3校 

高等学校 283校 中等教育学校 2校 

特別支援学校 72校 

○主な災害 

(1) 平成 5年  北海道南西沖地震 

(2) 平成 12年 有珠山噴火 

(3) 平成 15年 十勝沖地震 

(4) 平成 18年 佐呂間町竜巻 

(5) 平成 25年 オホーツク、根室管内暴風雪 

(6) 平成 28年 台風及び前線による大雨・暴風 

 

本道は、わが国の最北部に位置し、西は日本海、

北東はオホーツク海、南東は太平洋の３海域に囲

まれ、海岸線距離は 4,377㎞に達し、北海道本島

の周辺の島々を含めた面積は 83,452㎢である。 

広大な面積の中、胆振管内にある伊達市長和地

区は、有珠山から約６㎞の距離に位置し、「有珠

山火山防災マップ」によると、有珠山噴火時には

火砕流に襲われる可能性のある地域に想定され

ている。長和小学校は、児童はもとより、教職員

のほとんどが平成12年の噴火を経験しておらず、

噴火から 17 年が経ち、有珠山に対する理解や防

災意識が薄らいでいることから、近郊に有珠山を

抱える児童自身が、自分や地域の安全について理

解を深め、具体的な防災に関する取組を推進する

ため、伊達市立長和小学校をモデル校として授業

実践を行った。 
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Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

   長和小学校における実践授業では、地域の火

山マイスターを活用し、被災した場所への視察

や、有珠山の恵みによる産業の発展などについ

て、家族や地域住民から話を聞く活動を積極的

に取り入れ、児童自らが見聞し考えをもち、生

活に活用できる学習を目指すなど、地域の実情

に合わせたものとなった。 

また取組の成果として、事後のアンケート結

果から、教職員と児童の有珠山に対する防災意

識が高まり、教職員の学びにも繋がっているこ

とが分かった。 

２ 課題 

(1) 今後も教員の研修を深め、教員が異動したとし

ても継続して指導できるカリキュラムを確立す

る必要がある。 

(2) 今後も地域の人材を活用した実践を積み上げ

ていく必要がある。 

(3) 総合防災訓練は、子どもたちが「自分たちも防

災避難訓練に参画している。」という意識をもた

せることが必要である。 

(4) 子どもたち自身で避難所生活ができるのか、ま

た、地域住民と一緒になって主体的に関わりなが

ら避難所生活が送れるかなどを想定し、避難所に

おいてどのような生活をすればよいかというこ

ともカリキュラムに加えていく必要がある。 

(5) 実際に住んでいる地域に火山があり、防災の話

を耳にすると、恐怖心などを抱いてしまう場合が

あるが、地域に火山があり自然があるからこそ素

晴らしい地域であることを教えていくカリキュ

ラムも考えなくてはならない。その中で、地域の

ことを指導することができる教員を育てていく

ことも重要である。   

   

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：南幌町、小・１校、中・

１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 警察等との連携を重視した取組 

 最寄りの警察署の交通課等と連携し、近隣市

町村や学校区内で発生した交通事故の状況や

危険箇所等に関する情報交換を実施するとと

もに、自転車を含めた通学の状況を把握した。 

また、警察官によるスクールバスの乗車指導

や教職員や教育委員会の担当者、道路管理者等

により登下校時の現状を把握した。   

(2) 児童生徒の自転車の利用に係る実態把握 

   自転車の安全な利用等の交通安全に関する

指導を行う前の段階において現状を把握し、授

業実践等を行った後に、生徒の意識等がどのよ

うに変容したかを把握した。    

(3) 地域の実態に応じた取組内容の工夫 

   児童生徒の自転車利用に係るアンケート調

査の結果等を踏まえ、交通安全に関する取組や

具体的な行動について考える「交通安全サミッ

ト」を開催した。児童生徒が交通事故の被害者

にも加害者にもならないことや自転車利用の際

の留意事項等を示した「南幌町子ども交通安全

宣言」を採択し、交通安全に対する意識の高揚

と具体的な取組内容を確認した。また、交通安

全集会を開催し、栗山警察署の警察官から交通

事故の未然防止や留意点等に関する講話及びデ

ィスカッションを行った。 

(4) 実践と取組状況の周知 

    学校区における交通安全に関する意識や自転

車利用についてのアンケートを実施し、明らか

となった課題や実態を踏まえた授業を行った。 

○通学路の特徴 

 本道は都市間距離が長く自動車走行速度が速い

特徴がある。都市部では徒歩又は自転車での通学、

郊外ではスクールバスで通学する学校もある。 

 また、積雪寒冷地ならではの事故にも注意が必

要となる。 

今回モデル地域となった南幌町は、中心部に国

道 337 号があり、この国道を利用すると札幌市内

を通らないで江別市や千歳市に行くことができる

ことから、大型車が頻繁に通行する危険な状況に

あった。 

○登下校中における主な交通事故 

平成 29年５月 歩行中、道路を横断した際に路

線バスと接触し救急搬送 

平成 29年８月 自転車で道路を横断中、車には

ねられ死亡 

平成 29年 12月 スクールバス乗車中、スクー

ルバスに車が追突し、7名が軽傷 
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２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

(1) 取組のポイント 

 ア 基本的な考え方 

    「子どもは飛び出すもの」という前提に立ち、

短・中・長期的な視点での改善方策を見い出す。 

       イ 視点項目 

(ｱ) 歩行中の事故を防ぐために 

(ｲ) 自転車事故を防ぐために 

(ｳ) スクールバス事故を防ぐために     

 (2) 南幌町実践委員会 

構成員 

  アドバイザー、警察、国道管理者、道道管理者、

町道管理者、学校、町教委ほか 

    

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

    南幌中学校の生徒を対象とした実践授業で

は、地域の実態を踏まえ、生徒に対し、交通安

全に関する意識や自転車利用に関するアンケー

トを実施し、生徒の交通安全に関する認識等に

ついて把握するなど、地域の課題等に合わせた

ものとなった。 

その結果から、「日常における交通安全に対

する意識」については、事前のアンケートでは

27.4％の生徒が「事故に遭わないために交通安

全に心がけている」と回答したが、事後のアン

ケートでは 72.8％に増加したほか、自転車の利

用については、「スピードの出し過ぎや並走を

しないなど、交通安全に気を付けている」と回

答した生徒が 27％から 82.5％に増加するなど、

生徒や地域の実態等を踏まえ、警察と連携した

「交通安全サミット」の開催や通学路の安全点

検の結果等を反映させた安全マップの活用が有

効であったと考えられる。 

２ 課題 

   今後は、「交通安全サミット」において、交

通事故の被害者にも加害者にもならないことな

どを盛り込んだ「南幌町子ども交通安全宣言」

に基づく交通安全の取組を推進するとともに、

学校と地域だけでなく、警察等の関係機関との

連携、協力した交通安全教育等の一層の充実を

目指した取組を推進する必要がある。 

       

 

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：帯広市大空地区、小・

１校、中・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

帯広市大空地区は、昭和 40年代に開発されたニ

ュータウンであるが、隣接する地域の開発が進ま

なかったことなどから世代交代が進んでおらず、

高齢化率が４割を超える地区である。 

高齢化が進み、学校安全活動の担い手が減少し

ていく中で、取組の形骸化や後継者不足などの課

題が見られたことから、学校と地域の連携の在り

方など、学校安全の体制を見直す必要性が認めら

れた。 

(1) 児童会・生徒会の活用 

大空小学校と大空中学校では地域安全マッ

プの作成に充てる授業時間数に限りがあること

から、児童会・生徒会活動として通学路の安全

点検を行うこととした。 

そこで、事前に教職員が児童会・生徒会役員

に対して、通学路の安全点検を実施する際の着

眼点などを説明した。 

その後、教職員が児童会・生徒会役員ととも

に安全点検を行い、着眼点に基づいて具体的な

危険箇所を示すことで、児童生徒に実施要領を

習得させ、児童会・生徒会活動として通学路の

安全点検を行うことができる体制を構築した。 

 

○13歳未満の子どもが被害者となった刑法犯件数 

 平成 26年：123件 

平成 27年：106件 

平成 28年：102件  

○13 歳未満の子どもに対する前兆事案の届け出受

理状況 

平成 26年：915件 

平成 27年：1,064件、 

平成 28年：1,038件 

○福祉犯被害の状況（平成 28年中） 

 小学生４人（前年比±０人） 

 中学生 59人（前年比＋４人） 

 高校生 77人（前年比－19人） 
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(2) 登下校時間を活用した意識付け 

通学路の安全点検に関する着眼点について

は、児童会・生徒会活動を通じて児童生徒に周

知し、その後、点検を行う期間を決めて、登下

校時に通学路の危険な場所を探すよう児童生徒

に指導することで、自ら危険を予測し、安全な

行動や社会づくりまでを考えることができるよ

うに意識付けをした。 

また、実施前と実施後の２回に分けてアンケ

ートを行うことにより、児童生徒の生活安全に

関する認識の変容について把握した。 

(3) 地域住民が参加する小・中学校合同授業 

大空小学校の５、６年生と大空中学校の１年

生による合同授業を行った。その際、保護者等

の参加も求めることで、保護者の視点と児童生

徒の視点から異なる意見が出るなど、通学路に

潜む危険について、安全に関する認識を深める

ことができた。 

また、連続する学年の児童生徒が集まること

で、下級生が上級生の意見から新たな気付きが

得られるなどの効果が認められた。 

    

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

学校と地域が連携して児童生徒の安全を見守る

ため、中学校区内の関係団体で構成される「大空

小中地区生活安全実践委員会」を設置し、学校安

全管理体制の見直しを行った。 

その結果、大空小学校と大空中学校の学校安全

計画について見直し、一体性をもたせることで、

小・中学校が連携して学校安全に取り組むことが

できるようにしたほか、従来、学校単独で行って

きた地域安全マップの作成を、地域住民からボラ

ンティアを募り、学校と地域が協働して作成する

など、地域の関係機関と連携して学校安全に取り

組む体制とした。 

また、地域安全マップについては、「危険箇所」

や「事故発生場所」などの情報をシート別にして

作成し、必要な情報を重ね合わせて提供できるよ

うにしたほか、各団体等を通じて情報を収集・還

元することで、逐次、更新できるようにした。 

これらにより、使用目的に合った地域安全マッ

プを作成し、地域住民等に提供することが可能と

なり、学校と地域が連携した取組の充実を図るこ

とができた。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

    モデル指導案は、道内で広く行われている地

域安全マップの作成について必要な授業時間数

を少なくする一方、児童生徒自らが危険予測し、

安全な行動や社会づくりまでを考えるよう、登

下校時を活用した児童生徒による安全点検や、

「子どもの安全を見守る運動」などといった地

域における自主防犯活動と連携して取り組むこ

とを想定した内容となった。 

大空小学校、大空中学校の児童生徒を対象と

した実践授業では、事前に地域の自主防犯活動

に従事する地域住民を交えて通学路の実地踏査

を行い、学校が幅広く現状認識をもつことがで

きるようにした。また、小学校と中学校が合同

授業を行うことにより、継続性のある生活安全

教育を行うものとなった。 

２ 課題 

(1) 活動の継続性の問題 

学校やＰＴＡの活動は、教員の異動や子ども

の卒業などにより人が入れ替わるため、継続し

た取組が難しいなどの問題がある。その問題を

克服し、継続した取組とするためには、地域の

安全を守る活動は、地域が行うべきものである

と位置付けていく必要がある。  

(2) 学校と地域の役割分担 

地域の安全は、地域住民一人一人が主体的に

考えて取り組んでいかなければ実現できないも

のであることから、教育は学校が行い、防犯活

動は地域が行うという認識を共有し、役割分担

を明確にした上で、地域の実情に合った連携の

在り方を模索していく必要がある。 

(3) 科学的アプローチの導入 

学校が地域と連携した取組を進めるために

は、様々なステークホルダー（活動に関わりが

ある人々）が活動の意図や効果を共有する必要

があるが、例えば、「子ども 110番の家」の設

置位置や見守り場所などを交通事故や犯罪リス

クを見える化したマップを活用して決めるなど

の科学的アプローチは、有効な手段となる。 

上記の観点を踏まえ、今後も取組を継続する必要

がある。  
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：盛岡地域、小・１校、

中・１校、中部地域、小・１校、中・１校、県南地域、

小・１校、中・１校、県北地域、小・１校、中・１校、

高・９校、特別支援学校３校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 目的 

   児童生徒に災害から身を守り生き抜く力を育む

とともに共助の精神を身に付けさせ、地域防災を

支える人材を育成するため、地域の災害リスクや

学校の実情を踏まえた教育計画を立て、発達段階

に応じた効果的な防災教育のあり方の指導方法等

を開発する。 

(2) 具体的な取組 

ア 小中学校のモデル校指定 

小学校４校、中学校４校のモデル校を指定し、

効果的な防災教育計画の作成、家庭・地域の連携

のあり方等の教育手法の開発を行った。 

［取組例］ 

〇 １年間の防災教育計画の柱に「避難所宿泊体験

学習」を位置づけ、理科や総合的な学習の時間に

おける防災学習と関連 

付けながら、調査や体 

験などを伴う火山噴火 

についての学習を進め 

理解を深めることがで 

きた。（滝沢市立柳沢小中学校） 

〇 総合的な学習の時間における学区内踏査や市

ハザードマップの活用を通

して、防災マップを作成した。

特に台風第 10 号で被害にあ

ったり、避難所生活を行った

りした児童の経験を生かし

たマップ作りに取り組んだ。

（遠野市立土淵小学校） 

〇 岩手河川国道事務所職員を講師に招いて、北上

川の治水や衣里地区での水害について写真や資

料から学ぶことができた。その後、総合的な学習

の時間で洪水が発生した場合の避難の仕方や身

近な地域での災害について学習し理解を深める

ことができた。（奥州市立衣川中学校） 

〇 奥州市立衣川中学校区の衣川小学校と衣里 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

岩手県 

 教育委員会名：岩手県教育委員会 

 住  所：岩手県盛岡市内丸10-1 

 電  話：019-629-6206 

○人口：127万人(うち児童・生徒数：122,777人) 

○市町村数：33 

○学校数：幼稚園 46園 小学校 324校 

     中学校 162校  義務教育学校１校 

高等学校 67校 特別支援学校 14校 

○主な災害 

(1) 明治29年 明治三陸大津波 

(2) 昭和３年 昭和三陸大津波 

(3) 平成20年 岩手・宮城県内陸地震 

(4) 平成23年 東日本大震災津波 

(5) 平成28年 台風第10号豪雨災害 等 

本県は、南北189㎞、東西122㎞と広い県土で、

西側に奥羽山脈があり、これと並行して北上高地

が広がり、東側は太平洋に面している。 

東日本大震災津波では、甚大な被害を受けた。

また、平成28年には観測史上初めてとなる台風の

直接上陸となった台風第10号豪雨により山間部

も含めた広域で甚大な被害を受けた。 

本県は、東日本大震災津波後の余震やアウター

ライズ地震の発生、土砂災害(14000箇所)や河川

氾濫の発生、火山災害(４つの活火山)の発生等が

懸念されている。 

本事業においては、カスリン・アイオン台風か

ら70年の節目の年であることから北上川流域の

奥州市と一関市、火山噴火を課題とした滝沢市、

河川氾濫、土砂災害を課題とした遠野市、一戸町

をモデル地域として指定して事業を実施した。 
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小学校の３校合同の避難訓練・保護者引き渡し訓

練を行った。小中が連携して実施したことで保護

者への確実な引き渡し方法について確認するこ

とができた。（奥州市立衣川中学校） 

〇 ①「地域の災害調査」、②「ハザードマップの

見方」、③「防災マップづくり」という一連の流

れで防災教育計画を立て、防 

災に関する理解を深めるとと 

もに、児童の防災意識を高め 

ることができた。 

（一関市立永井小学校） 

 

 

 

 

〇 馬淵川洪水を想定した避難訓練を、町内会役員

の方々と一緒に行った。防災学習を進める上で、

個人用の防災ファイルを作成し、学習シートを綴

じ込むようにした。シートは家庭に持ち帰って、

家族との話し合いへとつなげ 

るものにした。 

（一戸町立一戸南小学校） 

イ 県立学校のモデル校指定 

  高校６校と特別支援学校３校をモデル校とし

て指定し、学校教育の集大成段階における高校

（高等部）における防災教育のあり方等の教育手

法の開発を行った。 

［取組例］ 

〇 県総合防災訓練に参加し、 

「土嚢設置訓練」や「簡易ト 

イレ設置訓練」等、防災や被 

災時のための訓練を専門家か 

ら指導いただいた。アルファ 

米の試食実習や炊き出し実習を実施した。（県立盛

岡南高等学校） 

〇 大雨を想定した「気象災害ワークショップ」を

実施した。グループごとに条件設定が異なり、そ

れぞれ一つずつ課題をクリアしながら対応策を

考えた。危機管理の大切さと避難時の考え方を理

解することができた。（県立不来方高等学校） 

〇 災害伝言ダイヤル 171、災害用伝言版（web171）

の体験利用を行い、保護者と災害時の情報の共有

の仕方について学習した。また、スクールバス避

難訓練も実施し、登下校中時における避難行動に

ついて確認することができた。（県立一関清明支

援学校） 

 ２ 学校防災アドバイザー派遣事業 

 (1) 目的 

   防災の専門家を「学校防災アドバイザー」とし

て委嘱し、学校のニーズに応じて派遣することで、

教職員の防災教育、防災管理に係る資質・能力の

向上を図るとともに、関係機関とした連携した学

校防災体制の確立を図る。 

 (2) 具体的な取組 

   学校防災アドバイザーとして、岩手大学地域防

災研究センター、岩手県立大学、盛岡地方気象台、

岩手河川国道事務所、一般社団法人SAVE IWATE、

岩手県地域防災サポーターを委嘱した。派遣回数

は48回、小学校14校、中学校14校、県立11校、教

育委員会等９回で、延 

べ4569人の児童生徒、 

教職員等が指導・助言、 

講話等を受けた。 

 

３ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

(1) 目的 

   被災地訪問を通して、東日本大震災や台風第 10

号豪雨災害について改めて理解を深めるとともに、

支援活動のあり方や「共助」の精神を養い、地域

防災を支える人材を育成する。 

(2) 具体的な取組 

 中学校６校、高等学校６校、特別支援学校２校

が被災地支援活動に取り組んだ。 

〔取組例〕 

〇 陸前高田市を訪問し復興・防災についての研

修を実施した。新たな街づくりの様子を見学し

たり漁業体験をしたりすることで復興について

学ぶとともに、現地ガイドから発災時に取るべ

き行動を学んだ。（遠野市立遠野中学校） 

  〇 東日本大震災についての被災体験理解学習や

避難体験学習を行った。避難体験学習では、陸

前高田市立小友小学校側に新設された避難用歩

道橋を通り、指定避難所の公民館までの避難体

験を行った。（一関市立永井小学校） 

 〇 陸前高田市に赴き「ＮＰＯ法人パクト」の協

力を得て仮設住宅の草取り作業を行った。その

後、気仙大工左官伝 

承館で東日本大震災 

についての学習を実 

施した。（県立水沢商 

業高等学校） 

〇 総合学科として各系列の特色を活かし、ハ
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ンドケア・マッサージ、子どもとの触れ合い活

動などに取り組み、被災地である野田村での復

興交流活動を行った。（県立一戸高等学校）  

  〇 陸前高田市の仮設住宅での除草ボランティア

や震災遺構見学などの活動を通して、共助の精

神を育成することができた。（県立盛岡峰南高等

支援学校） 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

 (1) 本事業を継続して実施し、これまでもモデル校

の取組の成果を広く普及・啓発してきていること

から、各学校において、防災教育が特別なもので

はなくなってきていることが本県全体としての大

きな成果である。このことは、成果発表会の講師

から「震災から年数が経ち、『いわての復興教育』

の失速が懸念されたが、むしろ定着してきており、

教育活動全般に根を広げてきている。」という助

言にも通じるものであり、今後も着実な実践を推

進したい。 

 (2) 実地踏査や学区調査、避難所運営演習など体験

を伴う活動を通して、知識と体験を融合させる学

習計画が立案され、より確かな力の定着に結びつ

いている。 

(3) 震災から７年が経過したが、内陸部の学校が沿

岸被災地を訪問し、「自分たちにできること」を

考えて実践していることは、本県の児童生徒の

「共助」の精神が育まれていることの証である。

これらの活動を通して、地域防災のあり方につい

て考える機会となった。 

(4) 地域の人的資源等を効果的に活用し、異校種と

の連携を図った実践がなされるなど、「防災教育」

を柱に地域や関係機関等との連携を図った防災

体制が構築されつつある。 

２ 課題 

(1) 県推進委員から御指摘いただいた「教職員の防

災に関する資質・能力」のさらなる向上を図る必

要がある。 

(2) 単年度の取組で終わることなく、ＰＤＣＡサイ

クルを回しながら、常に評価・改善を加えた取組

を継続的に実施していく必要がある。 

 (3) 震災後に生まれた子供たちが小学校に入学する

など東日本大震災の記憶や経験がない児童生徒が

増えていくことに伴い、復興教育・防災教育のあ

り方について指導方法の開発等が必要である。 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

（モデル地域名・校種毎の数：奥州地域 小 27 校、

中 10校、県北地域 小３校、中１校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

(1) 取組のポイント 

・ 再委託自治体である奥州市(平成 25年)と軽米

町(平成 27年)で策定された「通学路交通安全プ

ログラム」に基づき、関係機関と連携して合同

点検を実施し、必要な対策内容について関係機

関と協議し対策を講じる。その際、新しい危険

箇所だけでなく、過去の対策済箇所についても

検証する。 

・ 再委託自治体において、通学路安全対策アド

バイザーの助言のもと、安全対策について学校、

市町教委、道路関係者、警察等関係者が共通認

○通学路の特徴 

 本県は最大面積を有する県であり、山間部と平

野部、都市部と地方等、通学路に関して多様な危

険状況があることが特徴である。 

 都市部においては、通学路が狭隘なことを主因

とする危険状況や、歩道の整備が進んでいないこ

とを主因とする危険状況がある。また、山間部等

では、学校の統廃合が進んだことで通学距離が長

くなっているケースがあり、スクールバスも活用

しているが、徒歩通学をしている場合もある。さ

らに、東日本大震災津波で被災した沿岸部では、

津波により道路が被害を受けている中で、復興工

事に伴う工事車両の増加によって、通学路が危険

な状況になっている箇所も多い。また、内陸部の

豪雪地帯では、歩道は整備されているものの、冬

季の降雪や路面凍結等によって通学路が危険な状

況になっている箇所もある。 

○登下校中における主な交通事故や県内事故件数 

 平成 29年、本県では、登下校中も含め、児童生

徒の死亡事故は発生していない。 

 平成 29 年の事故件数は、幼児及び小中学生が

130 件（前年比－15 件）、高校生 79 件（前年比－

22件）で減少したが、小学生のみでは 77件（前年

比＋９件）と増加した。自動車同乗中の事故が増

加したことによるものである。 
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識を持ち、通学路の整備及び安全指導を推進す

る。 

(2) 推進委員会 

ア 構成員 

 ・ 通学路安全アドバイザー２名、道路管理者

（国）２名・（県）１名、県交通安全担当課１名、

県警１名、再委託自治体関係３名、県教委２名 

イ 内容 

(ｱ) 第１回推進委員会（７月 25日） 

・ 今年度の事業についての確認 

・ 通学路安全対策アドバイザーを派遣する地域

の決定 

・ 交通安全の確保に向けた着実かつ効果的な取 

組の実施状況についての確認 

(ｲ) 第２回推進委員会（１月 30日） 

・ 再委託自治体からの取組報告 

・ 今年度の成果と課題のまとめ 

(3)再委託自治体における連絡委員会 

ア 奥州市 

(ｱ) 構成員 

・ 通学路安全アドバイザー、道路管理者（国・

県・市）、警察関係、学校代表、市ＰＴＡ代表、

地域代表（スクールガードリーダー）、市教委 

(ｲ) 内容 

・ 通学路の危険箇所の把握 

・ 第 1回連絡協議会（８月 28日） 

・ 合同点検（９月７日～19日） 

・ 合同点検確認会議（９月 29日） 

・ 第２回連絡協議会（10月 16日） 

・ 冬季における通学路危険箇所の把握及び対応 

(ｳ)通学路安全アドバイザー活用例 

・ 通学路合同点検 ３日間 13校40箇所実施 

・ 推進委員会、合同点検会議での指導助言 

 
  イ 軽米町 

(ｱ) 構成員 

・ 通学路安全アドバイザー、道路管理者（県・

町）、警察関係、交通安全協会等、学校関係、町

教委 

  (ｲ) 内容 

・ 通学路の危険箇所の把握 

・ 第1回通学路安全推進会議及び合同点検 

（９月27日） 

・ 第２回通学路安全推進会議（１月19日） 

(ｳ) 通学路安全アドバイザー活用例 

・ 通学路安全推進会議での指導助言 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

(1) 再委託自治体においては、通学路安全対策ア

ドバイザーの派遣により、危険箇所について複数

の対策をもって迅速かつ効果的に対応、また、そ

の計画を立てることができた。 

(2） 学校と関係機関等が、同じ地図データに危険

箇所、写真等を挿入することにより、情報共有が

迅速に図られるとともに、危険箇所への対応、対

応の優先順位等に活用することができた。 

(3) 予算の関係等で対応が進まない箇所について

は、各学校において児童生徒への安全指導の強化

やスクールガード等の活用を図り対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の課題 

(1) 再委託自治体の成果を県内の市町村へ周知し、

県内全体の取組の充実を図ること。 

 (2) 合同点検の年間スケジュールを見直し、関係機

関との連携、学校における

安全教育の充実、対策の早

期実現につなげること。 

(3) 共通の地図データを、交

通安全だけでなく、防犯や

自然災害等の危険箇所の点

検にも活用し、地域の安全

意識の向上につなげるこ

と。 

(4) 安全体制の構築のみなら

ず、交通安全教育の実践を

推進すること。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：石巻市（小・２校，中・

３校），柴田町（小・２校，中・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 概要 

児童生徒等が災害から自らを守るために主体的

に行動する態度を育成することをねらいとし，緊

急地震速報受信機を導入し，それを活用し避難訓

練を実施した。また，SPS 認証に向けた推進校と

して 2校指定し，石巻市内の学校の防災への意識

を高めるために実践的な取組を行った。 

   

(2) 取組 

ア 緊急地震速報設置校（石巻市：雄勝小・中，

渡波中，柴田町：船迫小，柴田小） 

   緊急地震速報発表後，即座に安全確保の避難

行動が主体的に取れるよう訓練を実施した。ま

た，事前指導を行い，業間にシステムを活用し

た訓練や事前指導を行なわず，震度５の地震が

発生した想定等の訓練を実施した。 

 イ 石巻市立広渕小学校，住吉中学校を推進校と

して，SPS認証に向け，大阪教育大学と連携し

て実践的な取組を行った。 

      

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

(1) 概要 

自然災害の被災地での「復興・防災マップ」作

りを通して，今後の地域に寄与する心の醸成を図

るとともに，被災地における災害ボランティア活

動を通じて，復興に関わり，地域の中でも社会に

貢献する生徒の育成に取り組んだ。 

   

(2) 取組 

ア 東日本大震災により，甚大な被害を受けたい

ちご農家の燦燦園において，ハウスの清掃，環

境に配慮したいちご栽培ハウスつくりのボラン

ティア活動を実施した。 

 イ 「総合的な学習の時間」を活用し，児童生徒

がまち歩き等を通し，地域の人と関わる中で

地域の現状を知り，震災前後の自分の住む地

域を比較し，現状を「復興・防災マップ」と

してまとめ，地域や保護者に発表した。 

    

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

 (1) 成果  

・緊急地震速報受信機を活用した避難訓練を実施 

することにより，実施校では「避難する行動が

早くなった」「児童生徒の防災に対する意識が変

わった」などの意見があげられた。 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

宮城県 

 教育委員会等名：宮城県教育委員会 

 住  所：仙台市青葉区本町三丁目８番１号 

 電  話：０２２－２１１－３６６７ 

○人口：約 232万人 

（うち児童・生徒数：271,694人） 

○市町村数：３５    

○学校数：幼稚園 247園  小学校 395校 

     中学校 211校  高等学校 95校 

     特別支援学校 26校 

○主な災害 

● 平成 23年 3月 11日東日本大震災 

● 平成 27年 9月 11日関東・東北豪雨 等 

宮城県は，東北地方の南部にあり，東に太平洋

を望み，牡鹿半島以北には，リアス式海岸が続き，

南部は砂浜が続く海岸線となっているのが特徴

である。 

 東日本大震災により，本県の沿岸部は壊滅的な

被害を受けた。本事業においては，津波による被

害が大きかった石巻市，復興のためトラック等の

交通量が多くなった柴田町を指定地域として選

定し，事業を実施するものである。 
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 (2) 課題  

・地震だけではなく，その他の自然災害に対して

も対応できる一次避難場所の選定や，マニュア

ルの見直しが必要である。 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

(1) 成果 

・被災地でボランティア活動をすることで，被災

当時の話題に触れるなど，貴重な体験をするこ

とができた。 

・町の総合防災訓練において，中学生の活躍が高

い評価を得ることができた。 

・地域を防災の視点で見つめ直すという課題で 

「まち歩き」を行ったことにより地域の特性や 

良さに気付くことができた。 

(2) 課題 

  ・年間計画に位置付け，指導を継続させることが

大切である。また，「まち歩き」やまとめの時間

の確保が必要である。 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：石巻市（小・１校），

柴田町（小・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 概要 

    様々な交通場面における危険箇所について理

解し，安全確保をねらいとし，交通安全マップづ

くりを実施した。 

(2) 取組 

ア アドバイザー東北工業大学小川教授による 

船迫小学校教職員を対象とした研修会を実施し

た。 

  イ 東北工業大学小川教授を講師として招き，４

年生における交通安全マップづくりを行い，地

区住民等と危険箇所の共有を図った。 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通

学路交通安全プログラムに基づく合同点検等

の実施 

(1) 取組のポイント 

         通学路安全確保を図ることをねらいとし，スク

ール・ガードの協力を得ながら現状の把握と点検

を行い，問題点等を洗い出すことで，その効果的

な対策を検討した。また，児童の交通安全を確保

すべき校内体制の再構築と地域との協働体制を

確保に取り組んだ。   

(2) 推進委員会 

ア 構成員 

   東北大学教授，東北工業大学教授，宮城教育

大学教授，仙台管区気象台地震情報官，宮城県

警察本部交通部参事官，宮城県警察本部生活安

全部参事官，石巻市・柴田町教育委員会担当，

宮城県教育庁スポーツ健康課  

イ 取組 

   再委託により実施した２市町の学校安全３

領域の取組について，２回の会議において助言

等を受けた。  

どの委員からも地域と連携した取組が重要

であることや通学路の危険箇所を児童生徒が地

域の人とともに点検することは非常に価値があ

ること等の助言を受けた。 

 (3)実践委員会 

ア 石巻市 

(ｱ) 構成員 

    小川和久（通学路安全対策アドバイザー：東

北工業大学教授），PTA安全指導部長，石巻警察

署，渡波交番，石巻市交通安全協会，交通指導

隊，行政区長代表，市道路課担当者，市教育委

員会担当指導主事，校長，教頭，安全担当主幹

教諭，交通安全担当職員 

(ｲ) 取組 

    事故が多い踏切の交通量の調査を行い，アド

バイザーから分析等の指導・助言を受けた。 

○通学路の特徴 

 本県では，32市町村において通学路安全対策推

進会議が立ち上がり，合同点検等を進めている。 

 県内の安全対策を講ずるべき箇所はまだ多く，

さらに震災の被災が大きかった地域では復旧・復

興工事車両の往来が多いため，対策を講ずる必要

がある。 

○登下校中における主な交通事故や県内事故件数

等 

 登下校中の主な事故では，徒歩通学中の飛び出

しや横断歩道外横断，走行車両直前直後の横断が

原因となっているものが多い。また，校種が上が

るにしたがって，自転車による事故が多く発生し

ている。 
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イ 柴田町 

(ｱ) 構成員 

    小川和久（通学路安全対策アドバイザー：東

北工業大学教授），柴田交番署長，スクールガー

ドリーダー，柴田町交通安全担当，柴田町防災

担当，柴田町道路建設担当，町教委担当 

  (ｲ) 取組 

    通学路の点検にあたって，通学路安全対策ア

ドバイザーを派遣し，危険箇所に対する具体的

な対策メニューを検討した。 

       

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 推進委員会 

(1) 成果 

   委員より取組への評価をいただくとともに，地

域との一層の連携を進めるための助言等があり，

モデル的に実施した２市町にとっても，今年度の

取組を生かして更なる安全教育を推進するための

参考となった。 

(2) 課題 

   地域の拠点校に安全担当主幹教諭を配置し，地

域と連携し，児童生徒の安全教育や安全管理等を

進めているところであるが，安全文化が，学校，

そして，地域を巻き込んで根付いていくよう，安

全教育のカリキュラム・マネジメントを通して，

一層の充実を図ることが求められる。 

   

２ 実践委員会 

(1) 成果 

  ア 石巻市 

(ｱ) 通学路上の危険個所や通学途中の危険な行動

について自ら考えることができる良い機会とな

った。 

  (ｲ) 他地区の発表を聞くことにより，児童がより

広く校区内の危険個所について，詳しく知るこ

とができた。 

イ 柴田町 

(ｱ) 合同点検では，関係機関との共有した危険箇

所の状況確認ができ，各専門からの目線での複

数の対策手法等の意見が出された。 

  (ｲ) 対策として，通学路の危険箇所に止まれマー

クのシールを町内約４０箇所の横断歩道付近に

貼付した。 

 (2) 課題 

  ア 石巻市 

(ｱ) 石巻の沿岸地区は，震災復興に向けた整備が

進んでおり，今後も大型トラック等の交通量は

多くなるため，継続して実践できるようにして

いきたい。 

  (ｲ) 広く地域の方にも発信することで，地域が児

童の安全を守っていく体制を構築したい。 

イ 柴田町 

(ｱ) 対策には，予算の手当ての必要なものが多く

含まれることから，関係機関との交通安全に対

する共通理解と連携が重要である。 

 (ｲ) 危険箇所中には，見通しが悪い，歩道がない

等ハード的問題もあることから関係機関との連

携が重要である。 

       

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：石巻市（小・１校），

柴田町（小・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 概要 

    保護者や地域との連携を図り，校内に侵入して

きた不審者対応訓練や自動体外式除細動器(AED)

の使用方法を含む応急手当の訓練を取り入れる

など，安心・安全な生活の確保に向けた取組を実

施した。 

 (2) 取組 

ア 石巻市 

   校舎の死角になる東側昇降口に防犯カメラ

を設置し，防犯カメラを使用した不審者対応避

難訓練を実施した。 

 イ 柴田町 

   安全で安心な社会づくりに貢献する意識を

高める取組みとして，自動体外式除細動器（Ａ

ＥＤ）の使用を含む応急手当等に関する教育・

○学校管理下における主な事故件数等 

 平成２７年 ６８件 

 平成２８年 ６９件 

 

○学校管理外においては，声がけ事案，写真を撮

られる事案など，不審者情報が多数寄せられて

いる。 
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訓練を実施した。 

    

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

(1) 概要 

  管轄警察署による防犯の講話や警察やスクー

ルガード・リーダーとの情報交換を定期的に実施

するなどで日常的な安全確保に向けた体制づく

りを実施した。 

(2) 取組 

ア 石巻市 

   「子ども１１０番の家」の確認や新設を行い、

校外での安全・安心のための体制づくりを図っ

た。 

 イ 柴田町 

   防犯や非行防止への意識を高めるため警察

署生活安全課の署員による寸劇等の防犯教室を

開催した。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 成果 

 ア 石巻市 

    職員室のモニターで敷地内に侵入した不審者 

を視認し，不審者侵入をいち早く捉えることが

可能となり，全校に不審者侵入を迅速に周知す

ることができた。 

  イ 柴田町 

人が倒れていた場合の声がけ，１１９番通報

と協力の呼びかけが大事なこと，人工呼吸の仕

方，実際にＡＥＤに触れられたことで，応急手

当の重要性が学べた。 

(2) 課題 

 ア 石巻市 

    直接対応をする際の防犯器具（さすまた等）

の使用方法についても，研修を通して全職員が

理解しておくことが必要である。 

  イ 柴田町 

今後も継続した訓練を実施し，他の小・中学

校を含めた全校で，安心な社会づくりに貢献で

きる取組みとして，訓練を実施したい。 

 

 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

(1) 成果 

 ア 石巻市 

    子供たちが校外で不審者に遭遇した場合，助

けを求める場所について児童や保護者に周知し

たことで，これまで以上に安全・安心を確保す

ることができた。 

  イ 柴田町 

防犯教室をとおして，児童の防犯に対する理

解が深まり，生活安全への意識がたかまったと

思われる。 

(2) 課題 

 ア 石巻市 

    震災後，住民がいまだに戻らない地域では，

子どもの見守りができてない地域もあり，保護

者や関係機関と連携して子供の安全・安心を図

っていく必要がある。 

  イ 柴田町 

日常生活における事件の内容や原因が複雑 

化しており，事故を防ぐためには，学校と地域

や関係機関との密接な連携が必要である。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：大館市、小・１校、中・

１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(１) 実践委員会（地域学校安全委員会）の開催 

 大館市立成章小学校・成章中学校の両校の校

長・教頭、ＰＴＡ、地域のボランティア、自治会、

警察署、消防署等の関係機関が集まり、子どもた

ちの安全について意見交換を行い、両校の取組が

地域の関係機関等の協力の下で円滑に進むよう

話し合いが行われた。 

(２) 総合的な学習の時間を中心とした教科等横断

的な取組  

中学校では、総合的な学習の時間においてテー

マを「成章地区で私たちができること」とし、地

域防災活動を実施した。町内の代表者の方々と一

緒に危険箇所や防災設備等を確認し、防災マップ

を作成したほか、河川が氾濫した際にどのような

経路で避難するべきか考える活動を行った。活動

に際しては、他教科の防災に関わる単元も考慮し

ながら、教科等横断的に学ぶことができた。 

さらには、県の学校安全外部指導者派遣事業を

活用し、県総合防災課から講習を受け、専門的な

見地から指導を受けるなど、自分たちの活動に役

立てることができた。 

小学校においてもグループワークに保護者が

加わり、大人の視点も取り入れながら避難行動を

含めて自分たちの町内の安全について考える活

動を実施した。 

  

(３) 被災地視察 

 東日本大震災で被害を受けた震災遺構を実際

に見て、語り部から話を聞くことにより改めて

震災の被害と復興を肌で感じることができた。

さらに、体験した内容を小学校・中学校合同発

表会で保護者や地域の関係者の前で発表するこ

とで体験を共有することができた。 

 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

秋 田 県 

 教育委員会名：秋田県教育委員会 

 住  所：秋田市山王３－１－１ 

 電  話：018-860-5204 

○人口：992千人（平成 30年 1月 1日現在） 

（うち児童・生徒数：約 104千人） 

○市町村数：25市町村    

○学校数：幼稚園 41園  小学校 202校 

     中学校  117校 高等学校 62校 

      特別支援学校 15校 

○主な災害 

(1) 昭和 58年 日本海中部地震 

(2) 平成 18年 豪雪 

(3) 平成 29年 豪雨により河川氾濫 

 本県は昭和58年に能代市西方沖80ｋｍ、深さ14

ｋｍにおいて発生した日本海中部地震により死者1

04人もの被害を経験しており、この中には校外活動

中に津波の犠牲となった13名の児童も含まれてい

る。 

本県の想定では地震観測及び歴史記録からはＭ

7.5以上の大地震の発生が確認されていない、いわ

ゆる「地震空白域」と呼ばれている場所においてＭ

7.9程度の地震発生が危惧されている。また、この

海域を含め東北日本海側の３海域が連動して地震

が起きた場合、Ｍ8.7の規模になると想定されてお

り、防災教育の充実が求められている。 

モデル地域の大館市は内陸部ではあるが、モデル

校の近くには大きな河川が流れており、過去にはこ

の河川が氾濫していることから、地域と連携して災

害に備えたり、災害時に避難するにはどうすれば良

いかを考えたりする活動が重要である。 
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(４) 地域連携 

ア 花ボランティア 

成章中学校で鉢植えした花を小学校と合同で

地域の各家庭にプレゼントする活動を行った。

本年度は、防災の視点を取り入れ、民生委員の

協力を得ながら高齢者宅の場所と状況を把握し、

各町内の避難行動を考える際に考慮できるよう

に実践した。民生委員や大館市社会福祉事業団

に協力していただき、地域と連携した取組がで

きた。 

イ 地域合同避難・安否確認訓練 

成章中学校で行われる地域の運動会の際に緊

急地震速報を流し、参加者全員で避難行動を取

るとともに、参加（避難）者の人数を把握する

安否確認訓練を実施し、対応について学ぶこと

ができた。 

  

ウ 成章小学校・中学校合同発表会 

ＰＴＡ授業参観日を活用した合同発表会では

保護者や地域学校安全委員会の委員の方々の前

で、小・中学校でそれぞれ取り組んできた内容

や成果を合同で発表することができた。 

    

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

(１) 趣旨 

被災地の実情を見聞することを通した実践的・

体験的教育活動を実施する。 

地域学校安全委員会委員と子どもや教諭等が一

緒に被災地を視察することにより、東日本大震災

の教訓の一つでもある地域連携をより充実したも

のとする。また、地元の語り部の話を聞き、震災

の教訓を生かした、より実践的な避難訓練の実施

や避難所の初期対応マニュアルの整備など、継続

した取組についても実践できるようにする。 

 

(２) 実施内容 

ア 旧大川小学校視察 

震災遺構となった旧大川小学校を視察し、津

波の激しさを実感すると共に、語り部から当時

の状況を聞き、東日本大震災について改めて考

えた。  

語り部の方からは、地域の方々と学校が連携

して災害について考える機会の必要性を聞き、

改めて地域連携の重要性について考える機会と

なった。 

   

イ 旧門脇小学校視察 

 旧大川小学校と同じく震災遺構となった旧門

脇小学校を視察するとともに石巻市内や南浜の

復興状況を視察した。また、東日本大震災メモ

リアル南浜つなぐ館では震災前の町の様子を模

型で見ることができ、現在との比較から津波の

怖さを感じることができた。その他、館内では

シアタールームを見学したり、震災直後の映像

を見ることができるＶＲグラスを体験したりし

た。  

  
 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

（１）安全教育  

ア 小学校、中学校ともに総合的な学習の時間に

おいて「地域防災活動」を実施した。地域の関

係機関の協力の下、地域の危険箇所や避難所等

を知ることができたほか、自分たちが地域でで

きることについて深く考えることができた。 

イ 学校行事としての防災活動だけではなく、各

教科の内容を横断的に関連させながら学校安

全について考えることができた。 

（２）被災地視察 

 被災地視察では希望のあった小・中学校の児

童生徒と保護者、教員が一緒に震災遺構を視察

し、東日本大震災の被害と復興を肌で感じるこ

とができた。また、語り部の方から当時の説明

を受け、積極的に質問する生徒の姿が見られる

など、防災に対する意識の高まりが感じられた。 

（３）地域連携 

ア 地域合同避難訓練を地域の運動会の際に実

施した。緊急地震速報を流し、避難行動を取る

とともに、参加（避難）者の人数を把握する安
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否確認訓練を実施し、災害時の対応について学

ぶことができた。 

イ 大館市立成章小学校・中学校合同発表会では、

保護者や地域学校安全委員会の委員の方々の

前で、小・中学校でそれぞれ取り組んできた内

容や成果を発表することができた。 

 ２ 課題 

（１）モデル校においては、単年度の取組にとどまら

ず、次年度以降も地域学校安全委員会の開催と学

校安全外部指導者派遣事業等を活用した専門機

関からの講話等、継続した取組を実践する必要が

ある。 

（２）モデル地域においては、本事業での実践を他の

学校へ周知・啓発するとともに、地域と連携した

取組による学校安全の充実について継続的に取

り組む必要がある。また、県としても成章小学

校・中学校の取組を研修会やウェブサイトへの掲

載等において広く周知し、県内各校での取組につ

なげる必要がある。 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

         特別支援学校小学校 15校 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：秋田県湯沢雄勝地区、小・

16校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１  安全教育手法の開発・普及 

     （１）概要 

通学路の安全対策に加え、児童の判断力の向上

と規範意識の醸成を目的として、湯沢雄勝地区

(湯沢市、羽後町、東成瀬村)の全小学校 16 校に

おいて、歩行環境シミュレータ「わたりジョーズ

君」を活用した体験型の安全教育を実施した。 

     （２）取組内容 

ア 対象 

 低・中学年（591人受講） 

イ 実施状況 

（ア）道路横断時の危険を擬似体験できる歩行環 

境シミュレータを活用した交通安全教育を

行った。見学している児童も映像を見ながら、

道路横断の危険性について考えるなど、全員

参加型の活動ができた。 

（イ）警察官と通学路安全対策アドバイザーから

交通ルールの遵守や横断歩道の安全な渡り方

等について、具体例を挙げながら分かりやす

く説明を受けた。 

【通学路安全対策アドバイザー派遣実績】 

委嘱人数：１人、派遣校数：16校、派遣回数：

16回 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

（１）取組内容 

道路整備や警察行政に専門的知見を有する通

学路安全対策アドバイザーを、合同点検、通学時

間帯の実地調査及び学校連絡協議会に派遣し、危

険箇所解消の対策に関する助言等の支援を行い

通学路の安全確保を図る。 

（２）取組内容  

ア 本事業を実施した湯沢雄勝地区において、全

16小学校で学校関係者による通学路点検を実

施し、危険箇所を抽出した。 

イ 危険箇所については、学校職員、ＰＴＡ関係

者、通学路安全対策アドバイザー、教育委員会、

警察、道路管理者により、13 小学校・26 箇所

の合同点検を実施した。 

ウ 合同点検後に、通学路安全対策アドバイザー

による４小学校の登校時間帯の実地調査を行

い、交通状況を分析した。 

エ 合同点検の結果を踏まえ、通行量の多い町道

を通学路とする小学校において連絡協議会を

開催し、通学路の安全対策について協議を行っ

た。   

（３）通学路安全推進委員会 

ア 構成員(11人) 

 秋田大学理工学部教授、国土交通省東北地

方整備局湯沢河川国道事務所道路管理課長、

○通学路の特徴 

本県では、都市部においては、通学路が狭溢、

で、歩車道分離がされていない通学路が多い。   

また、地方においては、通学範囲が広く、遠

方からスクールバスや自転車で通学している。

特に冬期の通学は、降雪により通学路が狭くな

ったり、交差点の見通しが悪くなったりするな

ど細心の注意が必要である。 

○登下校中における主な交通事故 

平成 29年 11月、小４女児が登校時、横断歩

道を横断中に自動車にはねられ軽傷を負った。 
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県建設部道路課環境維持班副主幹、県警本部

交通部交通規制課課長補佐、湯沢雄勝ＰＴＡ

連合会会長、湯沢市教育委員会学校教育課主

幹、羽後町教育委員会主査、東成瀬村教育委

員会主事、県教育庁義務教育課指導主事、県

教育庁南教育事務所雄勝出張所指導主事、県

教育庁保健体育課長  

イ 審議事項 

（ア）事業実施地域の選定及び事業実施計画につ

いて 

（イ）通学路安全対策アドバイザーの委嘱及び派

遣について 

（ウ）事業報告について 

・合同点検実施状況 

・登校時間帯の実地調査 

・交通安全教育の実施状況 

・学校連絡協議会の開催 

・実践事例集の発出 

（４）湯沢雄勝地区通学路安全推進事業実践委員会 

ア  構成員(49人) 

国土交通省東北地方整備局湯沢河川国道

事務所湯沢国道維持出張所長、雄勝地域振興

局建設部副主幹、湯沢市建設部建設課維持班

主査、羽後町建設課主任、東成瀬村建設課課

長補佐、湯沢警察署交通課長、横手警察署交

通課長、通学路安全対策アドバイザー、湯沢

雄勝地区全小学校教頭、湯沢雄勝地区全小学

校ＰＴＡ役員、湯沢市教育委員会、羽後町教

育委員会、東成瀬村教育委員会、県教育庁保

健体育課 

イ  協議内容 

（ア）通学路安全推進事業概要について 

（イ）通学路安全推進事業計画について 

（ウ）地域連携による交通安全対策の推進につ

いて 

（５）連絡協議会 

ア 構成員(９人) 

    西馬音内小学校教頭、同校教諭、同校ＰＴ

Ａ会長、同校校外指導部長、通学路安全対策

アドバイザー、湯沢警察署交通課職員、羽後

町建設課職員、羽後町教育委員会職員、県教

育委員会職員 

イ 協議内容 

（ア）通学路危険箇所における学校側からの改

善要望 

（イ）対策の検討 

ウ 主な対策・検討事項 

  通学時間帯に通行車両が多く、集団登校す

る児童が事故に巻き込まれる危険性が認め

られたことから、対策として 

    （ア）外側線設置 

    （イ）児童の安全指導  

      （ウ）今後の各関係機関の対応  

等について検討した。 

【通学路安全対策アドバイザー派遣実績】 

委嘱人数：１人、派遣校数：13 校、派遣回数：18

回  

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１  成果 

（１）合同点検は、学校・道路管理者・警察の三者の

ほか、ＰＴＡや地元住民が参加して行ったことか

ら地域の連携強化が図られた。 

（２）歩行環境シミュレータ「わたりジョーズ君」を

活用した体験型の交通安全教室を行ったことで、

児童が安全な横断方法を学習することができた。 

（３）湯沢雄勝地区の３市町村において事業を行った

ことから、地区全体の交通安全意識の高揚と関係

機関との連携体制の強化が図られた。 

２ 課題 

（１）授業時間等の関係により歩行環境シミュレータ

を体験する児童数が限られていた。今後は、全て

の学校で参加者全員が体験することを行うことが

できるよう工夫が必要である。 

（２）今年度実施した学校･警察・道路管理者等の関係

者による対策を一過性のものとして終わらせるこ

となく、ＰＤＣＡサイクルによる継続的な安全確

保の取組が必要である。 
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（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

  １ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【モデル地域名・校種毎の数：山形市（小学校 2 校、

中学校 3校】 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

（１）取組のポイント 

① 山形市 

ア 第八小学校 

ガード内の照明のLED化と路面標示の対応検 

討、横断歩道の設置検討、ゾーン３０設置検討、 

スクールゾーンの取締りとパトロールの強化、通 

学路の変更検討についての実証実験検討、運転者 

に対する対策の検討、民地への行政支援の検討、 

交通指導の実施等 

イ 桜田小学校 

国交省による交通状況調査の実施、歩道拡張の

検討、通り抜け車両対策検討、交差点の待機スペ

ースの確保や除雪の検討、横断時間の延長検討、

交通指導の実施等 

 

（２）推進委員会 

① 構成員 

山形市交通安全対策ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 1名 

国交省東北地方整備局山形河川国道事務所2名 

国交省東北地方整備局酒田河川国道事務所2名 

県警察本部交通部交通規制課 2名 

   県県土整備部道路整備課   2名 

   県教育庁スポーツ保健課   3名 

   オブザーバー        3名 

計 15名 

② 推進委員会の設置 

  ア 期日：平成 29年 6月 26日（月） 

  イ 議題 

   ・事業計画の決定 

   ・安全点検１回目の報告 

   ・関係機関からの情報提供等 

③ 第１回山形県推進委員会 

ア 期日：平成 29年 11月 15日（水） 

イ 議題 

・推進委員会について 

・平成 29年度通学路における安全点検中間 

報告 

・平成 29年度通学路安全推進事業中間報告 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

山  形  県 

 教育委員会等名：山形県教育委員会 

 住  所：山形県山形市松波２丁目８番７号 

 電  話：023-630-2812 

○実施市の通学路の特徴 

（１）山形市 

山形市立第八小学校があるモデル地域は、古

くからの町であり住宅が密集している。道路幅

が狭い道にもかかわらず通行量が多く、速度超

過の車輛が見られる。スクールゾーンも設定さ

れており、取締りの強化等対策をとってはいる

が、かなりの違反車両台数が存在している。 

一方、山形市立桜田小学校があるモデル地域

は、比較的新しい町で、区画整備等がなされて

おり、道路幅も広く車両は通行しやすい。その

ため、スピードを出す車両が多く、幹線道路の

抜け道としても利用され、特に通勤時間と重な

る登校時間帯などは通行量が増加する地域でも

ある。 

また、本県の特徴として冬期間については、

気候状況により、歩道等の除雪が遅れる場合等、

歩道が極端に狭くなり、道路にはみ出しての通

行になるなど、通学状況が著しく悪化する。 

○登下校中における主な交通事故 

H25.10 月、山形市内の小学生が下校中に自動

車にはねられて死亡。（事故現場は通学路外のた

め、H24緊急合同点検の対象外であった） 

その他、横断歩道での接触事故、飛び出しに

よる事故、後退車輛との接触事故等。 
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・各関係機関からの情報提供 

・通学路安全対策アドバイザーから情報  

提供及び助言 

④  第２回山形県推進委員会 

   ア 期日：平成 30年 2月 20日（火） 

   イ 議題 

・平成 29年度通学路安全推進事業中間報告 

    ウ 報告 

    ・「防災教育を中心とした実践的安全教育総合 

支援事業」全国成果発表会について 

 

（３） 連絡協議会 

① 山形市 

   ア 構成員 

通学路安全対策アドバイザー 

山形警察署職員、国交省山形河川国道事

務所、山形市道路管理者、山形市教育委

員会、学校職員、PTA、地域住民等 

   イ 期日 

平成 29年 1月 26日（木） 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

 １ 取組の成果 

（１） 山形市 

警察及び道路管理者等の関係機関から当該箇所 

に関しては、適切な対応を実施していただいてい

る。県村山総合支庁建設部道路課からは、担当以

外の道路に関しても専門的な見地から指導してい

ただいている。 

桜田小学校地域については、国土交通省山形河

川事務所から平成２８年度の連絡協議会を受け、

具体的な対策案について示され、昨年度から進め

てきた地域説明会を開催することができた。地域

住民を含めて検討することができたが、対策案に

対して、様々な視点から多くの課題点等を指摘さ

れ、再検討という形となった。 

また、第八小学校地域では、一部左側通行にす

る等の通学路の変更について、年度当初より学校

を中心に保護者アンケートを実施するなど意見を

募り検討してきたが、頂戴した様々な意見を勘案

し、通学路の変更については時期尚早と判断し、

他の安全確保の方策を模索することとなった。 

今回当初計画していた対策は上述のとおり実施

できず、対策実施前と後での効果を検証するまで

には至らなかった。しかし、この結果は、どちら

の地域も自分たちが暮らす地域を大切に思い、よ

り良い町づくりをしようとする強い思いであると

捉えることができ、この一歩を足掛かりに、今後

も地域を巻き込んだ安全確保対策を着実に進めて

いきたい。実際、地域の方を含めた合同点検や連

絡協議会を継続し実施してきたこの第八小学校地

域では、徐々に児童の通学の際の安全確保につい

て理解が深まり、対策メニュー案の検討の際も以

前よりも建設的な意見が出るようになった。 

最後に、事業全体を通じたアドバイザーの的確 

な指導・助言は、学校関係者からも信頼も厚く、 

通学路の改善点を探るには困難な現状に対して、 

長期的な観点での、都市計画に及ぶ地域社会全体 

で安全確保を目指す方向性を考えることに着実 

につながっている。 

 

２ 今後の課題 

（１） 山形市 

・地域の理解と納得を得ながら、いかに児童生徒 

の安全確保に対する効果的な取組を、できるだけ 

早期に実現できるか。 

・小学生の徒歩通学を想定した安全対策のみなら

ず、中学生の自転車通学の安全確保について。 

・児童生徒、保護者や地域の方を含めた交通安全 

意識の向上（車優先意識からの脱却） 

今後も住民説明会や社会実験の提案等を粘り強

く実施していくことが、ドライバーや地域住民の

歩行者優先や安全運転の意識の向上につながるた

め、引き続き学校と地域住民との連携を図ってい

く。 

  （３） 山形県全体として 

本県の道路環境が車優先の環境となっている道

路が多く、交通事故や交通事故被害の軽減を考え

れば、車を迂回させる等の交通規制や、通行しに

くくする等の道路環境の変更等を講じていくなど

ハード面の対策が必要である。合わせて、安全確

保はハード面ばかりではなく、利用していく人の

意識も大変重要である。歩行者、ドライバー両方

の視点に立ち、交通社会の一員としての安全認識

の育成に力を入れ、将来的に人に優しい道路環境

の創造に貢献する児童生徒を育てていくことが重

要だと考える。 

また、本県の場合、冬季の通学路は積雪や凍結

により、その環境が著しく悪化するため、降積雪

期に合同点検を実施するとともに、対策も時期を

逸することなく速やかに行う必要がある。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

   

（モデル地域名・校種毎の数：高萩市 小１校，鹿嶋

市 小１校・中１校，神栖市 小１校，北茨城市 特支

１校，水戸市 特支１校，つくば市 特支１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）緊急地震速報受信システムの設置 

本県では，平成24年度以降，「実践的防災教育

総合支援事業」及び「防災教育を中心とした実践

的安全教育総合支援事業」により，計 42 校（小

学校12校，中学校7校，全ての特別支援学校23

校）に緊急地震速報受信システムを設置し，実践

的な取り組みを重視した避難訓練等を実施して

きた。 

（２）モデル校の主な取組 

ア 高萩市立東小学校 

防災アドバイザーによる防災教室の実施や学

校防災体制への指導助言により，児童が主体的

に自己の安全を確保するための実践力の育成や

実効性のある避難訓練の実施などに取り組んだ。

特に，緊急地震速報受信システムを設置し，津

波対策を中心にとした学校防災体制の強化・充

実を図った。 

イ 鹿嶋市立平井小学校 

防災マップづくりや既に設置している緊急地

震速報受信システムを活用した避難訓練の在り

方の検証を行うとともに，防災アドバイザーを

活用して，「防災学習ハンドブック」の改訂作業

を行った。 

ウ 神栖市立波崎小学校 

緊急地震速報受信システムを配備し，実効性

のある避難訓練の実施や防災マップづくりをと

おして，児童の防災

意識の高揚，自己の

安全を確保する行

動力の向上を図っ

た。また，市内の防

災教育担当者の研

究協議をとおして，

学校間の連携の構

築を図った。 

  エ 県立北茨城特別支援学校 

防災マップづくりや平時からの避難経路の歩

行体験など，学校周辺の地形や危険箇所を知る

防災学習を行うとともに，緊急地震速報受信シ

ステムを利用しての実践的な避難訓練を実施し，

防災アドバイザーの指導・助言により，生徒の

防災意識や避難行動の育成を図り，教職員によ

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

茨 城 県 

 教育委員会名：茨城県教育委員会 

 住  所：茨城県水戸市笠原町978番６ 

 電  話：０２９－３０１－５３４９ 

○ 人口：約290万人（うち児童･生徒数：329,997人） 

○ 市町村数：44 

○ 学校数：幼稚園277園 小学校505校 

中学校231校 義務教育学校3校 

高等学校127校 中等教育学校4校 

特別支援学校24校 

○ 主な災害 

(1) 平成23年3月 東日本大震災 

(2) 平成24年5月 つくば市竜巻災害 

(3) 平成27年9月 関東･東北豪雨災害 

本県は，関東地方北東部に位置し，東は太平洋

に面し，海岸線の延長は約 190 ㎞におよんでい

る。東日本大震災では，津波や液状化などによる

被害があり，平成 27年 9月には，関東東北豪雨

による水害が発生している。 

 本事業においては，児童生徒が自らの命を守る

ため「主体的に行動する態度」の育成や避難所設

営体験等を通した「自分たちにできること」の意

識醸成を目指し，津波対策等や地域との連携を課

題とした地域（海岸部・内陸部）のモデル校7校

（市町村立小･中学校 4 校・県立特別支援学校 3

校）を設置して事業を実施した。 
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る避難誘導の検

証を行った。また，

近隣校を交えた

研究協議を行い，

災害発生時の情

報共有・連絡体制

等の連携強化を図った。 

オ 県立水戸特別支援学校 

防災アドバイザーを活用して，教職員研修を充

実させ，学校全体の防災意識の向上を図るととも

に，既存の緊急地震速報受信システムを活用した

避難訓練の実効性の検証や福祉避難所宿泊体験

等をとおして，児童生徒が主体的に防災に対して

取り組める知識・態度の育成を図った。 

  カ 県立つくば特別支援学校 

既存の緊急地震速報受信システムを活用しな

がら，校内連絡体制の在り方の検証や児童生徒の

地震に対する初期対応能力の向上を図った。また，

近隣小学校の教員と連携を深め，障害のある児童

生徒に対する防災教育の在り方について，課題の

把握や共通理解を図った。 

【アドバイザー派遣実績】 

委嘱人数:８人，派遣校数:６校，派遣回数:のべ 13回 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

（１）モデル校の主な取組 

       ア 鹿嶋市立鹿島中学校 

防災アドバイザーによる講演や地区の避難所

運営訓練にボランティアスタッフとして参加し

た生徒による報告会を実施し，被災時における共

助，公助の意識高

揚を図った。また，

市内の防災教育

担当教員を対象

とした研修会を

とおして，取組の

普及啓発を図っ

た。 

  イ 県立つくば特別支援学校 

避難所開設体験をとおして，児童生徒が自分た

ちができることを知ったり考えたりし，共助，公

助への意識を高める取組を行った。また，防災ア

ドバイザーから被災時に求められる力や行動に

ついて指導・助言をいただいた。 

 【アドバイザー派遣実績】 

委嘱人数:２人，派遣校数:２校，派遣回数:のべ２回 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

・ 緊急地震速報受信システムを活用した避難訓練

等を複数回実施したことで，児童生徒の初期対応

能力が確実に向上し，防災に対する関心・意識が

高まった。 

・ 学校防災アドバイザーから指導・助言をいただ

いたことにより，児童生徒が地域の防災課題につ

いての理解を深め，防災意識を高めることができ

た。また，避難訓練の内容や方法等の工夫・改善

を図ることができた。 

・ 事前指導と事後指導を充実させることで，より

効果的な防災学習，避難訓練が実施できた。 

・ 特別支援学校では，児童生徒のセルフケア能力   

の向上に向け，発達段階･障害の程度に応じた安全

教育の在り方等について整理することができた。 

・ 学校防災連絡会議等を通して，保護者や地域住

民，関係機関等との連携を図ることができ，地域

と連携した避難訓練や引き渡し訓練の在り方，通

学時を含めた児童生徒の安全確保に向けた体制の

改善を図ることができた。 

・ 避難所開設や運営の体験，災害ボランティアに

関する講演会をとおして，自分たちにできること

や共助，公助について理解を深め，イメージを持

つことができた。 

２ 今後の課題 

・ 少数であるが，防災学習への関心が低い児童生

徒がいるため，教材や手法の工夫や個に応じた指

導が必要であるとともに，継続的な取組が必要で

ある。 

・ 災害ボランティアに関する関心が高かったた

め，今後は，災害時のボランティアについて学ぶ

機会を多くしていく必要がある。 

・ 単年度の取組にとどまらず，継続的にアドバイ

ザー等の助言を受けながら，学校と地域が連携し

た防災力強化を進めていく必要がある。 

・ 近隣の幼稚園を含めて，幼・小・中が連携した

避難訓練を実施する必要がある。 

・ 緊急地震速報受信システムを活用した避難訓練

を繰り返し行ったことにより，児童生徒の初動が

身に付いた一方で，慣れによるマンネリ化が危惧

されるため，実施内容や頻度を研究していく必要

がある。 

・避難所運営支援体験を実際に行う児童生徒を増や

す工夫と継続的に行っていくことが必要である。 
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（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：水戸市 小３校・中１

校，高萩市 小１校・中１校，神栖市 小１校，鹿嶋市 

小２校・中１校，鉾田市 小２校，石岡市 小１校・中

２校，取手市 中１校，稲敷市 小１校，結城市 小１

校 ，坂東市 中４校，五霞町 小２校・中１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

児童生徒等の交通安全への意識の高揚や，交通安

全についての実践的態度をより高めるため，10市町

のモデル校において，参加・体験型の交通安全教室

を開催した。 

（１）スケアードストレイト手法による交通安    

全教室の開催 

合同参加校を含む10市町12校の児童生徒が参

加した（計3,251人）。 

○ 鹿嶋市立三笠小学校：3～6学年児童449人 

○ 稲敷市立古渡小学校：全校児童約78人 

○ 取手市立藤代南中学校：全校生徒401人 

○ 結城市立上山川小学校：全校児童146人 

○ 石岡市立国府中学校：全校生徒168人 

○ 神栖市立須田小学校：全校児童259人 

○ 高萩市立松岡中学校：全校生徒201人 

近隣校（松岡小 4～6 学年児童 193 人）も参

加した。計394人 

○ 五霞町立五霞東小学校：4～6学年児童125人 

近隣校（五霞西小の4～6学年児童76人）も

参加した。計201人 

○ 鉾田市立

鉾田北小学

校：2～6年生

児童352人 

○ 水戸市立

第四中学校 

：全校生徒 

803人 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

（１）取組の概要 

派遣希望市町村（６市町 14 校）に通学路安全対

策アドバイザーを派遣し，緊急合同点検で対策が必

要とされた箇所のほか，その後の継続的な合同点検

によって新たに対策が必要とされた箇所への合同

点検に立会い，助言・意見交換等を行った（のべ 10

日間実施）。 

（２）推進委員会 

ア 構成員（17人） 

・ 全日本交通安全協会自転車安全教育推進委員長 

・ 通学路安全対策アドバイザー（県警OB 4名） 

・ 県警察本部交通部交通総務課 

・ 県土木部道路維持課 

・ 県生活環境部生活文化課 

・ 県教育庁学校教育部保健体育課（3人） 

・ 派遣市町村教育委員会（6人） 

イ 主な内容 

・第１回推進委員会（平成29年6月） 

アドバイザー派遣計画の検討，決定等 

・第２回推進委員会（平成30年2月） 

アドバイザー派遣結果の報告・検証等 

（３）通学路合同点検の実施 

６市町 14校の通学路を合同点検し，合計 99箇所

の点検を行い，46 箇所について対策を完了し，残

りの 53箇所について，次年度以降の対策実施が確

認された。 

ア 水戸市 

（ア）合同点検実施校（3校） 

  三の丸小学校，双葉台小学校，赤塚小学校 

（イ）合同点検構成員（17～32名） 

○ 通学路の特徴 

 道路の両側に民家が連なる生活道路を利用す

る場合が多く，抜け道として利用する車両の通

行も多いので，ハード面とともにソフト面の充

実を図る必要がある。 

○ 登下校中における主な交通事故や県内事故件数等 

（登下校中における主な交通事故） 

 ● 平成 26 年 4 月，徒歩で集団下校中の小学 2

年生男子児童が，大型トレーラーに巻き込ま

れ死亡する事故が発生した。 

 ● 平成 27年 9月，自転車で登校中の中学 2年

生女子生徒が，交差点を横断中，乗用車には

ねられ死亡する事故が発生した。 

（県内の児童生徒が関係した交通事故件数） 

〔平成29年〕               （件） 

 

 

 

 小学生 中学生 高校生 合計 

発生件数 341 279 502 1,122 

死 者 数 0 0 1 1 

負傷者数 324 263 462 1,049 
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派遣アドバイザー，所轄警察署員，市建設計

画課，市道路管理課，市道路建設課，市土木補

修事務所，市防災危機管理課，市学校教育課，

学校教職員，PTA関係者，防犯協会関係者  

※学校ごとに構成員の人数が異なる。 

（ウ）点検結果（3校：計3日間） 

・点検箇所：65箇所（うち対策完了35箇所） 

イ 坂東市 

（ア）合同点検実施校（4校） 

  東中学校，南中学校，岩井中学校，猿島中学校 

（イ）構成員（15名） 

派遣アドバイザー，県生活文化課，工事事務

所，所轄警察署員，市交通防災課，市道路課，

市都市整備課，市学校教育課  

（ウ）点検結果（4校：計1日） 

・点検箇所：10箇所（うち対策完了10箇所） 

ウ 鹿嶋市 

（ア）合同点検実施校（2校） 

  平井小学校，大野中学校 

（イ）構成員（7～8名） 

派遣アドバイザー，市交通防災課，市施設管

理課，市道路建設課，市教育委員会担当者，学

校教職員，PTA関係者 

※学校ごとに構成員の人数が異なる。 

（ウ）点検結果（2校：計2日） 

・点検箇所：4箇所（うち対策完了0箇所） 

エ 五霞町 

（ア）合同点検実施校（2校） 

  五霞東小学校，五霞中学校 

（イ）構成員（18名） 

派遣アドバイザー，国交省関東地方整備局宇

都宮国道事務所，境工事事務所，所管警察職員，

町都市建設課，町生活安全課，町教育委員会担

当者 

（ウ）点検結果（2校：計1日） 

・点検箇所：4箇所（うち対策完了1箇所） 

オ 石岡市 

（ア）合同点検実施校（2校） 

  南小学校，府中中学校 

（イ）構成員（5～9名） 

派遣アドバイザー，県生活文化課，市教育委

員会担当者，学校教職員 

※学校ごとに構成員の人数が異なる。 

（ウ）点検結果（2校：計2日） 

・点検箇所：7箇所（うち対策完了0箇所） 

カ 鉾田市 

（ア）合同点検実施校（1校） 

  旭東小学校 

（イ）構成員（9名） 

派遣アドバイザー，県保健体育課，県生活文

化課，市スクールサポーター，市教育委員会担

当者，学校教職員 

（ウ）点検結果（1校：計1日） 

・点検箇所：9箇所（うち対策完了0箇所） 

【アドバイザー派遣実績】 

委嘱人数:４人，派遣校数:14校，派遣日数:のべ 10回 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

・ スケアードストレイト手法等による交通安全教

室を実施したことで，児童生徒が，具体的な交通

場面での交通事故の発生原因や事故を未然に防

止するためのポイント等をわかりやすく理解す

ることができ，安全に行動しようとする意識の高

揚を図ることができた。 

また，高萩市や五霞町では，近隣校と合同の交

通安全教室を実施し，地域全体での交通安全の意

識を向上させることができた。 

・ 合同点検においては，各市において，それぞれ

の担当部署における対策の方向性が明確になり，

アドバイザーからの助言等をもとに，関係機関と

の連携を図りながら対策を進めることができ，今

後の対策についても共通理解を図ることができ

た。 

２ 今後の課題 

・ 参加者へのアンケートの中で，「ヘルメットを

着用することは大切だと思う」という項目では，

小学校では 80.8％→95.2％であったが，中学校で

は 57.9％→85.0％であったことから，中学校にお

ける自転車通学者に対するヘルメット着用の重

要性についての指導をあらゆる場面において継

続的に行っていく必要がある。 

・ スケアードストレイトを実施する際に，学校に

よっては保護者に同意書を提出してもらってい

た事例もあり，特に低学年児童に対する配慮が必

要である。 

・ 各市町村で策定済みの「通学路交通安全プログ

ラム」に基づいた推進委員会及び合同点検を関係

機関と連携し，計画的に実施するとともに，学校

の統廃合や通学路の変更等に伴う新たな対策箇

所についても，ハード面とソフト面の両面から，

効果的な対策の推進を図っていく必要がある。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

   

（校種毎の数：特別支援学校・17校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

毎回の避難訓練実施に伴い、児童生徒にアンケ

ートを実施。関連する評価項目について効果測定

と目標達成状況を確認し、主体的な行動をとる児

童生徒の変容の調査を行う。併せて訓練の映像も

撮影し、変容を確認した。 

また、学校防災アドバイ

ザーによる教職員研修や

避難訓練、さらには事前

学習と事後学習の指導に

より、防災教育の実践と

学習効果の分析を行った。 

栃木県立盲学校・・８回、 

栃木県立今市特別支援学校・・８回 

(1) 栃木県立盲学校 

ア 緊急地震速報を活用した避難訓練 

ショート訓練（事前予告

と全員集合を行わず、簡

略化した訓練）を回数を

増やして実施した。 

 

  イ 寄宿舎及びＡＤＬ（日常生活行動訓練）室で

の避難訓練 

敷地内に併置された寄宿舎及び

ＡＤＬ室を活用した避難訓練を

行った。 

 

 

 

 (2) 栃木県立今市特別支援学校 

ア 緊急地震速報を活用した避難訓練 

ショート訓練（事前予

告と全員集合を行わず、

簡略化した訓練）の回数

を増やして実施。 

   

イ 児童生徒が理解しやすく、円滑な避難行動を促す

合い言葉の考案 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

栃木県 

 教育委員会名：栃木県教育委員会 

 住  所：栃木県宇都宮市塙田１－１－２０ 

 電  話：０２８（６２３）３３８２ 

○人口：198万人（うち児童・生徒数：25万人） 

○市町村数：25    

○学校数：幼稚園 131園 

幼保連携型認定こども園194園 

小学校 375校 

     中学校 171校 高等学校 61校 

      特別支援学校 17校（宇大附属を含む） 

○主な災害 

(1) 平成11年 那須災害 

(2) 平成23年 東日本大震災 

(3) 平成24年 竜巻被害（真岡市、益子町） 

(4) 平成25年 竜巻被害（鹿沼市、塩谷町） 

(5) 平成26年 竜巻被害（栃木市） 

(6) 平成27年 大雨被害（大雨特別警報） 

本県では、平成 27年 9月に大雨特別警報が発

令され、県内全域で浸水被害の影響や、平成 24

年から 26年にかけて 3年連続で竜巻による被害

が発生した。県北部には那須連山が広がり、那須

岳の噴気活動も注視しなければならない状況で

あり、火山への対応も課題である。 

このように自然災害が常日頃から身近に起こ

っている状況を踏まえ、本県では、平成 26 年か

らの本事業を実践し、得られた成果を活用し、障

害のある児童生徒の防災教育の在り方を研究す

るため、児童生徒自らが自分の命を守り抜くため

の「主体的に行動する態度」が育成されるよう、

関係機関と連携を図り、栃木県立盲学校及び栃木

県立今市特別支援学校を実践校として指定し、事

業を実施した。 
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Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 栃木県立盲学校 

  (1) 成果 

   ア 事前学習・避難訓練・事後学習を通して、

幼児児童生徒は初期対応姿勢（だんごむしの

ポーズ）を習得して、速やかに行動できるよ

うになった。 

   イ 教室内で過ごしている時間帯に限らず、休

み時間や自由に行動している時間帯にも訓

練を実施することで、置かれた環境で主体的

に考え、避難行動をとることの意義を学ぶ良

い機会となった。  

(2) 課題 

    ア 移動教室や屋外、初めての場所において周

囲の安全確認と初期対応に課題がある。 

   イ 登下校中や休日の外出時など、学校以外で

の場所や時間を想定した訓練の実施。 

 ２ 栃木県立今市特別支援学校 

(1) 成果 

   ア 一般に普及している合い言葉「おかしもち」

の肯定形「おあしにす」と、円滑な避難行動

を促すための合い言葉「あついだんご」（あ

たまをまもり つくえのしたに いちにの

さんで だんごむし）を考案し、授業に活用

することで、自閉症のある児童生徒が避難行

動について理解しやすくなった。 

   イ 学習指導案については、小学部低学年用、

小学部高学年用、中学部用、高等部課程Ⅰ用、

高等部課程Ⅱ用を作成した。 

(2) 課題 

   ア 般化が難しい児童生徒が、学校内だけでな

く、家庭や通学途中など多様な場面で適切に

行動が取れるようにする取組。 

イ 地域と連携した避難訓練等の必要性と時間

の確保について研究していく必要がある。 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保す

る体制の整備 

(1) 学校防災アドバイザ－による防災教育研修を

行い、教職員の防災知識の習得と意識の向上に努

め、学校安全管理体制の構築の強化を図る。 

  【学校防災アドバイザ－派遣実績】 

栃木県立盲学校・・５回 

栃木県立今市特別支援学校・・５回 

（研修内容）指導案、ワークシート作成の指導

助言、児童生徒アンケート検証 

(2) 障害の程度に応じた系統的・体系的な防災教育

を実践・継続するための学校安全計画の見直しを

図る。また、学校施設等の総点検やＰＴＡ、関係

団体と連携した安全管理体制の構築を行い、安心

安全な環境を目指す。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 栃木県立盲学校 

  (1) 成果 

   ア 廊下や通路に物品を置かない、机・椅子な

ど教室の備品を移動しない等、普段から励行

している決まり事を徹底し、学校内における

管理体制の整備に努めた。 

   イ 教職員の防災意識が高まりにより、避難に

際して教職員が常時携行している笛を活用

する案や幼児児童生徒の不安を解消する言

葉かけの案など、実効性のある効果的な提案

が数多く出されるようになった。 

 (2) 課題 

    ア 寄宿舎生活時に災害が発生した際、地域と

ともに自助や共助の力を育む必要がある。 

 ２ 栃木県立今市特別支援学校 

  (1) 成果 

   ア 指導の際、これまでの「目をかけ、言葉を

かけ、手をかける」姿勢から、「見守り、足

りないところを補う」姿勢に移行したこと

で、児童生徒の行動をより客観的に評価し、

指導に生かせるようになった。 

   イ 児童生徒の避難行動について「教職員の指

示に従って安全に避難する」という受動的な

視点から、「知的障害を有していても、自分

の身は自分で守る」という主体性に目を向け

た視点に移行した。 

(2) 課題 

    ア 教職員間での臨機応変な連携や、有事に備

えて自分が何をすべきか現実的なイメージ

を描いて置くことが課題である。 

   イ 教職員がそれぞれの場面で危険を見極め、

適切な連携を図るための「教職員の主体性を

育む訓練」も必要である。 

  ３ その他の学校への普及 

    県内の全ての特別支援学校へ普及・定着させ

るため、実践校の取組と並行して、４校の協力

校で防災教育の実践と学習効果の分析を行っ

た。また、その他の特別支援学校へも学校防災

アドバイザーを派遣し、教職員研修を行った。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

（千代田町、幼・２園、小・２校、中・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1)  千代田町は、利根川や渡良瀬川に面している

ため、大規模な洪水災害が予想される地域であ

る。また、台風や大雨が原因で、内水災害によ

る道路の通行止め箇所なども発生をしている地

域であり、水害に対して、児童生徒の意識を高

めるため、町の洪水ハザードマップ等を活用し、

実際にフィールドワークを通して、身近な生活

地域における洪水危険箇所を認識することや避

難の方法、タイミングなどを理解するとともに、

地域特有の様々な災害を知り、その災害に応じ

た避難の違いを理解することにより、正確な災

害情報を基に自ら判断して適切な避難ができる

知識・態度を身に付けることを目的として実践

を行った。   

 

(2)具体的には、以下の内容を実施した。 

ア 防災担当教諭情報交換会 

 イ ｢ぐんまの防災ガイドブック｣の活用 

 ウ 町民総合防災訓練（Ｊアラート含む） 

エ 防災マップ作り 

オ 千代田町で発生する可能性のある災害につい

ての防災学習 

 

 
 

Ⅲ 取組の成果と課題 

ア 各校における防災教育等の現状と課題につい

て、防災担当教職員と学校防災アドバイザー、大

学准教授による情報交換を実施し、現状の取組の

問題点や改善点などについて、また、今年度事業

の取組等について検討を行うことにより担当者

の意識向上に繋がった。 

情報交換会後に小学校の取組において、地震発

生時の引き渡し訓練や緊急地震速報を活用したシ

ョート訓練の実施を行った。ショート訓練後には、

アドバイザーや准教授からの助言を活かし、児童 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

群馬県 

 教育委員会名：群馬県教育委員会 

 住  所：群馬県前橋市大手町1-1-1 

 電  話：０２７－２２３－１１１１ 

人口：195万人（うち児童・生徒数：241,631人） 

市町村数：35    

学校数：幼稚園163園  認定こども園113園 

  小学校312校   中学校168校 

  高等学校81校  特別支援学校28校 

主な災害 

●平成26年大雪被害 

●平成27年突風被害   

●平成30年草津白根山噴火 等 

 

本県は、日本列島のほぼ中央にあって、県西・

県北の県境には山々が連なり、南東部には関東平

野が開ける内陸県である。県土の約 3分の 2が丘

陵山岳地帯で、面積は 6,362平方キロメートルと

なっている。県内は、利根川を大動脈として、各

河川が葉脈のように県下全域に張りめぐらされ

ており、利根川水系が県土の 99％を形成してい

る。本事業のモデル地域である千代田町は、北に

渡良瀬川、南に利根川に面しているため、古来よ

り度重なる洪水被害に見舞われてきた。 

近年、想定外の大雨や台風時の河川氾濫など水

害による大規模な災害が発生していることから

千代田町をモデル地域として事業を実施した。 
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から避難場所、避難姿勢などの聞き取りを行い、状

況に応じた適切な対応ができたか確認を行うこと

により、自ら考え、判断し行動できる態度を醸成す

ることができた。しかし、災害はいつどこで発生す

るか判らないため、災害が発生した場合の的確な判

断と行動がとれるよう継続した取組が必要である。 

イ ガイドブックは、全国あるいは本県で過去にあっ 

た自然災害などが写真やイラストを使い、わかりや

すくまとめられており、日頃からの備えや災害時の

心構えなどについても記述され、防災に対する意識

を高めることに繋げられる防災ガイドブックであ

る。 

ガイドブックを活用することで、様々な災害を知

ることやメカニズムなど発達段階に応じた防災教

育を実施することができた。このようなガイドブッ

クは、配布して単一的な活用になりがちだが、今回

の取組だけに留まらず、継続した災害の危機意識を

高めるために定期的に項目を設定して多くの教科

で活用していくことが必要である。 

ウ 学校、家庭、行政、地域住民、消防団をはじめと

する様々な関係機関（団体）が関わって、連携・協

力して取組むことにより、災害時にどのような行動

をとるべきなのかを再確認することができたよい

機会であった。また、Ｊアラート発令を想定した避

難訓練では、中学校を中心に避難訓練を行い、自然

災害とは異なる避難訓練を実践することで、様々な

状況での避難を体験することができた。 

   

エ 自分たちの通学路を歩きながら、教員と周辺地区

に住んでいる保護者とともに、子供たちは通学路別

に班編制を行い、土地の低い場所や高い場所を見つ

けて地図に記入し、大雨による冠水が起こりやすい

箇所も写真を見て、登下校中に水が溢れていたよう

な場所もチェックするなどの調査を実施した。ま

た、各班には大学生も帯同し、児童が気付いたポイ

ントや台風時に冠水したポイントを測量して土地

の傾斜を数値で理解できるような取組を行った。子

供たちは、測量計を使用して高低差を確認すること

ができたことにより、調査への興味がさらに湧いて

積極的に参加していた。 

 防災マップ作りでは、調査結果や調査時に撮影し 

た写真を活用して、それぞれの通学路毎のハザード 

マップを作成し、他学年に照会することで自らも改 

めて再確認することができた。今年度の取組を基に 

継続した学校災害ハザードマップの作成を実施し 

ていくことが必要である。 

   
オ 自然災害の基本的な知識と危険性などを知ること

で、千代田町で発生する可能性のある災害につい

て、生徒自身に考えさせ、どのように対応すればよ

いか生徒同士がグループワークすることにより災

害への関心を高めることができた。また、日本全国

で発生した地震と水害について知ることや自然災

害は、いつどこで発生してもおかしくないことを理

解させ、命を守るために何を備えておけばよいかを

考える契機にもなった。さらに避難の方法やタイミ

ングなどを理解し、様々な災害に応じた避難の違い

を理解することにより、正確な災害情報を基に自ら

判断して適切な避難をすることが必要であること

も理解することができた。 

   

  中学校での事前アンケートの結果、生徒・保護者

ともに利根川氾濫の災害についての危機感が高い

ことが感じられたが、実際の避難方法や避難のタイ

ミングなどについて、知識が乏しいことが判明し、

危機感は高いものの災害時の正しい対応が理解さ

れていない状況を把握することができた。 

  今後は、様々な災害に対して正しい知識を得るこ

とで、適切な判断・行動が出来るように小中学校で

継続的に防災教育を行っていくことと、学んで得た

知識を広く発信し、より多くの人に災害の危険性を

理解してもらうことで、災害から命を守る意識を高

めていくことが必要と考える。また、避難所運営や

避難所での災害ボランティア活動など学校教育全

体で総合的に安全教育の推進を図り、本事業を契機

に各地域の課題についての改善や見直しを行うこ

とで、県全体で防災に関する意識向上が成されるよ

う推進を図っていきたいと考える。 

― 26 ―



 

 

（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

【モデル地域名・校種毎の数】 

三郷市 小・２校、中・１校 熊谷市 小・１校、中・１校 

草加市 小・２校、中・１校 埼玉県 高・２校 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) ねらい 

  小中学校間や地域との連携、防災教育を中心とし

た安全教育指導法の研究や普及に取り組み、主体的に

安全に行動する児童生徒を育成する。 

(2) 各実践市の取組 

 ア 三郷市の取組 

【実践校】 三郷市立桜小学校 

      三郷市立立花小学校 

      三郷市立彦成中学校 

 本地域では、

小中連携によ

る防災教育の

あり方につい

て実践研究し、

児童生徒が安

全に対して、

「主体的に行 

動する態度」の育成に努めた。 

 (ｱ) 小中合同教職員事前研修会「実践的安全教育に 

 ついて」 

 (ｲ) 学校防災アドバイザーによる各校児童生徒へ 

   の指導 

(ｳ) 各校で様々な場面を想定しての「第一次避難 

  行動(ショート訓練)の徹底」 

 (ｴ)「彦成中学校における避難所開設訓練」(小中 

   合同避難訓練) 

 イ 熊谷市の取組 

  【実践校】 熊谷市立熊谷南小学校 

        熊谷市立荒川中学校 

 本地域で

は、小中学校

と地域が一

体となって

連携した合

同防災訓練

や教職員研

修を推進し、

地域と連携 

力と教職員の指導力の向上に取り組んだ。 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

埼玉県 

 教育委員会名：埼玉県教育委員会 

 住  所：さいたま市浦和区高砂三丁目１５番 

     地１号 

 電  話：０４８（８３０）６９６４ 

○人口：約７３０万人（H30.２.１現在） 

（うち児童・生徒数：７４６，８６９人） 

○市町村数：６３市町村 

○学校数：幼稚園５６３園 小学校８１９校 

     中学校４４６校 高等学校２０５校 

      特別支援学校４６校 

○主な災害 

(1) 平成２５年２月県北部・秩父地域の降 

   雪被害 

(2) 平成２７年９月県東部地域の大雨被害 

(3) 平成２８年８月県西部地域の大雨被害 

本県は、関東平野の内部に位置する内陸県で、

東西に約１０３ｋｍ、南北に約５２ｋｍ、面積は

およそ３，８００平方キロメートルである。山地

面積が約３分の１、残りの３分の２を平地が占め

ている。 

 地震災害では、東京湾北部地震、茨城県南部地

震、関東平野北西縁断層帯地震等、Ｍ７級地震の

発生を想定している。 

 再委託市である三郷市、熊谷市、草加市とも、 

震度６弱から６強の揺れが予想されている。そこ

で、この３市をモデル地域として指定し、事業を

実施した。 

小中合同避難訓練（避難所開設訓練） 

地域合同防災訓練 
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  (ｱ) 研究実践校の取組 

     熊谷南小：校内授業研究会の開催(年3 回） 

        荒川中：ショート訓練（年10 回）等 

  (ｲ) 夏休み小中合同職員研修会（８月10 日（木） 

     熊谷南小学校・８月21 日（月）荒川中学校） 

  (ｳ) 地域合同防災訓練（熊谷南小学校・荒川中 

    学校区地域） 

  (ｴ) 小中合同防災教育研修会の開催（熊谷南小学 

     校・荒川中学校） 

  (ｵ) 防災講演会の開催（妻沼中央公民館） 

 ウ 草加市の取組 

    本地域では、 

   中学校区の小 

    中連携や市関 

    係課との連携 

    を実践研究の 

    中核として取 

    り組み、児童 

    生徒が安全に 

   対して、「主体 

   的に行動する態度」の育成に努めた。 

  (ｱ) 各校での緊急地震速報端末を利用した避難 

    訓練の実施 

  (ｲ) ３校合同による防災講演会 

  (ｳ) ３校合同引渡訓練 

  (ｴ) 防災学習 

  (ｵ)「防災小説」を活用した校内研修 

  (ｶ) 避難所運営市民防災訓練（１１月１９日） 

 

２ 学校防災アドバイザー活用事業 

  防災に関して専門的な知識を有した地域防災 

 関係者等を学校防災アドバイザーとして県が委 

 嘱し、実践市町研究校を中心に派遣した。 

 (1) 学校防災アドバイザー等派遣について 

  ア 委嘱人数：６人 

  イ 派遣校数：８校 

  ウ 派遣回数：のべ１８回 

 (2) 学校防災アドバイザーの業務  

  ア 県推進委員会及び各市実践委員会での指導助 

   言 

  イ 研究推進校で、緊急地震速報システムを活用 

   した避難訓練や防災訓練への指導講評 

  ウ 地震が起こるメカニズムや安全な避難行動に 

   ついて、児童生徒、教職員、保護者、市町防災 

   担当者、地域の方々に研修会や講演会等で指 

   導助言 

 エ 授業実践におけるゲストティーチャーとしての 

  指導や教職員研修会において防災教育の教育手法 

  についての指導 

 オ 本事業の県成果発表会における指導講評及び講 

  演 

 (3) 本事業における県成果発表会 

   本事業の成果を県内に広め、各学校において児 

  童生徒の安全・安心の確保がより充実する安全教 

  育を推進するため、埼玉県成果発表会を開催した。 

 

 

 

 

 実践市の

研究成果発

表、「高校生

災害ボラン

ティア育成

講習会」の活

動内容報告、

アドバイザ

ーによる指 

導講評及び講演を行った。 

 

３ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

 (1) ねらい 

    「学校や地域の共助の担い手」として、災害時に 

    必要な基礎知識を身に付け、災害ボランティアと 

    して率先して活動できる生徒を育成することを目 

    標とし、県立高等学校の生徒及び教員を対象に「高 

  校生災害ボランティア育成講習会」を開催した。 

 

 

 

 

(2) 講習会の具体的な取組  

 ア 防災学習センターの施設を利用した講習 

    地震体験、 

   暴風体験、火 

   災発生時の煙 

   体験、消火体 

   験、通報の仕 

   方等、実際の 

   体験を通し災 

   害から身を守 

   るための具体 

   的な方法等の講習を受けた。 

３校合同引渡訓練 

●開催日 平成２９年８月２３日（水）全日 

●場 所 埼玉県防災学習センター 

●参加者 応募により決定した県立学校３１校、     

     生徒６１人、引率教員３１人 

●開催日 平成３０年１月１２日（水）午後 

●場 所 さいたま市文化センター 

●参加者 公立小・中・高・特別支援学校の教員、 

     市町村教育委員会指導主事 １９１名 

〈代表の県立高校生の報告〉 
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イ 救急救命に関する講習 

    鴻巣消防署 

   吹上分署消防 

   士を講師とし、 

   人命にかかわ 

   る場面を想定 

   し、ＡＥＤの 

   操作方法も含 

   めた心肺蘇生 

   方法の講習を実 

   施した。どの生徒も真剣に取り組み、実技を身 

   に付けた。 

ウ 非常食試食準備、応急手当に関する講習 

 常食準備班 

は、日本赤十 

字社の講師の 

指導により、 

非災害時の水 

と食料につい 

ての講義を受 

けた後、アル 

ファ米調理を 

行った。応急 

手当班は、三角巾での応急手当の講習を受けた。 

エ ボランティア活動等に関する講義及び演習  

    慶應義塾大 

   学准教授大木 

   聖子氏を講師 

   として、災害 

   ボランティア 

   の必要性、災 

   害発生時の行 

   動等の講義や、 

   避難所運営に 

   当たり、設定された課題の解決に向けての演習 

   を行った。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果について 

 (1) 防災に関する指導方法等の開発・普及 

    研究指定校では、緊急地震速報端末を効果的に 

   工夫して活用しながら児童生徒の自助・共助の力 

   を高める防災教育が展開された。 

 (2) 学校防災アドバイザー等活用事業 

    事前の指導、実践、事後の評価、次回への指導 

   のサイクルにより、研究指定校の取組が着実に改 

   善されるとともに、家庭、地域の防災意識の向上 

   も図ることができた。 

 (3) 災害ボランティア活動の推進・支援事業 

   専門的知見を有する指導者による講義、講習が、 

  参加生徒の防災意識を高める結果となった。 

   また、他校の生徒との交流により、共助の意識 

  を高めたり、コミュニケーションの大切さの意識

付けを図ることができた。 

 ２ 課題について 

 (1) 防災意識の格差を解消 

   学級間、学校間、地域間の意識の格差を解消す 

  る必要がある。 

 (2) 学校間、地域との連携強化 

   小中連携をもう一歩進めて、様々な災害を想定 

  して、どのような形式で引き渡し訓練を含めた避 

  難訓練を行うのがより効果的なのか、検証する必 

  要がある。 

   

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【モデル地域名・校種毎の数】埼玉県 高・２校 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 取組のポイント 

 ア 「高校生の交通安全教育推進校」の指定 

    県は、「高校生の交通安全教育推進校」として 

   実践研究する県立高等学校を２校指定する。当 

   該校では、自転車マナーアップを中心とした交通 

   安全教育を推進し、交通事故防止のためより一層 

   の取組を図る。 

    この取組は、本事業の推進委員会交通安全部 

   会において、研究の方向性の検討や効果の検証 

   が行われる。 

●通学路の概況 

 本県は、自然に恵まれた地域から人口が集中し

ている都市部など様々な地域がある。東京方面に

向かう主な幹線道路は大変交通量が多い。 

 そこで県では、ガードレールの設置や減速マー

ク、交差点注意等の路面標示の整備、通学路のポ

ストコーン、グリーンベルト整備などにより安

全・安心な通学路の確保に取り組んでいる。 

●本県の交通安全に関する課題 

 本県では、発生件数は減少傾向ではあるものの、

自転車による事故が多いのが課題である。小学生

では放課後に、高校生では登校中において、自転

車による事故が多い。死亡事故も発生しており、

喫緊の課題となっている。 

 

【救急救命講習】 

【非常食の準備】 

【避難所運営の演習】 
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   イ 「高校生の自転車安全運転推進地区別講習会」 

    県内の高等学校を対象に、実践的な自転車の 

   交通安全に関する講習会を実施し、交通事故防 

   止を推進する。 

 (2) 具体的な取組 

    ア  高校生の交通安全教育推進校を２校に委嘱 

   【埼玉県立浦和東高等学校】 

    ○交通安全教育講座、講演会を２回開催 

    ○自転車安全利用指導員の活動 

    ○スケアード・ストレイト教育技法による自 

     転車交通安全教育 

   【埼玉県立大宮工業高等学校】 

    ○生徒主体による交通安全集会の実施 

    ○交通安全教育講座、講演会を２回開催 

    ○自転車安全利用指導員の活用 

    ○スケアード・ストレイト教育技法による自 

     転車交通安全教育 

    イ  高校生の自転車安全運転推進講習会実施 

   （ｱ）県内４地区高校生の自転車安全運転推進地 

    区別講習会を実施 

    ○東部 埼北自動車学校 

    ○西部 セイコーモータースクール 

    ○南部 ファインモータースクール 

    ○北部 埼玉本庄自動車学校  

   （ｲ）実施内容 

    ○スケアー 

     ド・スト 

     レイト教 

     育技法に 

     よる自転 

     車交通安 

     全教育の 

     実施 

         ○映像資料を活用した自転車交通安全講習 

     の実施（加害事故責任と賠償保険について） 

    ○交通安全アドバイザーによる指導・助言 

    ○県内全県立学校の全生徒にリーフレットを、 

     配布し、各校の伝達講習会で活用 

   【各県立学校における伝達講習会の例】 

    ○各県立学校の状況に応じて、事故防止啓発 

     リーフレット（高校生の自転車安全運転講 

     習会）を用い、全校集会や学年集会、校内 

     放送、文化祭での発表等により、伝達講習 

     を実施する。 

 

 

  ２ 交通安全を確保するための体制の構築 

   （1) 取組のポイント 

     本事業の県推進委員会において、交通安全 

    部会を開催し、交通安全推進校における研究 

    実践の方向性や効果の検証を行う。 

     交通安全教育推進校では、行内組織や関係 

    機関との連携体制を構築する。 

   （2) 推進委員会及び交通安全教育推進校の実践 

        ア 推進委員会構成員（交通安全部会） 

    ○アドバイザー 埼玉県警警部補     1名 

    ○推進委員    

     県高等学校安全教育研究会長      1名 

     高校生の交通安全教育推進校長     ２名 

     ○事務局職員    

     県教育局保健体育課指導主事     ２名 

    イ 具体的な取組 

    ○第１回推進委員会（交通安全部会）では、 

     事業概要等説明、本県の研究方針、内容、 

     指導方法等の開発についての検討を行った。 

    ○第２回推進委員会（防災部会と合同）では、 

     効果の検証及び成果の取りまとめを行い、 

     次年度の実践への参考事項を整理した。 

   

Ⅲ 取組の成果と課題 

 １ 成果について 

  (1)交通安全教育推進校では、本委嘱により交通安 

   全教育が計画的に推進され、自転車事故防止と 

   マナーアップに効果をあげた。学校から地域に 

   も自校の取組を発信し、連携体制で交通安全に 

   取り組めた。 

  (2)高校生の自転車安全運転推進講習会では、参加 

   した生徒が学んだ内容を自校での交通安全講習 

   会等で伝達することで、交通安全への意識の向 

   上と事故防止を図ることができた。 

 ２ 課題について 

  (1)交通安全教育推進校の実践では、生徒主体の 

    交通安全教育となるような工夫改善が必要で 

       ある。 

  (2)自転車安全運転推進講習会に参加した生徒が、 

    自校で伝達する際は、校内の講習会等の場面 

    設定を工夫するなどして、全校生徒に伝達でき 

    るようにする必要がある。 

   

 

スケアード・ストレイト教育技法 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：鴨川市、小・２校、中・

３校、高・３校、特支・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）事業概要 

県内９校をモデル校に指定し、モデル校を中心に、

緊急地震速報音を活用した校内システムを整備し、   

ワンポイント避難訓練を実施することにより、児童

生徒が「落ちてこない」「倒れてこない」「移動して

こない」場所に身を寄せることができるような能力

を高めることを目指した。 

 また、学校と地域住民の参加による合同の防災訓

練を実施し、防災に関する学校と地域の連携体制の

構築・強化を促すだけでなく、これらの事業を近隣

住民等に公開することにより、学校と地域の実態に

応じた避難訓練等の実践の普及を図った。 

（２）具体的な取組 

ア 船橋市立三山中学校（避難所対応） 

○合同防災訓練（7/23） 

   【参加者：生徒・職員・三山第一町会地域住民】 

イ 野田市立川間中学校（避難所対応） 

○避難所開設訓練（8/20） 

   【参加者：生徒、職員、地域住民】 

ウ 印西市立船穂中学校（避難所対応） 

○市総合防災訓練（10/29）台風のため中止 

     ※訓練打ち合わせ（9/20） 

エ 一宮町立一宮小学校（津波からの避難） 

   ○町合同防災訓練（10/15）雨天のため中止 

    ※学校単独で実施 

【参加者：児童、職員】 

オ 館山市立那古小学校（帰宅困難・引き渡し） 

 ○地区合同避難訓練・引き渡し訓練（9/26） 

【参加者：職員、児童、園児、保護者を含む地域

住民】 

カ 県立佐倉南高等学校（防災ボランティア） 

   ○地域合同避難訓練の実施（12/20） 

【参加者：職員、本校生徒、近隣の学校生徒、

保護者を含む地域住民】 

キ 県立大原高等学校（津波からの避難） 

 ○地域防災訓練（11/4） 

【参加者：職員、生徒、地域自治会】 

ク 県立安房特別支援学校（津波からの避難） 

○引き渡し訓練（6/28） 

  【参加者：職員、幼児・生徒、大学生、大学職員】 

 ケ 県立銚子高等学校（避難所対応） 

○避難所における妊婦・幼児・高齢者・障害のあ

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

千葉県 

 教育委員会等名：千葉県教育委員会 

 住  所：千葉県千葉市中央区市場町１番１号 

 電  話：０４３－２２３－４０９１ 

○人口：614万人 

（うち園児・児童・生徒数：732,930人） 

○市町村数：54  

○学校数：幼稚園 575園（幼保連携型認定こども園含む） 

小学校 805校  中学校 402校 

義務教育学校 2校 

高等学校 189校 中等教育学校１校 

特別支援学校 45校 

○主な災害 

● 昭和 62年 千葉県東方沖地震 

● 平成 23年 東日本大震災 

○人口：○○○万人（うち児童・生徒数：○○人） 

○市町村数：    

○学校数：幼稚園 ○○園 小学校 ○○校 

     中学校 ○○校 高等学校 ○○校 

      特別支援学校 ○○校 

○主な災害 

(1) 平成○○年 ○○○地震 

(2) 平成○○年 ○○○豪雨     等 

本県は、四方を海と川に囲まれ、首都圏の東側

に位置し、太平洋に突き出た半島になっている。 

千葉県が平成 19 年度に実施した地震被害想定

調査（平成 26 年度修正）によれば、東京湾北部

地震では、県土の約 40％、千葉県東方沖地震では、

県土の約 0.3％、三浦半島断層群による地震では、

県土の約５％が震度６弱以上になると想定され

ている。そのほかにも南海トラフ地震における 

津波による被害も危惧されている。 

 本事業においては、津波からの避難を課題とし

たモデル校３校（一宮町、いすみ市、館山市）、

帰宅困難・引き渡しを課題としたモデル校１校

（館山市）、避難所対応を課題としたモデル校３

校（船橋市、野田市、印西市）、防災ボランティ

アを課題としたモデル校１校（佐倉市）、被災地

支援をとおした体験型防災教育の推進を課題と

したモデル地域（鴨川市）を指定し、事業を実施

した。 
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る方への支援学習（10/12） 

【参加者：職員、生徒、大学生】 

（３）学校安全アドバイザー活用状況 

   各モデル校では、学校安全アドバイザーを活用し、

「学校安全計画」・「危険等発生時対処要領（災害安

全）」等について指導助言を受けた。 

ア 船橋市立三山中学校（避難所対応） 

○委嘱人数２名、派遣回数４回 

イ 野田市立川間中学校（避難所対応） 

○委嘱人数１名、派遣回数２回 

 委嘱人数２名、派遣回数１回 

   【参加者：生徒、職員、地域住民】 

ウ 印西市立船穂中学校（避難所対応） 

○委嘱人数２名、派遣回数２回 

エ 一宮町立一宮小学校（津波からの避難） 

○委嘱人数１名、派遣回数７回 

オ 館山市立那古小学校（帰宅困難・引き渡し） 

○委嘱人数１名、派遣回数２回 

カ 県立佐倉南高等学校（防災ボランティア） 

○委嘱人数１名、派遣回数２回 

キ 県立大原高等学校（津波からの避難） 

○委嘱人数３名、派遣回数３回 

ク 県立安房特別支援学校（津波からの避難） 

○委嘱人数３名、派遣回数２回 

  ケ 県立銚子高等学校 

○委嘱人数３名、派遣回数３回 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

（１）事業概要 

  地域の実態に即した避難訓練や防災学習に取り組

むとともに、被災地を訪問し、東日本大震災時の状

況や復興に向けての災害ボランティアの取り組み

等を知ることをとおして、危険予測や回避の能力や、

「自助」「共助」の精神を育む。 

（２）具体的取組 

ア 実践委員会の開催（年間３回） 

イ 被災地におけるボランティア活動 

（ア）実施日 平成２９年９月２１日 

（イ）活動被災地 千葉県旭市 

（ウ）活動内容 

    旭市防災資料館の見学後、防潮堤・仮設住宅・

津波避難タワーを見学した。また、飯岡刑部岬展

望館から海岸線の形状等の説明を聞き、防災紙芝

居を鑑賞した。 

ウ 活動報告会 

（ア）実施日 平成２９年１０月２５日 

（イ）参加者 児童、保護者、地域住民、実践委員 

（ウ）活動内容 被災地訪問について 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果について 

（１）合同防災訓練や多様な学習等を通して、幅広い

防災知識の獲得ができ、防災に対する職員、児童、

生徒の意識を高めることが出来た。 

（２）防災に関する授業を、研究実施したことにより、

命を大切にする取組が増え、防災に対する意識が

高まった。 

（３）被災地訪問から東日本大震災で千葉県内におい

ても大きな被害あったことを直接見聞きしたこと

で、切実感があり防災の必要性を高く感じること

ができた。 

（４）防災講演会・コンサートでは、当時の体験談を

聞くことで、被災当時の記憶のない児童、生徒に

とって被災当時の状況や人々の気持ちを改めて考

える機会ができ有意義な防災教育を実施すること

ができた。 

（５）地域や関係機関と共に訓練を実施し、防災教育

に取り組んだことで地域との連携も深まり、児童、

生徒の「自助」「共助」の意識を育成につながっ

た。 

 ２ 課題について 

（１）防災意識をさらに高めていくために教科と関連

させた防災教育を継続するとともに、関係諸機関

との連携をさらに強化して行う必要がある。 

（２）児童、生徒の意識を高めることができたが、家

庭との防災意識の連携を深めることが課題である。 

（３）今回の事業により、防災知識を学ぶことができ

たが、様々な活動を今後に活かすために、年間指

導計画の見直しが必要である。 

（４）児童、生徒の共助の意識を高めるために、日々

の学校生活の場面や学習の中で、助け合うことの

良さを感じさせながら、災害時の共助につながる

ようにさせる取組が必要である。 

（５）防災教育の継続に向けて、関係機関との連携を

さらに深めていくことが必要である。 
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（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 交通安全を確保するための体制の構築と通学路

交通安全プログラムに基づく合同点検等の実施 

（１）取組のポイント 

        通学路における安全を確保するため、対策が必 

要な市町村に対し、通学路安全対策アドバイザー 

（以下「アドバイザー」という。）を派遣し、必 

要な指導・助言の下、通学路の合同点検や安全対 

策の検討を行った。 

（２）推進委員会 

ア 構成員 

  学識経験者、道路管理者、県警交通総務課、県

警交通規制課、事業実施市町村教育委員会担当者、

県教育委員会担当者 

イ 主な取組 

   第１回、第２回推進委員会で、通学路の安全対

策への取組について道路管理者、警察、教育委員

会より報告をし、委員による情報交換を行った。 

その後、千葉科学大学教授の嶋村宗正氏による 

「通学路の安全について」の講演を聞き、通学路

の課題や今後の対応の参考となる指導を受けた。 

（３）アドバイザーの活用 

ア 印西市 

アドバイザー・市建設課・市土木管理課・市民

安全課・市教育委員会の担当者による連絡協議会

を１０回実施し、関係各課が連携して通学路の安

全確保や対策について検討した。 

合同点検実施校については、各学校から抽出さ

れた危険箇所内容を吟味し、対策の優先度が高い

学校を連絡協議会で検討した上で選出した。 

１名のアドバイザー（警察官ＯＢ）と連絡協議

会のメンバーの他、学校管理職、保護者、地域ボ

ランティアが参加し、小学校２校で７箇所の点検

を行った。交通事情や道路の構造上の観点から、

歩行者の安全確保を図るための方策が明らかにな

った。 

イ 木更津市 

連絡協議会の中で、市内小中学校の教職員、学 

校安全ボランティアを対象に、アドバイザーによ 

る講演を実施し、交通安全対策について共通理解

を図った。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

   合同点検実施校では、例年以上の参加人数で、

それぞれの立場から活発な意見交換ができ、危険

箇所の改善を図ることができた。 

また、アドバイザーを派遣された市からは、「専

門的な知識や指導方法から、児童生徒の安全を確

保する方策等を学ぶことができた」「安全対策の

面から、学校関係者の要望を関係各課に直接伝え

るよい機会となった」などの成果が報告された。 

２ 今後の課題 

   各市町村で策定された通学路交通安全プログラ

ムについて、ＰＤＣＡサイクルにより、一層充実

させていくとともに、児童生徒自身の危険予測能

力、危険回避能力を向上するための安全教育の充

実が重要である。 

   また、通学路アドバイザーは専門的な見識を生

かして、学校関係者とは違う視点で、通学路の危

険箇所について捉え、具体的な安全対策等のアド

バイスが可能であるので、今後も合同点検実施校

を増やしていく必要がある。 

〇市町村数 ５４市町村 

     （政令指定都市１市を含む） 

〇学校数  公立小学校    ７９４校 

            （分校３校含む） 

      義務教育学校     ２校 

特別支援学校小学部 ３６校 

○通学路の特徴 

 本県では、国道や県道を横断する等、交通量が

非常に多い通学路がある。また、農村部では、見

通しの悪いカーブがある場所、歩道や路側帯が設

置されていても非常に狭い場所等がある。 

○登下校中における主な交通事故 

  ・平成２４年４月、館山市の小学１年生が登校

のためにバス停でバスを待っていたところに車

が突っ込み死亡 

・平成２４年６月、佐倉市の小学２年生が下校

のために道路を横断中に乗用車にひかれ死亡 

・平成２５年９月、袖ケ浦市の小学２年生が下

校のため横断歩道を歩行中、トラックに衝突さ

れ死亡 

・平成２８年１１月、八街市の歩道を歩いてい

た集団登校中の小学生の列にトラックが突っ

込み、４人が負傷 

・平成２９年１０月、松戸市ので母親と登校中

の小学２年生が、校門付近の交差点でトラック

にはねられ死亡 
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（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要（モデル校：成田市立向台小学校） 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(１) 「子どもの被害防止ツールキット」を活用 

       ア ４年生による『聞き書きマップ』づくりの実践  

イ  科学警察研究所による第４～６学年実態調査 

ウ ５年生によるツールキットを活用した「子ど

も１１０番の家」の把握と地域の方とのつなが

りを大切にして取組 

エ 学校安全アドバイザー 

  全５回の実践委員会において、科学警察研究

所の特任研究官原田豊氏の助言をいただき、本

取組を進めた 

   

(２) 主体的・対話的で深い学びのある防犯教育 

ア 「景色解読力」に特化した単元構成 

   犯罪機会論に基づいた、「自分の身を自分で

守るための力」を育成するための単元構成 

  

イ 作成した地図を活用した「プロジェクト学習

的手法」 

  ビジョン（目的）とゴール（目標）を設定し、

情報収集し、整理・分析を行う。まとめとして、

学んだことをプレゼンテーションの手法で人に

伝える。具体的には、４年生から３年生に対し

「防犯教室」を実施。 

 

ウ 保護者・地域の方との協同的な学び 

  保護者や地域の方が授業に参加し、気づきを

共有する取組を実施。 

 

(３) 公開授業 

ア 実施日 公開授業 平成２９年１１月２４日 

イ 対象者等 

  県教育委員会４人、成田市教育委員会３人、 

  他市教育委員会３人、スクールガード７人、 

教職員７３人、成田警察署員１人、地域関係

者６人 

（４）学校安全アドバイザー活用状況 

   委嘱人数１名、派遣回数５回 

   キット活用の支援及び公開授業の指導、助言 

 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

（１）年度初めにスクールガードに関する実施要項

を作成した。  

（２）スクールガードには，平成３０年１月現在で

１２名の地域の方及び保護者が登録し，主に低

学年の下校時刻に合わせた見守り活動を行った。 

（３）スクールガードの年間実施回数は，平成３０

年１月末日現在で１５０回であり，ほぼ授業日

数に等しい。 

（４）スクールガード打合せ会を年間３回実施し，

活動に関する共通理解を図った。  

  

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

（１）防犯や日常生活における事故を防ぐ能力を高

めるための教育手法の開発・普及 

本事業に関係する単元学習の実施により，児

童・保護者・地域の防犯意識が高まった。 

 

（２）登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

スクールガードを発足させ，登下校の見守り

体制が強化できた。 

   

２ 今後の課題 

（１）保護者を対象にしたアンケート調査において

「学校は，保護者や地域と協力して児童の健全

育成に努めている」という設問項目に９７％の

肯定的な回答を得ている。本事業を通して築き

上げた関係機関や地域との連携体制を，今後も

維持・発展できるようにしなければならない。 

（２）第４学年の総合的な学習の時間における継続

的な取組とするために，今年度の実践に基づい

て年間指導計画を修正するとともに，ワークシ

ートを共有フォルダに保存して活用する。 

（３）第３学年から第６学年にかけて防犯教育をは

じめとする安全教育の指導内容を明確にし，系

統立てて児童の自助の意識を高められるように

する。 

○学校管理下における主な事件・事故件数等 

（１）重大事故 

 平成２７年～２９年度（１月末）該当事故なし 

（２）事件 

 ・平成２８年度３月末 女児殺害事件 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：大和市 深見北地区、

高・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 実施主体 

   神奈川県（高等学校１校） 

 (2) 事業内容 

ア 概要 

  地域の住民や近隣の中学校等と連携し、ＤＩＧ

研修などの実践的防災訓練を実施し、防災リーダ

ーを育成するとともに、取組の検証を行った上で、

その成果をモデル地区で共有した。 

 イ 具体的な取組 

 (ｱ) ＤＩＧ研修会（７月） 

  防災委員が学校周辺の街歩き調査を行い、防災

マップを作成・発表した。 

  

  

 (ｲ) 生徒参画型実践的防災訓練（10月） 

   災害時に地域の一員として役割を果たせるよう、

生徒を対象に心肺蘇生、搬送等の訓練を実施した。 

   
   

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

神 奈 川 県 

 教育委員会名：神奈川県教育委員会 

 住  所：神奈川県横浜市中区日本大通３３ 

 電  話：０４５―２１０－８０２０ 

○人口：915万人（うち児童・生徒数：80万人） 

※公立学校のみ 

○市町村数：33 

○学校数：幼稚園 43園 小学校 853校 

     中学校 411校 高等学校 159校 

     中等教育学校 2校 

      特別支援学校 47校 

○主な災害 

(1) 平成23年 東北地方太平洋地震 

(2) 平成25年 台風 18号による風水害 

(3) 平成26年 台風 18号による風水害 

(4) 平成27年 箱根山噴火警戒レベル３ 

(5) 平成28年 台風９号による風水害 

(6) 平成29年 台風 21号による風水害 

本県は、太平洋プレート、フィリピン海プレー

ト、北米プレートが交錯する地域に位置するた

め、東海地震、南関東地域直下の地震、その一つ

としての神奈川県西部地震等の発生の切迫性や、

長期的には南関東地震の発生も指摘されている。 

また、県内には、約30 本の活断層が確認され

ており、そのうち活動度が高いとされるＡ級活断

層が９本ある。 

本事業においては、災害時等における地域との

連携を目的として、大和市深見北地区をモデル地

域に指定し、実践的な防災教育を実施した。また、

県立学校、小田原市の市立学校を対象に学校安全

アドバイザー事業を実施した。 
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 (ｳ) 防災グループワーク（11月） 

   総合学習の時間においてＤＩＧを実施し、身近

な危険を認識し、防災・減災意識の向上を図った。 

   
   

  (ｴ) 防災講話（12月） 

   東日本大震災体験者の話を聴き、災害を自分の

事として捉え、命の大切さなどについて考えた。 

   
   

２ 学校安全アドバイザー活用事業 

(1) 実施主体 

  ア 神奈川県（高等学校４校、特別支援学校４校） 

  イ 小田原市（幼稚園１校、小学校３校、中学校

１校） 

(2) 事業内容 

ア 概要 

  外部の専門家を学校安全アドバイザーとして

各学校に派遣し、学校活動防災マニュアル、避難

訓練などに対する指導・助言を受けることで、児

童・生徒等の安全確保に向けた体制の改善を図っ

た。 

 イ 具体的な取組 

 (ｱ) 神奈川県 

   ・学校や地域の実情に応じた学校防災活動マニ

ュアルの見直し 

  ・土砂災害発生時における避難経路の検証 等 

   ※委嘱人数：６名（日本防災士会所属の防災士） 

   派遣校数：８校、派遣回数：１校につき４回 

(ｲ) 小田原市 

   ・避難訓練に関する児童・生徒等への指導講評、

防災講話 

   ・防災安全についての教職員への指導、助言 等 

   ※委嘱人数：１名（大学講師） 

    派遣校数：５校、派遣回数：１校につき１回 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 成果 

  年間を通じて複数回アンケートを実施し、推移を

検証したところ、生徒の防災・減災の知識と意識が

向上したことが読み取れた。 

・「土砂災害警戒区域の指定場所を知っているか」

の問いに「場所を知っている」または「区域があ

ることを知っている」と回答した生徒 

第１回 31％ ⇒ 第５回 52％ 

 ・「防災訓練は必要だと思うか」の問いに「絶対必要」

と回答した生徒 

第１回 36％ ⇒ 第６回 57％ 

(2) 課題 

  災害時の連絡方法を決めている生徒（家庭）数に

変動がなかったことから、保護者との連携を密にす

るなど、家庭も巻き込んだ取組が必要である。 

   

２ 学校安全アドバイザー活用事業 

(1) 成果 

  ア 神奈川県 

   各学校の学校防災活動マニュアルに、土砂災害

警戒区域内を明示した敷地平面図、ハザードマッ

プを追加で掲載し、土砂災害への備えとした。 

  イ 小田原市 

   訓練の実施前・後でアンケートを実施し、児童

の防災意識が大きく向上したことが読み取れた。 

 (2) 課題 

  ア 神奈川県 

   アドバイザーによって得意とする分野が異なる

ことがあるため、学校間で均質な指導が受けられ

るよう工夫が必要である。 

  イ 小田原市 

   保護者・地域住民を巻き込んだ防災意識の醸成

につながるよう、派遣方法を工夫する必要がある。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

（モデル地域名・校種毎の数：富山市、中・1校 

射水市、小・１校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（富山市・水橋中学校 射水市・片口小学校） 

（１）緊急地震速報受信システムの設置 

（２）学校防災アドバイザーの助言による緊急地震速

報受信システムを活用した避難訓練及び危機管理

マニュアルの見直し 

（３）避難訓練及び津波等災害から逃れるための知識

取得と行動に係る指導方法の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

（１）危機管理マニュアル及び避難訓練実施要項の見

直し 

学校防災アドバイザーから危機管理マニュアル

や訓練設定の指導助言を受けた。モデル校におい

て、平均４項目を見直すこととなり、より実践的

な防災体制が整った。 

具体的には、生徒を迅速に避難させるため、グ

ラウンドにいる生徒への指示を、全てを見渡せる

２階から生徒に避難指示を出すことに設定を変更

した。また、本県の直下型の地震の特徴を踏まえ、

地震直後１分以内に津波が到達するため、迅速に

垂直避難することとした。さらに、安全帽をかぶ

る、教科書などで頭を守ることなど、地震による

落下物への対応を見直した。 

（２）防災に対する教職員の意識向上 

緊急地震速報受信システムを設置したり、学校

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

富山県 

 教育委員会等名：富山県教育委員会 

 住  所：富山県富山市新総曲輪１番７号 

 電  話：０７６－４４４－３４４５ 

○人口：１０６万人 

（うち児童・生徒数：111,395人） 

○市町村数：１５市町村（10市、4町、1村） 

○学校数：幼稚園57園 小学校193校 

     中学校82校 高等学校53校 

     特別支援学校15校 （国公私立含む） 

○主な災害 

●平成26年 集中豪雨による冠水被害  

●平成25年 大雨、豪雨による冠水被害  

●平成24年 寒冷前線通過による突風被害  

●平成 20 年 寄り回り波、集中豪雨による被 

害 等  

本県は、本州の中央北部に位置し、東西約

90km、 南北76km、三方を急峻な山に囲まれ、

深い富山湾 を抱くように平野が広がっている。 

県では、東日本大震災の教訓を踏まえ、県内に 

影響を及ぼす恐れのある津波についてシミュレ 

ーション調査を実施し、平成 24年 3月に富山湾 

沿岸地域で想定される津波高、到達時間、浸水予 

想図、津波による被害予測等を公表した。（平成

29年3月に改訂） 

本事業において、津波における沿岸部浸水域

500m以内の学校を中心に緊急地震速報受信シス

テムの設置を進めてきた。平成 27 年度に内陸部

６市町村へ設置することで、県内全 15 市町村に

システムを備えるモデル校を設置した。本年度

は、平成 29年 3月に改訂された津波シュミレー

ション調査をもとに、新たに浸水区域から500ｍ

以内に２地域、２学校が入ったため、システムを

設置しモデル校とすることとなった。 

写真１ 屋上への垂直避難 
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防災アドバイザーから危機管理マニュアル・避

難訓練への助言をもらったりすることで、教職

員が、防災に対して協議を繰り返すこととなり、

全教職員の防災に対する意識が向上した。 

    そのため、モデル校において、近隣の保育所

と合同の避難訓練を実施し、児童生徒の共助、

公助の意識を醸成した。また、直下型の地震に

対して、津波が到着するまで、時間が早いこと

から、5 分以内に垂直避難するということを意

識し、今後も実践的な避難経路の開発をするこ

ととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の課題 

（１）登下校時に地震・津波に遭遇した場合の避難

訓練をする必要がある。校区の地理的状況を踏

まえ、学校への避難が有効なのか、地域の高台

が有効であるか、協議が必要である。また、登

下校時であれば、避難に際し、地域の支援が必

要になるため、地域との防災体制の構築も必要

である。 

（２）緊急地震速報受信システムを利用した避難訓

練を実施したが、予告無しの訓練等、より実践

的でストーリー性のある訓練を開発する必要が

ある。 

（３）保育園や近隣施設との避難訓練も一過性に終

わらず、近隣施設からの避難を考慮した危機管

理マニュアルを作成する必要がある。 

 

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：黒部市、魚津市、滑川

市、砺波市、上市町、立山町、朝日町【（小・５校、

中・２校）】 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）校舎周辺通学路等への防犯カメラの設置 

（２）事故防止アドバイザーによる防犯カメラを活用

した防犯避難訓練及び危機管理マニュアルの見直

し 

（３）防犯避難訓練及び不審者等から逃れるための知

識取得と行動に係る指導方法の開発 

 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

するシステムの構築 

（１）校舎周辺通学路等への防犯カメラの設置 

（２）教職員の防犯カメラの活用効果と取扱の周知 

（３）事故防止アドバイザーによる防犯カメラを活用

した防犯避難訓練及び危機管理マニュアルの見直

し 

（４）防犯カメラを活用した防犯避難訓練の実施し、

安全体制の改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

（１）危機管理マニュアルの見直し 

事故防止アドバイザーや警察署員から危機管理

マニュアルや訓練設定の指導助言を受けた。モデル

校において、平均 4項目の見直しがあり、より実践

的な防犯体制が整った。 

具体的には、教職員の対応の限界を考え、警察へ

の通報を速くすることとした。また、児童生徒が、

身動きがとれない場合、教室内でバリケードを設置

したり、不審者の場所によって、本部を変更したり

することとした。さらに、不審者発見時に教育委員

会や近隣の学校に速やかに連絡することにより、地

域の防犯連携体制につながった。 

○学校管理下における主な事故・事件数等 

 防犯関係に関しては、重大な事故・事件はここ

数年発生していない。 

○声かけ・つきまとい件数（富山県警調べ） 

 28年：小以下137件、中80件、高130件 

27年：小以下157件、中 94件、高131件 

 26年：小以下112件、中 94件、高141件 

写真２ 落下物への対応 

写真３ 不審者対応訓練 

― 38 ―



（２）教職員の防犯意識の向上 

事故防止アドバイザーの助言をうけ避難訓練・危

機管理マニュアルの見直しの協議を繰り返したこ

とや、防犯カメラを設置したことにより、教職員が

モニターや、外部への意識が強まったため、モデル

校の教職員において防犯意識が 94％で向上した。 

そのため、不審者の進入場所から離れて避難経路

をとるという原則に則って、多数の避難経路を教職

員がシュミレーションするなど安全教育・管理の手

法が生まれた。 

また、クラス担任が教室内で警察の情報等、不審

者対策など防犯に関することを、クラスで話をする

機会が増えた。 

さらに、今年度のモデル校は、地域の校長会など

で実績報告をしたことにより、防犯カメラ設置への 

気運及び、他の学校の危機管理マニュアル、避難訓

練の見直しにつながっている。 

（３）防犯カメラシステムの取扱の習熟度の向上 

防犯カメラの設置に際し、事故防止アドバイザー

の助言を受け、より広い範囲でより確実に不審者を

とらえる位置に設置した。 

事故防止アドバイザーや施工業者、中核となる教

職員から全職員へ防犯カメラの取扱を説明した。モ

デル校においては、54％の教職員が取り扱えるよう

になった。取扱状況は高いとは言えないが、モデル

校によっては、管理職席にあるモニターに対して、

管理職が不在時のモニター当番を決めたり、再度、

取扱講習会を開催したりするなど、取扱の習熟度が

向上するよう、防犯カメラを活用した防犯体制の構

築につなげている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の課題 

（１）不審者対応については、不審者の侵入箇所や不

審者の状態等、多様なケースが想定され、それぞ

れに合わせた避難ルートや対応を考える必要があ

る。 

（２）防犯カメラで発見できない場合でも対応できる

よう教職員の危機意識を高め、あらゆるケースを

想定した対応を日頃から考えておく必要がある。 

（３）不審者の校舎内への侵入を防ぐために、不必要

に開錠しない、開錠箇所を最小限にする等、施錠

体制の見直しが必要である。 

（４）児童生徒が不審者と遭遇する場合の対応を、児

童生徒に周知徹底する必要がある。 

（５）管理職の不在時の防犯カメラモニター監視体制 

を確立する必要がある。 

（６）防犯カメラの取扱に関して、年度始めに取扱説

明会を開催し、全教職員が取り扱える必要がある。 

（７）児童生徒が登下校時に不審者と遭遇した場合も

あるため、こども 110番の家や、地域の防犯協会

などと密接に連携し、地域の防犯体制を構築する

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ バリケードを設置 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１）推進委員会 

 ○構成員 ３０名 

 ○内容  事業概要説明 

  ・学校防災アドバイザーによる講義 

  「学校教育における防災教育の充実に向けて」 

  ・金沢地方気象台による講義 

  「気象台の学校防災の取組について」 

（２）実践校 

 ○２０校（１７市町から１９校及び県立１校） 

（３）実施概要 

 ○学校防災アドバイザーとして金沢大学の青木准教 

授、林准教授を任命し、実践校の防災教育の取組 

や学校防災マニュアルの点検を行う。 

 ○実践校は、地域と連携した防災教育を積極的に実 

施し、災害時に児童生徒が自ら状況を判断して、 

適切な行動をとることができる防災教育を行う。 

①危機管理マニュアルの点検・改善 

  ・適切な避難経路、避難場所の設定 

  ・災害時の保護者への引き渡し方法など 

  ・学校の実情に応じたマニュアル作り 

    

【地震避難訓練】 

②防災教育に対する指導・助言 

  ・自ら行動できる防災教育 

  ・地域、家庭と連携した防災教育 

  ・学校の実情に応じた避難訓練等、防災教育 

    

【引き渡し訓練】 

③防災研修会の開催 

・地震、津波のメカニズム 

・災害に対するこころがけ 

・避難訓練の目的 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

石川県 

 教育委員会等名：石川県教育委員会 

 住  所：石川県金沢市鞍月１－１ 

 電  話：０７６―２２５－１８４７ 

人口：１１５万人 

市町村数：１９市町    

学校数：公立学校 

小学校  ２０９校    中学校８５校  

義務教育学校 ２校 高等学校４７校   

    特別支援学校１２校 

主な災害 

● 平成１９年能登半島地震（M6.9） 

● 平成 ５年能登半島沖地震 (M6.6) 

・本県は、北陸地方の中部に位置し、地形は南北

から北東に向かって細長く、海岸線は約５８１

㎞の延長を有している。 

・森本富樫断層帯、邑知潟断層帯など主要な活断

層がある。 

・津波による浸水が想定される学校は１３校であ

る。 

・本事業においては、県内市町（１７市町）及び

県立学校からモデル校を選定し、事業を実施し

た。 
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【消火体験】 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１）成果 

・推進委員会において、学校防災アドバイザーから、

地域との連携による学校防災の重要性、学校防災

マニュアルの見直しと、より実践的な防災計画の

立案の方法、共生の防災教育の意味について説明

を聞いたことにより、実践校が計画性を持って本

事業に取組ことが出来た。 

・金沢地方気象台からは、「気象台の学校防災の取

組について」という題で、気象台の提供する防災

授業素材集、緊急地震速報を組み込んだ避難訓練、

教員研修会等での防災気象情報の利用について

の説明をしていただき、気象台と連携して本事業

を進めることができた。 

・本事業の指定を受けたことで、危機管理マニュア

ルの見直しと危機管理マニュアルの職員への周

知が徹底された。 

・学校防災アドバイザーが、事前に実践校の危機管

理マニュアルを点検し、学校近辺の立地状況や地

質的なデータを調査してから、指導助言にあたる

ことで、学校の実情に応じたマニュアルの作成や

訓練の実施、さらには、今後の安全教育に大いに

役立った。 

 ・保護者や地域との連携した避難訓練、引き渡し訓

練や避難所設営を行うことで、児童・生徒、保護

者や地域住民の防災に対する意識が高まった。 

 ・アドバイザーの指導・助言により、児童生徒の防

災に関する認識が深まり、自助・共助の意識が向

上した。 

・保育園と合同で避難訓練を実施することにより、

避難の要領が職員や園児・児童・生徒に共有され

た。 

・引き渡し訓練では、引き渡し登録者名簿を整備し、

より実践に近い児童引き渡し訓練を実施するこ

とができた。 

・保護者や地域住民の協力を得て、防災教育を進め

ることができ、児童・教職員だけではなく保護者

や地域住民防災意識が高まった。 

・児童･生徒が、学校管理下外で災害にあった場合

の避難行動の方法を理解することが出来た。 

 ・教職員対象の防災研修会では、学校防災アドバイ

ザーの説明から、避難訓練と実際の災害時避難の

違いを教職員が想像することができ、教職員の防

災意識が向上した。 

（２）課題 

 ・今後は、様々な状況（通学途中や下校途中、休み

時間等）で災害が起こった場合を想定した訓練を

積極的に実施する必要がある。 

 ・実践校での成果や課題が、近隣の学校や地域に引

きつながれるように周知していく必要がある。 

 ・災害時様々な場面で、自ら判断し行動できる生徒

を育成するために、教科等の教育活動において、

「考える力」を育成しなければいけない。 

 ・災害時、避難場所となる学校の避難所設営や対応

が円滑に行われるためにも、市町担当部局や地域

住民との綿密な打ち合わせが重要である。 

     

【防災講演会】 

     

【防災研修会】 
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（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

  １ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 交通安全を確保するための体制の構築と合同

点検の実施 

（１）取組のポイント 

      それぞれの市町から、道路行政に詳しい県警OBを 

中心に、通学路安全対策アドバイザーとして委嘱し 

地域の実情に応じた安全対策を検討して、対策を施 

した。 

（２）推進委員会 

ア 構成員 ４７名 

 通学路安全対策アドバイザー  ２１名 

 各市町担当者         １９名 

 県警本部交通規制課       １名 

 県土木部道路整備課       １名 

 県教委事務局保健体育課     ５名 

イ 内容 

 ①第１回推進委員会（７／１０） 

  ・アドバイザーへの委嘱状交付 

・事業概要等の説明 

・昨年度の実践例 

・県警、県道路管理者からの通学路安全対策実施 

状況の説明 

・各市町での協議 

②第２回推進委員会（１／２９） 

・県事務局より事業報告 

・各市町から事業報告 

・県警、県道路管理者からの通学路安全対策実施 

状況の説明 

・通学路の安全対策についての意見交換 

（３）連絡協議会 

ア 加賀市 

（ア） 構成員 ７名 

   通学路安全対策アドバイザー １名 

   警察署           １名 

   市土木課                １名 

  県土木課           １名 

市民生活安全課       １名 

   教育委員会         ２名 

 （イ） 取組内容 

  ①合同点検 ８/２ 

   加賀市７小学校 １９箇所 

  ②連絡協議会 ９/１２ 

      ・交通安全プログラム進捗状況 

   ・合同点検の状況報告と対策について 

   ・今後の対応について 

 学校側が感じている危険性に対し、道路状況上対策

できないケースがある。（例：横断歩道の設置）その

ようなケースもあることから、学校教育において、安

全教育を充実させていくことが必要である。PDCAサイ

クルは確立されつつあるが、C（対策の効果の把握）に

弱さを感じる。学校との情報交換を密にし状況把握に

努めたい。 

 イ 野々市市 

（ア） 構成員 １５名 

   通学路安全対策アドバイザー １名 

   警察署           １名 

   県土木課                 １名 

  市建設課          １名 

   市交通安全協会       １名 

市環境安全課        １名 

   教職員           ７名 

   教育委員会         ２名 

（イ） 取組内容 

  ①合同点検 ８/２５ 

   野々市市立３小学校 ５箇所 

  ②連絡協議会 ９/２８ 

      ・通学路安全推進事業実施概要の説明 

   ・安全点検の結果、対策についての協議、検討 

   ・意見交換・質疑応答 

 

○市町数  １９市町 

○学校数  公立小学校       ２０９校 

      義務教育学校前期課程    ２校 

      特別支援学校小学部    １２校 

○通学路の特徴 

・通学路の多くは生活道路として利用されている。 

・道幅が狭い道路でも、交通量が多く危険な地域

がある。 

・積雪時は車道を通行しなければならないことも

ある。 

○登下校中における主な交通事故 

・平成２４年６月かほく市内 

 自転車で登校中の高校１年生女子生徒が国道 

交差点で、横断歩道を横断中にトラックには 

ねられ死亡する。 

・平成２６年１０月小松市内 

 自転車で登校中の高校３年生女子生徒が信号 

機のないＴ字路で軽自動車にはねられ死亡す

る。 
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区画整理で宅地が造成されたり、新しい施設（学び

の杜ののいちカレード）が開館したりし、交通状況も

著しく変化しており、通学路の安全確保には毎年の点

検や見直しが必要である。その際に警察や道路管理者

など専門的な見地からの指導助言が不可欠である。ま

た、本事業の点検や協議会だけでなく必要に応じ相談

したり指導助言を受ける連携を大切にしていきたい。 

 横断歩道や信号機の新設移設については、地域とも

連携し要望書を提出していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【合同安全点検の様子】 

ウ 宝達志水町  

（ア） 構成員 １２名 

   通学路安全対策アドバイザー １名 

   県土木課          １名 

   警察署           １名 

   宝達志水町地域整備課    ２名 

宝達志水町交通安全協会     １名 

  宝達志水町危機管理室    １名 

   宝達志水町総務課      １名 

教育委員会         ２名 

   教職員           ２名 

（イ） 取組内容 

  ①合同点検 ７/１８ 

   宝達志水町 小・中学校   ９箇所 

  ②第１回連絡協議会 ７/１８ 

      ・小中学校の合同点検及び対策の検討について 

   ・通学路安全対策アドバイザーの意見 

・質疑応答 

 日頃から、小・中学校の通学路の危険箇所の状況を

把握して、こまめに記録していかなければならない。 

 そのためにも、危険箇所の選出・把握には地域住民

の意見や、地域の実情を考慮して危険箇所の選定をす

る必要がある。 

 また、危険個所の対応にはハード面での対応となる

ことが多く、対応までの間は、ソフト面で学校サイド

の安全指導に頼らなければならないこととなるので、

対応の遅れによる事故等が懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【合同安全点検の様子】 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

通学路の第１回推進委員会では、今年度の事業説

明を行い、その後、通学路安全対策アドバイザーと

各市町の担当者に、昨年度の取組の成果や課題につ

いて意見発表をいただいた。市町教育委員会担当者

や通学路安全対策アドバイザーの方々数名が新

しく担当となり、新担当者も含め意見発表が今年度

の取組の参考となった。 

 警察、道路管理者からは現時点での通学路の対策

状況や、ハード面での対応が具体的にどのように対

策されているのかを写真で説明を受け、取組の成果

を実感することができた。 

 第２回推進委員会では今年度の事業報告を行い、

取組の成果や課題について意見交換をした。それぞ

れの市町の取組状況が分かり、各市町の課題につい

ても明らかになり来年度につながる有意義な協議

ができた。 

２ 今後の課題 

危険箇所を各関係機関が対策しているが、対策実施

した結果をさらに学校が評価し、その効果を分析して

いる市町もある。ＰＤＣＡサイクルを機能させること

により、より効果のある安全対策を今後、検討する必

要がある。 

交通状況の変化に伴い、通学路の安全確保には毎年

の点検や見直しが必要である。今後もさらに、警察や

道路管理者など専門的な見地からの指導助言が不可欠

であり、本事業の点検や協議会だけでなく必要な時に

指導助言を受け相談できる体制づくりを構築する必要

がある。ハード面については、大規模な工事が必要な

ケースもあり、早期に解決できない事案もあることか

ら、ハード面ばかりでなくソフト面（安全教育）の充

実も必要である。そのため、警察署や地元住民の協力

を得て、学校における安全教育の充実のために継続し

て実施する必要がある。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

（実践的な取組を実施する学校） 

小学校５校、小中併設２校、中学校２校 計９校 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）緊急地震速報受信システムの設置と設置校の取

り組み 

ア 実践的な取り組みを実施する学校 

・土砂災害警戒区域に、校舎または施設の一部

が含まれている９校 

・（福井市）：安居小学校、長橋小学校  

国見小学校、一乗小学校、越廼小学校 

殿下小中学校、鷹巣小中学校 

国見中学校、越廼中学校 

 

イ 実践委員会の実施 

・実践的安全教育総合支援事業についての説明 

         （緊急地震速報について、緊急地震速報受信

システムを活用した訓練実施について、引

き渡し訓練等） 

ウ 学校防災アドバイザ－の派遣 

・各学校に対し、学校防災マニュアル及び避難

訓練計画等への指導助言 

・学校内外の危険個所の確認と改善策等につい

ての指導助言 

・児童生徒への防災に関する講義 

 

エ 緊急地震速報装置の設置 

  ・緊急地震速報について児童生徒、教職員対象

に校内研修会の実施 

オ 避難訓練の実施 

 ・緊急地震速報装置を活用した避難訓練の実施 

・避難訓練の検証     

（２）緊急地震速報受信システム設置校の取り組み 

ア 福井市国見小学校・国見中学校 

・実践委員会の開催 

（校長、教頭、市防災担当課、・市教委担当、

学校防災アドバイザーによる打ち合わせ） 

・緊急地震速報について、教職員対象の校内研

修会と児童に対して音声の確認や津波や土

砂災害を含む防災教室を実施  

・緊急地震速報受信システムを活用した避難訓

練の実施 

【参加：教職員21人、児童生徒54人】 

・避難訓練等の検証 

（教職員、学校防災アドバイザー、警察署員、

消防士、市教委担当による検証） 

これらの取組を通して、緊急地震速報装置が作動

してから地震発生までの時間の活用（児童生徒、

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

福井県 

 教育委員会等名：福井県教育委員会 

 住  所：福井県福井市大手３丁目１７番１号 

 電  話：０７７６－２０－０５９８ 

本県は、本州日本海側のほぼ中央にあり、敦賀

市と南越前町の間にある木ノ芽峠を境にして北

を嶺北地方、南を嶺南地方とに分かれる。日本海

側で地震が発生した場合、沿岸を中心に津波被害

が想定される。また、それらの地域の学校の中に

は、隣接した山があり土砂災害の危険も高く複合

災害のおそれがある。本年度は、緊急地震速報装

置が未設置である土砂災害警戒区域に施設また

は敷地の一部が含まれる学校の防災対策を課題

とし、本事業を実施した。 

土砂災害特別警戒区域、警戒区域の学校を中心

にモデル校を指定し、複合的な災害が発生した際

に安全な避難行動ができるための取組を実践し

た。 

人口：７７万８千人 

（うち児童・生徒数：101,516人） 

市町数：１７    

学校数：幼稚園８３園  幼保型認定こども園８５園 

小学校２０１校 中学校８３校   

義務教育学校 １校 

高等学校３５校 特別支援学校１２校  

主な災害 

●昭和２３年福井地震 ●昭和５６年福井豪雪 

●平成１６年福井豪雨 ●平成３０年福井豪雪      
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教職員が行うべき行動）、支援が必要な児童生徒

に対しての教職員の対応方法、児童生徒が自ら災

害から身を守る「生きる力」獲得の一助とすると

ともに、教職員・児童生徒がお互いに助け合って

命を守るという防災意識を高めることが出来た。 

防災アドバーザーから、避難する高台へのルー

トがひとつしかないため、万が一のことを想定し

複数のルート確保が必要であるという助言があっ

た。 

 
２ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１）学校防災アドバイザーの派遣 

本県では、県防災士会（含、大学教授）、福井地方 

気象台と連携し、防災士会員および防災気象官、地

震津波防災官を学校防災アドバイザーとして委嘱

し、県内公立学校に派遣している。 

本年度は、小学校(１９校)・中学校(４校)・小中

併設校(２校)・特別支援(２校)、計２７校にアドバ

イザーを派遣した。 

（２）防災訓練前後の指導助言 

防災訓練実施前には、学校の立地環境や校舎内外 

の危険箇所をアドバイザーが調査し、適切な避難場

所や避難経路、避難に際しての要注意箇所を示し、

防災訓練実施計画の見直し・改善等に対しての指導

助を行った。また、訓練実施後には、訓練全般に対

しての指導助言や今後の訓練実施に対しての工夫

や改善点等の指導助言を行った。 

（３）防災講座    

 

児童生徒に対し、学校周辺の自然環境を説明し、

ながら、想定される災害の危険性についてプレゼン

テーション形式での講義を実施した。視聴覚教材や

防災カルタを使用した内容の防災講座を開催し、児

童生徒は楽しみながら、防災の基礎知識を得ること

ができた。 

（４）引き渡し訓練 

  事前に防災アドバイザーと打合せを行い、保護者

へ通知し、教職員が流れを確認した上で実施した。

引き渡し場所が混雑するという課題もあったが、こ

の流れを基本として、マニュアルの修正を行うこと

ができた。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

・土砂災害警戒区域に立地する９校で緊急地震速

報受信システムを活用した避難訓練を実施し、

大きな揺れが来るまでの準備やその後の避難方

法について確認することができた。 

・学校防災アドバイザーを27校（小学校19校、

中学校 4校、小中併設校 2校、特別支援 2校）

に派遣し、各学校の防災マニュアルや避難訓練

に対し指導助言を行い、マニュアルや訓練等が

より実践的なものになるよう見直した。 

・消防署、警察､地域の方々と連携した訓練を実施

することにより、今後の連携の仕方を再確認す

ることができた。   

２ 今後の課題 

・地震、火災、津波、土砂災害、原子力災害など

複合災害を想定した実践的な防災訓練の実施 

・積雪時の避難方法、経路の検討 

 ・設置校の取り組みについての実践発表や防災教

室等の研究授業等、他校のモデルとなるような

取り組みの実施 

・学校防災アドバイザー未派遣校へのアドバイザ

ー派遣による、避難マニュアルなどの見直し 

・引き渡し訓練や引き渡し模擬訓練の実施 

・防災教育年間指導計画の充実と体系的な防災教

育の推進 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

（中北地域，小・１校，中・１校，高・1校） 

（峡東地域，小・１校，中 1校） 

（富士・東部地域，小・１校，中・１校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）地域と連携した防災教育 

 甲州市立大和小学校・大和中学校では，小中学生

が地域ごとに分かれて DIGを行い，地域の危険箇所

と避難できる場所の確認，対処方法を考えた。その

後発表会を行い，児童生徒は，グループで考えた通

学路上の危険箇所や，地震発生時の行動について発

表した。保護者や地域の方々も参加し，子供たちの

発表を通して地域の防災について改めて考える機

会となった。 

 

（２）緊急地震速報受信システムを活用した避難訓練 

 本事業参加校に緊急地震速報受信システムを設

置し，予告なしの避難訓練を，授業中ではなく，休

み時間，昼休み，清掃中など，児童生徒がより自主

的に避難行動を取らなければならない場面を設定

して実施した。。多くの課題が見つかり，改善につ

なげることができた。

また，避難訓練実施

後の児童生徒の意識

調査の結果を，その

後の取組に生かすこ

とができた。 

ア 休み時間における避難訓練の実施 

 大月市立大月東小学校では，休み時間中に震度５

の地震が起きたことを想定し，緊急地震速報を流し

た。指導者が近くにいない状況でも，落ち着いて避

難行動ができる能力，態度を育成することを目的と

した。教員は各階および校庭で児童の避難行動を観

察し，必要に応じて指導した。廊下等に居た児童の

中には，自分の教室に戻ろうとする児童がいるなど，

課題が明確になり，事後指導に役立てることができ

た。 

イ 昼休み中の避難訓練の実施 

  県立北杜高等学校では，昼休み中に地震が発生し

た場合を想定し，避難訓練を行った。  

  教職員が教室にいない時間帯であったため，即座

に避難行動をとった生徒は少なかった。真剣に取り

組む生徒がいる一方で，真剣さに欠ける生徒も多く

いるなどの課題が見つかり，その後の指導につなが

った。  

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

山梨県 

 教育委員会等名：山梨県教育委員会 

 住  所：山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号 

 電  話：０５５－２２３－１７６５ 

○人口：83万人（うち児童・生徒数：94,648人） 

○市町村数：27 

○学校数：幼稚園 57園  小学校182校 

     中学校92校  高等学校42校 

     特別支援学校 13校 

○主な災害 

● 平成26年２月の大雪 

● 昭和41年台風26号による土砂崩落等 

 本県は，周囲を 3,000m 級の峰々に囲まれ急峻

な箇所が多く，地震，暴風，豪雨，地滑りなどの

自然災害が発生しやすい自然条件下にある。ま

た，いつ起きてもおかしくないとされている東海

地震は，震源の一部が本県の南西部にかかること

も予想されており，本県にも大きな被害を及ぼす

可能性があるとされている。 

 本事業においては，地域との連携を課題とした

峡東地域，地域に想定される災害対策等を課題と

した，中北地域，富士・東部地域をモデル地域に

指定して事業を実施した。 
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  学校安全アドバイザーからは，自分自身の命を守

り，自らの危機管理能力を高めるため，日頃から様々

な状況を想定し，それらの対応を考えるなど，自主

的な取組が大切であると助言があった。 

（３）各教科等における防災教育の取組 

 各教科に防災教育の視点を入れて，教育課程を編

成し，学校生活全体を通して防災教育に取り組んだ。 

ア 社会科における防災教育 

  中央市立三村小学校４年生の社会科では，「水害を

のりこえた人  々 今の自分にできること」について，

昔から自然災害の多かった自分が住む地域での「く

らしや産業，防災対策」などを学習した。特に，液

状化の現状を知り，中央市の土壌のよいところや，

問題のあるところについて考えた。児童は受け継が

れてきた先人の知恵を学び，常日頃から防災に関し

ての意識を高めておく必要性を実感した。 

イ 理科における防災教育 

甲州市立大和中学校１年生の理科では，緊急地震

速報受信システムを活用した避難訓練に関連付け

た授業を実施するため，９月の避難訓練の直前に，

「地震の揺れからわかること」「地震による地面の

揺れ方と大きさ」を位置付け，１１月の避難訓練の

直前に，３月実施予定の「大地の変動」を位置付け

て授業を実践した。教科横断的な視点から理科と特

別活動を関連付けた取組を行うことができた。 

 

２ 学校の安全管理体制の構築・強化  

（１）学校安全アドバイザー，地域人材活用の取組 

大月市立大月東小学校・大月東中学校では，夏休

みに職員合同研修会を２回実施した。１回目は，学

校安全アドバイザーの山梨大学秦准教授による防

災講話を実施した。加えて，地域をよく知る大月市

防災担当者より「大月市の防災の現状と課題」につ

いて，説明を受けた。 

２回目は，大月市消防本部消防課長から，校内の

安全対策状況についての指導・助言を受けた。 

中学校区における小・中学校の連携した登下校指

導，安全管理体制について，確認する機会となった。 

（２）職員研修による危機管理マニュアルの見直し 

中央市立玉穂

中学校では，職員

研修で，危機管理

マニュアルの見

直しを行った。学

校安全アドバイ

ザーからは，二次

避難場所の安全確認，点呼の場所と方法の見直し，

被災後を考慮して防災計画を立てるよう指導・助言

を受けた。危機管理マニュアルの役割に優先順位を

付けることなど，改善につなげることができた。 

 

３ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

  県立北杜高等学校では，東日本大震災で大きな被

害に遭った岩手県の大川小学校跡・大船渡市防災庁

舎跡地を見学し，気仙沼市においてボランティア活

動を実施した。津波で破壊されてしまった道の駅周

辺の草刈り等のボランティア活動に従事した。 

  生徒６名はボランティア活動に従事することを通

して，建物等の復旧の重要性はもちろん，被災した

方の心のケアの重要性を再認識し，多くの人が関わ

り，支援を継続していくことが欠かせないないこと

など，共助・公助の大切さについて実感を伴って理

解することができた。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

地域の実態に即した実践的な防災教育を実施し

たことにより，全ての地域において，自然災害等の

危険に際して自らの命を守り抜く「主体的に行動す

る態度」や「危険予測・回避の能力」に関する質問

項目に対し，肯定的な回答の割合が向上したことは

成果である。また，避難訓練の内容も従来とは異な

り，地域の実態に即した様々な状況を想定し，児童

生徒が自主的に行動，判断する必要性の高い訓練を

行うことができたことも有意義であった。課題とし

て，様々な状況を工夫して設定した避難訓練を継続

し，児童生徒が自信を持って判断し，行動できるよ

うにする必要がある。また，家庭を含めた地域との

連携を一層深めることも大切である。 

２ 学校の安全管理体制の構築・強化 

学校安全アドバイザーの助言により，登下校時を

含めた学校における安全管理体制について見直し

を図ることができた。また，地域人材の活用など，

一つの自治体として，安全管理体制の構築・強化に

ついて考えることができたことは成果である。今後，

この取組を県内に普及していくことが課題である。 

また，地震以外の水害や富士山火山等の発生を想定

した危機管理マニュアルの作成・見直しを行ってい

く必要がある。 

３ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

被災地支援を通した体験型防災教育の推進がす

べての学校で行われた。１回のみで終わらすのでは

なく，災害時に備え，「いつでもできる」ように，

取り組む必要がある。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害など 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 防災に関する指導方法等の開発・普及等のための  

 支援事業 

 公立小中特別支援学校に緊急地震速報受信システム

を整備し、より実践的な避難訓練等を実施し、いざと

いう時に自ら判断して行動できる児童生徒を育成する。  

（１）緊急地震速報受信システムの設置校（14校） 

 阿 智 村  阿智第一小学校  阿智第三小学校 

 安曇野市  豊科南小学校  豊科東小学校 

豊科北小学校   堀 金 小 学 校 

        明 科 中 学 校 

白 馬 村   白 馬 中 学 校 

長 野 市  山 王 小 学 校  中 条 小 学 校  

      豊 野 中 学 校  西 部 中 学 校  

飯 山 市  木 島 小 学 校  

長 野 県  木曽養護学校  

２ 学校防災アドバイザー活用事業 

 学校防災アドバイザーの派遣を希望する学校に対し

ては、学校内に留まらず、登下校中・休日の災害発生

時における対応や、連絡体制、児童生徒の引き渡し、

地域との連携、防災マップ作成見直し等に関する指

導・助言を行う。また、昨年度までの成果も踏まえ、

それぞれの学校の実情に応じた防災管理・防災教育の

あり方について検討する。         

（１）アドバイザー派遣対象校（34校） 

  佐 久 市  臼 田 小 学 校   

立 科 町  立 科 小 学 校  立 科 中 学 校   

東 御 市  田 中 小 学 校   祢 津 小 学 校 

               和 小 学 校    

  宮 田 村    宮 田 中 学 校 

 阿 智 村  阿智第二小学校  清内路小学校 

       浪 合 小 学 校  阿 智 中 学 校 

 泰 阜 村    泰 阜 小 学 校   泰 阜 中 学 校  

 松 本 市  岡 田 小 学 校   本 郷 小 学 校  

       旭 町 中 学 校 

塩 尻 市    楢 川 中 学 校      

塩尻市辰野町中学校組合    両小野中学校 

安曇野市  穂高東中学校    穂高西小学校 

      明 北 小 学 校  明 南 小 学 校 

      堀 金 中 学 校 

松 川 村    松 川 中 学 校      

 小 谷 村  小 谷 小 学 校  小 谷 中 学 校 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

長 野 県 
 長野県教育委員会 

 長野県長野市南長野幅下692-2 

 ０２６－２３５－７４４４ 

県 人 口：2,073,169人（平成30年1月 1日） 

児童生徒数：  255,990人（平成29年 5月1日） 

市 町 村 数：77    

学校数：幼稚園 94園  小学校372校 

    中学校196校  義務教育学校 2校 

高等学校109校 特別支援学校20校 

    中等教育学校１校 

主な災害 ○平成18年７月  豪雨災害 

     ○平成23年３月  長野県北部地震 

  ○平成26年２月  豪雪災害 

  ○平成26年７月  南木曽町土石流 

  ○平成26年９月  御嶽山噴火 

  ○平成26年 11月 神城断層地震 

 

長野県は、地質的には非常に複雑化しており、

糸魚川－静岡構造線，中央構造線の２つが，本県

の地質分布を特徴づけている。火山帯に加え，信

濃川，姫川両地震帯が存在するとともに，数多く

の活断層が密集する地域が存在することから，こ

れらを中心に地震の発生が予想されている。 

 また、諏訪地域以南 25 市町村が東海地震に備

え、地震防災対策強化地域に指定されている。 

 本事業においては、県内４地区の 17市町村（学

校組合）43校を対象校として指定し、事業を実施

した。 

― 48 ―



長 野 市    加 茂 小 学 校  緑ヶ丘小学校 

               信 里 小 学 校  清 野 小 学 校 

        戸 隠 中 学 校  鬼無里中学校 

   須 坂 市  相 森 中 学 校 

  飯 綱 町  飯 綱 中 学 校 

（２）学校防災アドバイザー 

  信州大学教育学部 教 授   榊 原 保 志  

  信州大学教育学部 教 授   廣 内 大 助   

  信州大学教育学部  准教授  島 田 英 昭 

  信州大学産学官連携 助 教  本 間 喜 子 

奈良女子大学文学部 准教授  西 村 雄一郎  

宇都宮共和大学  専任講師  白 神 晃 子 

  長野地方気象台 次 長  上 野 忠 良  

   特定非営利活動法人 

   ドゥチュウブ          落 合 鋭 充 

３ 事業実施概要 

 10月～12月  緊急地震速報受信システム設置 

 ７月～ １月   学校防災アドバイザー派遣・活用 

 （業務内容） 

 ・緊急地震速報受信システムを利用した避難訓練 

  の視察及び指導 

 ・学校の立地条件、建物、避難経路等の確認 

 ・学校内外の視察、安全点検 

 ・緊急時の職員分担の確認及び指導助言 

 ・危機管理マニュアルの見直しの指導助言 

 ・学校防災体制の見直しの指導助言 

４ 取組における成果 

（１）防災管理 

① 緊急地震速報受信システムの設置・活用 

 ○ 様々な状況設定で緊迫感のある訓練ができ

るようになり、児童の防災意識も高まり、集中

力が保てないような児童も緊張感をもって訓練

に取り組めるようになった。 

○ ショート訓練が繰り返し行われ、指示放送を

待たなくても、自らの判断で身の安全を守る姿

勢を取ることができるようになった。 

② 避難訓練の実施 

 ○ ショート訓練を不定期に、場所や時間の設定

を変えて実施することで、教職員が普段から児

童に何を伝え、どう行動すればよいかを考える

ようになるなど危機管理意識が高まった。 

 ○ 避難訓練の様子を録画した映像をもとに、ア

ドバイザーから助言を受けたことで、生徒の防

災意識が高まった。 

③ 備蓄の管理 

 ○ 学校が地域防災の拠点となることや防災備

蓄倉庫の使い方の指導を受けることで、地域防

災との関わり方が見えてきた。また、自治体と

の連携を図る中で、防災倉庫の備蓄の充実や管

理についても改善が見られた。 

④ 安全点検の実施 

 ○ アドバイザーとの安全点検で、今まで見落と

していた学校施設の危険個所を認識でき、予算

付けを行い修繕することができた。 

（２）防災教育 

① 防災・ハザードマップの活用 

  ○ 大地震の際に同時に発生する可能性もある土

砂崩れや道路寸断による集団孤立等の二次的な

被害についても意見を交わす姿が見られた。 

 ② ＩＣＴの活用 

  ○ ＩＣＴ（タブレット端末）とＧＩＳ（地理情

報システム）を活用し、フィールドワークなど

の防災学習をすることで、自分の住む地域をよ

り深く考え、見つめなおす貴重な体験ができた。 

 ③ その他 

  ○ 防災学習でもブレインストーミングなどの手

法を取り入れ、グループワークで活発な話し合

いが行われた。 

  ○ 心理学や気象学など複数のアドバイザーの専

門的見地から指導助言を受けたことで、いろん

な角度から防災学習を進めることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 取組における課題 

（１）防災管理 

① 避難訓練、危機管理マニュアルの見直し 

 ○ アドバイザーから指摘を受けた施設の危険

個所修繕のための予算付けが課題である。 

○ 校内のあらゆる場所で地震に遭遇したとき、

自らの適切な判断で安全地帯を見つけ、一次避

難行動がとれるような指導が必要である。 
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○ 所管する自治体と学校の危機管理マニュアル

との整合性を図っていくことが必要である。 

○ 地域内の連携がとれる幼保小中合同の引き渡

し訓練の実施や幼保小中と教育委員会及び自治

体の防災部局との「防災懇談会」の実施につい

ても検討していく必要がある。 

 ○ 積雪時含め劣悪な環境での避難訓練の実施

についても検討の余地がある。 

（２）防災教育 

① 防災学習のカリキュラムマネジメント 

○ 防災教育に関わる教科や領域での指導内容の

洗い出しを行い、総合的な学習の時間の中で校

内、通学路及び家庭における防災マップづくり

を含めた教科横断的な学習を構築していく必要

がある。 

○ カリキュラム作成ができたので、今後は児童

の確かな知識と思考力、判断力を育んでいくた

めに学年、教科、領域で授業を実践していく。 

  ○ 学校で作成した防災・ハザードマップの発表

や公民館への展示を行いながら、地域住民や家

族へ伝え、地域の防災意識を高めていく活動に

つなげていく。 

  ○ 授業参観日に全クラスで防災学習の公開授業

を行い、地域や保護者へ発信していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）新たな課題 

① 津波災害 

○ 長野県は海がないため、県をはじめ各学校の

危機管理マニュアルの中には、津波に関する初

動対応等が明記されていないのが現状である。

臨海学校（修学旅行）を実施している学校が多

いこと、あるいは将来、臨海地域で生活するか

もしれない子どもたちのことを考えると、危機

管理マニュアル等の見直しや津波への対応も含

めた防災教育も考慮しなければならない。 

 

② 浸水害・土砂災害 

○ 水防法等の一部改正により、洪水浸水想定区

域、土砂災害警戒区域内の学校においては、避

難確保計画の作成と避難訓練の実施が義務付け

られたことで、新たな視点で防災管理・防災教

育を進める必要がある。 

 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 中学校における自転車通学の概況 

１ 自転車通学の現状と過去の主な交通事故                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              

   

  

  

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 交通安全アドバイザー活用事業 

 １ 趣旨 

児童生徒等の登下校中の交通事故の実態を踏まえ、

学校の抱える交通安全上の課題の解決を図るために、

児童生徒等が様々な交通場面における危険について理

解し、主体性を持って安全な歩行や自転車・二輪車等

の利用ができるようになったり、安全で安心な交通社

会づくりに貢献する意識を高めたりすることが重要で

ある。 

このため、交通安全教育の指導方法や教育手法の開

発・普及、通学時を含めた学校における児童生徒等の

交通安全確保の体制を構築、普及すること、及び、学

校外の専門家による指導・助言等を行うことにより、

学校における交通安全教育・交通安全管理の充実を図

るものである。 

２ 交通安全アドバイザー派遣対象校（２校） 

  長野市立柳原小学校 

  長野市立若穂中学校 

３ 交通安全アドバイザー 

  （一財）長野県交通安全教育支援センター 

      主任指導員 原   愛 

      主任指導員 竹内 滋美 

 

 

○自転車通学の概況【平成29年５月１日現在】 

 市町村（学校組合）立の中学校 186 校（56,656

人）のうち、自転車通学者がいる学校が 105 校

（9,030人）であり県内全生徒の15.9％にあたる。 

○登下校中における自転車交通死亡事故 

 平成25年８月７日 中学２年女子 

 国道の交差点で大型トラックにはねられ死亡 

 ヘルメット着用、青信号横断中の事故 
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４ 事業実施概要 

 ○交通安全アドバイザーを各校に派遣する  

 ○通学路の交通安全に対する指導・助言を行う 

  （街頭指導、登下校の様子を撮影など） 

 ○安全な歩行、自転車の利用に関する交通安全教室

の実施する 

５ 取組における成果 

（１）安全管理 

① 標識・グリーンベルト等の設置 

 ○ 交通安全アドバイザーの指導・助言の中で、

児童がわかりやすい学校独自の道路標識の作成

の提案があり、危険個所、危険行動（飛び出し、

広がって歩く）の警告の意味で、校門から外へ

出るところに標識を作成、掲示した。 

 ○ また、交通安全アドバイザーとの通学路の安

全点検の中で、グリーンベルトの設置や停止位

置を示す足形の設置の提案があり、それぞれ設

置し通学路の交通環境を整えることで交通安全

の啓発を図ることができた。 

 ○ 環境を整えることにより、昇降口や校門から

飛び出したり、広がって道路を歩いていたりし

ていた多くの子どもたちが、グリーンベルトや

横断歩道を通り、右側を整然と歩くなど、登下

校の様子に改善が見られるようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）安全教育 

① 登下校の安全指導 

○ 交通安全アドバイザーが生徒の登下校時の自

転車の乗り方の様子を街頭に立ち、直接指導す

るとともに、動画を撮影し、交通安全教室で自

分たちの登下校の様子を客観的に見ることで、

効果的な指導を行うことができた。 

  ○ 登下校の様子を検証したことで、それ以降、

並走がなくなるなど、生徒の自転車の乗り方に

改善が見られた。また、職員の交通安全に対す

る意識も高揚した。 

６ 取組における課題 

（１）地域との連携 

 ○ 生徒の交通安全への意識を高めるだけでは、現

状を上回る安全な自転車走行を望むことは難し

い地域の交通事情がある。中学校の風紀委員会、

ＰＴＡの校外指導部、学校職員だけではなく、地

域を巻き込んだ交通安全指導が必要である。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

 

 

 

 

  

   

   

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数） 

■ 岐阜・西濃・美濃・可茂地区 

小・３０校、中・１５校、義・１校、高・２校 

■ 東濃・飛騨地区 

 小・８校、中・１０校、高・１校 

■ 特別支援学校 

 特・７校 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

 本県では、これまでも専門家を派遣して学校の防災

教育を支援してきたものの、児童生徒にどれだけ防災

力・減災力が身に付いたかは不明瞭なまま学習が進め

られているという課題があった。 

そこで、年間を通じて防災教育を推進していく際に、

減災力テストを活用して、まず児童生徒自身が自分の

課題に気付けるようにした。そして、学校全体の課題

を明確にした上で、例年実施している「命を守る訓練」、

「ＤＩＧ（災害図上訓練）」、「ＨＵＧ（避難運営ゲーム）」、

「校内安全点検」の４つの項目を原則としたメニュー

から選択し、課題解決に向けた防災教育を実施できる

ようにした。また、東濃・飛騨地域については、活火

山が身近にあるという地域の実情から、火山災害に係

る教育手法の開発も行った。 

＜減災力テスト＞ 

（監修：岐阜大学教授 高木朗義 企画：一般社団法人

DoItYourself 協力：岐阜県教育委員会） 

 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

岐 阜 県 

 教育委員会名：岐阜県教育委員会 

 住  所：岐阜市薮田南２丁目１番１号 

 電  話：０５８－２７２－８８５３ 

○人口：約２０１万人 

（うち児童・生徒数：約２２万６千人） 

○市町村数：４２    

○学校数：幼稚園７５園   小学校３６８校 

     中学校 １７８校 義務教育学校２校  

高等学校６６校 

特別支援学校 ２２校（分校含む） 

○主な災害 

(1) 地震災害 

・昭和５９年 長野県西部地震 

(2) 風水害（洪水・冠水・土砂災害） 

・平成１２年 ９月 恵那豪雨災害 

・平成１６年１０月 台風２３号災害 

・平成２２年 ７．１５豪雨災害 

(3) 雪害 

 ・昭和５６年 豪雪 

(4) 火山災害 

 ・昭和３７年 焼岳噴火 

 ・平成２６年 御嶽山噴火 

 

 

 

 

中部地方は「活断層の巣」と呼ばれるほど多く

の活断層があり、南海トラフ地震も加えると、県

内どの地域でも大規模な地震災害の発生が危惧

される。また、地形として海抜０ｍ地帯の平野部

から標高3,000m級の山間部まで、地域の実情は

大きく異なることから、浸水害や土砂災害、火山

噴火など様々な災害の発生も危惧される。 

そこで、地域の実情から、岐阜・西濃・美濃・

可茂地区と東濃・飛騨地区の２地域に大きく分け

た。また、本県では、ここ数年毎年のように特別

支援学校が新設されているため、学校の実情に応                                      

じた防災教育の推進も必要であることから、２地

域と特別支援学校からモデル校を設定した。 
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(1) 「命を守る訓練」の指導・助言 

本県では、全ての校種（幼、小、中、義、高、特） 

で、年間３回以上訓練を実施している。しかし、訓練

内容を調査してみると、以前と変わらない内容の学校

もいまだにあったことから、昨年度に引き続き、主体

的に行動する力を身に付けられる訓練への改善を図っ

た。具体的には、教職員が近くにいない、放送機器が

使えない、避難経路に障害物があり並んで通れない、

避難中に２回目の緊急地震速報が鳴るなど、様々な状

況を想定して行った。 

 ＜参考＞ 年間３回以上の訓練実施率 （％） 

年 度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 

実施率 80.8 88.2 91.8 92.9 99.7 100 

※調査対象（公立の園、小、中、義、高、特） 

 

(2) ＤＩＧ（災害図上訓練）の実施・指導 

自分の命は自分で守

るためには、まず自分

の地域を知ることが大

切である。 

そこで、ハザードマ

ップをもとに身の回り

に潜む危険について調べながら、ＤＩＧを進めた。 

モデル校では、親子でＤＩＧを実施した後、もし被

災した場合、どのような行動をとるのか親子で話し合

い、「わが家の行動計画」を作成した。 

 

(3)ＨＵＧ（避難所運営ゲーム）の実施・指導 

避難所に指定されているか否かに関わらず、被災時

はどの学校も避難所になる可能性があることから、Ｈ

ＵＧを通して、事前に地域や行政機関とどのようなル

ール作りが必要か学んだ。 

 また、中学生以上を対

象に実施する場合は、Ｈ

ＵＧを通して、もし自分

が避難所にいたら何がで

きるのかを考えられるようにした。 

 

(4)「校内安全点検」の実施・指導 

「落ちてこない」「倒

れてこない」「移動して

こない」をキーワード

に、講師、管理職、安

全担当者が点検を実施

した。後日、同じキーワードで児童生徒自身が校舎内

の安全点検を行うことにより、発災時どこにいても安

全な避難行動がとれるように学習した。 

 

(5)「火山学習」の実施・指導 

 まず、自分の地域を知るために、親子でＤＩＧを 

行い、地域の特徴について学んだ。 

その上で、後日、県防災課の協力により、実験を

交えながら学ぶ火山学習教室を開催した。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1)命を守る訓練について 

○過去の経験を踏まえ、想定外をなくすため様々な 

状況を想定した訓練を実施する学校が増えた。     

0
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○第一回の訓練では、教職員のいる時間帯での発生

を想定し、二回目以降は教職員が近くにいない休

み時間や放課後、下校時の発生を想定した訓練を

実施したことにより、児童生徒が自分で状況判断

して行動することができた。   

 

●土砂災害や浸水害については、想定しているけど

避難訓練を実施していない学校もまだあった。 

 

 

 

 

 

 

 

●学校での訓練は充実してきているものの、地域や

関係機関との連携した訓練はあまり実施されて

いない。地域防災力の向上のため、連携を図って

いく必要がある。 

 

(2) ＤＩＧ（災害図上訓練）について 

○モデル校で実施した減災力テストでは、家族の 

ルール作りに係る項目の得点が低かったことか 

ら、親子でＤＩＧを行った。地域の危険箇所を確

認しながら、学校にいるときと家の近くにいると

きなど場所の違いや、塾に行っている夕方以降等、

時間の違いなどから、どんな状況で発災したら、

どのように行動するかを親子でいっしょに考え、

ルールを作ることができた。 

  ●モデル地域の学校では、親子だけでなく、自治 

会や地域の防災士に声をかけ、いっしょにＤＩ 

Ｇを行ったところがあるが、まだほんの一部で 

ある。今後地域との連携を図っていきたい。 

 

 

(3)ＨＵＧ（避難所運営ゲーム）について 

 ○実施する学校が増え、事前に地域とどんなルー

ルを作っておくとよいか明確になった。 

 ●避難所運営マニュアルについては、市町村作成

のものはあるが、具体的な準備までしていない

学校が多い。ＨＵＧの経験をもとに、自治会と

相談の上、学校をどこまで開放し、どのような

使い方をするのかなどがわかる学校独自のマニ

ュアルを作成する必要がある。（⇒このような

状況を踏まえ、１月末に県教育委員会主催で、

「避難所開設・運営研修会」を開催した。） 

 

(4)「校内安全点検」について 

 ●どの学校でも棚等の固定をしているものの、大 

  地震に耐えうるだけの方法で固定されていな 

  いことも多かった。施設担当部局と連携し、改

善していく必要がある。  

 

(5)「火山学習」について 

 ○県防災課の協力を得て、３校で火山学習教室を

開催した。様々な実験があり、どの子も火山の

メカニズム等を理解することができた。また、

火山噴火という面だけでなく、火山の恩恵につ

いても学習し、自然との共存について考えるこ

とができた。 

 ●火山学習を行っている学校はまだ一部である。

地域に火山がない学校においても、教科等との

関連を図り、学習する必要がある。 

 

(6)その他 

・減災力テストの活用について 

 減災力テストは、本県の高校生防災リーダー養成

事業で、過去４年間使用してきたものである。今回、

表現等をわかりやすくし、小、中学生でも利用でき

るようにした。 

本テストは課題の発見だけでなく、年度末に２回

目のテストを実施することで、児童生徒一人ひとり

が自分の防災力、減災力の向上を実感することがで

きた。 

 

【派遣実績】 

・モデル校（３校）…６回 

          講師３名 

・モデル地域の学校…のべ７８校に派遣 

 （モデル校除く） 講師６名 
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（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数） 

■ 岐阜地域（笠松町）小１校 

■ 西濃地域（海津町）小１校 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 児童が主体的に取り組む安全マップづくり 

児童の安全意識を高めるためには、児童自身の 

目で通学路を点検することが大切である。そこで、

児童も講師や教職員とともに通学路の点検を行っ

た。その際、交通安全では、子ども目線での危険

箇所の洗い出しに加え、車の運転手から見て見や

すいかなど、違う視点を与えて実施した。 

(2) 複数の視点から作成する安全マップづくり 

 交通安全だけでなく、防犯では、「入りやすい」

「見えにくい」ところはないか、防災では「倒れ

てくる」「落ちてくる」ものはないかというキーワ

ードをもとに点検を実施した。 

    

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

 ○キーワード化した明確な視点をもとに点検をした 

り、講師や教職員が「この場所はだいじょうぶか 

な。」「車の運転手からどう見えるだろう。」「周 

りから見えにくくないかな。」と問いかけながら

点検を進めたりしたことで、児童が主体的に考え

たことを活かしたマップづくりを行うことができ

た。 

○交通事故の報告件数は年々大幅に減少しており、 

 今年度は最も少なかった。 

 

２ 課題 

●交通事故の報告件数のうち７割が自転車乗用中 

の事故である。徒歩だけでなく、自転車運転の視 

点からも安全点検を実施する必要がある。 

●高学年が作成したマップを低学年も使えるよう 

 にわかりやすい表現で情報を記載し、さらに活用 

できるマップにしていくとよい。 

  ●作成したマップを活用した見守り活動につなげ

られるように、見守りボランティア等、地域の方

にも発信していくとよい。 

 

 

【派遣実績】 

・モデル校（２校）…２回 

           講師３名 

 

○通学路の特徴 

 本県は、自動車の保有率が全国の中でも高く、

通勤、通学で自家用車を利用する人も多いため、

登下校の時間帯は多くの自動車が走っている。通

学路が、幹線道路の抜け道になっていることも多

く、安全対策を進めているものの、朝の時間帯は

危険な箇所もまだ多い。 

  

○登下校中における主な交通事故 

・徒歩で下校中、信号のない交差点を横断する際、 

左右確認をしないで車道へ出たため、車にはね 

られた。（小５：大腿骨骨折） 

・自転車で登校中、学校近くの交差点で車にはね 

られた。（中２：鎖骨、眼窩底、鼻腔骨の骨折） 

 

○交通事故報告数 

・平成２６年度…２４５件 

・平成２７年度…１８９件 

・平成２８年度…１４１件 

・平成２９年度…１２９件（H30.3.20現在） 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

○ 面積・人口等 

東西 南北 面積 人口 

160km 120km 7,777k㎡ 370万人 

○ 市町数：35（23市・12町） 

○ 学校数 

幼稚園 小学校 中学校 高校 特別支援 

448 514 295 138 23 

○ 主な災害 

・平成23年 静岡県東部地震 

・平成21年 駿河湾沖地震 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 本県の南側には、駿河湾から遠州灘の海域に海

洋プレートの境界をなす駿河湾トラフや南海ト

ラフが存在する。静岡県第４次地震被害想定では

、県内のほとんどの市町で震度６強以上、11万人

超の人的被害が想定されている。 

 特に、10ｍを超える津波の到達が予想される伊

豆半島においては、津波からの早期避難が求めら

れる。 

 以上の理由から、伊豆半島の沿岸に位置する松

崎町及び河津町をモデル地域として選定した。 

(河津町：幼稚園１園、小学校１校、中学校１校) 

(松崎町：小学校１校、中学校１校) 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

・緊急地震速報活用事業 

 ア 対 象 

 河津町 松崎町 

幼稚園 さくら幼稚園  

小学校 南小学校 松崎小学校 

中学校 河津中学校 松崎中学校 

  

  

イ 目 的 

   緊急地震速報受信システムを活用した避難

訓練等を実施することにより、率先避難者と

なる意識を高め、避難にかかる時間を短縮す

るとともに、予期せぬ災害から主体的に自ら

の命を守る積極的な態度を身に付けた児童生

徒の育成を図る。  

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

 ・高校生被災地訪問研修 

ア 目 的 

   東日本大震災の被災地を実際に訪問し、

被災地の視察や現地に暮らす人との交流活

動を通して、高校生が地震や津波から自ら

の命を守るために必要な知識を学び、生命

の尊重やボランティア精神等、「共生」の心

を養うとともに、震災から６年が経った現

在、自分たちに何ができるかを考えること

で、学校や地域の防災リーダーとして、主

体的な訓練の実施や避難所の運営等、活躍

が期待できる人材の育成を図る。 

 イ 活動内容 

（参加者） 

 静岡県内高校生 33人 

（活動内容） 

 ・事前研修（講義／過去の参加者による講話

／グループワーク） 

 ・山田高校訪問、現地高校生との交流／大槌

町仮設住宅訪問／大槌町役場跡地視察／大

槌漁業協同組合でのボランティア 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

（１）緊急地震速報活用事業 

沿岸に立地する小中学校の児童生徒が、緊急地

震速報受信システムを活用した訓練を重ねるこ

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

静岡県 
 

教育委員会名：静岡県教育委員会 

住  所：静岡県静岡市葵区追手町９番６号 

電  話：０５４－２２１－３６７７ 
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とで、避難開始に要する時間を短縮することがで

きた。 

これまでは突発的な地震に対応するための訓

練を実施していたが、システム導入により地震発

生前の避難行動を想定することができた。 

 

（２）高校生被災地訪問研修 

 事前研修では過去に本研修に参加したことのあ

る大学生による経験談を事前に聞く機会を設けた

り、個人及びグループで研修テーマを設定して臨

んだりすることで、生徒が災害を自分ごとと捉え、

主体的に学ぶ意識を醸成した。 

 訪問先では、仮設住宅で暮らす人々や震災後も

現地で働く漁師、高校生によるプレゼンテーショ

ンを聞き、震災当時の行動等について意見交換を

行った。 

研修の活動内容は各学校の文化祭等で生徒たち

が発表したほか、代表生徒が静岡県防災教育推進

委員会での発表で報告を行うなど、自らの経験を

伝える機会を設けた。 

事後に行ったアンケートでは、地域で行われる

訓練に積極的に参加したいと考える高校生の割合

が、事前のアンケートに比べて23％増加した。 

  

  

 

２ 今後の課題 

（１）緊急地震速報受信システム 

 緊急地震速報そのものの理解度に改善の余地が

ある。繰り返し訓練を実施し、緊急地震速報への

理解をより深めていく。また、これまで地震発生

前の避難行動を想定していなかったため、訓練で

検証し、学校の防災計画書を見直す。 

 

（２）高校生被災地訪問研修 

東日本大震災から年数が経過し、復旧から復興

へ変わっていく被災地のニーズを捉え、活動内容

を見直しながら継続していく。 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

 １ 過去の主な交通事故 

○ 通学路の特徴 

《富士市》 

高速道路や国道１号線が通り、通勤の際に利

用する細かな道の交通量が多い。今回のモデル

校周辺は、市の中心から南西部に位置し、幹線

の橋では、慢性的な交通渋滞が発生する。また、

中学校の南側には東西に国道１号線が通り、通

勤時以外でも交通量が多い地域である。 

また、国道１号線の南側には、工場と住宅が

立ち並び、ダンプカー等の大型車両が多数出入 

りする。また、富士駅南側の商業地域や新幹線

の側道、住宅地が密集した地域では、細く見通

しが悪い交差点が多数存在する。 

《掛川市》東西の方向に高速道路や国道１号、150

号の主要道路が存在し、市街地にある工場から幹

線道路につながる道路は通勤の際に利用する抜

け道となっているため交通量が大変多い。また、

中心部は住宅地や商店が多く、交通量が多いにも

かかわらず幅員が狭い道路が多数存在し、児童生

徒への安全に対する配慮及び児童生徒自身の交

通安全への意識づけが必要である。 

今回モデル校周辺は、いずれも通学の時間帯には

当該道路及び抜け道利用のための自動車、近隣中

学校生徒の通学自転車等により交通量が非常に

多く、学校付近は通学の児童と通行車両により大

変混雑した状況となっている。 

 （富士市：中学校１校、掛川市：小学校３校） 

Ⅱ 取組の概要 

 １ 安全教育手法の開発・普及 

  (1) 富士市 

   通学路安全推進連絡協議会を設置し、通学

路の現状把握、危険箇所点検を通じた課題の

検討を行った。また、本事業の活動について

アドバイザーから指導助言を受けた。    

また、本年度、新たに交通安全推進委員会を

立ち上げ、交通ＫＹＴ、マスコット作りと啓

発活動、通学路危険箇所点検の実施とハザー

ドマップ作り等幅広く活動した。 

  〈モデル校〉 

   ・富士市立富士南中学校 

  (2) 掛川市 

   本県の既存事業である交通安全リーダーと

語る会において通学路の危険箇所の情報共有、

保護者や地域との意見交換等を実施したほか、

通学路安全対策アドバイザーを派遣し、交通

安全教育を行った。 

  〈モデル校〉 
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   ・掛川市立大坂小学校、西郷小学校、 

西山口小学校 

 ２ 交通安全を確保するための体制の構築と通

学路交通安全プログラムに基づく合同点検等

の実施 

（１）取組のポイント 

《富士市》交通安全推進委員の生徒が事前に各

学級で把握していた地域の危険箇所に、関係機

関の方と実際に出向き、どのような危険性があ

るかを確認した。また、この活動で分かった危

険箇所を地図にまとめ、ハザードマップの作成

に役立てた。 

《裾野市》通学路安全推進連絡協議会を設置し、

通学路の現状把握と危険箇所点検を通じた課題

検討、通学路に関する交通安全指導方法の検討

等を行った。また、アドバイザーと連携して、

学校関係者や地域住民、道路管理者、警察等を

交えて危険箇所の点検を実施した。 

 

 

（２）推進委員会 

ア 構成員 

・東北工業大学教授     小川和久 

・埼玉大学大学院教授    久保田尚 

・常葉大学准教授      木宮敬信 

・國學院大學教授      村上佳司 

・富 士 市 教 育 委 員 会 学校 教 育 課長 望月光明 

・掛 川 市 教 育 委 員 会 学校 教 育 課長 杉浦雅美 

・県警察本部交通部参事官 

兼交通企画課長      小川敏行 

・県警察本部交通規制課長  杉本 一 

・県交通基盤部道路整備課長 青木直己 

・県くらし・環境部くらし交通安全課長 大村和寿 

・県交通安全協会講習部長兼事業部長 内山浩行 

・県 教 育 委 員 会 健 康 体 育 課 長 福永秀樹 

 

イ 取組事例 

・通学路安全対策アドバイザーの配置等の検

討 

・県における実践的安全教育総合支援事業の

とりまとめ 

 

 （３）連絡協議会 

(1) 富士市 

 ア 構成員 

・東北工業大学教授     小川和久 

    ・常葉大学准教授      木宮敬信 

    ・埼玉大学大学院教授    久保田尚 

    ・國學院大學教授      村上佳司 

    ・静岡県交通安全協会富士 

地区支部交通指導員係長  後藤英里子 

    ・富士警察署        藤島寿浩 

    ・交通安全協議会（駅南地区） 大石力也 

    ・交通安全協議会（南地区） 卜部勝敏 

    ・富士市市民安全課     鈴木茂典 

    ・富士市道路維持課     武田吉正 

    ・富士市道路維持課     杉沢幸洋 

    ・富士市教育委員会学校教育課 中村隆洋 

    ・ＰＴＡ副会長       斉藤数弘 

    ・富士南中学校長      山田雅彦 

    ・富士南中学校教頭     斉藤文徳 

    ・富士南中学校主幹     加藤一広 

    ・富士南中学校教諭     山本幸弘 

   イ 取組事例 

    ・通学路の危険箇所の安全確保に向けた

対策の立案 

    ・危険箇所の対応状況の連絡調整 

 (2) 掛川市 

    ア 構成員 

    ・常葉大学准教授      木宮敬信 

    ・西郷小学校教頭      平川範之 

    ・西郷小学校教諭      佐藤真琴 

    ・大坂小学校教諭      田代正義 

    ・西山口小学校教諭     澤野敏朗 

    ・西郷小学校ＰＴＡ会長   服部匡一郎 

    ・西郷地区自治会長     山崎政司 

    ・掛川警察署        堀内公明 

    ・県袋井土木事務所     青葉佳宏 

    ・県袋井土木事務所     佐藤英樹 

    ・掛川市危機管理課     佐藤行秀 

    ・掛川市維持管理課     松田靖志 

    ・掛川市土木課       野地邦明 

    ・掛川市都市建設部     前嶋史明 

    ・掛川市教育委員会学校教育課 殿岡基弘 

    イ 取組事例 

    ・通学路の現状把握 

・通学路の交通安全指導方法の検討 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

 １ 取組の成果 

  《富士市》 

・アドバイザーの直接指導により、生徒及び
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教職員が多様な交通安全の視点をもつこと

ができた。 

  ・協議会や通学路安全点検では、地域の関係

機関が集まり、危険箇所での問題を共有す

ることで連携を深めることができた。 

  ・新たに委員会を立ち上げたこともあるが、

生徒の主体的な活動が増え、生徒だけでな

く教職員も交通安全に対する意識が高まっ

た。 

  《掛川市》 

・各校の上級生が、「リーダーと語る会」での

アドバイザーの指導を今後の生活に生かし

たり、下級生たちにも指導しようという気

持ちを持ったりすることができた。 

・通学路合同点検及び連絡協議会において、

アドバイザーから助言をいただいたことで、

ハード面とソフト面の両面からより良い改

善の方向性を見出すことができた。 

・アドバイザーと連携した授業づくりを行う

ことにより、児童の交通安全意識を高める

ことができるとともに、教職員の交通安全

教育の手法を深めることができた。 

 

 ２ 今後の課題 

  《富士市》 

  ・多くの場所は危険箇所の改善の必要性を感

じても、すぐに改善されるものではないた

め、継続した取組等で生徒の安全に対する

意識を高めていく。 

  ・学校だけでなく、ＰＴＡや地域を巻き込ん

だ交通マナーや資質を向上させること。 

  ・他地区も含め、通学路安全対策を一層普及

させる。 

《掛川市》 

・今年度の実践校の取組を市内各小学校に共

有し、各校の実情に合った、持続可能な交

通安全教育の充実を図る。 

・合同点検箇所のフォローアップ及び関係機

関等との更なる連携体制を充実させる。 

・児童の安全意識の向上に向けて、下級生へ

の伝達、保護者や地域との連携を推進する。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

（モデル校名：吉良高等学校、豊田高等特別支援学校、

豊橋特別支援学校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 推進委員会の設置（交通安全に関することも同 

組織で実施） 

県教育委員会は、学校安全アドバイザーによる

指導及び助言を得ながら、モデル地区（校）の事

業推進を支援するとともに、関係機関の連携強化

を図った。また、成果発表会を開催することによ

り、事業成果の普及と学校安全のさらなる充実に

向けた啓発に努めた。 

(2) 推進委員会の構成 

  大同大学工学部教授、名城大学大学院教授、中

京大学心理学部教授、名古屋地方気象台防災管

理官、ＪＩＣＡ防災教育担当専門家、校長会代

表２名、県関係部局４名、各モデル地区４名 

(3) 推進委員会の開催 

  ア  第１回（６月９日） 

   各モデル地区（校）の事業計画を確認すると

ともに、取組の方向性について意見を交換し、

共通理解を得た。また、立場の異なる各委員か

ら、相互横断的な示唆を得ることができ、各モ

デル地区（校）の取組を推進することができた。 

イ  第２回（１２月１２日） 

   取組概要を発表する中で、各校の事業成果を

検証するとともに、推進委員から今後の課題や

次年度の取組につながる助言を得た。 

(4) 愛知県立吉良高等学校の取組 

ア 生徒防災委員会（アドバイザーの派遣４回） 

   希望生徒２１名が防災委員として、有識者等

からなる実践委員会に出席した。委員からの助

言を得て、１年間防災に関する取組を行った。 

イ 名古屋大学減災連携研究センター訪問  

   生徒防災委員及び教員が同センターを訪問

し、展示から災害を学ぶとともに、学校周辺で

発生が懸念される液状化について担当者から詳

しく説明を受けた。  

ウ 全校生徒対象の防災クイズ実施 

  ２学期の始業式後に、全校生徒を対象とした

防災クイズを実施し、防災意識の向上を図った。 

エ 文化祭における防災展示発表 

  西尾市危機管理課の協力を得て、文化祭で家

具固定及び非常持ち出し袋の展示を行った。 

オ ３校合同避難訓練の実施 

  地震による津波発生を想定して、近隣にある

西尾市立白浜小学校、西尾市立白浜保育園と合

同で避難する計画を立て、訓練実施に向けた準

備や調整を行い、１１月２日に２校１園で合同

避難訓練を実施した。 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

愛知県 

 教育委員会名：愛知県教育委員会 

 住  所：愛知県名古屋市中区三の丸3-1-2 

 電  話：052-954-6829 

○人口：７５３万人 

（うち児童・生徒数：８３万２千人） 

○市町村数：５４ 

○学校数：小学校９７０校 中学校４１８校 

高等学校２２１校 特別支援学校３８校 

○主な災害 

● 昭和２０年 三河地震 

● 昭和３４年 伊勢湾台風 

● 平成１２年 東海豪雨 等 

本県は、日本のほぼ中央部に位置し、南北

94km、東西106km、北は木曽山脈、南は太平洋

に面している。南海トラフ巨大地震の被害想定で

は、最大震度７、最大津波高 20ｍを超える地域

を有する。 

 本事業においては、近隣の小学校等との合同に

よる津波避難を課題とした吉良高校、災害弱者が

在籍する豊橋特別支援学校及び軽度の障害のあ

る生徒が在籍する豊田高等特別支援学校をモデ

ル地区（校）として指定し、事業を推進した。 
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 (5) 愛知県立豊田高等特別支援学校の取組 

ア 避難訓練の実施  

(ｱ) 有識者、近隣の小・中学校教員、地域の代表

者、担当教員からなる実践委員会において、避

難訓練時における評価の観点について検討した。

調査用紙及び評価シートを用いて、生徒の安全

意識の向上、知識の獲得及び避難行動の変化等

について比較検証を行った。 

(ｲ) 避難訓練については、安否確認やケガ人対応

等、災害や被害状況の想定を変えて、年間８回

実施した。 

イ 施設見学  

担当教員が、阪神・淡路大震災記念「人と防

災未来センター」、名古屋大学減災連携研究セン

ター、東京消防庁本所防災館を訪問し、過去の

災害の情報や最新の知識等を学んだ。そして、

得られた知見をまとめ、学校内において、防災

コーナーの設置や資料作成等を行った。 

 ウ 防災キャンプの実施 

    第２学年の生徒５２名、教職員４名が名古屋

市港防災センターを訪れて施設見学及び防災学

習を行った。その後、学校に戻り、組み立てパ

ネルを使用して、一泊避難所体験を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 愛知県立豊橋特別支援学校の取組 

ア 避難訓練の実施（アドバイザーの派遣１回） 

      実践委員からの助言を受け、肢体不自由特別

支援学校に在籍する児童生徒が的確に避難でき

るよう訓練に取り組んだ。また、過去に行った

避難訓練を検証し、災害発生時に校内が停電し

た場合や避難経路としてのスロープが使えない

場合等を想定した避難訓練や、ブラインド方式

の訓練、シェイクアウト訓練を実施した。 

   年間３回実施したシェイクアウト訓練では、

事前・事後の指導を丁寧に行い、避難行動の定

着が図られた。 

イ 施設見学  

(ｱ) 防災教育先進的実践校への訪問 

  静岡県立西部特別支援学校を訪問し、災害発 

生時用の備蓄品や学校内の設備を見学した。 

(ｲ) 被災地特別支援学校への訪問 

  熊本県立特別支援学校２校を訪問し、寄宿舎 

で被災した生徒の状況や、臨時避難所を運営し

た経験について、職員から話を聞いた。 

  (ｳ) (ｱ)、(ｲ)について、教職員１１４名に対して、

県外出張報告会を実施した。 

ウ 豊橋特別支援防災の日実施 

(ｱ) 各学部の児童生徒の実態や能力を考慮して６ 

班に分けて、避難所体験、防災ゲーム等、６つ 

のワークショップを実施した。 

 (ｲ) 非常食喫食体験 

 (ｳ) 激甚災害が起きた際の児童生徒引き渡し訓 

練（下校時にスクールバスを運行しない） 

 エ 防災教育講演会の実施 

   近藤ひろ子氏から、災害に強い学校づくりの 

観点で講演を実施した。 

オ 防災発表会の実施  

児童生徒会が家庭での防災対策についてア

ンケートを実施し、パワーポイント等でアンケ

ート結果を発表した。 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

(1) 愛知県立吉良高等学校の取組 

  ア ３校合同避難訓練（事前交流） 

３校合同避難訓練の前に、生活文化科に在籍

する生徒が保育園を訪問した。そこで園児の抱

き方を教わるなど、避難訓練時に園児が安心で

きるよう事前交流を行った。 

イ 「こころの減災」について 

名古屋大学窪田教授から「こころの減災」に

ついて講義を受け、３校合同避難訓練時に生徒

防災委員が、園児及び児童に「１０秒呼吸法」

を伝授した。 

(2) 愛知県立豊田高等特別支援学校の取組 

１０月に第３学年の生徒、１１月に第１学年の 

生徒を対象に「避難所運営ゲームＨＵＧ」を実施 

した。ゲームを通して緊急時の対応について考え、 

防災に関する意識を高めることができた。 

（アドバイザーの派遣１回） 
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(3) 愛知県立豊橋特別支援学校の取組 

ア 震災復興支援事業参加 

中学部生徒２３名が「福島ひまわり里親プロ 

ジェクト」に参加し、１１月に収穫したひまわ 

りの種を同プロジェクトに送付した。 

イ 非常食を調整食に変える教職員研修 

  学校に保管してある非常食（白粥等）、栄養調 

整食品を児童生徒の実態に合わせて手元調整す 

る教職員研修を実施した。 

  ウ 避難所体験の実施 

  避難所体験を実施し、課題や問題点を明確に 

した。実践委員の助言を受け、学校、保護者、 

地域が互いに連携し合いながら適切な防災行動 

がとれるよう共通理解を図った。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

(1) 愛知県立吉良高等学校 

  ・アンケート結果から、 

生徒防災委員は、取組 

を通して地震、津波、 

液状化等学校周辺で予 

想される災害への知識 

が身に付いたと考えられる。（アンケート結果で 

は、生徒防災委員の９割以上が災害への理解を 

深めたと回答） 

・生徒防災委員の４４％が、災害に備えて食料、

水、笛、懐中電灯等を準備したと回答した。ま

た、家具の固定、避難先を決めておくなど各家

庭での防災意識が高まったとの回答があった。 

(2) 愛知県立豊田高等特別支援学校 

  ・アンケート調査を生徒、保護者、職員を対象に

実施した。安全意識では、「災害に備えての対策」

や「安否確認方法」等２５％、知識の獲得では

「避難場所」や「南海トラフ」に関すること等

４０％の向上を確認することができた。保護者

も家庭で生徒との会話が増えたなど、防災に対

する意識が全体的に２０％程度向上した。また、

第２学年生徒では、「自らの身を守る」という

項目で２０％から７０％へと最も大きな変化が

あった。 

(3) 愛知県立豊橋特別支援学校 

・アンケート結果によると、避難訓練を繰り返し

たことで、８割以上の児童生徒が火災時にハン

カチで口を覆う、地震時には防災ずきんやヘル

メットで頭部を守るという、基本となる初期行

動ができた。また、取組を通して、災害時、初

期行動を適切に取れる等、教職員の判断力や意

識が高まった結果が得られた。 

・全児童生徒の７割が家庭で防災について話し合

う機会をもてた。 

２ 今後の課題 

(1) 愛知県立吉良高等学校   

・学校周辺が液状化することも想定し、今後は、

垂直避難についても検討していく。 

・よりよい３校合同避難訓練にするために、保育

園・小学校・地域との連携を継続し、高校生が

防災・減災について意識を高め、地域に貢献す

る力を育成する。 

(2) 愛知県立豊田高等特別支援学校 

・段階的に安全への意識が向上し、知識の獲得に

系統性がもてるように各学年で行う行事の検討

をする（例：１年－避難所体験ゲーム、２年－

防災キャンプ、３年－施設見学等）。 

・避難訓練の反省を生かして、防災マニュアルの

見直し及び避難訓練の内容を検討する。 

(3) 愛知県立豊橋特別支援学校 

・プール指導やトイレ介助等、様々な場面におい

て適切なシェイクアウト行動がとれるよう、対

応を考え周知していく必要がある。 

・地震避難訓練で使用した伝令カードについて、

伝令カードの内容を含め、伝令職員が適切に行

動できるよう改善する必要がある。 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○通学路の特徴 

 平成２４年度の通学路緊急合同点検により、名

古屋市を除く県内の公立小学校、特別支援学校小

学部の通学路には、３，９６９件の危険箇所が確

認された。平成２９年３月時点で、このうち約  

９６％については対策が施されたが、学校安全ボ

ランティア等の協力による人的対応で補完せざる

を得ない、根本的な安全対策が難しい箇所もある。 

○登下校中における主な交通事故（Ｈ２９年度） 

・横断歩道を青信号で横断中、正面方向から右折

した乗用車とぶつかり、転倒した。 

・下校中、友だちとの会話に夢中になって後ろ向

きに進んでいたところ、前方から進んできた高

齢の女性とぶつかり、女性が転倒した。 
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（モデル地域名・校種毎の数：常滑市常滑中学校区、

小・２校、中・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 常滑市教育委員会の取組 

 ア 交通安全教室検討会議構成員 

   アドバイザー３名、大学講師１名、学校３名、 

教育委員会１名、大学生４名     

イ 検討会議の開催（計５回） 

6/20、7/24、8/29、9/14、12/1  

  児童へのアンケートをもとに交通安全教室の

内容等について検討した。開催後、事後アンケ

ートをもとに成果と課題について協議した。 

 ウ 交通安全教室の実施（計２回） 

   第１回は常滑東小学校２年３組の児童３３名

に対して、担任教諭がＤＶＤを使用して交通安

全教室を実施した。第２回は同小学校２年生児

童１６６名に対して、担当教諭が歩行環境シ 

ミュレータを使って交通安全教室を実施した。 

（アドバイザーの派遣２回） 

    

 

 

 

 

 

 

・講師を招いての２回の交通安全教室を通して、

様々な交通場面において児童が自ら主体的に安

全を確保しようとする意識の向上を図ることが

できた。 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実施 

(1) 取組のポイント 

   常滑中学校、常滑西小学校、常滑東小学校の３

校で通学路の合同点検を実施し、対策必要箇所を

集約した。その結果をもとに、通学路安全推進会

議において具体的な対策について検討した。  

(2) 推進委員会 

ア 常滑市 

(ｱ) 構成員 

    アドバイザー１名、道路管理者４名、警察署

２名、区長６名、保護者６名、地域代表２名、

学校６名、教育委員会７名      

(ｲ) 取組（アドバイザーの派遣４回） 

・通学路安全推進会議 7/19、9/22、12/8 

・合同点検 ６月、現地調査 7/19 

＜対策事例＞ 

・会議での対策案について合意形成が図られ  

た箇所については、道路管理者が施工した。 

①路面に「通学路」の文字を表示 

②路面に「自転車通行指導帯」を表示 

③路面に「停止線」等の表示 

④電柱に「通学路」の看板設置 等 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果（常滑市教育委員会） 

・ＤＶＤ映像中の３つの場面における危険につい

て順序立てて考えることにより、日常、子ども

たちが通る道路や交差点に潜む危険に気付くこ

とができた。 

・事前及び事後アンケート結果から、「車は怖いも

のである」「車が必ず止まってくれるとは思わな

い」と回答した児童が増加した。また、そのよ

うに回答した児童ほど歩行者信号が点滅してい

るときには渡らないなどの危険行動をしないと

回答する傾向が見られた。 

・学校と保護者、警察や道路管理者（常滑市・愛

知県）、地域の代表等、関係者が一同に会して、

様々な立場からの意見をもとに話し合い、より

よい対策案についての合意形成を図ることがで

きた。 

・会議で合意形成が図られた箇所については、道

路管理者が施工し具体的な対策を報告すること

ができた。 

２ 今後の課題（常滑市教育委員会） 

・交通安全教室を実施して、児童は１つの危険を

意識しすぎ、他の危険への意識が希薄になって

しまうことも分かった。登下校を含めた日常生

活において、児童一人ひとりが視野を広くもつ

とともに、危険を意識し、安全に歩行・横断で

きるよう、継続的に交通安全指導を行う必要が

ある。 

・中部国際空港のさらなる拡張事業等により、車

の交通量が増えている。関係機関と連携しなが

ら、通学路等の安全対策に関する予算を増額し

たい。 

・通学路安全推進会議は、４つの中学校区を１年

ごとに変えて開催している。今回の対策の検証

を４年後に実施したい。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）学校防災アドバイザー派遣・活用 

ア 三重県 

学校防災アドバイザーを派遣し、南海トラフ地

震が発生した際に甚大な被害が予想される県南部

の市町を中心に、県内全域の学校の防災教育や防

災研修の支援を行った。（小中高校・特支59校） 

また、三重大学大学院工学研究科川口淳准教授

（以下、「川口先生」という。）に学校防災アドバ

イザーを依頼し、県立学校における防災計画、危

機管理マニュアル、転倒落下移動防止対策等に関

する点検及び指導・助言、改善案の提言、三重県

の防災教材である防災ノートの活用方法、地域と

の合同の防災訓練の実施に対する指導・助言等を

学校の実情と課題等を踏まえながら行った。 

（特支１校） 

イ 鳥羽市 

  ＥＳＤの視点に立った防災・減災教育講演会を

開催した。また、川口先生を学校防災アドバイザ

ーに委嘱し、児童生徒への防災教育を行った。さ

らに、防災・減災教育実践交流会を開催し、実践

推進校の発表や各校の実践交流を行い、アドバイ

ザーから助言を受けた。（中学校２校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 御浜町 

  川口先生を学校防災アドバイザーに委嘱し、町

内各校の職員への防災講演会（研修会）及び児童

生徒への防災教育を行った。 （小学校４校、中

学校３校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）緊急地震速報を活用した避難訓練 

ア 鳥羽市  

  緊急地震速報受信システムを市内４校に設置

した。そして、これらを活用した避難訓練をすべ

ての学校で実施した。（小・中学校４校）  

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

三重県 

 教育委員会等名：三重県教育委員会 

 住  所：三重県津市広明町１３番地 

 電  話：０５９－２２４－３３０１ 

○人口：180万人（うち児童・生徒数：21万人） 

○市町村数：29 

○学校数：幼稚園215園  小学校379校 

   中学校171校  義務教育学校1校 

高等学校77校  特別支援学校18校 

○主な災害 

(1)平成19年三重県中部を震源とする地震 

(2)平成23年台風12号による豪雨 等 

本県は、南北約 170km、東西約 30～80km、

北中部には伊賀盆地、伊勢平野等の平地が広がる

一方、南部は山地が太平洋に迫りリアス式海岸を

なしている。南海トラフ巨大地震の被害想定で

は、県全域が強い揺れに見舞われると同時に、南

部を中心に深刻な津波被害が想定されている。 

 本事業においては、高い津波による被害が想定

されている鳥羽市・御浜町、及び私立学校である

セントヨゼフ女子学園高等学校、県教育委員会事

務局が事業を実施した。 
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２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

ア 三重県 

県内中高生が宮城県と福島県の被災地を訪問し、

被災地の方々との交流や心のケア等を含めたボラ

ンティア活動等を行った事業の成果を踏まえて、中

高生が自分の命を守り抜くことに加え、支援者となる

視点から安全で安心な社会づくりに貢献する知識

や能力を習得することができるよう、震災時に取る

べき行動や他者を助けることの大切さ、地域を担う

防災人材としての役割などを学校防災アドバイザ

ーの四日市大学総合政策学部鬼頭浩文教授（以下、

「鬼頭先生」という。）から指導・助言いただいた。 

（中学生10校10人、高校生10校25人） 

また、熊本地震の被災者による講演、被災地支

援・防災ボランティア活動に取り組む団体が取組成

果を発表し、その後討論会を行うことによって、中

高生による被災地支援、防災ボランティア活動の意

義・重要性について考えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ セントヨゼフ女子学園高等学校 

 「カリタス釜石ボランティア」 

学校の建学の精神“愛と奉仕の精神”にもとづき、

８月17日から21日にかけて東日本大震災の被災地

（岩手県釜石市・下閉伊郡山田町）でボランティア

活動を行った。 

被災地を実際に訪れ、現地の方々と交流すること

で、復興の現状を知り、自分たちにできることは何

かを考えた。 

現地での防災学習を通じて、災害時に自分の命を

自分で守ることの大切さを学んだ。（高校生10人） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）学校防災アドバイザー派遣・活用 

ア 三重県 

防災学習実施後に行ったアンケートによると、児童

生徒や教職員の防災に対する意識が高まったという意

見が多く見られた。また、学校と家庭、地域が連携し

て防災に取り組むことの重要性についての認識が高ま

ってきていることが感じられた。 

一方、防災に関する取組が学校内だけで完結してい

る事例がまだある。家庭や地域との連携が一層進むよ

う、様々な機会を通じて啓発を図っている必要がある。 

下校時の災害対応訓練については、過去同じ時間帯

で行っているので、今後は災害発生の時間を変えるな

ど様々な場合を想定した訓練を行うとともに、学校・

家庭・地域がいっそう連携できるよう検討することが

必要である。 

イ 鳥羽市 

避難所運営ゲーム（HUG）を活用した体験活動を

地域・教職員・生徒対象に実施し、学校防災アドバイ

ザーから指導助言をいただき、地域と一体となって防

災・減災意識を高めることができた。 

学習により意識の向上が見られたが、具体的な行動

に結びつけること、学んだことをどう活かすかを意識

していくこと、その場の学びで終わらないように継続

的に学習をしていくことが必要である。 

ウ 御浜町 

学校防災アドバイザーによる防災学習を町内すべ

ての学校で実施することができた。 

親子防災教室については、生徒へのアンケートで、

防災に対する意識が高まった、災害時にとるべき行動

への理解が高まった、と振り返るなど、肯定的な回答

が100％となっていた。 

今後も学校・家庭・地域が連携協働した防災教育の

取組につなげ、その取組を継続し、より効果的な取組

となるよう充実を図る必要がある。また、小中の９年

間を見通した防災学習を進める必要がある。 

  

（２）緊急地震速報を活用した避難訓練 

ア 鳥羽市 

市内全小中学校に設置が完了した緊急地震速報受

信機を活用した避難訓練では、緊張感をもって避難訓

練に取り組むことができた。 

学校間の差が見られることから、モデルプランを示

し、子どもが自分で自分の身を守れる力を確実に身に

つけることを目指す必要がある。 
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２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

ア 三重県 

ボランティア事業参加中高生に対し、防災士の資格

取得を支援し、参加者 35人のうちすでに取得済みの

３人を含めて29人が資格を取得した。 

取組成果を学校の全校集会や文化祭、始業式や終業

式、地域などで発表する機会を確保し、中高生による

防災ボランティア活動、被災地支援活動の意義・重要

性の理解を得るなど、地域の防災意識向上に努めてき

た。 

参加者がこの取組の成果を地域で実践していくこ

とが大切であると同時に、若い力である中高生が地域

に参画する機会を支援していく必要がある。 

イ セントヨゼフ女子学園高等学校 

現地を訪れることによって復興の現状を知ること

ができ、体験発表を行うことで振り返りの機会が与え

られ、より深い防災意識の学習になった。 

活動後の体験報告会のアンケート調査によれば、

98％の生徒が被災地の現状を理解し、命の尊さや自助

の意識が高められていることがわかった。 

報告をした側・聴いた側にかかわらず、防災意識の

高まった生徒が学校の防災に関わっていける体制も考

えていく必要がある。 

 

   

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）交通安全教室、安全マップづくり 

通学路安全対策アドバイザー等を学校に派遣し、

児童生徒が様々な交通場面における危険について

理解し、安全な歩行、自転車の利用ができるよう

にした。（小学校11校、中学校４校） 

 

   

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

（１）取組のポイント 

   小・中学校の通学路合同点検等に、通学路安全

対策アドバイザー等を派遣し、指導・助言等の支

援や事後の対応についての協議を行った。 

市町の通学路交通安全推進会議に通学路安全対

策アドバイザーを派遣し、児童生徒の安全な通学

に対する指導助言を行った。 

（２）推進会議 

〇 四日市市 

  平成30年１月30日、通学路安全対策アドバイ

ザー、市教育委員会事務局、市都市整備部、国土

交通省中部地方整備局、四日市建設事務所、四日

市南・北・西各警察署が出席して対策箇所の確認

と未対策箇所化についての検討を実施。 

    

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）交通安全教室、安全マップづくり 

交通安全教室を中学校４校、小学校７校で実施

し、小学校における安全マップづくりを４校で実

施した。今後、より多くの学校に対して、交通安

全教室等を実施し、交通事故防止の啓発意識の醸

成を図っていく。 

安全マップづくりは、危険箇所の点検とマップ

を作成することからまとまった時間が必要とな

る。そのため、事前に学校と連携し、保護者やボ

ランティアの協力を得るなど時間短縮に係る工夫

を検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

通学路安全対策アドバイザーを学校等に派遣

し、助言等を行うことで、事故防止に向けた対策

が検討された。 

○通学路の特徴 

  幹線道路を避けて設定されているため、歩車

分離された通学路は少ない。 

○登下校における主な交通事故 

平成28年５月、登校中、小学校４年生の児童

が、横断歩道を歩いていたところ車にはねられ

た事故等。 
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   登下校中、児童生徒の行動を観察し、交通ルー

ル遵守のための交通安全教育と交通安全の広報・

啓発等が課題である。 

 

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

事故防止アドバイザー等を学校に派遣し、日常

的な事故の防止対策などに対する助言等を行った。 

犯罪が起きやすい「場所」に着目させ、それを

知ることで犯罪を予測し予防することができるよ

う、防犯教室等を実施した。（小学校７校、中学校

４校、高校２校） 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

するシステムの構築 

県立学校を対象に学校周辺の通学経路の調査を

行うため、通学路安全対策アドバイザー等を派遣

し、通学経路の点検を行い、学校に対策等の助言

を行った。（県立学校10校） 

  

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

具体的な事例を踏まえた防犯教室を通じて、児

童生徒の防犯意識を向上させることができた。 

講演によって、生徒が危険に遭遇する場所は、

『入りやすくて、見えにくい』場所であることが

伝わり、生徒たちも今までにない視点を持つこと

ができた。 

生徒たちも熱心に取り組むことができ、生徒、

教職員ともに防犯意識を高めることができた。 

防犯教室を中学校４校、小学校７校で実施した

が、今後多くの学校において、危険を予測し、危

険を回避する能力の育成を図っていく必要がある。 

防犯教育（教職員セミナー、生徒対象ワークシ

ョップ）においても、「いざ」というときに、学ん

だことを躊躇なく行動に移せるか否かが課題であ

り、取組を定期的に行う必要がある。 

 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

学校に対し、通学路安全アドバイザー等から安

全指導に向けた助言等を行った。 

今年度実施した高校の危険箇所の対策は、今後

も継続的な取組みが必要であり、また、通学途中

にある空家や廃屋、その他対策が困難な民有地が

関与する危険箇所対策を進めるためには、関係機

関との連携のほか、地域の理解と協力を得ていく

ことが課題である。 

危険箇所の対策については、長期的な展望を含

めた安全対策の提案が求められるため、通学路安

全対策アドバイザー等の助言をもとに学校が、関

係機関と定期的な連絡体制や協力体制の構築を図

っていくかが課題である。 

○学校管理下における主な事故・事故件数等 

（１）重大事件 

    平成27年11月、中学校２年生女子生徒が、

朝、自宅を出た後、30代の男性に連れ去られ、

約1か月後に、県外で保護された誘拐事件等。 

（２）不審者情報 

平成28年度中 467件 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

 

   

   

   

（モデル地域：彦根市、近江八幡市 

モデル校：県立北大津養護学校、三雲養護学校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）防災教育プログラムの開発 

      ア 防災教育の基本プロセスの明確化 

      （ア）災害はどのようなメカニズムで発生するか。   

 （イ）災害発生で、どのような影響がでるか。 

【知識・思考・判断】 

 （ウ）災害発生時、どのように軽減化をはかるか。 

【危険予知・主体的行動】 

 （エ）地域とどのようにつながるか。 

【社会貢献・支援者の基盤】

イ 発達段階に応じた防災教育カリキュラムの作成 

（ア）各教科・領域で実施する防災教育計画の立案  

   ・各教科の中に位置づけられた内容を整理する。 

   ・各教科・領域等の関連を明確にする。 

（イ）総合的・統合的なアプローチから迫る防災教

育計画の立案   

   ・総合的な学習の時間を活かし、発達段階に即

した防災教育を創造する。 

   ・特別活動の時間を活かし、家庭や地域、関係

機関との連携を図った防災教育を創造する。 

（２）防災教育プログラムの検証 

ア 各教科・領域等で防災意識の高揚と判断力を培

う防災教育の視点を大切にした学習 

（ア）『学級活動』･･･１・２年シェイクアウト訓練 

  ・安心安全のための最初の一歩を、実際に体を

動かし声に出して学ぶ。 防災ダックを活用 

（イ）『体育科』･･･５・６年「着衣水泳教室」 

    ～落水した時、落水者を発見した時～ 

  ・双方の立場での行動について学ぶ。 

    講師：滋賀水難学会 

（ウ）『社会科』･･･４年「くらしを守る」 

  ・滋賀県危機管理センター見学 

  ・消防署見学 

   「地震からくらしを守る」 

  ・自分の課題について調べたことを交流し、 

    災害から命やくらしを守るために様々な機

関や人々が協力していることを学ぶ。 

 （エ）『理科』･･･５年 「雲と天気の変化」 

・台風のはなし 

   ・気象災害の発生メカニズムを学び、「備え」の 

大切さを考える。 

講師：彦根地方気象台水害対策気象官 

６年「大地のしくみと変化」 

   ・火山活動による大地の変化と災害 

      講師：彦根地方気象台地震津波気象官               

 イ 総合的・統合的なアプローチで主体的行動力・社

会貢献の精神の涵養を図る防災教育 

（ア）５年 総合的な学習の時間 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

滋賀県 

 教育委員会名：滋賀県教育委員会 

 住  所：滋賀県大津市京町４丁目１番１号 

 電  話：０７７－５２８－４６１０ 

○人口：141万人（うち児童・生徒数：16万人） 

○市町村数：19    

○学校数：幼稚園 144園  小学校 226校 

     中学校 107校  高等学校 61校 

     特別支援学校 16校 

○主な災害 

● 平成 24年大津市南部集中豪雨 

● 平成 26年運用後初の大雨特別警報 

 

本県は日本のほぼ中央にあり、まわりを山々に

囲まれ、中央に県の面積の約 6分の 1を占める日

本で一番大きな湖「びわ湖」がある。南海トラフ

巨大地震の被害想定では、震度６強の恐れがある

とされている。本事業においては、主体的な態度

の育成、特別な支援を要する児童の避難方法、ボ

ランティア意識の向上などを課題として２市と

県立特別支援学校２校をモデル地域、モデル校と

し、事業を実施した。 
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～命の大切さを知る学習～ 

    ○ゲストティーチャーを招聘した学習 

     「今しなければならないこと 

              今 できること」  

     講師：NPO法人さくらネット職員 

     ・阪神淡路大震災について知ってみよう。 

     ・災害の時の様子を知ってみよう。 

     ・今からできることを考えてみよう。 

     →「備えていれば、守れる命がある」 

○防災「クロスロードゲーム」を活用 

     ・「避難所へ避難しなければならない。飼い

犬がいる。一緒に連れていく？」 

 様々な意見や価値観を共有し、実践的な

判断力を身につける。      

（イ）全学年 特別活動の時間 

    ～「緊急地震速報受信システムを活用した

避難訓練」～（毎月１回実施） 

    ・地震発生時における初期避難行動様式を

学び、「自助・共助」の精神を高める。 

 （ウ）学校行事 全校 

・保護者 避難訓練から引き渡し訓練 

    ・大規模災害により児童のみの下校が困難 

な場合の下校手段を知る。 

 

２ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１）地域専門機関職員の派遣 

  彦根地方気象台・彦根市危機管理室・彦根市消防

本部職員を派遣し、専門的立場からの指導・助言を

実施する。 

 ア 学校における災害リスクの「見える化」を図る

ため、指導内容・指導方法について助言する。 

 イ 避難訓練のあり方・防災マニュアル・学校の組

織的活動等について検証を行う。 

（２）防災コーディネーター連絡会の開催 

  第１回「避難所運営について」 

   講師：彦根市危機管理室主査 重野 治己 氏 

   ※台風接近（7/4）に伴い中止 教頭会にて伝達 

  第２回「地震から命を守るために」 

   講師：彦根地方気象台 地震津波防災官 

坂本 憲市 氏 

（３）防災教育講演会 

  熊本地震の教訓をもとに、子ども達に必要な防災

教育、心のケア、学校と地域が連携した防災教育に

ついて講演を実施する。 

  演題：「熊本地震からの教訓 ～飯野小では～」 

 

  講師：熊本県上益城郡益城町立飯野小学校 

          校長  柴田 敏博 氏 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 防災教育プログラムの開発・検証にかかわって 

  児童の発達段階や教科横断的なアプローチに配慮

しながらプログラムを作成したため、「教科等の指

導」と「実効性ある防災訓練」とを有機的に結ぶこ

とができ、命を大切にする心情や自分にできること

（主体的行動・社会貢献）につなぐことができた。 

２ 学校防災アドバイザーの活用にかかわって  

防災教育プログラムの開発段階や検証段階にお

いて、関係機関や地域との連携を密にとり、専門的

立場からの助言が学校の取組の中に浸透し、実りあ

る防災教育プログラムを推進することができた。 

３ 防災教育副読本の活用にかかわって 

防災教育副読本「明日に向かって」を活用するに

あたり、防災教育を教育課程に位置づける必要性を

説くと共に、学校行事や授業において、防災教育副

読本を効果的に活用することができた。 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

  １ 過去の主な交通事故 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（モデル地域：彦根市、近江八幡市 

モデル校：県立安曇川高等学校、栗東高等学校、 

長浜北星高等学校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 交通安全を確保するための体制の構築と合同

○通学路の特徴 

 本県は、多くの主要幹線道路が県内に走ってお

り、日本の道路の要衝地となっている。通学路は、

これら幹線道路を避け、生活道路や住宅地内道路

を中心に設定されている。都市部においては、校

区も狭く比較的通学の道のりが短い状況にあり、

地方では、校区が広く通学の道のりも長い状況で

ある。 

○登下校中における主な交通事故や県内事故件数

等 

 本県の交通事故の傾向としては、登下校時や帰

宅後の外出時に多く発生し、今年度は２月末現在

で約 787 件の事故が報告されている。自転車運転

中の事故が顕著であり、全体の80％を占めている。

今年度は、学校管理下ではなかったが、中学生の

死亡事故も発生した。 
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点検の実施 

（１）取組のポイント 

   再委託市においては、「通学路交通安全プログラ

ム」をもとに、ＰＤＣＡサイクルに位置づけた通

学路合同点検を継続的に実施。安全対策の強化を

図っている。 

５月･･･通学路危険箇所のリストアップ   

６月･･･定期的な合同点検（危険箇所の把握） 

  ７月･･･改善対策の検討・樹立     《Plan》 

  ８月･･･対策の実施（年間を通して）   《Do》  

  ２月･･･対策効果の把握（検証会）    《Check》 

  ３月･･･対策の改善・充実      《Action》  

（２）連絡協議会 

ア 構成員  

〇彦根警察署交通課 

       〇滋賀県湖東土木事務所道路計画課 

〇彦根市都市建設部道路河川課 

〇彦根市都市建設部交通対策課 

〇彦根市教育委員会保健体育課 

〇彦根市立各小学校 

       （必要に応じ、PTA・おうみ通学路交通     

アドバイザーの参加を要請） 

〇国土交通省近畿地方整備局 

滋賀国道事務所       

 

２ 交通安全の意識や技能を高めるための教育手法

等の開発・普及 

（１）交通安全教室の実施 

  彦根警察署交通課・彦根交通安全協会・彦根市交

通対策課・彦根市教育委員会等が連携し、市内 24

小中学校で、安全な自転車の乗り方や歩行の仕方に

ついての体験活動を実施した。        

 【事例】県生涯学習課学校支援メニューを活用  

１年    「安全な登下校や地域での安全な生活

の仕方を知る」 

３・４年  「安全な自転車の乗り方や自転車運転

の危険性を知る」  

  スケアードストレイト技法を用いた交通安全教室

を実施した高等学校においては、他校の教職員を呼

んだり、学校安全計画を修正したりするなどの工夫

を行った。  

（２）教職員対象の交通安全研修会実施 

・「自転車の事故防止のために」のテーマでの 

講義および実習 

講師 一般財団法人 日本交通安全教育普

及協会 石井征之 氏 

・事前に学習用資料を送付していただき、それ

に取り組んだ後、講演を聴き、実習に取り組

んだ。    

・後日、いただいた資料を基に全学年ＬＨＲで

担任が交通安全指導を行った。 

（３）交通安全啓発活動 

ア 標語の作成 

  標語の優秀な作品で「のぼり」を作成して校

外にて啓発活動に生かす。 

 イ ポスターの作成 

  各クラスに掲示して啓発活動に生かす。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 通学路合同点検の実施にかかわって 

  交通対策部局・道路管理部局・教育委員会が綿密  

 な連携体制をとり、合同点検を継続的に実施したた

め、多面的な視点から道路環境の改善が図れた。 

２ 交通安全プログラムの開発にかかわって 

  教育課程に位置づけたプログラムの開発とその検

証授業を実施することができた。 

３ スケアードストレイト技法を用いた交通安全教室

にかかわって 

  スタントマンによる交通事故の再現は、生徒には

とてもわかりやすい方法で、危険を実感することが

でき、事故の場面を見て衝撃を受けた生徒が多かっ

た。教職員も参加することにより、学習という枠内

のことではなく、社会的な問題として、身近に感じ

たことと思われる。生徒の感想文では、一人ひとり

が自分自身のこととして捉え、これまでの自転車の

乗り方を見直し、改善に努めるとする主旨の内容が

多かった。実施後、登下校時の自転車運転マナーや

交通ルールを守ろうとする意識も向上したという

報告もあり、とても効果的な交通安全教育であった

と考えられる。 

  交通安全教育は繰り返し継続して行う必要があ

る。一過性・一時的なものに終わらせてはいけない。 

４ 生徒による啓発活動にかかわって 

  交通安全委員が交通安全に関わるポスターや標語

を作成することにより、生徒目線での発想があり分

かり易く・インパクトがある作品ができた。その結

果、モデル校生徒や近隣の小中学校児童生徒の交通

安全意識の向上につながった。 
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（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

  １ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

（モデル地域：彦根市 

モデル校：県立長浜北星高等学校） 

 

（モデル地域：彦根市 

モデル校：県立長浜北星高等学校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

するシステムの構築 

（１）緊急事態発生時対応マニュアルの作成 

   学校における重大事件・事故発生時の対応マニ

ュアルについて、「市教委対応版」と「各学校対応

版」を作成・整備し、緊急事態発生に備えている。 

（２）職員研修・訓練の実施 

   各学校では、緊急事態発生時対応マニュアルに

即した研修・訓練を実施している。 

     （３）不審者事案発生時緊急連絡体制の整備 

   不審者事案発生時は、彦根市メール配信システ

ムを活用し、不審者情報を広く市民に配信してい

る。 

 

２ 防犯や日常生活における事故を防ぐ能力を高

めるための教育手法等の開発・普及 

（１）防犯教育プログラムの開発   

・不審者を想定した避難訓練・集団下校指導】 

  講師：ｽｸｰﾙｶﾞｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ大橋健治 氏（元県警警部） 

【父母と教師の会（ＰＴＡ）下校時巡回パトロール】 

 ・下校時の児童の安全を見守る。 

 ・地域の子どもとしての認識を高める。 

 ・保護者の危機管理意識の高揚を図る。 

 ・児童・保護者・地域との触れ合いを認識する。 

 【子ども安全リーダー会議】年４回の会議 

  ・子どもたちの通学路の安全について 

  ・通学路の改善要望・修繕 

・通学路注意看板の掲出 

  ・下校時刻・地域への放送について 

 【スクールガード研修】 

  ・安全な登下校の見守り方について 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

学校と地域との連携に関わって、学校安全の推進に

あたり、安全教育・安全管理のあり方を探ってきたが、

これらの取組を効果的に推進するためには、児童・生

徒を含めた校内体制や家庭および地域との密接な連携

が重要となること、とりわけ、組織活動を円滑に進め

ることが極めて大切になることが明らかとなった。 

 スクールガードの高齢化による減少、また学区が広

範囲に及ぶため、下校時間帯に全てをパトロールする

ことが難しい。スクールガードの必要性を地域に発信

し、人員の確保に努めなければならない。  

 

 

 

○学校管理下における主な事故 

（１）重大事故 

平成 27年度 体育学習中の心肺停止事故 

平成 28年度 部活動中のハンマー衝突事故 

平成 29年度 部活動後の死亡事案 

（２）不審者事案 

 平成 29年度（２月末現在） 289件 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 学校防災アドバイザー活用事業 

（１）事業の概要 

 府立学校６校、市町村５校、私立学校１校、私立

認定こども園２園及び２つの地域をモデル校園・地

域として指定。防災士など防災に関する有識者を学

校園・地域に派遣し、「危険等発生時対処要領」の

見直しや地域の実情に応じた避難訓練に関する指

導・助言等を行い、各学校園・地域における危機管

理体制の充実を図った。 

（２）取組内容 

 ア モデル校園・地域の取組 

学校防災アドバイザーの指導・助言を踏まえ、

以下の取組を実施した。 

（ア）防災教育実践委員会の開催 

事業の目的や内容の確認、効果的な避難訓

練方法の開発や危険等発生時対処要領、防災

マニュアル等の検討及び改善等に取組んだ。 

（イ）学校・地域の実情に応じた避難訓練の実施

及び検証 

(a) 地域等と連携した避難訓練 

地域住民との合同避難訓練や消防署、地

域行政防災担当者等と連携した避難訓練や

避難所開設訓練、災害緊急メールを活用し

た合同避難訓練などを実施した。 

(b) 様々な場面を想定した避難訓練 

休憩時間中の災害を想定した避難訓練や

不明者などを設定した避難訓練、身近なも

のを使った応急処置等の訓練等を実施した。 

(c) 保護者等への引き渡し訓練 

（ウ）教職員対象の研修等 

(a) 学校防災アドバイザーによる講義 

(b) 緊急時を想定したより具体的な対応方

法のシミュレーションや机上訓練 

 イ 学校防災アドバイザー連絡協議会 

年度末に、学校防災アドバイザーから、今年度

の取組について報告いただくとともに、来年度に

向けた課題や改善点などを協議した。 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

大 阪 府 

 教育委員会等名：大阪府教育委員会 

 住  所：大阪府大阪市中央区大手前２丁目 

 電  話：０６－６９４４－９３６５ 

○人  口：882万人 

 （うち児童・生徒数：91万人） 

○市町村数：43（政令市を含む）    

○学 校 数： 

幼稚園649園   

幼保連携型認定こども園 434園 

小学校 1011校 中学校 527校 

義務教育諸学校 2校 高等学校 258校 

   中等教育学校 1校 特別支援学校 51校 

○主な災害 

● 平成7年1月  阪神淡路大震災 

● 平成24年 8月  局地的な大雨   等 

本府は近畿地方の中部に位置し、南西部は大阪

湾、北は北摂山系、東は生駒山系・金剛葛城山系、

南は和泉山脈に囲まれており、南北に貫く活断層

である上町断層が走り、地震の発生確率が相対的

に高いとされている。 

平成 25 年度、本府において南海トラフ巨大地

震による「大阪府津波浸水想定」をはじめとする

被害想定が発表され、Ｍ９クラスの地震が発生し

た場合には津波等により多くの死者が出ること

が予想されている。（津波発生時における早期避

難率が低い場合の最大死者数 134千人） 

本事業においては、津波による浸水が予想され

る大阪市内の学校や大阪湾に面した市町村、津波

の被害が予想される学校・地域と、比較的内陸で、

津波の被害は少ないものの地震対策が必要な学

校・地域に、それぞれ複数のモデル校・地域を指

定し、事業を実施した。 

なお、災害ボランティア活動の推進・支援事業

については、各学校の実施に向けての準備状況や

実施後の校内及び地域への普及活動について、計

画状況を考慮し、事業を実施した。 
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２ 災害ボランティア活動の推進・支援事業 

（１）事業の概要 

府立高校４校をモデル校として指定。「自助・共

助」の精神の普及を推進することを目的に、生徒が

被災地を訪問し、ボランティア活動等に取り組み、

そこでの学びを、各学校において成果報告会などを

実施し、校内や地域住民に広く周知した。 

（２）取組内容 

 ア 被災地でのボランティア活動の実施 

   仮設住宅訪問によるボランティア活動や聞き 

とり調査などを行った。また、被災者である現地

の高校生や子供たち、高齢者と交流を行った。 

イ モデル校各校での成果報告 

全校集会での報告や成果報告会の実施、文化祭

でのパネル展示や動画上映等を行った。 

ウ 地域での成果報告 

地域のイベントでの成果発表や、地元ケーブル

テレビなどマスメディアへの取材協力による広報

活動を行った。 

 ３ 成果の周知に関する取組 

（１）取組の概要 

 年度末に、成果発表会を実施するとともに、事業

報告書を作成し、本事業の成果を府内の学校に広く

周知した。 

（２）取組内容 

ア 成果発表会（１１８名参加） 

   災害ボランティア参加生徒の発表や、学校防災

アドバイザーの事業の取組内容や成果、課題など

の発表を行い、各校の取組を府内学校や教育委員

会に周知した。 

   また、東日本大震災指定避難所の責任者の経験

のある防災アドバイザーによる講演を行い、教員

の防災に関する意識の向上や新たな知識の習得に

よる防災教育の推進を図った。 

イ 事業報告書の作成と配付 

 事業報告書を作成し、政令市を除く府内の公立

学校及び私立学校に配付し、報告書を活用した実

践的な防災教育の充実を図った。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

 １ 取組の成果 

（１）学校防災アドバイザー派遣事業 

学校防災アドバイザーの指導・助言により、地域

や保護者等と連携した避難訓練や様々な事象を想

定した避難訓練を実施することができた。危険等発

生時対処要領や防災マニュアルについても、検討・

改善され、より効果的で実践的なものとなった。ま

た、児童生徒・教職員のみならず保護者や地域住民

の防災意識も高まり、防災体制の充実が図られた。 

（２）災害ボランティア活動の推進・支援事業 

  生徒が被災地を訪問し、ボランティア活動や被災

者との交流、被災地視察などに取組むことにより、

生徒に災害の規模や悲惨さを実感させ、その場に居

合わせたときに自分たちにも果たせる役割がある

ことを気づかせることができた。また、その実感や

気づきは、校内・地域での活動報告を通じて校内や

地域へ広まり、「自助・共助」の精神の普及を図る

ことができた。 

 ２ 今後の課題 

昨年度と比較し、地域や保護者などと連携した防

災避難訓練を実施する学校が増加しているが、今後

もより多くの学校において地域一体となった、効果

的で実践的な防災避難訓練が実施されるよう推進

していく。 

  災害ボランティア活動の推進・支援事業の、実践

校の取組については、成果発表会や報告書により、

府立学校や市町村教育委員会に周知することがで

きたが、「自助・共助」の精神の普及については、

児童生徒の個々の意識へ浸透させる工夫が必要で

ある。 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

  １ 過去の主な交通事故 

   

 ｘ 

  

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 交通安全の意識や技能を高めるための教育手

法等の開発・普及 

（１）事業の概要 

 府立学校６校・市町村３校をモデル校に指定し、

○府内の子供（中学生以下）の交通事故 

 件数1334件 死者数 １人 負傷者数2567人 

○府内の高校生の事故 

 件数1583件 死者数 ２人 負傷者数1536人

○府内の登下校時の交通事故数 

 園 児  死亡事故 ０人  負傷者数 ３人 

 小学生  死亡事故 ０人  負傷者数４２人 

 中学生  死亡事故 ０人  負傷者数４３人 

※大阪の交通白書（平成29年版）より 
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スケアードストレイト教育技法を活用した交通安

全教室を実施し、児童生徒の主体的な交通安全への

姿勢や態度の育成を図った。 

（２）取組内容 

 安全教育推進委員会においての助言等を踏まえ、

スケアードストレイト教育技法を活用した交通安

全教室を実施した。 

 各校において、事前に、トラウマのケアや交通安

全に関する学習を実施した。当日は、各校の実状に

応じて、地域や警察署などと連携して実施する等、

より充実した内容となるよう、工夫した取組を行っ

た。また、事後には、アンケート調査や振返り学習

を実施した。 

 

 

 ２ 成果の周知に関する取組 

 「『交通安全』及び『生活安全』に関する推進・支援

事業」成果発表会を実施し、スケアードストレイトを

活用した交通安全教室を行った学校２校に実践発表い

ただくとともに、警察から事故防止対策について講義

いただき、本事業の成果と交通安全教育の充実を府内

の学校の担当教職員および市町村教育委員会担当指導

主事等に広く周知した。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

 １ 取組の成果 

スケアードストレイトの特性上、事故の再現シー

ンに生徒がショックを受ける可能性が考えられる

ため、事前学習時に参加に不安を感じる生徒が相談

できるよう配慮する等、各学校の状況に応じて対応

を工夫した。事後アンケート調査の結果において

は、安全意識が高まったと答える生徒がほとんどで

あり、主体的な交通安全への姿勢や態度の育成を図

ることができた。また、警察との連携を条件とした

ため、実施に向けての調整を通じて、関係が充実し、

今後の交通安全教育等における連携につながった。 

 ２ 今後の課題 

スケアードストレイトを活用した交通安全教室

の参加に不安を感じる生徒に対しては、事前プリン

トを配付し、学級担任へ相談する等の呼びかけを行

った学校が多かった。今後も、事前指導を工夫する

等の配慮が必要である。 

警察との連携につながる取組となったものの、地

域住民との連携の充実に発展した学校は少なく、研

修会などを通じて、地域連携を活性化する事例など

を周知し、地域住民と良好な関係を構築しやすい環

境を整えていく必要がある。 

 

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

  １ 過去の主な事故・事件 

  

 

  

 ｘ 

  

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）事業の概要 

 府立学校２校・市町村立学校１校をモデル校に指

定し、児童自らが取り組む『聞き書きマップ』を用

いた身近な地域の安全点検の普及・啓発を図った。 

（２）取組内容 

  モデル校において実際の通学路の危険個所につい

て児童が協議を行い、地域安全マップの作成に取り

組んだ。校内でマップの発表と共有を行い、それぞ

れの発表内容について、ディベート等を実施した。 

○学校管理下における主な事故・事件 

  重大事故・事件 

  平成13年 大阪教育大学附属池田小学校での 

      8人の児童の命が奪われ13人の 

      児童、2名の教職員が負傷するという 

      事件 
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２ 成果の周知に関する取組 

  年度末に、成果発表会を実施するとともに、事業

報告書を作成し、本事業の成果を府内の学校に広く

周知した。 

成果を学校内に留めず、学校行事、校内での掲示

や発表会、ホームページや学校誌等を活用し、保護

者や地域に報告・発信した。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

 １ 取組の成果 

実際にマップを作ることで、より多く、より正確な

情報収集ができた。さらに、児童生徒が自らの視点で

安全点検することで、より防犯意識を向上させること

ができた。 

また、予めマップ作成に回ることを地域に周知依頼

することで、地域と学校の連携の強化につながった。 

 ２ 今後の課題 

支援ツール「聞き書きマップ」の活用について、ソ

フトが正常に起動しないなどのトラブルがあった。ま

た、台数が足りないという事例もあったので、次年度

は台数を増やして実施したい。 

取り組みついて、生徒変容を測るためのアンケート

を作成することで、より取り組みの成果がわかりやす

くなると思われる。 

― 75 ―



 

 

（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）事業の概要 

本県は、阪神・淡路大震災以後、学校の防災体制の

充実に努め、現在ではすべての学校において災害対応

マニュアル（以下「マニュアル」という）が作成され

ている。 

 今年度は、学校教職員の防災意識向上を目指す研修

会や実際の避難所運営の在り方等について、各学校や

地区別防災教育研修会等で学校防災アドバイザーから

助言を受け、学校防災体制の一層の充実を図ることと

した。 

（２）実施概要 

ア 学校防災アドバイザーの委嘱 

・大学教授及び阪神・淡路大震災記念「人と防災未

来センター」研究員等の 14 名を学校防災アドバ

イザーに委嘱。 

イ 学校防災アドバイザーの推進校への派遣 

 ・学校防災アドバイザーからの助言により、学校で

作成している災害対応マニュアルの見直し及び防

災への意識向上を目指した校内研修会の企画等を

行った。（１校につき年間原則２回派遣） 

ウ 学校防災体制の充実にむけた助言等 

・マニュアルの中に個人の役割がわかりやすく明確

に記載されているなど、想定外の事態にも迅速に

対応できるものになっているか。 

・登下校中や、生徒不在時等、平常時以外に応じた

災害にも応じた避難方法を明記しているか。 

・避難所になった場合、学校再開に向けた教職員の

動きについて共通理解できているか。    

・地域や関係機関と連携した防災訓練が実施され、

災害時には迅速な対応ができる協力体制が確立

されているか。  

・防災訓練を通じて課題を洗い出し、振り返りを行

うなど、効果的な防災訓練を実施しているか。 

                     等 

                     

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

兵庫県 

 教育委員会名：兵庫県教育委員会 

 住  所：兵庫県神戸市中央区下山手通5-10-1 

 電  話：０７８－３６２－３２１４ 

例） 

○人口：550万人（うち児童・生徒数：68万人） 

○市町村数：41    

○学校数：幼稚園 558園 小学校 766校 

     中学校 387校 高等学校 212校 

      特別支援学校 47校 

○主な災害 

(1) 平成７年 阪神・淡路大地震 

(2) 平成16年 台風第 23号による豪雨災害 

 (3) 平成21年 台風第９号による豪雨災害 

(4) 平成26年 ８月豪雨災害（丹波地域） 等 

本県は、東西の長さが111.13km、南北の長さが

168.50kmで、北は日本海、南は瀬戸内海に接して

おり、地域により自然災害に大きく違いがある。 

南海トラフ巨大地震の被害想定では、南あわじ

市には、約 40 分で１ｍの津波が到達し、最大９

ｍに達する。また、神戸市中央区には、約 90 分

で１ｍの津波が到達し、最大４ｍに達することが

予測されている。 

 本事業では、近年広域に渡って起こっている

様々な自然災害に迅速に対応できる学校防災体

制の強化及び教職員・児童生徒の防災意識の向上

を目指し、本事業を実施した。 

【防災体制推進校】（アドバイザー派遣対象校） 

各教育事務所（阪神・播磨東・播磨西・但馬・丹

波・淡路）より１校選出。県立学校８校。計 14

校（１校は派遣を辞退） 

【防災教育推進校】（ジュニアリーダー学習会・

報告会、被災地支援活動参加） 

県立学校24校、市立高校３校、市立中学校２校 

計29校 

 

 

高等学校：32校、中学校４校、小学校４校、特別

支援学校３校 
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２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

（１）事業の概要 

  本県では、防災教育の充実のための要点として、

児童生徒が自らの命を守り抜くため「主体的に行動

する態度」の育成、支援者となる視点から、安全で

安心な社会づくりに貢献する教育を推進している。 

（２）実施概要 

ア 高校生等防災リーダー学習会の開催 

高校生等が地域防災リーダーとして、災害に

臨機応変に対応できる力を高めるとともに、被

災地支援の在り方等を学ぶ学習会を２泊３日の

合宿により実施した。 

【淡路会場】 

・実施時期 7月 21日～23日（2泊3日） 

・実施場所 国立淡路青少年交流の家 

・参加者数 県下 23校89名 

・実施内容 ボランティア講話、アクションプ

ラン作成、兵庫 CGハザードマップ

より学ぶ 等 

  【西脇会場】 

・実施時期 7月 26日～28日（2泊3日） 

・実施場所 西脇市立青年の家 

・参加者数 県下８校34名 

・実施内容 ボランティア講話、ワークショッ

プ、普通救命講習会 等 

 

 

 

 

 

 

 

イ 被災地における災害ボランティア活動の実施 

高校生等防災リーダー学習会に参加した生徒

を被災地に派遣し、現地での災害ボランティア活

動を実施することにより、防災とボランティアに

関わるジュニアリーダーの育成を図った。 

・実施時期 8月 2日～4日（2泊 3日） 

・参加者数 県下 15校28名 

・実施内容 仮設住宅訪問、大川小学校視察、

現地高校生との交流会 等 

 ウ  高校生等防災リーダー活動報告会の実施 

   高校生等が地域防災リーダーとして、合同学習

会や被災地支援へのボランティア活動等の取組

について発表し、他校と情報共有することを通し

て、さらに生徒のボランティア意識を高め、自校

の防災教育の充実を図った。 

   ・実施時期  11月18日 

   ・参加者数 県下26校131名 

・実施内容 各校の防災活動の実践発表及びポ 

スターセッション 等 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 学校防災アドバイザーの推進校への派遣・助言 

（１）成果 

  ・災害対応マニュアルの見直しについては、具体

的な避難所運営における役割分担等をマニュ

アルに明記するなど、想定外の災害に対しても

機能的なマニュアルに改善された。 

・避難訓練においては事前指導で各教科と絡めて

調べ学習を行うことで、児童生徒自身が災害に

対して深く学ぶことでより興味をもつことがで

きることを学んだ。 

・教職員や児童生徒の防災意識向上となるために

は、避難訓練の事後指導・研修は必要不可欠で

あることを確認できた。 

・職員研修については、マニュアルを各教職員が

確認するだけではなく、ワークショップなどの

参画による意見交換や実習を組み込むことで、

教職員の防災への意識向上となることを学んだ。 

            （各校からの報告より） 

（２）課題 

  ・学校防災アドバイザーによる防災体制推進校で

の学校防災体制の取組や、各地区別防災教育研

修会においての取組による成果を県下全体へ普

及を図る必要がある。 

２ 高校生等防災リーダー学習会・報告会の開催 

（１）成果 

・被災地支援においての心構えでは相手の立場に

たって思いやることを学んだ。被災地では辛い

話を聴くこともあるが最後まで心と体を傾けて

聴く『傾聴』の姿勢の大切さを学んだ。また、

被災地である兵庫の県民として阪神・淡路大震

災を風化させない『語り継ぐ』ことの責務を再

確認できた。 

・様々な学校の生徒とワークショップや意見交換
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を行い、生徒達はコミュニケーション能力を深め

社会性の大切さを学ぶことができた。特に自分の

想いや考えをより具体化するためにアクション

プランを作成したときは、相手の立場に立った考

え方や合意形成を学ぶことになり、リーダーとし

ての土台が培われた。 

・過去の災害から学び、災害に対する知識を得るた

めの学習機会を提供するとともに、未知の災害で

臨機応変に対応できる力を育成するための学習

成果を得ることができた。 

（生徒・教員の意見より） 

（２）課題 

・高校生等防災リーダー学習会については２泊３日

の宿泊型学習会であることもあり、準備から運営

にあたる主管校教職員の負担が大きい。 

・学習会で学んだ内容や防災の知識をどのように自

校や地域に伝え、広げていくのか。 

・防災教育に対する指導者（若手教職員、防災担当

者）の将来的な育成。 

３ 被災地における災害ボランティア活動の実施 

（１）成果 

・実際、被災地で災害の爪痕が残る様々な被災場所

に訪問することは、自然の驚異が町や生活を奪っ

た事実について、自分自身はどのように現実を理

解し、同じような災害に遭遇した時、どのように

対応したらよいか、を自問自答する機会となった。 

・現地の方々との交流会では震災当時の話を聞くこ

とによって、命の大切さや今生きていることへの

感謝の気持ちを強く持ち、今まで以上に毎日を大

切に過ごしたいと改めて考えるきっかけとなっ

た。 

（２）課題 

 ・被災地支援活動で学んだ内容や防災の知識をどの

ように自校や地域に伝え、広げていくのか。 

・防災教育に対する指導者（若手教職員、防災担当

者）の計画的な育成。 

・被災地支援等を含んだ防災意識に係る学校内の生

徒間での温度差、さらには県下の学校間の温度差

をどう解消していくか。 

・発生が危惧されている南海トラフ巨大地震や多発

する災害に対して、子どもたちの実践力をどのよ

うに定義し、どのように育成するか。 

 

   

 

   

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 取組のポイント 

  ア 宝塚市 

    園児・児童が、自らの命を守ろうという意識

が高まるように、幼稚園児対象の交通安全キャ

ラバン、新一年生対象の交通安全教室、中学年

（３～４年生）及び保護者を対象にした自転車

教室を実施。 

  イ 相生市 

    学校と教育委員会、都市整備課、警察、自治

体、ＰＴＡと連携し、各小・中学校の通学路の

点検を行い、安全対策を実施。 

(2) 具体的な取組 

ア 宝塚市 

 ・人形劇や紙芝居、横断の歌による交通ルール

の指導、模擬横断訓練の実施 

 ・歩道通行の練習や車道通行の練習 

 イ 相生市 

 ・通学路安全推進協議会における具体的な対策

メニューの検討 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

(1) 取組のポイント 

ア 宝塚市 

   地域における安全意識の高揚を図るため、通

○通学路の特徴 

 本県は、北は日本海、南は瀬戸内海・太平洋に

接し、都市部から農村部まで様々な特徴がある。 

 都市部では、狭い道路や交通量が多い道路、そ

の他の地域では、信号機がなく、速度超過の車両

が行きかう道路など、危険性の高い道路を通学路

としている地域もある。 

○登下校中における主な交通事故や県内事故件数 

 平成29年４月～12月末で、小中学生の登下校中

における交通事故は、市町組合教育委員会から 175

件の報告があり、そのうち、治療に30日以上を要

する重傷事故は 40件あった。 

 状態別で見ると、自転車乗車中が最も多く、主

な原因は「車との接触」「転倒」が多くなっている。 
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学路安全アドバイザーによる見守りボランティ

アに対する講習を実施。 

イ 上郡町 

   町内すべての小学校においてアドバイザー

による通学路巡回体制を確保し、通学路の日常

点検及び安全指導を実施。 

(2)実践委員会 

ア 宝塚市 

(ｱ) 構成員 

    教育委員会3名、学校長 1名、道路管理者 

11名、警察署2名 

(ｲ) 具体的な取組 

    学校安全アドバイザーによる見守りボランテ

ィア研修会 

    テーマ『登下校の見守りについて ～大人も

子どもも安全・安心に～』 

イ 上郡町 

(ｱ) 構成員 

    学校安全アドバイザー1 人、教職員 2 人、教

育委員会2人、警察署員 1人、道路管理者 4人 

(ｲ) 具体的な取組 

    山野里小学校区の通学路７箇所において合同

点検を実施し、危険箇所に対する今後の対策を

協議 

    

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

 (1) 宝塚市において、公私立幼稚園 15園807人・

公私立小学校34校3361人の児童に対して交通安

全の体験教育を実施し、交通安全への意識向上に

つながった。 

(2) 相生市において、通学路の危険箇所について関

係機関（警察・都市整備課・危機管理課・PTA・

自治会）と合同点検を実施することにより、危険

箇所9箇所への対応を実施することができた。 

 (3) 上郡町においてアドバイザーの巡回活動が定着

するにつれ、アドバイザー、小学校教員、ＰＴＡ

見守り保護者の間で情報共有を円滑に図ることが

でき、連携体制の強化につながった。 

２ 課題 

(1)取組に関する公表や周知に工夫が必要 

(2)取組をいかに事故件数の減少につなげるか 

 

 

 

 

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 取組のポイント 

 三田市 

  児童生徒等が護身術等を学ぶことにより不審

者からの被害を防ぐ。 

(2) 具体的な取組 

  三田市立藍中学校において、市内中学校に公開

しての護身術教室を実施。 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

(1) 取組のポイント 

 ア 三田市 

   防犯カメラを設置することにより、登下校時

や夜間における不審者対応の強化と日常的な学

校の安全確保を図る。 

 イ 多可町 

   生徒の登下校時の安全を確保するため、防犯

カメラを２箇所設置 

 ウ 豊岡市 

   防犯カメラを設置することにより、通学路の

安全確保を図るとともに、防犯カメラの抑止効

果により不審者からの被害を防ぐ 

 エ 篠山市 

   篠山市教育委員会、丹南中学校及び篠山養護

学校の職員で組織する実践委員会を設置し、日

常的な安全を確保する体制を推進。 

 

○学校管理下における主な事件・事故件数等 

重大事故・事件 

 平成２３年 篠山市での小学生転落事故 

 平成２７年 三田市での中学生転落事故 

 平成２７年 姫路市での不審者による中学生切 

りつけ傷害事件 

○子供に対する犯罪状況（平成２９年） 

防犯ネット配信 

  ・認知件数 1,754件 

  ・事案別 チカン等猥褻    586件 

       声かけ・付きまとい 1,168件 

  チカン等猥褻事案は 17 時から 21 時まで、声

かけ・付きまとい事案は 15 時から 18 時の時間

帯に多発 
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(2) 具体的な取組 

 ア 三田市 

   防犯カメラ設置を掲載した『学校だより』の

校区内への掲示や自治会回覧。 

 イ 多可町 

   学校敷地内から正門前交差点の安全点検及

び、西脇警察署の指導・助言を踏まえ、「防犯カ

メラ」の活用の検証を実施。 

 ウ 豊岡市 

   学校安全対策委員および学校評議員による

視察を実施し、通学路の安全確保を図るととも

に日常的な学校安全確保に努める。 

 エ 篠山市 

   防犯に対する意識の高揚のために、篠山養護

学校おける防犯教室（不審者対応訓練）の実施。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

 (1) 多可町において、防犯カメラ設置前と比較して、

「登下校が安全になったと感じるか」という問い

に対して、「そう思う」という回答が 85.9%、「防

犯に対する意識は高まったか」という問いに対し

て、「そう思う」という回答が 88.7%を示すなど、

防犯意識が向上した。 

 (2) 豊岡市において「加害者にならないという意識

が育ってきている」と 90.4%の生徒が回答するな

ど、交通安全に関する意識が向上した。 

２ 課題 

(1) 安全体制の構築を市内すべての学校に広めて

いく必要がある 

(2) 事故が減ったか、ある程度時間をかけて調査を 

行うことが必要。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：三宅町（小１校、中１

校）・平群町（小１校）・宇陀市（小３校、中４校）・

大和郡山市（小１校） 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

        今後近い将来に必ず発生するといわれている南

海トラフによる海溝型地震に備え、実践的な防災教

育の推進を目指す市町村をモデル地域として指定

し、その中から１１校のモデル校を選定。各モデル

校では、防災学習や避難訓練等の取組の機会を通し

て、地震発生時に落ち着いて行動する態度を養い、

「主体的に行動する態度」を身に付けさせることを

目指した。 

(1)緊急地震速報受信システムの設置と避難訓練 

モデル校には緊急地震速報受信システムを設置

し、システムを活用した訓練実施を通して、避難行

動に係る指導方法の開発・普及のための実践的な取

組となるよう見直し・改善の推進を図った。 

(2)学校安全アドバイザーの訓練実施校への派遣 

 各モデル校が行う訓練等には、防災に関する専

門的知識を有する奈良地方気象台職員及び奈良県

防災士会員を学校安全アドバイザーとして派遣し、

防災避難訓練や児童生徒向け防災授業、教職員研修

会を通して防災教育・管理に対する教職員の指導力

向上及び児童生徒を含めた災害時における適切な

判断力と行動力の育成に役立てた。 

【三宅町】三宅小学校(1／23)・式下中学校(１/15) 

【平群町】平群南小学校(1／17) 

【宇陀市】大宇陀小学校(2／8)・菟田野小学校

(1/17)・室生小学校(2／20) 大宇陀中

学校（11/22）菟田野中学校（1/26）榛

原中学校（12/11）室生中学校（12/19） 

【大和郡山市】郡山西小学校(1／17) 

 

 

 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

奈良県 

 教育委員会等名：奈良県教育委員会 

 住  所：奈良県奈良市登大路町３０ 

 電  話：０７４２－２７－９８６２ 

○人口：１３５万人 

（うち児童・生徒等数：１７０，０３３人） 

○市町村数：３９ 

○学校数：幼稚園１７５園 こども園４４園 

小学校２０９校 中学校１１７校 

高等学校５９校 

     特別支援学校１０校 

     （高校・特別支援は分校を含む） 

○主な災害 

● 平成２３年９月 紀伊半島大水害 

 奈良県は、東西 78.6km、南北 103.4kmと南北に

長い県で、日本のほぼ中央部、紀伊半島の真ん中

にあり、大阪府・京都府・和歌山県・三重県に囲

まれて 海のない内陸県である。 

平成２３年９月には、紀伊半島大水害が発生

し、奈良県南部の山間地域において、大規模な深

層崩壊による土砂災害等による死者１４名、行方

不明者１０名等の甚大な被害を受けたが、土砂災

害のみならず、南海トラフ巨大地震の想定では、、

県内の最大震度は「震度６強」で、建物の倒壊や

屋内収容物の移動・転倒・落下などにより県内で

最大 1,700人の死者が発生するなど、大きな被害

が予想されている。 

本事業では、防災教育の全県推進・普及のため、

４市町よりモデル地域・学校を指定し、事業を実

施した。 
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２ 災害ボランティア体験活動の推進・支援  

県高等学校生徒会連絡会の活動として、これまで

も、高校生の被災地域におけるボランティア活動の

推進を図ってきた。今年度は平成 23年紀伊半島大

水害の被災地域である野迫川村水ケ峰付近におい

て、高校生による災害復旧に係るボランティア活動

及び地域住民等との交流活動を実施した。また、活

動参加生徒が県内小・中・高等学校等の児童会・生

徒会代表等が集まる「奈良県児童生徒交流会」にお

いて成果報告を行い、多くの児童生徒に防災や社会

貢献活動について考える機会を提供した。 

〔主な取組〕 

○奈良県高等学校生徒会連絡会（4／24） 

○「奈良県高等学校生徒会連絡会」による『平成

２９年九州北部豪雨被災地支援』募金活動

（7/28） 

○「災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動」事前説明会（8／1） 

   ・『ボランティア活動の意義について』 

 葛城市立新庄中学校 教頭 吉藤行二氏 

・『平成２３年紀伊半島大水害と被災地域の現状

について』 

     県教育委員会事務局保健体育課建康・安全

教育係 指導主事 高田大介氏 

○「災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動」実施（8／19） 

○「災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動」事後研修会（9／21） 

   ・講演：『地震・津波について』 

    奈良地方気象台地震津波防災官 森岡伸夫氏 

○「奈良県児童生徒交流会」（1／24） 

   ・災害ボランティア活動成果報告等 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

 〔成果〕 

・各学校では、事前に緊急地震速報のしくみや報知

音について学習する機会を持ったことで、児童・

生徒は緊急地震速報の校内放送が流れた後の初

期対応がよりスムーズに行えるようになった。 

・訓練手法としては、授業時間中以外での災害発生

を想定した訓練、児童生徒に訓練の実施を知らせ

ない「抜き打ち」訓練、保護者と連携して引き渡

しを同時に行う訓練等、訓練手法に工夫を盛り込

もうとする教職員の意識の高まりが感じられた。 

・学校安全アドバイザーが避難訓練に立合い、訓練

後、直接児童生徒に専門的見地から避難行動等に

ついての講評をしたことは、児童生徒の防災に対

する意識の高揚に大変役立った。 

・児童生徒自身が「自分の身を自分で守る」ために

必要となる知識を得ることで、大地震発生時に学

校内の様々な場所、様々な場面においても自ら判

断し、率先して避難行動をとることの大切さを知

る機会となった。 

 〔課題〕 

 ・児童生徒の「主体的に行動する態度」が着実に身

に付いてきていると感じる一方、訓練は児童生徒

にとっては「平常時」の行動の延長という意識が

強く、教員の指示により行動する場面がまだまだ

見られる（低学年ほどその傾向が強い） 

・訓練時に教員自身も自らの命を守る視点を持った

訓練実施の工夫ができるようになった一方で、

「指導」に専念するあまり、出入り口の確保を忘

れるなど、マニュアルに従った行動が徹底されて

いない傾向が見られた。 

・緊急地震速報を活用した訓練手法を広く浸透させ

るに当たり、学校安全アドバイザーの活用方法の

工夫と合わせ、訓練（対応）方法の標準化を図る

ための教職員研修の充実、実践校の取組の普及の

工夫が必要と考える。 

 

２ 災害ボランティア体験活動の推進・支援  

〔成果〕 

 以下の点から、参加生徒に災害発生時には自らが

支援者となり得ることを認識させ、被災地域の復

旧・復興及び安心で安全な社会づくりに貢献しよう

とする態度を培うことができた。 

・事前学習を効果的に行えたことで、参加生徒に課

題意識や目的意識をもって活動当日に臨ませる

ことができた。 

・活動当日は、参加生徒が被災地域の現状を目の当

たりにし、被災地域住民の話を直接聞くことで、

復旧・復興には多くの時間が必要なことを実感さ

せることができた。 

・事後学習において、専門家による災害に関する講

演を自らの体験（今回の活動も含め）を踏まえて

聞くことで、参加生徒に「支援者となる視点」を

もたせることができた。 

・事前説明会・活動当日・事後研修会と３回にわた

り、参加生徒が自ら考え、自らの意見を述べ、仲

間と話し合う機会を多くもたせたこと、また、「奈

良県児童生徒交流会」で活動の成果を報告する機

会をもたせたことで、参加生徒に災害や社会貢献

活動について、より主体的に考えさせることがで
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きた。 

 〔課題〕 

・参加生徒に活動の成果を自校にもち帰らせ、いか

に広めさせるかが課題の一つであり、各校におけ

る「報告会」等実施の奨励が必要である。 

・被災地域におけるボランティア経験等がある生徒

同士の交流の機会を増やし、「支援者となる視点」

をいかに高め、広げるか。 

・災害発生時の機動的な体制づくり 

普通科高校：異世代間交流(幼児・高齢者等)等 

職業科高校：職業科高校の専門性をいかした支援   

活動 等 

 

      （防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：宇陀市（小 1 校）・三

宅町（小１校）） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

児童生徒等の安全を確保するためには、児童生徒

自身が防犯や日常生活における事故を防ぐために

自ら主体的に考え行動できる態度を育成すること

が大切であり、教職員の学校安全の取組に対する一

定水準の基礎知識及びスキルを身に付けることは

重要である。 

本取組では、児童生徒や教職員、保護者、地域住

民対象の護身術学習会開催の機会を通して、犯罪被

害から児童生徒の安全を守るための知識・実践力の

向上に努めた。 

 (1)学校防犯学習会（護身術体験学習会）の実施 

   実施校：宇陀市立室生小学校 

   対 象：５・６年生児童４４人 

   内 容：講義・護身術体験実習 

 (2)学校安全アドバイザーの派遣 

  防犯に関する専門的知識・技能を有する奈良県

少林寺拳法連盟員８名を学校安全アドバイザーと

して派遣し、児童等を対象とした防犯学習会にお

いて、不審な人に遭遇した場合における適切な判

断力と行動力の育成に役立てることを目指した。 

・不審な人に出会った時、連れて行かれそうになっ

たときの適切な行動の仕方について学び、自分の

安全は自分で守るという意識を高める講義を受

けた 

・少林寺拳法の基本的な技の体験を通して、体や腕

を捕まれたときの身のかわし方、逃げ方の習得に

つなげた。 

 

 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

するシステムの構築 

   緊急時における児童生徒の安全確保と保護者・

地域との連携をスムーズに行うための実践的かつ

総合的な引き渡し訓練の手法について研究・開発

を図るため、訓練実施の機会を通して、学校待機

及び引き渡し訓練や安否確認訓練等の実施に係る

教育手法の共有により、学校の安全管理体制の構

築と強化を図る取組に役立てる。 

そのため、防災に関する知見を有する奈良県防

災士会より学校安全アドバイザーを訓練実施校に

派遣し、訓練実施校への適切な指導・助言等の支

援をお願いした。 

 (1)保護者引き渡し訓練の実施 

   実施校：三宅町立三宅小学校 

   対 象：教職員２６人・児童２９０人・保護者

２０人 

   内 容：授業中の地震発生を想定した緊急地震

速報を活用した訓練を実施するととも

に、保護者宛に学校が送信する緊急連絡

メールにより、保護者が学校へ来校。児

○学校管理下における主な事故・事故件数等 

（１）重大事故 

    県内公立学校において発生した重大事故

で、平成 18 年度～28 年度において（独）

日本スポーツ振興センターの障害見舞金が

給付された件数は26件あり、これらは体育

授業中・運動部活動中の災害発生であった。 

    平成 28年度には、運動部活動中に発生し

た熱中症による死亡事故が１件あった。 

（２）事件 

   平成 16年 11月、奈良市で小学 1年生女子

児童が下校途中に誘拐され殺害される事件が

発生した。 
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童の引き渡しの手順を確認する訓練を実

施。（＊引き渡しは行わない。） 

 (2)学校安全アドバイザーの派遣 

   奈良県防災士会理事長の植村信吉氏を学校安全

アドバイザーとして派遣し、保護者引き渡し訓練の

視察立合の後、児童、教職員、保護者を対象とした

防災講演会、管理職及び防災担当に対して訓練実施

時の児童・保護者の様子・教職員の対応等について

指導助言を受けた。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

 〔成果〕 

・児童に対して、危険回避・危険予測の視点及びス

キルについて実習を通して指導を受けることが

でき、児童自身が身近に潜む危険にしっかり目を

向け、自分の命を守るために主体的に判断・行動

しようとする意識・態度の向上につなげることが

できた。   

 〔課題〕 

・学校において児童生徒への防犯教室を実施する際

には、安全ボランティアの方への参加の呼びかけ

を行うなど、学校と地域が一緒になって防犯につ

いて学ぶ場を増やしていくことも必要である。 

・防犯教室を実施する学校の拡充を図るために、普

及啓発方法については工夫と検討が必要である。

防犯教室は警察等他の機関でも実施しているこ

とから、児童生徒に対する防犯意識の醸成のため

に、効率的な連携を図り、実施していく必要があ

る。 

   

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

するシステムの構築 

 〔成果〕 

・本県の学校における保護者引き渡し訓練の実施 

状況については、訓練手法の一つとして取り上げ

ていない学校が多数存在する現状（Ｈ２８年度実

施率：小学校１９．４％、中学校０％、高等学校・

特別支援学校０％）がある。そのような中で、こ

れまでに引き渡し訓練を試みていなかった学校

が、緊急時における児童生徒の安全確保と保護者、

地域との連携をスムーズに行うための訓練の実

施に着目し、訓練手法の確認と実施に伴う課題を

確認し、共有できた。 

・児童、教職員、保護者がそれぞれ災害に対しての

意識を高めるためにも有用な訓練となった。 

 〔課題〕 

・三宅小学校が行った今回の保護者引き渡し訓練 

は、早朝の時間帯での実施であったこと、また、

仕事を持つ家庭など、前もって引き取りに来られ

ない家庭の児童については学校待機という設定

で、あくまで引き取りに来た保護者への対応確認

がメインの訓練実施となった。より、実践的に実

効性のある訓練の在り方を追求するためにも、同

様の訓練の実施実績を持つ学校の取組を共有で

きる研修会の実施等にも取り組んでいきたい。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

（モデル地域名・印  南  町：小・４校、中・４校） 

（モデル地域名・那智勝浦町：小・６校、中・４校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及：印南町 

印南町は平成２４年度より本事業を実施して防災

教育を進め、これまでも児童生徒・教職員の防災意識

の高揚を目指し、緊急地震速報受信システムを活用し

た避難訓練を様々な想定の下で繰り返し行っている。 

また、防災授業を公開し、学校の防災教育を保護者

や地域と共有することや、校区の小中連携により防災

学習の充実に取り組んでいる。 

（１） 印南中学校での取組 

地域において高齢者など災

害が起こった時に一人で避難

することが困難な人がいるこ

とに着目し、「災害時要援護者

避難を考える」をテーマに設

定して、第３学年生徒４０名

が取り組んだ。 

ア 防災講座  平成２９年７月１３日（木） 

イ 起震車体験 平成２９年７月１８日（火） 

ウ 防災ワークショップ 平成２９年９月８日（金） 

エ 災害時要援護者避難体験 

平成２９年９月１３日（水） 

オ 防災フォーラム 平成２９年９月２１日（木） 

（２） 印南小学校での取組 

第４学年児童４０名が、

地域の避難場所となってい

る印南避難センターについ

て体験を伴った学習に取り

組み、家庭や地域に防災に

ついての啓発を目指す。 

ア 防災学習「印南避難センターについて」 

〔実施日〕平成２９年６月６日（火） 

〔場 所〕印南避難センター 

 イ 防災学習の展示公開 

〔実施日〕平成２９年７月２４日（月）～８月３日（木） 

〔場 所〕印南町公民館 

（３） 切目小・中学校合同避難訓練  

 地域の各種関係団体等が連携して登校時を想定した

地震・津波避難訓練を行うことにより、児童生徒の安

全を確保するための実践的な判断力や行動力を育成す

ることを目的とする。 

ア 切目っ子地域連携会議 

〔実施日〕平成２９年９月２５日（月） 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

和歌山県 

 教育委員会名：和歌山県教育委員会 

 住  所：和歌山市小松原通１－１ 

 電  話：０７３－４４１－３７０１ 

○人口：94万8,260人 

うち幼稚園児：9,313人 

   小学校児童：46,351人 

   中学校生徒：25,375人 

   義務教育学校児童生徒：674人 

   高等学校生徒：29,135人 

   特別支援学校幼児・児童・生徒：1,476人 

○市町村数：30市町村    

○学校数：幼稚園 110園 小学校 260 

     中学校 131校 高等学校 51校 

      義務教育学校 1校 

特別支援学校 12校 

○主な災害 

(1) 昭和19年昭和東南海地震 

(2) 昭和21年昭和南海地震 

(3) 昭和28年7・18大水害 

(4) 平成23年紀伊半島大水害  等 

本県の面積は、4,726 平方 km、紀伊半島の南

西部に位置し、北は和泉山脈によって大阪府と接

し、東は奈良県、南東には三重県をひかえ、西は

紀伊水道を挟んで兵庫県（淡路島）、徳島県と相

対している。 

南海トラフの巨大地震等大規模な災害に備え、

県内の広範囲で、防災教育の意識向上を図るた

め、日高地方：印南町、東牟婁地方：那智勝浦町

をモデル地域として指定し、事業を実施した。 
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〔場 所〕印南町立切目小学校 

イ 切目っ子地域連携関係者会議 

〔実施日〕平成２９年１０月６日（金） 

〔場 所〕印南町立切目小学校 

ウ 切目小・中学校合同避難訓練 

〔実施日〕平成２９年１０月２１日（土） 

〔場 所〕校区の通学路及び切目小学校 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進：那

智勝浦町  

那智勝浦町は海に面している地区にとっては避難

場所・時間の確保は喫緊の課題である。台風・豪雨に

よる河川の氾濫や土砂災害による河川流域及び山間部

も災害の危険性がある。町内全域が防災意識を高めて

いく必要がある一方で、被災経験の傷跡が癒えない状

況もあり、あらゆるケアは必要である。特に「心」の

部分を踏まえた上での対策・

学習を企画・推進していく必

要があり、防災に対する意識

の高まりを大人レベル・地域

レベルにも広げていくような

事業展開を考えた。 

（１）「防災リーダー養成講座」の実施 

〔実施日〕１月１３日（土）９：３０～１６：００ 

〔会 場〕那智勝浦町教育センター 

     （県）土砂災害啓発センター 

〔参加者〕小学生１名 中学生１５名 高校生７名 

  教職員・保護者９名 事務局６名 

〔プログラム〕 

  ①ＤＶＤ「９．４を忘れない」鑑賞 

  ②防災メッセージ（串本古座高校） 

  ③ペール缶を活用した炊き出し訓練 

  ④土砂災害の仕組みについて 

  ⑤図上災害訓練（ＤＩＧ） 

（２） 学校防災アドバイザーの活用 

ア 那智中学校 

〔実施日〕１２月５日（火）１３：２０～１５：１０ 

〔会 場〕那智中学校会議室・体育館 

〔参加者〕那智中学校第１学年生徒・教職員 約６０名 

〔講 師〕今西 武 氏（和歌山大学） 

 冒頭での「３．１１メッセージ」上映が、“被災”に

対する具体的イメージを持つとともに、本学習を実施

する動機づけになることも感想で明らかになった。 

イ 宇久井中学校 

〔実施日〕１２月２０日（水）１０：３０～１４：００ 

〔会 場〕宇久井中学校体育館 

〔参加者〕宇久井中学校全生徒・教職員  

宇久井小６年 

宇子支会（共育コミュニティ） 約１３０名 

〔講 師〕今西  武 氏（和歌山大学） 

 全体で DVD鑑賞した後、学年

毎に異なるプログラムを実施し

た。中でも、３年生の炊き出し

による参加者全員分の食事準備

は、とても頼もしく、今後の良

きモデルとなった。 

ウ 下里中学校 

〔実施日〕１月３０日（火） 

１３：１５ ～１５：３０  

〔会 場〕下里中学校 

〔参加者〕１年生生徒・教職員・ 

     保護者 約３０名 

〔講 師〕今西 武 氏（和歌山大学） 

 エ 勝浦小学校 

〔実施日〕２月６日（火）１３：５０～１５：３０ 

〔会 場〕勝浦小学校体育館 

〔参加者〕勝浦小学校第５学年児童・教職員 約45名 

〔講 師〕野尻 紀恵 氏（日本福祉大学）及び 

災害ボランティアセンター所属学生１０名 

日頃より被災地に足を運び、活動している講師及び

学生に対して想像以上に反

応した。ワークショップに

も真剣に取り組み、この学

習の児童の様子（主体的な

学習）・成果について、教職

員も手応えを感じた。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

（１）災害時の避難上の課題に対し学校が地域の人と

ともに考え、児童生徒自ら実践力を高めていこうと

するものであった。 

（２）児童生徒に留まらず、保護者・地域住民の参加

も積極的に呼びかけ、あらゆる世代層への「防災啓

発」の機会となった。 

２ 課題 

（１）各学校は様々な想定の下に避難訓練を実施し、

行政も「世界津波の日」等の機会に一斉訓練を設定

することで、児童生徒・教職員の防災意識の一層の

高揚を目指している。繰り返し実施することが重要

である一方で、それらが単に形式化してしまうこと

を危惧する。 

（２）防災学習をさらに具体的且つ身近なことになる

ような仕掛けづくりを、学校教育・生涯学習並びに

行政施策の中で実施していく必要がある。 

（３）研修講師とのつながりを生かし、自ら指導役

ができる人材育成及び体制づくりに努める必要が

ある。 

― 86 ―



 

 

（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

（モデル地域名・校種毎の数：倉吉市・小３校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 学校防災アドバイザー活用による取組 

これまでもお世話になってきている元鳥取県防災

教育コーディネーターを学校防災アドバイザーと

して委嘱し、派遣希望のあった学校に派遣した。

この取組は、モデル地域を含む県内全域で実施。 

ア 派遣先 ８市町２６校（小学校２２校、中学

校３校、高等特別支援学校１校） 

計３１回の派遣 ※複数回派遣の学校有 

  イ 主な実施内容 

(ｱ)学年の教科・領域（１８校） 

＜活動内容＞ 

◇小学校５・６年―理科・社会科・総合的な学習・

学級活動として 

◇中学校・高等学校―学級活動・ホームルーム活

動として 等 

 

 

 

 

 

(ｲ)防災教室（７校） 

＜活動内容＞ 

◇全校での学校行事 

としての講話等 

(ｳ)地震対応避難訓練（１０校） 

＜活動内容＞ 

◇事前に管理職や安全主任と打合せ、指導助言。

案修正後に避難訓練を実施し、事後の反省会で

指導助言。 

◇事後の指導助言の中か 

ら第一次避難の身を守 

る活動では、机の脚を 

持つことは徹底 

 

(ｴ)引き渡し訓練（５校） 

 ＜活動内容＞ 

◇事前に引き渡し訓練計画案をもとに管理職や 

安全主任と打合せ・指導助言。案修正後に引き

渡し訓練を実施、 

 

 

 

 

 

 

(ｵ)その他 

◇学校防災マニュアルの見直しや更新について 

について管理職等への指導・助言 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

鳥取県 

 教育委員会名：鳥取県教育委員会 

 住  所：鳥取県鳥取市東町一丁目２７１ 

 電  話：０８５７－２６－７５２７ 

人口：５７万人（うち児童・生徒数：６０千人） 

市町村数：１９市町村 

学校数：小学校１２６校 中学校６1 校 

高等学校３２校 特別支援学校１０校 

主な災害 

●昭和１８年 鳥取地震 

●平成１２年 鳥取県西部地震 

●平成１６年 台風２１号による風水害 

●平成２８年 鳥取県中部地震 等 

本県は、中国地方の北東部に位置し、東西約１

２０ｋｍ、南北約２０～５０ｋｍと、東西にやや

細長い県である。 北は日本海に面し、南には中

国地方の最高峰・大山があり、台風などの自然災

害が少なく、比較的気候条件に恵まれている。 

本事業においては、平成２８年１０月に震度６

弱の地震が発生した倉吉市をモデル地域として

指定し、モデル校を中心に取組を進めた。 
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(2) モデル地域における取組 

ア 各種情報ツールを活用した避難訓練の実施 

   災害時に状況に応じて主体的に行動できる

ように、各種情報ツールを効果的に活用した避

難訓練を実施した。 

 

(ｱ)  防災行政無線の活用 （上小鴨小学校） 

登校時に大地震が発生したと想定。防災行政

無線を使用して１次

避難所（各地区の自

治公民館）へ避難し、

続いて地域住民と共

に２次避難所（小学

校体育館）への避難

を行った。 

 

(ｲ)  緊急地震速報機の活用 （上小鴨小学校・高城小学校） 

   休憩時に地震が発生したと想定。緊急地震速

報機を使用して避難訓練を行った。どの場所に

いたらどのような対応をすればよいか事前に学

習をしておくことにより、地震発生時に主体的

に判断する力の向上を図った。 

 

(ｳ)  緊急連絡メールの活用  

   各学校において、保護者に緊急連絡メールを

送信し、引き渡し訓練を行った。保護者に何を

どのように伝えればよいか精査し、スムーズに

引き渡しが行えるようにした。 

 

イ 防災マップの作成（成徳小学校・高城小学校） 

   大学教授の指導や学

生のサポートを受けな

がら防災マップづくり

を行った。 

地域をフィールドワ

ークしながら危険箇所や避難場所を確認し、撮

影した写真や気づいたことを記した付箋を地図

に貼りながら、防災マップを作成した。  

  

 ウ 防災・減災グッズの作成（成徳小学校・高城小学校） 

ランタンや手づくり

食器、防災頭巾等、災

害発生時に役立つ身近

なものを使用したグッ

ズづくりを参観日に行

った。 

 エ 関係機関との連携（成徳小学校・高城小学校） 

   各関係機関に協力していただくことにより、

効果的に学習を進めることができた。 

  ○国土交通省 「災害対策本部車見学」等 

  ○消防署・団「水消火器訓練」「煙体験」等 

  ○陸上自衛隊 「災害派遣活動について」等 

   ○日本防災士会「ジャッキアップ訓練」等  

     

２ 支援する視点からの体験型防災教育の推進  

(1) 地域合同避難訓練の実施（上小鴨小学校） 

学校始業前に大規模な地震が発生したという想

定で、地域と合同の避難訓練を実施した。 

児童と保護者、地域住民が協力して間仕切りの

設置、非常食の配食・試食などに取り組み、災害

時における自分の役割について考えた。 

非常食については市が保管しているものと同じ

ものを実演しながら作ることにより、児童を含め

た参加者全員が作り方の理解を深めた。    

（児童８０名 地域１０７名 計１８７名参加） 

 

 

 

 

 

   

(2) 鳥取県中部地震を踏まえた防災学習の実施 

（上小鴨小学校） 

大学教授、学校防災アドバイザーらによる防災

学習を実施し、全国各地の災害の実情を知るとと

もに、鳥取県中部地震発生時の自らの行動を振り

返り、改めて災害時に自分に何ができるか考える

ことができた。 

また、総合的な学習の時間等を通して、災害状

況についての調査

や聞き取りを行い、

防災・減災意識を

高めるために必要

なことをまとめ、

広く地域や保護者

に発信した。 

      

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

(1) 学校防災アドバイザーの避難訓練等に係る派

遣については、全ての学校で管理職等との打ち

合わせ等を行い、計画の見直し等が行われた。 
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 (2) 大学教授や学校防災アドバイザーからの指導助

言をもとに、様々な場面を想定した避難訓練等を

複数回実施したことで、児童の対応能力が向上し、

防災に対する意識が高まった。 

 (3) 地域住民や保護者と連携を図りながら避難訓練

を計画、実施した。避難訓練後は、地域学校委員

会等で振り返りを行い、より効果的な避難のあり

方や避難所開設のあり方について協議し、防災体

制の改善を図ることができた。 

 (4) 市内の安全担当者会にお

いて、本事業の取組につい

て報告を行うとともに、事

業の成果等をまと 

めたＣＤ、しおり等を配布

し、防災教育の普及啓発を

図った。 

  

 

２ 今後の課題 

(1)  本県の学校防災アドバイザーは１名であるが、 

大変精力的に活動してくださっている。負担が

増えないためにも、防災に関する指導者の人材

発掘及び確保を行って行く必要がある。 

(2)  日常的に学校連絡メール等を利用して家庭に

情報発信しているが、震災時には電話やメール

が使用できなくなることも想定される。通信網

が遮断されたときの動きについても対応指針

を示し、落ち着いて行動できる体制を構築して

おく必要がある。 

(3)  避難所の開設や運営については、一義的には

市の担当部署の管轄ではあるが、災害が起こっ

た場合はすぐには駆けつけることが難しいこ

とから初期対応をする必要がある。避難所の開

設や運営等、万一に備え、学校、地域、家庭、

行政が常日頃からしっかりと意思疎通を図り、

臨機応変に対応できる体制を構築しておく必

要がある。 

(4)  モデル校をはじめとして、市内の多くの学校

で土曜授業等を活用して地域や保護者の方と

合同の避難訓練や引き渡し訓練が実施された。

平成28年10月に発生した鳥取県中部地震を経

験し、児童生徒と保護者、地域とがお互い顔の

見える関係になることが大切であると感じて

いるところであり、今後も地道にこうした取組

を積み重ねていく必要がある。 

 

 （防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校数：倉吉市・小２校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 「笑顔ピカピカあいさつ運動」（上北条小学校） 

日常的にあいさつ運動を実施。５月には一週間

の間、青少年育成協議会、更生保護女性会、民生

児童委員の方々も参加し、重点的に取り組んだ。

たくさんののぼり旗が玄関前に掲げられ、初日は

市のマスコットキャラクターである「くらすけく

ん」も登場した。 

 

 

 

 

   

   

   

 

(2) 防犯学習の充実と不審者対応避難訓練の実施  

（河北小学校・上北条小学校） 

「不審者の隔離」「警察への通報」など教職員が

連携を図りながら、迅速・適切に行動することと

児童自身が自分の身を守るため、落ち着いて行動

することをねらいとして、不審者対応避難訓練を

実施した。避難訓練後には、不審者に出会ったと

きの対応について倉吉警察署の方から話を聞き、

自分の身を守るために必要なことを学んだ。 

その後、各学年ごとに防犯に関する学習を行っ

た。土曜授業日に実施したことにより、多くの保

護者も参加し、一緒に防犯に対する意識を高める

ことができた。 

 

 

モデル地域において、学校管理下における重大

事故や事件は発生していないが、域内には駅を含

めた繁華街があり、不審者の出没や駅での器物損

壊行為等が報告されている。また、交通量も多く、

地域の安全に対して危機意識を持つ住民も多い。 

そのような状況を踏まえ、事故や事件を未然に

防止するための取組は必要である。 
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(3) 地域安全マップの作成   （河北小学校） 

４年生児童４２名が安全マップづくりを行った。

まず、学生や地元ボランティアと一緒に地域を歩

き、写真を撮りながら防犯や交通安全の観点から

調査をした。児童は「見えにくい場所」「歩道が狭

い箇所」などの危険箇所が予想よりも多いことに

驚いた様子であった。 

その後、拡大した地図に撮影した写真を貼った

り、気づいたことを書き加えたりして安全マップ

を完成させた。 

 

 

 

 

 

 

(4) 児童自身の危機予測と危機回避能力の育成 

 ア 交通安全教室の実施 （河北小学校） 

倉吉警察署、安全ボ

ランティア、ＰＴＡ校

外生活部に参加いただ

き、交通安全教室を実

施。見通しの悪い交差

点を安全に横断する練習を行った。 

 

  イ 自転車シミュレーターの活用 (上北条小学校) 

  倉吉警察署の指導の下、自転車の乗り方のＤＶ

Ｄを見てから、６年生児童一人一人が実際に自転

車シュミレーターを

用いて交通安全学習

を行った。商店街や夜

間等、様々な交通場面

における危険を予測

し、回避する力の育成

を図った。 

   

    

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

(1) 学校支援ボランティアの活用  

   学校支援ボランティアによる登下校の見守りや

あいさつ運動への参加をとおして、日常的に児童

の安全を確保する体制を整えた。 

 

 

 

 

(2) 通学路の安全環境整備 

通学路の確認及び危

険箇所の点検を学校と

ＰＴＡが主体となって

行った。重点危険箇所

については、学校・Ｐ

ＴＡ・道路管理者・警

察・地元公民館等が参加して通学路の安全確保に

向けた合同点検を行い、対策について協議した。 

また、モデル校においては本事業で防犯カメラ

を購入し、学校敷地内から登下校の様子が見える

ようにして、安全対策の強化を図った。 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

(1) 地域学校委員会(コミュニティスクール)等で、

児童生徒の安心・安全な生活について話し合い、

登下校時の見守りやあいさつ運動などの取組の

充実につなげることができた。 

(2) 不審者対応避難訓練や交通安全教室等におい

て、関係機関から的確な指導を受けることによ

り、児童の防犯意識を高めることや主体的に危険

を回避する力を育成することにつなげることが

できた。 

(3) 自転車シミュレーターの活用や安全マップづ

くりは、危険を予測したり、危険を回避したりす

る力を育成する上で、たいへん効果的であった。 

   

２ 今後の課題 

(1) 安全教育を進める上で、発達段階に応じた効果

的な教育方法について、多くの学校で共有して実

践することが重要である。本事業のモデル校の取

組を今後、各学校に広げていきたい。 

 (2) 安全教育の内容を、教科等にどのように位置付

けるのかを明確にしていく必要がある。カリキュ

ラム・マネジメントの実現による系統的・体系的

な安全教育を進めていきたい。 

 (3) 登下校時の見守りでは、安全ボランティアの固

定化・高齢化の現状もある。学校と地域が連携・

協働しながら、さらに地域全体で児童生徒を見守

る体制を築いていく必要がある。   

児童の通学の見守り数(平成29年度） 

河北小学校  年間のべ2000人 

上北条小学校 年間のべ2800人 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）緊急地震速報受信音を活用した抜き打ちによる

避難訓練の実施 

      ア 研究実践校（３校園） 

鏡野町立香南保育園、香々美小学校、県立玉野

光南高等学校 

 イ 研究内容 

   児童生徒、教職員が緊急地震速報の仕組等につ

いて学習をし、システムを活用した避難訓練を実

施した。児童生徒等が自らの判断で身の安全を確

保できるよう、授業中のみならず休憩時間や予告

なしで訓練を実施することで、災害発生時に主体

的に行動ができる「自助」の力を身に付けさせた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（避難訓練の様子） 

（２）近隣学校や地域との連携 

ア 研究実践校（３校園） 

鏡野町立香南保育園、香々美小学校、県立玉野

光南高等学校 

イ 研究内容 

① 実践委員会の開催による連携（鏡野町香南地   

区、県立玉野光南高等学校） 

  近隣学校やＰＴＡ、自主防災組織、自治体等を

委員とし、実践委員会を開催した。それぞれの課

題や役割について情報交換や今後の連携のあり

方等について検討することができ、継続した取組

を行うための連携体制づくりが構築できた。 

② 地域合同防災訓練の実施（鏡野町香南地区） 

   香々美小学校体育館を避難所とする避難訓練を 

 

 

 

 

 

 

 

（避難者受入れのための受付）   

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

岡山県 

 教育委員会名：岡山県教育委員会 

 住  所：岡山県岡山市北区内山下２丁目４番６号 

 電  話：（０８６）２２６－７５９１ 

人口：約１９０万人 

（うち園児・児童・生徒数：２３５，９８７人） 

         平成２９年５月１日現在 

市町村数：２７市町村 

学校数：幼稚園２５９園  こども園４６園 

小学校３９２校  中学校１６４校   

中等教育学校２校 高等学校９１校   

特別支援学校１６校 

主な災害 

● 昭和２１年 昭和南海地震 M8.0 

● 平成１２年 鳥取県西部地震 M7.3 

● 平成１３年 芸予地震 M6.7 

● 平成２３年 台風12号に伴う浸水被害 

● 平成２８年 鳥取県中部地震 M6.6等 

本県は、山陽道の中央に位置し、瀬戸内海を臨

んで南は四国に、北は山陰地方と接し、中四国地

方の交通の要衝として古くから重要な位置にあ

る。温暖で自然環境に恵まれ、災害が比較的少な

い。 

しかし、平成２５年に公表された南海トラフ巨

大地震の被害想定では、最大震度６強、県南部で

は、津波・液状化による甚大な被害も懸念されて

いることから防災対策は喫緊の課題となってい

る。 

 本事業においては、県南の津波、地震による液

状化対策を課題とした県立玉野光南高等学校、ま

た、山間部に位置し、昨年の鳥取中部地震に震源

が近く揺れが大きかった鏡野町香南地区（２校

園）の計３校園をモデル校として指定し、事業を

実施した。 
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実施した。平日に災害が発生した想定で、児童の

安全確保と同時に避難所運営に係わる対応を限ら

れた教職員で行うシミュレーションを行った。後

半は、鏡野町くらし安全課による合同防災学習

会・研修会を開催し、災害に対する備えについて

児童、保護者、地域住民が学習した。 

③ 避難所開設マニュアルの作成（県立玉野光南高 

等学校） 

  実際に避難所を運営した熊本県立学校への聞

き取り調査をもとに避難所開設マニュアルを作

成し、近隣小中学校、自治会長、玉野市教育委員

会、玉野市危機管理課職員と情報共有することが

できた。 

④ 防災教育講演会の実施（鏡野町香南地区、県立

玉野光南高等学校） 

  （ア）「熊本地震に学ぶ」岡山大学 前田芳男教授 

県立玉野光南高等学校：生徒、教職員対象    

鏡野町香南地区：実践委員対象 

災害に対する準備は日常の生活態度に反映

されることや地震を都合良く想定してはならな

いことなど、防災に対する姿勢、取組について

学ぶことができた。 

  （イ）「避難所運営について」           

兵庫県震災・学校支援チームＥＡＲＴＨ 

県立玉野光南高等学校：教職員校内研修    

鏡野町：鏡野町教職員全員研修会 

   避難所運営の細かい留意点や学校防災体制

の整備（心のケア、地域防災の重要性）につい

て、具体的事例を通して紹介することにより、

災害時における学校の役割や機能について学ぶ

ことができた。 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

（１）「高校生地域防災ボランティアリーダー養成研 

修」の実施 

ア 研修概要 

災害発生時に高校生らが、救援活動等ができる

実践力を身につけ、地域の支援者としての資質や

能力を持つリーダーを養成することをねらいとし

た研修を実施した。県立岡山芳泉高等学校で県内

３４校、１９６名の高校生が参加し、体験的な活

動を通して、実践力を身に付けたり防災意識を高

めたりすることができた。 

イ 研修内容 

  ＜体験発表＞ 

 ① 東日本大震災等でボランティア活動を実践した

高校生（ＡＭＤＡ中学高校生会）による体験発表 

 ② 「平成２８年度被災地における防災ボランティ

ア研修」に参加した生徒による体験発表  

  ＜実技講習＞ 

   参加生徒は以下の３つのコースから１つ選択し、

体験活動や実践的な訓練等を学習した。 

① Ａコース「地震・火災等から守る」 

岡山市南消防署員の指導の下、地震体験車体験、

水消火器訓練、土のう積み訓練等を学習した。 

② Ｂコース「救助活動」 

   日本赤十字社岡山県支部スタッフの指導の下、

担架や毛布を活用した搬送訓練や、ハンカチ、三

角巾等を活用した応急処置法を学習した。 

 ③ Ｃコース「災害時の援助」 

   自衛隊岡山地方協力本部スタッフ等の指導の下、

救助器材訓練体験、ロープワークについて学習し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （実技講習の様子） 

  ＜グループ討議・演習＞ 

   ＮＰＯ法人まちづくり推進機構岡山の指導の下、

「高校生にできる災害時支援とは」をテーマにグ

ループ討議・演習を行った。大規模災害時にでき

ることはもちろん、日頃から地域と関わりを持ち、

身近なところで高校生らができることをすべき等

の意見も交わされ、一人ひとりが自分に何ができ

るかを考えるきっかけとなった。 

   演習では、「クロスロード」と「避難所運営ゲー

ム」を行い、災害時での「共助」の重要性などに

ついて学習した。 

 

（２）「被災地における防災ボランティア研修」の実施 

ア 研修概要 

東日本大震災における被災地を訪問し、災害ボ

ランティア活動等を体験するとともに、震災遺構

や現在の復旧・復興状況を実際に見たり、聞いた 

 

 

 

 

 

 

 

（仮設住宅訪問） 
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りすることを通じて、「自助・共助」について学び、

被害を減らす方法や支援者としての関わり方等に

ついて考える。また、経験した内容等を伝えるこ

とで、県内高校生の防災に対する意識の高揚につ

なげることをねらいとした研修を実施した。県内

高校生・引率教員１５名が参加し、交流活動等を

通して、「自助・共助」について学んだ。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 防災教育手法の開発・普及について 

   保育園・小学校合同保護者引き渡し訓練や地域

合同防災訓練を通じて多くの成果があった。災害

時に保護者や地域住民が車輌で来校することが想

定されるため、保護者だけでなく地域住民にも車

輌進行計画を配付して共通理解を図った。鏡野町

香南地区では、避難所の約束を地域と協議し、合

意した文書を作成したことや県立玉野光南高等学

校の避難所開設マニュアルを作成したことによ

り、避難所運営に関して学校と地域がどう連携す

るか、事前に準備しておくことなどの整理ができ

た。 

   一方で、限られた教職員しかいない小規模校で

災害時、児童の安全確保と地域住民の受け入れを

同時に行っていくこと、夜間・休日に災害が発生

した場合の体制づくり、近隣学校園との連携（防

災型コミュニティスクール）など、今回の実践を

通じて課題も多く見えてきた。今後は、これらの

取組を県内に広く普及した上で、各学校園が、地

域の災害特性に応じてさらに実践的な防災訓練を

展開するとともに、防災教育を学校の教育活動に

系統的に位置づけ、実践できるよう研究する必要

がある。 

 

２ 災害ボランティア体験活動の推進・支援について 

   研修会では、災害時に直接役立つ「実習」を多

く取り入れ、コース選択にしたことで、より実践

的な技能を身に付けることができた。また、グル

ープ討議やクロスロード、避難所運営ゲームによ

り、高校生自身が、災害と向き合い、自分たちに

何ができるか考える良い機会となった。実際に被

災者から災害当時や避難所生活の様子（特に被災

時に岩手県の高校生が活躍したことが地域住民の

希望の光であった事例）を聞いた参加者は、学校

だけでなく地域や大学との連携事業を通じて、事

前の備えや共助の重要性など多くの人に伝えるこ

とで防災意識を高揚することに貢献した。 

今後は、研修に参加した全ての生徒が、活動の

場を広げ、自校や地域の活動にリーダーとして参

加し、実践することができる支援体制を確立して

いく必要がある。 

   

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

  

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

モデル校：井原市立出部小学校 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 地域安全マップづくり 

井原警察署生活安全課の方から犯罪が起

こりやすい特徴（入りやすい・見えにくい）

を学習した。実際に町歩きを行い、地域安

全マップを作成した。安全な場所（青の付

箋）と危険な場所（ピンクの付箋）の視

点を明確にして、安全か危険かの理由を

付箋に書き込み、写真の近くに貼ること

で普段意識していない所に危険が潜ん

でいるという意識をもつことができた。

作成した地域安全マップを出部公民館に掲

示し、学習内容を地域の方々へ発表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域安全マップづくり） 

(2) 交通安全教室（全校） 

    交通ルールを守り、正しく安全に道路を歩く 

ことを身に付けるために登校班で歩行訓練を行

った。子ども見守り隊の方、交通指導員、井原

警察署の方を講師に迎え指導を行った。交差点

〇通学路の特徴 

 本県では、幹線道路や密集市街地付近の交通量

が多い通学路と中山間地域の交通量が少ない通

学路があり、地域により道路環境が大きく異な

る。また、県内の多くの小学校では集団登校を

実施しているが、一部の地域では、個別登下校

や人口減少による小学校の統廃合によりスクー

ルバス通学等を行っている。      

〇登下校中における主な交通事故や県内事故件数 

  平成２９年中の児童の交通事故件数は、９８件

負傷者１６５名で死亡事故は１件１名であっ

た。平成１９年以降減少傾向である。平成３０

年１月３０日には、下校中の児童の列に乗用車

が突っ込み、児童５名が死傷する交通事故が発

生した。 
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を用意したり、見通しの悪い交差点として、実

際に車を停めたりして、学校と地域が指導内容

を共有するとともに、連携して指導できる体制

をつくることができた。 

(3) 安全シミュレーション学習（１・２・３年） 

県くらし安全安心課の方や井原警察署の

方々を迎え、子ども安全シミュレーション学習

を行った。クイズに答えながら、様々な状況下

で不審者に出会った場合、どうすればよいのか

という判断の仕方や対応の仕方を具体的に確認

することができた。 

 (4)子ども１１０番の家訪問 

４月に子ども１１０番のお宅を訪問し、あい

さつを行った。一斉下校時、５・６年生は担当の

職員と地区の子ども１１０番のお宅を訪問した。

また１～４年生は、保護者の方と子ども１１０番

の場所を確認しながら下校した。児童はもちろん、

ＰＴＡ育成部担当や地区担当教員もそれぞれの

立場で子ども１１０番の場所を確認することが

できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（子ども１１０番の家訪問） 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学路

交通安全プログラムに基づく合同点検等の実施 

(1) 取組のポイント 

井原市は、県西部に位置し広島県福山市と隣接

しているため、通勤等による交通量が多く、通学

路によっては危険箇所も存在する。合同点検の実

施については、学校安全アドバイザーの助言のも

と、関係機関との合同点検や安全対策について協

議することにより、通学路安全対策を推進した。 

(2) 実践委員会 

ア 構成員 

学校安全アドバイザー（岡山大学准教授 橋本

成仁）、岡山県教育庁保健体育課、井原市教育

委員会学校教育課、井原市都市建設課、井原警

察署交通課、出部小学校校長、教頭、教務主任、

研究主任、交通担当、ＰＴＡ会長、ＰＴＡ交通

担当。 

イ 学校安全アドバイザーの派遣 

   岡山大学大学院 橋本成仁准教授に学校安全ア 

ドバイザーとして依頼し、井原市に派遣した。井 

原市立出部小学校区では、関係機関との合同点検 

を１９箇所行い、その対策案について助言を受け 

た。通学路の点検を行う上で、「見通しを良くす 

る、車の交通量を減らす、車の速度を落とす、児 

童と車を遠ざける」の４点について考えるという 

具体的な視点の助言を受けた。さらに危険箇所に 

ついて、「いつまでに・だれが・どうするか・対 

策実現までの対応」を整理してより具体的な提案 

が出された。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

（合同点検） 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

  岡山県では、全市町村において通学路交通安全プ 

ログラムを策定しているが、取組状況には地域差が 

ある。平成３０年１月に県内で下校中の児童の列に 

乗用車が突っ込み児童５人が死傷した交通事故も 

発生していることから、本事業の実践事例を紹介す 

るなどして、今後さらに関係機関等と連携し、ハー 

ド面・ソフト面の両輪からの安全対策を行うよう市 

町村教育委員会に働き掛けていく。 

また、下校中や下校後の時間帯に事件・事故が発

生しやすくなっている状況を踏まえ、今後さらに保

護者・地域・防犯ボランティア等の関係機関と連携

しながら、学校周辺の危険箇所などについて、児童

生徒の危険予測・回避能力の向上を図る取組を考え

ていく必要がある。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 （和木町和木地域：小・1校、中・1校） 

 （萩市三見地域：小・1校、中・1校） 

 （周南市福川地域：小・2校、中・1校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）地域ぐるみの学校防災 

 モデル地域で、コミュニティ・スクールや地域

協育ネット等が主体となり、学校・保護者・地域・

関係機関が連携し、大規模災害の発生に対応した

防災訓練や避難所生活を想定した宿泊体験、炊き

出し訓練、救急救命訓練等を含む総合的な体験学

習を実施した。   

ア 和木町和木地域 

  ・避難者の受付体験 

  ・給水車による非常時給水訓練 

  ・備蓄食（アルファ化米等）による食事体験 

  ・段ボールでつくった寝床による宿泊体験 

  ・学校安全アドバイザーによる指導、助言 

  ・災害伝言ダイヤル１７１体験 

・保護者への引き渡し訓練 

 イ 萩市三見地域 

  ・市防災部局による避難所開設講習 

・避難所生活スペースづくり 

・備蓄食（アルファ化米等）による食事体験 

・地域の方と防災に係る熟議の実施 

  ・学校安全アドバイザーによる指導、助言 

 ・避難所におけるルールづくり 

・段ボールでつくった寝床による宿泊体験 

 ウ 周南市福川地域 

・給水車による非常時給水訓練 

・避難所におけるルールづくり 

・備蓄食（アルファ化米等）による食事体験 

・防災グッズ（箸）づくり 

・学校安全アドバイザーによる指導、助言 

・段ボールでつくった寝床による宿泊体験 

  ・消防署員による心肺蘇生講習及び消火活動訓練 

 

 

 

 

 

 

（２）避難訓練等の充実に向けた学校安全アドバイザ

ー（防災担当）の活用 

   防災に関する専門知識を有する者（防災士等）

を学校安全アドバイザー（防災担当）に委嘱し、

学校における避難訓練がより実践的になるよう、

管理職や防災担当者に指導・助言を行った。また、

土砂災害特別警戒区域等を含めた危険箇所の点検

についても併せて実施した。 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

山口県 

 教育委員会等名：山口県教育委員会 

 住  所：山口県山口市滝町1番1号 

 電  話：０８３－９３３－４６７３ 

○人口：138万人（うち児童・生徒数:12.8万人） 

○市町村数：13市 6町    

○学校数：幼稚園 42園 小学校 310校 

    中学校 157校 高等学校 60校 

    中等教育学校 1校 

    特別支援学校 13校 

○主な災害 

●平成 21年 7月 21日大雨災害 

●平成 22年 7月 15日大雨災害 

●平成 25年 7月 28日大雨災害 

●平成 26年 8月 6日大雨災害 

 本県では、上記に示したように、毎年のように

大雨による大規模土砂災害が発生している。また、

南海トラフ地震発生による津波等の被害において

も危惧されている。 

本事業においては、南海トラフ地震・津波対策

を課題としている周南市、土砂災害対策を課題と

している和木町・萩市をモデル地域として指定し、

事業を実施した。 
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（３）協議会・教職員研修 

   学校の防災管理体制の充実や関係機関との連携

強化を図るため、実践的な防災訓練の在り方等に

ついての研修を実施した。また、避難所の開設・

運営について、教職員と市町防災部局の担当者と

で協議を行い、連絡体制や役割について確認した。 

 

 

 

 

 

 

（４）専門家等による防災出前授業 

   気象台、大学等の専門家と連携して、災害時に

命を守る避難行動につながる防災知識等を学ぶ防

災授業を実施した。 

 

 

 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

（１）災害ボランティア活動講演会 

   生徒が災害ボランティア活動に対する理解を深

めるとともに、社会の安全に貢献できる態度の育

成を図るため、災害ボランティア活動経験者によ

り、東日本大震災や熊本地震等における活動体験

談や活動の意義・目的等について講演会を実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

 １ 安全教育手法の開発・普及 

（１）地域ぐるみの学校防災 

   児童生徒が災害についての正しい知識及び対応

方法を学ぶことで、自分自身を守る力はもとより、

地域社会に貢献しようとする意識と実践力の育成

を図ることができた。また、学校、保護者、地域、

関係機関がそれぞれの役割を再確認することがで

きた。 

   県教委としては、今後もその成果をＨＰに掲載

したり防災教育研修会等をとおして県下全域に周

知したりすることで普及・促進を図りたい。 

（２）避難訓練等の充実に向けた学校安全アドバイザ

ー（防災）の活用 

   アドバイザーの指導・助言のもと、学校の実態

に即した避難訓練及びマニュアルの見直しを行う

ことができた。 

   これまでは、敷地が土砂災害特別警戒区域に指

定されている学校への派遣を中心に行ってきたが、

水防法等の一部改正に伴い、洪水浸水想定区域に

立地する学校においても洪水等を想定した避難訓

練の実施が義務化されたことから、対象校におい

て適切に避難訓練が実施されているかを確認する

必要がある。 

（３）協議会・教職員研修 

   学校と市町防災担当部局との協議では、避難所

の開設等に係る連携体制や役割を確認することが

できた。 

   しかしながら、防災管理体制をさらに強化する

ためには、教職員一人ひとりの防災意識の向上及

び関係機関との一層の連携が求められることから、

協議会や研修会を継続して実施する必要がある。 

（４）専門家等による防災出前授業 

   専門家等から防災に関する正しい知識を学ぶこ

とで、防災対応能力を向上させた。また、地域の

ハザードマップ等で身近な危険箇所等を確認した

ことで、防災・減災に取り組もうとする意識を高

めた。 

課題としては、出前授業を希望する学校が固定

化されていることから、研修会等で有効性や効果

について周知する必要がある。 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

（１）災害ボランティア活動講演会 

   講師の経験を基にした話や実際の災害現場の写

真には説得力があり、ボランティア活動に対する

意識の醸成ができた。また、ボランティアセンタ

ーへの登録等の仕組みについても理解させること

ができた。 

   今後も、｢山口県高校生ボランティアバンク｣と

連携しながら、地域におけるボランティア活動等

を一層活性化させるなど、ボランティア意識のさ

らなる向上を図りたい。 

＜実施校数＞ 

・幼稚園：６校  ・小学校：１０校  

・中学校：１６校 ・高等学校：６校  

・特別支援学校：４校   計 ４２校 

※ アドバイザー派遣 のべ７３人 

＜実施地域＞ 

・県内８地域（岩国、柳井、周南、防府、

山口、宇部、下関、萩） 

＜受講教職員数＞ 

・４７３人 

＜実施校数＞ 

・小学校：２５校 ・中学校：１２校 

・高等学校：４校     計 ４１校 

＜実施校数＞ 

・中学校：６校 ・高等学校：４校 

              計 １０校 

＜受講生徒数＞ 

・１，６９２人 
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（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

  １ 過去の主な交通事故 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域：宇部市 小・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）交通安全に関すること 

ア 県下全域を対象 

         県教委の指導主事や専門家を派遣し、児童生徒

が「自他の命を守る」という交通安全意識を育み、

交通ルールを順守できるよう、交通安全教育を実

施した。 

 

 

 

 

 

イ 宇部市立神原小学校での取組 

地域ぐるみで交通安全を進めるとともに、児童

生徒が「自他の命を守る」という交通安全意識を

育むため、学校・保護者・地域に加え、学校安全

アドバイザーの指導助言を得た取組を実施した。 

（ア）危険予測学習資料の作成 

   自分たちが通う通学路の危険箇所の写真を基に、

何が危険か、どのようにその危険を回避すればよ

いかについて考えることのできる危険予測学習資

料を作成した。 

（イ）地域安全マップの作成 

   自分が通う通学路における危険箇所を見つけ、

安全対策を考えることを目的として、５年生児童、

保護者、地域見守り隊、教員、アドバイザーとで

実地調査をし、集めた情報をもとに独自の地域安

全マップを作成した。 

完成した安全マップは全校児童で共有するとと

もに、地区文化祭等で発表した。 

（ウ）取組・成果等の周知 

   山口県通学路安全対策合同会議において、神原

小学校で実践した「地域ぐるみの交通安全」に係

る取組内容及び成果等を県下に周知した。 

  

 

 

 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学路

交通安全プログラムに基づく合同点検等の実施 

（１）事業の概要 

         通学路の安全確保に向け、専門的な見地から指

導助言のできる学校安全アドバイザーを８市町に

派遣し、合同点検及び安全対策の検討等を実施し

た。 

（２）具体的な取組 

ア 合同点検の実施 

  各市町の通学路交通安全プログラムに基づき実

施される学校、警察、道路管理者等の関係機関と

連携した合同点検に学校安全アドバイザーを派遣

し立会するとともに、安全対策等への指導助言を

行った。 

  

 

 

イ 通学路安全対策推進委員会の開催 

 ・学校安全アドバイザー、県関係機関等で構成 

 ・年２回開催（７月２１日、１月１５日） 

 ・第１回推進委員会では安全対策に係る事例等に

ついて情報共有、第２回推進委員会では事業の

成果・課題等を検証 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）成果 

   危険予測学習資料等を作成したことで、児童の

安全意識の向上及び危険予測能力の醸成を図るこ

とができた。 

   また、地区ぐるみの通学路の安全対策の重要性

を共通理解することができた。 

（２）課題 

   全県的に交通安全意識や技能を高めていく取組

を継続的に進めていく必要がある。 

●登下校中の交通事故件数（小中高）の推移 

年度 小 中 高 合計 

25 11 14 73 98 

26 15 32 52 99 

27 11 13 42 66 

28 13 14 38 65 

●過去の登下校中の重大交通事故 

 ・平成 29 年 12月、中学３年生の女子生徒が下

校時に歩道を歩いていたところ、準中型貨物車

と衝突し死亡した事故が発生 

＜実施校数＞ 

・小学校：６校 ・中学校：３校 

・高等学校：２校     計 １１校 

＜受講児童生徒数＞ 

・３，８７８人 

 

＜派遣回数・点検箇所数＞ 

・派遣回数：のべ３１回 

・点検箇所数：１２７箇所 
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２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学路

交通安全プログラムに基づく合同点検等の実施 

（１）成果 

   全県レベルで通学路の安全確保に関係する機関

の連携強化が図られた。 

（２）課題 

   通学路の安全確保に向けた取組は単年度で完結

するものではなく、新たに危険箇所も発生するこ

とから継続して実施することが必要である。  

 

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

  １ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域：岩国市 小・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要（岩国市立麻里布小学校） 

 １ 安全教育手法の開発・普及 

（１）事業の概要 

地域ぐるみで防犯意識を高めるとともに、児童

生徒が「自他の命を守る」という安全意識を育む

ことを目的として、学校・保護者・地域に加え、

学校安全アドバイザーの指導助言を得た取組を実

施した。 

（２）具体的な取組 

 ア 危険箇所調査 

児童、保護者、見守り隊、学校安全アドバイザ

ーと通学路及び校区内の公園等の危険箇所調査を

行い、危険と思われる箇所の写真を撮影した。危

険箇所については、グループごとに発表を行い、

共通理解を図った。 

 イ 地域安全マップの作成 

   危険箇所調査時に撮影した写真を基に、なぜ危

険なのか、どのようにすれば危険を回避すること

ができるのか等の話し合いを行いながら、地域安

全マップを作成した。 

   また、参観日において、完成した地域安全マッ

プを保護者等に披露した。 

 ウ 不審者対応避難訓練 

   休み時間に不審者が敷地内に進入したことを想

定した不審者対応避難訓練を実施し、自分の身を

守る行動や緊急時の連絡体制等について確認した。 

  

 

 

 

 

 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保す

る体制の構築 

（１）事業の概要 

   学校安全アドバイザー等の助言を得ながら、校

外における危険箇所の把握や状況把握による危険

回避等の対策を実施した。 

   不審者を想定した訓練を行い、児童にあっては、

不審者対応訓練、保護者等にあっては引き渡し訓

練を実施した。 

（２）具体的な取組 

 ア 通学路等の点検 

   通学路や校区内の公園等について、学校や学校

安全アドバイザーに加え、見守り隊、保護者等と

安全点検を行った。 

 イ 引き渡し訓練 

   危機発生時に、保護者に迅速かつ安全に児童を

引き渡すことができるよう、引き渡し訓練を実施

した。 

   学校に侵入した不審者が校区内に潜伏している

とういう想定で行った。 

  

 

 

 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

 １ 成果 

   関係機関のみならず、保護者や防犯パトロール

隊等の地域住民と学校や児童とのつながりが深ま

ることにより、安全確保に向けた取組の充実が図

られた。 

   

 ２ 課題 

   モデル地域での取り組みを県内に広く周知し、

全県的に体制を構築する取組を進めていく必要が

あるとともに、モデル地域にあっても単年度の取

組に終わらせず継続して行っていく必要がある。 

●学校管理下における主な事件・事故 

・平成 23年 11 月 小学校で、児童が体育館ス

テージの天井裏に上がり、天井板を踏み抜き

落下する事故 

 ・平成 28年５月 中学校で、生徒が整地作業中

に転倒し、ローラーにひかれる事故 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

○人  口：75.5万人（うち児童生徒数：75,674人） 

○市町村数：24  

○学校数（公立）： 幼稚園・認定こども園128園 

 小学校171校 中学校83校 高等学校36校  

特別支援学校11校 

○主な災害 

台風による多雨に加え，局地豪雨による洪水被害が

続いている。平成26，27年の県南を中心とした豪雨・

浸水災害は１年に2度同じ地域が浸水するなど住民に

深刻な被害をもたらした。 

また，「南海トラフ巨大地震」や中央構造線活断層

帯の直下型地震など，大規模災害のリスクが一段と高

まっている。 

Ⅱ 取組の概要 

 １ 安全教育手法の開発・普及 

（１）学校防災に関する研修会 

 平成２８年４月の熊本地震の際に，県教育委員会は

熊本県益城町における「学校再開」前後の教育支援を

実施した。その後の派遣教員による活動報告から「学

校再開」時に直面する課題の整理と，避難所となった

際の学校の運営協力の体制整備が必要であることが

明らかになった。 

また，平成２９年７月の九州北部を中心とする台風

３号及び梅雨前線による記録的な大雨においても土砂

災害や河川はん濫が相次ぎ，多くの学校が避難所とな

った。甚大な災禍にあって避難者対応と同時に学校再

開業務を並行して担う学校では，避難所運営支援や学

校再開に関する課題が浮き彫りとなっていた。 

 こうしたことから，県教育委員会では，防災教育を

中心とする実践的安全教育総合支援事業に係る学校

防災アドバイザー活用事業において，学校での避難所

運営支援・学校再開の事前計画を促進するべく，有識

者による各学校の防災管理主担当者を対象とした研

修会を郡市単位で実施し，学校における防災力の向上

を図った。 

「学校防災に関する研修会」 

９月 ６日  阿波市・吉野川市（阿波市役所） 

参加校 小学校２４，中学校８，計３２校 

９月 ８日  美馬市・つるぎ町（美馬市役所） 

    参加校 小学校１１，中学校９，計２０校 

１１月１３日  勝浦町・上勝町（勝浦町図書館） 

    参加校 小学校３，中学校２，計５校 

１１月２０日  阿南市（阿南市文化会館夢ホール） 

    参加校 幼１２小２２中１０，計４４校 

１１月２７日  三好市・東みよし町（三好教育ｾﾝﾀｰ） 

    参加校 小学校１９，中学校８，２７校 

１２月１日  那賀町（那賀町役場本庁舎） 

    参加校 小学校４，中学校４，計８校 

１２月１４日  石井町・神山町（石井町役場） 

    参加校 小学校７，中学校３，計１０校 

（２）研修内容  

○研修Ⅰ 熊本地震における避難所運営支援と学校再開

について       

○研修Ⅱ 大規模災害時の学校再開について考えよう     

○グループ協議    

大規模災害時における，あなたの学校の学校

再開について考えよう 

○学校防災アドバイザーによる指導助言 

  

「学校防災に関する研修会」 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

(1) 取組のポイント 

防災クラブを設置しているモデル校４校を中心とし

て，高校生が被災地支援を経験したり，地域等と連携

した避難訓練や避難所運営訓練等を実施したりして、

地域防災を担う実体験から，安全で安心な社会づくり

に貢献する意識の向上を図る。 

 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

徳島県 

 教育委員会等名：徳島県教育委員会 

 住  所：徳島県徳島市万代町1丁目1番地 

 電  話：０８８－６２１－３１６６ 
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 ア 徳島中央高等学校 防災クラブ 

 【加茂地区防災イベント】（学校主催）９月３０日（土） 

 参加者：地域住民，青葉保育園・春日保育園児，生

徒，保護者，教職員計２００名 

 内 容：徳島中央高等学校へ合同避難の後，避難所

開設訓練，ＩＤカードの作成，炊き出し訓

練（ポリ袋で炊飯），防災クイズ大会，水

難救助想定ロープ投げ，防災活動の展示・

防災ビデオ上映を実施。教職員の指導の下，

防災クラブや生徒会役員が自主防災組織

と協力して防災イベントに取り組み，協力

体制の確立，防災意識の高揚及び防災力の

向上を図った。 

イ 小松島高等学校 防災クラブ 

【第 2回防災避難訓練】１０月２５日（水） 

  参加者：生徒，教職員，園児，地域住民 計 800人 

内 容：震度７の地震，6mの津波を想定し，近隣

の幼稚園や保育園と連携をとり，避難訓練

を実施。全員が 3

階以上に避難。訓

練終了後に，クラ

スや教職員間で訓

練における問題点

などが話し合われ、

次年度に向けての

課題を検討。 

ウ 海部高等学校 防災クラブ  

 【文化祭での防災活動展示】９月３日（日） 

  参加者：生徒,保護者,教職員,地域住民 計 500人 

内 容：学校祭において，防災クラブによる炊き

出し体験を行い、地域住民や保護者に防

災食の試食体験。海南文化村の裏山への

合同避難訓練や簡易トイレ使用説明等の

活動等を展示。   

エ 鳴門渦潮高等学校 

 【地域住民と合同避難訓練】６月１７日（土） 

  参加者：地域住民,防災ｸﾗﾌﾞ員,教職員，計 100人 

  内 容：地域住民の避難訓練実施の補助を防災ク

ラブ員が行い，避難時の避

難場所となるホールに,パ

ーティション・段ボールベ

ッド・段ボール製の防災頭

巾を展示し，屋上の避難施

設や備蓄倉庫の見学会を行

った。 

 

(2) 熊本交流支援活動について 

日 程 ８月２０日（日）～２２日（火） 

内 容 小松島高校，鳴門渦潮高校他６校の防災ク

ラブ員を中心とした高校生が熊本支援活動に参

加。地震直後、避難所となった小学校でゲーム等

を通して交流し、

子供たちの心のケ

アにあたる活動を

行い，被災地に深

く残る災害の影響

を学び、防災に対

する意識の醸成を

図った。 

(3) 高校生防災クラブ交流イベントについて 

徳島県立防災センター １２月２５日（月）  

  参加者 高校生５２名，教員２３名，教育委員会

３名，防災センター１名 

  内 容・熊本県の広安西小学校で実施した熊本交

流支援活動の成果報告会 

     ・防災ボランティアに取り組む高校生相互

の情報交換や日頃の成果報告 

     ・避難所運営訓練における炊き出し体験 

     ・防災に関する講演による研修等を実施。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 各学校防災クラブにおいて，地域と連携した避

難訓練や防災活動等が展開されつつあり，地域防

災を担う実体験から安全で安心な社会づくりに

貢献する意識が深まりつつある。 

２ 今後の課題としては，現在の取組を継続しなが

ら，成果を広め，定着させかつ充実させるための

支援が必要である。 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

〇通学路の特徴 

交通量が多い市街地では通学路は複雑多岐にわた

り，歩道未整備の通学路も少なくない。住宅密集地か

ら離れた小学校では長距離通学する児童もおり，多く
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の学校で集団登下校が行われている。地方では，統廃

合が進み校区が広がり通学距離が長くなる傾向あり。 

〇児童生徒に関係する主な交通事故 

・平成 25 年 7 月 県央部において中学生が，自転車

で登校中の交差点で自動車と衝突し死亡 

・平成 26 年 8 月 県央部において小学生が，自転車

で家族と買い物途中の交差点で大型トラックに巻

き込まれて死亡 

・平成 29 年 8 月 徳島自動車道において高校生が，

バスに乗車中(故障で路肩に停車)，後続の大型トラ

ックがバスに衝突し死亡。 

○平成27年児童生徒の交通事故 

発生件数216件，死者数0件，負傷者344人 

○平成28年児童生徒の交通事故 

発生件数216件，死者数0件，負傷者344人 

（モデル地域名・公立学校の数） 

徳島市 小 11校,中 5校 計 16校  

鳴門市 小 5校，中 2校 計 7校   

Ⅱ 取組の概要 

１ 交通安全を確保するための体制の構築と通学路 

交通安全プログラムに基づく合同点検等の実施 

(1)取組のポイント 

ア ２市をモデル地域として，それぞれの地域の通学

路安全対策プログラムを機能させる上で，学校の意

見を専門的な視点で警察・道路管理者に伝えるため，

通学路安全対策アドバイザーを各通学路点検箇所

及び対策協議会に派遣し，より良い安全対策となる

よう取り組んだ。 

イ モデル地域内において，通学路の重複する小学

校・中学校及び通学路が近い小学校については合同

で点検及び協議会を実施することにより，児童生徒

の通学路の安全確保について共通理解を図り，学校

内での指導にいかせるよう取り組んだ。 

ウ 各学校は，合同点検・連絡協議会において指摘さ

れたソフト面の対策について，児童生徒の観点に立

った安全な通学方法を児童生徒・教職員・地域家庭

に周知を図り，地域全体での通学路の安全を確保す

る交通安全対策を推進，その取組を自己評価した。 

(2) 通学路安全対策連絡協議会 

ア 徳島市（構成員） 

学校代表 2・ＰＴＡ代表 1・国土交通省四国地方

整備局 2・県土整備部東部県土整備局 2・市土木部

3・県警察各署交通課 3・市教委 1・県教委１ 

イ 鳴門市（構成員） 

学校代表 2・ＰＴＡ代表 1・国土交通省四国地方

整備局 1・県土整備部東部県土整備局 1・市土木課

1・市市民協働推進課 1・県警察各署交通課 1・市

教委 2・鳴門教育大学 1・県教委１ 

(3) 通学路安全合同点検・連絡協議会実施日 

 ア 徳島市（点検・協議会は同日開催） 

  ・9/11  北井上小学校・北井上中学校区 

  ・9/12  助任小学校区 

  ・9/13  城東小学校区 

  ・9/20  千松小学校区 

  ・9/25  富田小学校区 

  ・10/ 5 方上小学校区 

  ・10/10 川内北小学校・川内中学校区 

  ・10/11 八万中学校区 

  ・10/17 加茂名小学校区 

  ・10/20 上八万中学校区 

  ・11/ 1 宮井小学校区 

  ・11/ 6 国府小学校区 

  ・11/ 8 昭和小学校・富田中学校区 

イ 鳴門市 

通学路安全合同点検 

 ・8/16 大麻中学校区（堀江北小学校，堀江南小

学校，板東小学校） 

 ・8/24 鳴門中学校区（鳴門西小学校，鳴門東小

学校） 

 通学路安全連絡協議会 

 ・10/24 大麻中学校区・鳴門中学校区合同 

 

通学路安全対策連絡協議会 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 通学路の合同点検及び協議会では，通学路安全推

進アドバイザーから子供たちの登下校の様子，通学

路の危険箇所，その対策・指導について具体的に助

言を頂けた。 

２ ハード面 点検箇所において具体的対応策（歩行

者用信号機の設置，横断歩道の設置，カーブミラー

の交換，路面のカラー舗装等）について実施及び実

施の要請を行った。 

３ ソフト面 中核となる教員を中心として学校内

で，教職員・地域家庭が協力し，児童生徒が安全に

通学するための交通安全教育に取り組み，状況を把

握して，学校が自己評価を行った。 
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【各学校の取組状況調査の自己評価】 

・児童生徒が指導を守れている 

①９０％以上 ②８０％以上 ③６０％以上 ④６０％以下 

徳島市 ① 5 校，② 11 校，③ 0 校，④ 0 校 

鳴門市 ① 3 校，②  2 校，③ 0 校，④ 0 校 

 

通学路安全合同点検 

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

○学校管理下における主な事件・事故件数等 

（１）平成 25 年 県北の高校で体育授業中に生徒が

一時心肺停止。ＡＥＤ使用により蘇生。 

（２）数年にわたって児童誘拐事件等は発生していな

いが，不審者情報は増加傾向にある。 

 ・H25年度 208件 ・H26年度 310件 

 ・H27年度 235件 ・H28年度 239件 

 （県次世代育成・青少年課調べ） 

（モデル地域名・校種毎の数） 

東みよし町，幼４園、小４校、中２校 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

本事業は，東みよし町教育委員会に実践委員会を設

置し，企画運営を行った。昼間幼稚園・小学校（県道

沿いに立地 園児数 32 名 児童数 166 名）をモデル

地域とし，防犯カメラを設置し，三好警察署，東みよ

し町教育委員会，スクールガードリーダーと連携した

取組を行った。防犯教育に関する活動（防犯カメラを

活用した不審者対応訓練や防犯教室，成果発表会等）

を通して，園児・児童が自ら身を守るための知識と自

ら危険を察知し，主体的に行動できる実践力の育成を

行った。 

また，防犯に関するアンケート調査を行い，事前と

事後の意識の変容を考察することで，安全教育の指導

に生かした。 

さらに，こうした取組をオープンスクールでの集会

活動や成果発表会等を通じて，保護者や地域住民へ紹

介した。園児・児童の防犯学習の成果を通して，地域

への啓発も図った。 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保 

するシステムの構築 

昼間小学校は，防犯教育に関する活動（防犯カメラ

を活用した不審者対応訓練や防犯教室，オープンスク

ールでの集会活動，成果発表会等）を通して，児童の

防犯意識の向上と危機回避対処法を学ぶとともに，地

域の「子ども 110 番の家」や「地域見守りの隊」の

意義を親子・地域で再確認した。 

また，通学路点検や安全マップ・防犯カメラ啓発プ

レート作りを児童とともに行うことによって，自助・

共助・公助の意識を高めることを目指した。 

さらに，学校安全計画を見直すよい機会となり，

様々な事件・事故発生に備えたより実践的なマニュア

ルや計画となるよう検討を行った。 

  

 児童による通学路点検    学習発表会での成果発表 

Ⅲ 取組の成果と課題 

防犯カメラを設置することにより，園児・児童の登

下校や学校生活の様子を把握し，問題点や課題を明確

にすることができ，指導に活かすことができている。

通学路の点検や保護者アンケートの意見，地域住民の

意見等を反映した安全マップを児童自らが作成するこ

とで，地域の安全を主体的に考える力や安全・防犯に

対する意識が高まった。この安全マップを校区全域に

配布することは初めての試みであり，さらなる地域と

の連携へのきっかけになればと考える。 

取組の事前・事後に行ったアンケート調査の結果か

ら園児・児童の防犯意識の向上が見られた。これは，

外部の指導による防犯に関する講演会・防犯教室によ

る啓発活動や集会活動，日常の指導等でこまめに指導

してきたことが活かされたと考えられる。 

課題として，園児・児童の「子ども 110 番の家」

についての認識が不十分であることが挙げられる。地

域の「子ども110 番の家」が形骸化していないかとい

う意見が学校運営協議会より出され．今年度より PTA 

が中心となり，教職員・児

童とともに，次年度の依頼

をすることとなった。この

ように地域と保護者が連携

できるような橋渡しの役割

を学校が担っていかなけれ

ばならない。           安全マップ 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数） 

※24校（園）の内訳 

東讃地区、幼・3園、小・6校、中・1校、高・0校

特支・１ 

西讃地区、幼・3園、小・4校、中・1校、高・3校

特支・2校 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及   

(1) 目的 

各学校（園）において、①危機管理マニュアル

等の継続的な検証・見直しによる防災体制の整備、

②実効性のある避難訓練の実施による地域の関係

機関等との連絡・協力体制の構築・整備、③災害

発生時において、発達段階に応じて児童生徒等一

人ひとりが状況を的確に判断し、学校（園）や社

会の一員として適切に行動することができる能力

や態度を育成するため、学校（園）のニーズに合

った防災の専門家等を派遣するなどして、効果的

な防災教育の在り方についての指導方法等を開

発・普及する。 

   

(2) 具体的な取組（西讃地区） 

ア 実践委員会の開催 

  実施日、防災・避難訓練内容等の検討。 

 イ 学校防災アドバイザー派遣（1回目） 

   危機管理マニュアルの見直しと、防災・避難

訓練計画内容を検討した。地域と連携した内容

であること、子どもたちの体験活動が十分満た

されていること、保護者の防災意識の向上につ

ながる内

容である

ことなど、

多くを網

羅した内

容となる

よ う 助

言・指導

を行った。 

 ウ 実践委員会の開催 

   地域・関係機関等の特色が生かせるよう防

災・避難訓練内容を決定した。 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

香川県 

 教育委員会名：香川県教育委員会 

 住  所：香川県高松市天神前６－１ 

 電  話：０８７－８３２－３７６４ 

○人口：97万人(うち児童・生徒数：105,717人) 

○市町村数：17市町（8市9町）    

○学校数：幼稚園 148園 認定こども園25園 

     小学校 162校 中学校 74校 

高等学校 42校  特別支援学校 9校 

○主な災害 

(1) 昭和21年 南海地震 

(2) 平成16年 台風16号による高潮浸水被害、 

台風23号による県東部を中心に家屋の倒 

壊や床上浸水等、県下全域で甚大な被害 

本県の面積は全国一の小ささで、南北

61.29km、東西 92.15km、北は瀬戸内海、南は

讃岐山脈に面している。 

平成 25年 3月に公表された「香川県地震・津

波被害想定（第一次公表）」では、市町別の震度

は 6 弱～7、最高津波水位は 2.8～3.8ｍ、浸水域

は 12 市町で 69.8 ㎢、液状化危険度 A のエリア

が285.7㎢となっている。 

台風による被害は発生しているものの、地震や

津波による大きな被害は、平成 13 年の芸予地震

で建物の一部損壊が 10 棟あった以降報告されて

いない。 

 本事業においては、全国一狭い県という点を生

かして県下全域を対象とし、特に所在地が津波浸

水予想区域に含まれる学校（園）、所管の教育委

員会からモデル的な学校として推薦された学校

（園）等、24 校（園）を推進委員会において選

定し、事業を実施した。 
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 エ 防災・避難訓練【学校防災アドバイザー派遣

（2回目）】 

   地域や関係機関との連携を重視し、地域や関

係機関の協力を得て実践した内容（※ ①～⑨

は地域の方にはともに体験、または体験の補助

を依頼した内容） 

   ◎ シェイクアウト訓練  

① 避難する幼稚園児の補助 

   ② がれき撤去作業見学（地域建設業者） 

   ③ 埋もれた人（形）の救出訓練 

 

 

 

 

 

   ④ はしご車体験（地域消防署） 

   ⑤ 起震車体験（地域消防署） 

   ⑥ 消火器訓練体験（地域防災部局） 

⑦ 土のう作り体験（地域建設業者） 

 

 

 

 

 

   ⑧ 地域の方参加の講演会（地域防災部局 

◎ 引き渡し訓練 

⑨ 炊き出し・配給体験（三豊市食生活改善

推進協議会） 

    

 

 

    

体験活動が多く、また、それぞれの体験時間も

適切で、児童は集中した取組となった。引き渡し

訓練で引き渡しが終わった児童と保護者は、配給

場所へ行ってカレーを受取り、体育館（避難所）

で試食する体験も実施した。 

児童と保護者には徒歩で下校しながら危険箇所

の確認を依頼しており、通学路の危険箇所発見に

つながった。 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

(1) 事業の概要 

県内高校生が、「支援者としての視点」から被災

地でのボランティア活動や被災時の避難所運営支

援等、自分たちにできることについて学習するこ

とを通して、学校や地域社会等の安全に進んで参

加・協力するとともに、災害時の支援活動に貢献

する意識を高めるための教育手法の開発・普及等

を行う。 

 (2) 具体的な取組 

 「高校生を対象とした災害時ボランティアリー

ダー養成講習会」を開催したところ、今年度は 9

校から52名の参加があった。  

   

○ 講義「熊本地震を 

 経験して ～私が今 

伝えたいこと~」 

  

 

○ 実習Ⅰ「訓練シス 

テムの体験（地震発 

生時の避難行動）」 

   

   

○ 実技Ⅱ「地震だ！ 

生き残れた！その次 

に待っていること 

は･･･」（ローテク防 

災術体験） 

 

   

 

○情報交換 

 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

 (1) 本事業活用後のアンケート結果から  

   ※4段階評価 

 アンケート集計結果（学校(園)が該当するところのみ回答 
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アンケート集計結果（児童生徒等対象） 

【実施前】        【実施後】 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  事業実施前のアンケート結果を踏まえ、各学校

を担当するアドバイザーが事前に学校との打ち

合わせや現地調査を行い、より分かりやすいアド

バイスができるよう事前準備を行った。また、防

災避難訓練を実施する前に学校で行う事前学習

や事前指導等については、実施内容を確認すると

ともに、自然災害については理科の地層や天候に

ついての学習や、社会科の過去に学校付近で発生

した自然災害についての調べ学習、保健分野の傷

害の防止など、教科横断的に学習を行うことが、

訓練をより実効性の高いものにするといったア

ドバイスを行った。これらの取組によって、アン

ケート結果のとおり児童生徒等の防災に対する

意識と学校・教職員の安全教育の重要性への認識

が向上した。 

 

２ 今後の課題 

(1) 本事業を活用した学校は、地域との連携や児童

生徒等の防災意識・技能の向上とともに、児童生

徒等を通じた保護者への啓発にもつながってい

る。県下の各学校（園）が、学校の実態に合わせ

て（より実効性の高い安全教育実践の場として、

安全教育の第一歩としてなど）事業の活用を希望

できるようにする必要がある。そのために、本事

業を活用した学校の実践事例をまとめた「事業報

告書」を各学校（園）及び関係機関に配付すると

ともに、保健体育課ホームページへの掲載や研修

会等においての取組紹介を通して、本事業の啓発

及び成果の普及に努めたい。 

(2) 「第２次学校安全の推進に関する計画」にある

ように、教職員の防災意識を高めることは、学校

における安全教育の充実につながる。安全教育の

充実は、児童生徒等の生涯にわたる安全に関する

資質・能力の基盤を培うものであることに加え、

安全に関する資質・能力を身に付けた児童生徒等

が社会人となり、様々な場面で活躍することを通

じて、社会全体の安全意識の向上や安全で安心な

社会づくりに寄与することも期待される。本県に

おいても、このように中長期的視点で安全教育を

実践することができる教職員の育成に向けた研

修や取組が必要である。   

 (3) 日本一狭い県ではあるが、やはり地域・学校に

よって安全教育に対する温度差が感じられる。今

後、新たな危機事象として考えられる弾道ミサイ

ル発射時やテロへの対応も含め、安全教育は非常

に重要であることを教職員・児童生徒等が認識し、

学校から地域へその重要性を発信できるようにす

る工夫が必要である。  

  

 

 

 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 
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（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

するシステムの構築 

（１）事業の概要 

児童生徒が不審者による事件や交通事故に巻き

込まれることなく、安心して登下校できる体制の整

備が重要な課題である。 

そこで、地域で見守り活動を行っている保護者・

学校ボランティア・教職員を対象に、防犯・交通安

全の観点から見守り活動のポイント等の内容につ

いての研修を行った。 

また、様々なボランティア組織同士で情報交換す

ることで、地域における子どもの見守り体制の一層

の充実を目指した。 

 

（２）具体的な取組 

① 香川県警察子ど 

 も安全・安心ネッ 

トワーク連絡会 

  県内の防犯担当

者が集まる会議

を活用して、連携

の在り方、情報共

有の方法につい

て協議を行い、共通理解を図った。 

② 地域の見守り活動充実に向けた研修会 

地域で見守り活動を行っている保護者・学校ボ

ランティア・教職員等を対象に、防犯・交通安全

の観点から見守り活動のポイント等の内容につい

ての研修を行うとともに、様々なボランティア組

織同士で情報交換し、各地域における子供の見守

り体制に生かせる内容について協議を行った。 

  

 

・講義Ⅰ「白鷺会の取組」 

        鶴尾校区青少年育成 

 白鷺会 会長  天弘 一郎 氏 

   地域と学校がどのように連携しながら、子供

の健全育成を行っていくかについて、これまで

の白鷺会の取組をもとに説明をされた。 

・講義Ⅱ「見守り活動のポイントについて」 

香川県警察本部生活安全部生活安全企画課 

           管理官 太田 一成 氏 

香川県の犯罪の情勢とともに、自主防犯活動に

取組む必要性につい

て説明していただい

た。見守り活動を効

果的に進めるための

ポイントについて説

明いただき、活動の

見直しを行った。 

・グループ協議「見守り活動を通して」 

 地域を越えて、見守り活動の工夫や課題等につ

いて協議した。 

【参加人数：学校ボランティア３９人、ＰＴＡ８人、

教職員３人】 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

 ・ 具体的な実践を聞くことで、自分たちの地域に

生かせる取組みはないかと吟味しながら聞く姿が

見られた。また、警察からの講義を通して、見守

り活動のポイン

トの確認ととも

に、見守り活動

自体の意義につ

いても確認でき

た。 

・ 見守り活動充

実に向けた研修会では、地域を越えてグループを

つくり協議を行った。そうすることで他地域の取

組が参考になるとともに、悩みも共有することで

さらに頑張ろうとする意欲の向上にも繋がった。 

２ 課題 

・ どの地域も見守り活動を行うメンバーの高齢

化、人手不足等が課題である。 

・ 見守り活動の充実に向けては、関係機関とより

綿密に連携しながら取組むことが必要である。   

 

 

○学校管理下における主な事故・事故件数等 

（１）重大事故 

 平成２５年 転落死亡事故（高校２年生） 

平成２６年 転落事故（中学２年生） 

 平成２６年 交通死亡事故（高校１年生） 

 平成２７年 列車との衝突死亡事故（中学２年生） 

（２）事件 

 特になし 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

モデル地域（学校防災教育実践モデル地域研究） 

【東予地区】 

新居浜市（拠点校：大生院小学校、大生院中学校） 

【中予地区】 

久万高原町（拠点校：久万小学校）     

【南予地区】 

八幡浜市（拠点校：川之石小学校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 概要 

児童生徒等が自然災害等の危険に際して、自ら

の命を守り抜くために主体的に行動する態度を

育成し、危険予測・回避能力を身に付けさせるた

めの安全教育手法の開発・普及を行った。 

 (2)主な取組 

  ・防災教育講演会 

  ・小中合同防災訓練 

  ・防災キャンプ 

  ・防災集会（防災教育 DVD視聴、防災力テスト等） 

  ・フィールドワークの基づく防災マップ作成 

   ※完成した防災マップは A4 サイズにして地域

の一般家庭に配付  

  ・先進地視察（岩手県、宮城県、熊本県等） 

  ・防災教育参観日 

  ・救命救急法講習 

  ・地区防災訓練への参加 

 

 

小中合同防災訓練における簡易担架による搬送訓練 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

愛媛県 

 教育委員会名：愛媛県教育委員会 

 住  所：  愛媛県松山市一番町四丁目4-2 

 電  話：  089-912-2980 

例） 

○人口：136万人（うち児童・生徒数：145千人） 

○市町村数：20    

○学校数：幼稚園 園 145園 

（国立1 公立62 私立82） 

小学校 288校 

（国立1 公立287（うち休校9）） 

     中学校 134校 

（国立 1 公立 129（うち休校 2） 

私立4） 

 高等学校 66校 

（国立1 公立53 私立12） 

     中等教育学校 5校 

      （公立3 私立2） 

      特別支援学校  10校 

     （国立1 公立9） 

○主な災害 

（１）H13 芸予地震（県内最大震度５強） 

（２）H16 台風21号（県内死者14人） 

（３）H26 伊予灘地震（県内最大震度５強） 

（４）H27 大分県南部地震（県内最大震度５弱） 

（５）H28 熊本地震（県内最大震度５弱） 

 

本県は、北部は瀬戸内海に面しており、佐田岬

以南は豊予海峡を経て太平洋に通じている。南海

トラフ巨大地震の最悪の被害想定は、死者１万６

千人、建物全壊24万３千棟とされている。 

本事業において、地域ごとの実情に応じた防災

教育の取組を推進するため、県東部（東予）、県

中部（中予）、県南部（南予）から１市町ずつ実

践モデル地域として委託し、事業を実施した。 
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防災キャンプ（食糧の配付） 

 

       防災キャンプ（居住スペースの設置） 

 

防災マップ作成のための実地調査（フィールドワーク） 

 

 

 

 

 

 

 

 

    完成した防災マップ 

 

(3) 学校防災アドバイザー派遣事業 

愛媛大学防災情報研究センターの教授等４名を

「学校防災アドバイザー」に委嘱し、県内全 20

市町に派遣し地域の学校、市町防災担当部局、自

主防災組織の代表者等が参加する連絡協議会にお

いて、学校避難所の運営支援や地域と学校の連携

推進などについて、指導助言を行った。 

学校においては、地域との合同訓練を実施した

り避難所運営について話し合いを持ったりするな

ど、連携が促進されている。 

  

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

(1) 概要 

   児童生徒等が「支援者としての視点」から安全 

で安心な社会づくりに貢献する意識を高めるため 

の教育手法の開発・普及等を行った。 

   

(2) 主な取組 

・先進校視察( 

・救命救急法講習 

・防災キャンプ 

・災害ボランティア体験講話 

・率先避難を呼びかけるためのチラシの作成 

・自治体の防災訓練への参加 

 

 

 

 

 

 

   救命救急法講習 

  

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

(1) 自他の命を守るためには、防災に関する知識・

技能、意識、実践力を身に付けるとともに、子ど

もたちの学びを家庭地域へも拡げるために家

庭・地域を巻き込んだ様々な取組を、年間を通じ

て継続的に実施したことにより、児童生徒はもと

より、保護者や地域住民の防災に関する意識や実

践力の向上につながった。 

(2) 緊急地震速報を活用した避難訓練を重ねるこ

とにより、緊急時でも落ち着いて迅速に適切な行

動が取れるようになり、地域を調査しながらの防

災マップ作成により自ら危険箇所を発見し、回避

しようとする意識が高まった。 

     

２ 今後の課題 

(1) 児童生徒が自らの命を守り抜くために主体的 

に行動する態度を育成するために、より実践的で、

なおかつ安全で適切な訓練となるよう更なる工夫

が必要である。 

 (2) 児童生徒の共助意識を高めるためには、他の学

校との連携や地域との連携をさらに強化してい

く必要がある。  
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（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 自転車安全教室 

   ３市を管轄する地域交通安全協会と連携し、域

内全ての小学校で交通安全教室を実施した。その

際、自転車の正しい乗り方やマナーなど、自転車

利用時に関係する講習等も実施した。 

(2) 通学路安全マップづくり 

  小学校ごとに、地域から学校までの通学路を示

し、児童と教職員が確認できる通学路マップを作

成した。 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

(1) 取組のポイント 

地域の実態に応じた通学路安全対策を推進する

ことが重要であるため、通学路安全対策アドバイ

ザーは、地域をよく理解しており、かつ指導的な

立場を務めることのできる人物として、地域に住

む元警察官等に委嘱した。 

   

        

 

 

 

 

 

     （合同点検の様子） 

(2) 推進委員会 

ア 構成員 

  県全体の通学路安全対策の方向性を明確にす

るため、警察関係者、道路管理者、ＰＴＡ代表者、

教育委員会関係者等の 11 名による委員構成とし

た。  

イ 通学路安全対策講習会 

  「通学路の交通安全対策」と題し、愛媛大学教

授松村暢彦氏による講話を実施し、県内 20 市町

の交通安全担当者に対し、関係者一同連携して通

学路安全対策を推進していくことの重要性を再

確認した。 

(3)推進町通学路安全連絡協議会 

ア 上島町 

(ｱ) 構成員 

    通学路安全対策アドバイザー、学校関係者、

保護者代表者、地域の代表者、交通安全協会、

警察署員、道路管理者、役場総務課・建設課、

教育委員会    

(ｲ) 内容 

   9/6第１回通学路安全連絡協議会 

    ・アドバイザー派遣計画の協議・検討 

    ・通学路安全対策メニューの検証 

    ・通学路合同点検の実施計画の協議・検討 

   1/16第２回通学路安全連絡協議会 

    ・事業報告 

    ・通学路の現状報告 

    ・次年度に向けた通学路安全対策の協議 

イ 久万高原町 

(ｱ) 構成員 

    通学路安全対策アドバイザー、学校関係者、

交通安全協会、警察関係者、道路管理者、役場

関係課、教育委員会  

  (ｲ) 内容 

   9/21第 1回通学路安全連絡協議会 

    ・通学路安全対策プログラムについて 

    ・事業計画説明 

    ・通学路安全点検 

   1/31第 2回通学路安全連絡協議会 

    ・事業報告 

    ・通学路安全対策に関する協議 

ウ 愛南町 

(ｱ) 構成員 

    通学路安全対策アドバイザー、学校関係者、

ＰＴＡ会長、交通安全協会、警察署地域交通課・

生活安全課、道路管理者、役場総務課・建設課、

○通学路の特徴 

本県は東予・中予・南予の３地域に区分され、

それぞれ工業の盛んな地域、商業の盛んな地域、

山間部の多い農林水産業の盛んな地域という地域

性を備えており、地域の実情を反映した通学路の

実態がある。 

○登下校中における主な交通事故等 

 交通安全教育の効果により、小学校の登下校中

における大きな交通事故は近年発生していない。

また、県内の小学生の交通事故及び自転車事故件

数も減少傾向にある。 

※小学生の交通事故件数 74件（前年 90件） 

自転車事故件数 36件(前年 40件) 
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教育委員会 

  (ｲ)内容 

  8/24第 1回通学路安全連絡協議会 

   ・事業説明 

   ・アドバイザー派遣事業について 

  11/28第 2回通学路安全連絡協議会 

   ・アドバイザー活動報告 

   ・通学路安全対策に関する進渉状況 

   ・取組の成果と課題 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

  ・推進委員会、連絡協議会等を通して、通学路の

危険箇所を発見してから対策を検討するまでの流

れが明確になり、迅速に対応することができた。 

  ・アドバイザーを中心に、学校と関係機関が連携

し、継続的に通学路の安全対策を進めることがで

きている。 

 

 

 

 

 

 

 

      （設置された境界パイプ） 

２ 課題 

(1) 大人の交通マナー、安全意識を高めるための手

立てを考える必要がある。 

 (2) 安全教育を児童たちに育むうえで、保護者や地

域との連携が必要である。 

   

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 学校警察連絡協議会との連携 

    通学路安全推進会議を同日に開催し、防犯上

の危険箇所にも目を向けることができた。 

(2) 見守り活動の充実 

  通学路安全対策アドバイザーやスクールガー

ドリーダー、児童生徒を守り育てる協議会委員

等による登下校指導や見守り活動が継続的に実

施され、登下校の実態や安全対策についてのき

め細やかな情報共有が可能となった。 

             

        （見守り活動の様子） 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

(1) 通学路合同点検や連絡協議会等を通して、地域 

住民や関係諸機関との情報交換会を行った。 

(2) 通学路安全対策アドバイザーや警察関係者（所 

轄警察署）の協力を得て、専門的観点からの指導・ 

助言の下、学校、教育委員会、関係機関等が連携

し、学校内外の安全対策に取り組んだ。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

 (1) 地域に関係機関が出向くことで、地域住民と直

接情報交換を行い、具体的な安全対策に役立った。 

 (2) アドバイザーや警察官の専門的な見知からの指

導で、教職員を始めとする関係者の防犯面に対す

る安全対策の意識が高まった。 

(3) 登下校指導の充実や安全指導の研修を重ねる

ことで、教職員の危機管理意識が高まった。 

２ 課題 

(1) 過疎地域では高齢化の影響で、見守り活動を実 

 施する上で、人手不足が大きな課題である。 

(2) 防犯を考える場合、登下校時に地域見守り隊や

保護者の見守り活動等の協力が必要となる。児童

が一人で登下校する時間帯を減らすために、より

一層の地域連携体制の構築が重要である。 

(3) より実践的な不審者対応の防犯訓練を実施す 

る必要がある。 

   

○学校管理下における主な事故・事故件数等 

 学校安全教育の効果により、小学校での死亡を

伴う大きな事故や連れ去り事件は、近年発生して

いない。しかし、県内では不審者情報も多いため、

学校管理下・外において、不審者対策が必要であ

る。 

＊県内の警察署に計上された不審者情報 

 平成 27年度（4～3月）446件 

 平成 28年度（4～3月）282件 

 平成 29年度（4～2月）269件 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：南国市立北陵中学校区 

小・２校、黒潮町立大方中学校区 小・１校、四万十

市立下田中学校区 小・１校、土佐清水市立清水中学

校区 中・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(a) 実践的防災教育 

（1）取組のねらい 

南海トラフ地震に備え学校での防災教育の充実

を図るため、先進的･実践的な防災教育を行う市町

村教育委員会及び学校への支援を行う。また、事

業実施を通じて、地域や防災関係機関との連携体

制の強化･充実を図る。 

（2）取組の内容・方法等 

ア 効果的な避難訓練の実施 

・年間３回以上（様々な場面・状況設定） 

・保護者・地域・関係機関・近隣校園との連携 

イ 防災に関する指導方法等の開発・普及 

・「高知県安全教育プログラム」に基づく防災教育

の実践 

・「学校安全計画」の見直し 

・「防災教育全体計画・年間指導計画」の作成 

・防災教育担当教員の位置付けと役割の明確化 

・指導方法や教材を研究するための校内体制整備 

・避難訓練と防災学習を効果的に関連付けた取組 

・授業研究会の充実（指導案検討・授業公開等） 

・被災地や防災教育先進校等への視察 

・研究発表会の開催（公開授業、研究協議等） 

・県主催研修会等での実践発表 

・WEBや広報誌等を活用した実践事例の発信 

ウ 地域や関係機関との連携 

・実践委員会の立ち上げ 

・大学教授等、専門家との連携 

エ 防災意識アンケート調査を活用した取組の検証 

・事前・事後の児童生徒、保護者の意識調査 

 

(b) 学校防災アドバイザーの派遣・活用 

 （1）取組のねらい 

   南海トラフ地震に備えた防災体制の充実のため

に、防災に関わる大学教授等の有識者を学校防災

アドバイザー（以下「アドバイザー」という。）と

して、津波による浸水や土砂災害が予想される学

校を中心に派遣し、学校の安全対策について指

導・助言を行い、児童生徒等の安全確保に向けた

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

高知県 

 教育委員会名：高知県教育委員会 

 住  所：高知県高知市丸ノ内一丁目７－５２ 

 電  話：０８８－８２１－４５３３ 

本県は、陸地の長さが南北 166km、東西 190km

あり、北は四国山地、南は太平洋に面している。  

本県の沿岸部19市町村は、平成 26年３月に南

海トラフ地震津波対策特別強化地域に指定され

ており、特に地震・津波対策に取り組む必要があ

る。また、県内のほとんどの地域で、最大で震度

６～７の揺れが予想されており、沿岸部のみなら

ず、山間部における土砂災害についても対策が必

要である。 

本事業では、地震・津波対策を課題とした沿岸

部３市町と、土砂災害等への対策が必要な１市を

モデル地域に選定し、モデル校を中心に取組を進

めた。また、学校防災アドバイザーの派遣・活用

では、沿岸部や山間部の学校を中心に学校防災ア

ドバイザーを派遣することとし、14市町村39校、

県立学校17校、合計56校に派遣した。 

○人口：約71万１千人 

（児童生徒数：約７万６千人） 

○市町村数：34 

○学校数：幼稚園 41園、認定こども園 13園、 

小学校234校、中学校 128校、 

義務教育学校２校、高等学校 46校、 

特別支援学校 16校 

○主な災害：平成 10年高知豪雨 

平成13年高知県西南豪雨災害 等 
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体制の改善・充実と、各学校の防災上の課題の解

決を図る。 

 （2）取組の内容・方法等 

ア 学校防災アドバイザー派遣 

・高知大学、高知県立大学、高知工業高等専門学 

校の 15 名の有識者を学校防災アドバイザーと

して委嘱 

・14市町村39校、県立学校 17校、計56校派遣 

・各学校の避難訓練や避難経路・避難場所等に関

する指導・助言 

・防災意識の向上をねらいとした講話 

イ 各学校の安全確保体制の充実 

・「学校安全対策チェックリスト」等による各学 

校の安全確保体制の確認・改善指導 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（a）実践的防災教育 

（1）取組の成果 

○各モデル校において、授業中や休み時間、登下校

中等、様々な場面や状況を設定した効果的な避難

訓練を、年間３～10回実施することができた。そ

の結果、児童生徒の意識も高まり、自分の判断で

素早く安全に避難行動がとれるようになってき

た。 

 ○「高知県安全教育プログラム」を基に教材研究を

進める中で、防災学習のポイントをおさえること

ができた。また、事前・事後の指導を効果的に行

うことで、児童に学習したことを実践に繋げよう

とする意欲の高まりが見られた。 

 ○実践委員会への参加を通して、学校の取組に対す

る地域の方々の理解が深まり、学習活動にも積極

的に関わっていただくことで、学校・保護者・地

域が連携した防災教育を推進することができた。

こうした取組を継続して実施し、地域全体の防災

力向上に繋げていきたい。 

 ○児童生徒及び保護者を対象としたアンケートを事

前・事後の２回を基本として実施し、事前の課題

把握や事後の検証等に活用することができた。 

（2）今後の課題 

●校外での避難訓練の充実を図ると共に、全ての児

童生徒がどのような状況下でも自信を持って避

難できるように取組を続けていかなければなら

ない。 

●児童生徒の防災への知識や意識が高まる一方、保

護者の意識や家庭の備えが不十分であることか

ら、PTAと連携した保護者への啓発等を行い、行

動化に繋げていくことが必要である。 

 

(b) 学校防災アドバイザーの派遣・活用 

(1) 取組の成果 

○アドバイザーの派遣日程に合わせ、防災参観日や

地域との合同避難訓練を計画し、市の広報誌を活

用して広く参加の呼びかけを行った学校もある

など、保護者や地域・防災関係者等と連携した取

組を実施している学校が全体の約 68％と高い割

合を占めた。アドバイザーの派遣後、地域の避難

訓練への参加者が増加した事例もあるなど、アド

バイザーの派遣は、学校・地域の防災意識の向上

や、より一層の連携強化につながっていると考え

られる。 

○学校の希望する内容や立地条件等に合わせ、より

専門性の高いアドバイザーを派遣することがで

きるように、アドバイザーを増員し、15 名体制

で事業を実施した。派遣後の完了報告書の記載内

容を見ると、学校はアドバイザーの指導・助言に

対して高い満足度（３段階評価のアンケートで回

答平均 2.89）を示しており、避難訓練や避難経

路・避難場所等の見直しを検討している学校も多

いことなどから、アドバイザーの派遣が各学校の

安全確保に向けた体制の改善・充実にも大きく貢

献していると考えられる。 

(2) 今後の課題 

●南海トラフ地震による津波の被害が予想されて

いない地域からの希望が少ない現状から、学校の

立地条件等によって防災意識や取組に格差が生

じているように感じる。アドバイザーの派遣を契

機に防災意識の向上や地域連携が図られた事例

も多いことから、これまで事業を実施していない

学校への派遣を増やす必要がある。 

●アドバイザー派遣後の「学校の防災上の課題解決

につながる内容だった」の設問に、「３（該当す

る）」と回答している割合が 79％で、目標とし

ていた 90％を超えることができなかった。この

結果からは、アドバイザーからは助言ではなく、

明確な答えを期待している学校が多いように感

じる。アドバイザーの助言を基に、どのようにし

て学校の課題を解決し、安全確保に向けた体制を

整備していくのか等を、学校だけでなく地域や保

護者も巻き込んで検討することが、地域ぐるみの

防災活動や連携強化につながることを理解して

もらう必要がある。 
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（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

 

 

 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：香南市立野市中学校区、 

小・３校、中・１校、南国市立香長中学校区、小・３

校、中・１校、高知市立一宮中学校区、小・４校、中・

１校、土佐市立土佐南中学校区、小・２校、中・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 取組のねらい 

    心身の発達段階や地域の実情に応じて、交通安

全に必要な技能と知識を習得させるとともに、道

路及び交通の状況に応じて、安全に道路を通行す

るために、道路交通における危険を予測し、自ら

回避する能力を育成する。また、交通社会の一員

として、自己の安全ばかりでなく、他の人々の安

全にも配慮し、貢献しようとする意識を高める。 

(2) 取組の内容・方法等 

 ア 交通行動の基本 

 ・交通ルールや安全な歩行の仕方、自転車の乗り

方など安全な交通行動の理解 

 イ 交通状況への適応力 

 ・様々な交通状況に対して危険を予測し、回避す

る力の育成 

 ウ 社会生活の力 

・交通社会の一員として地域の交通安全に貢献す

る力の育成 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

  (1) 取組のねらい 

高知県に推進委員会、各市町村に連絡協議会（実

践委員会）を設置し、計画的かつ継続的に通学路

の交通安全対策を実施し、児童生徒が安全に通学

できるように通学路の安全確保を図る。 

  (2) 高知県通学路安全推進委員会 

 ア 構成員 16名 

 ・有識者１名 ・道路管理者（国・県・市）３名 

 ・警察２名  ・交通安全関係機関２名 

 ・小中学校長会１名 ・ＰＴＡ代表１名 

 ・教育委員会（県・市）６名 

 イ 日程 

 第１回：平成 29年７月７日（金） 9:30～12:00 

 第２回：平成 30年２月８日（木）10:00～12:30 

  (3) 連絡協議会（実践委員会） 

 ア 香南市通学路安全対策連絡協議会（16名） 

 イ 南国市通学路安全対策連絡協議会（11名） 

 ウ 高知市立一宮中学校区実践委員会（９名） 

 エ 土佐市通学路安全対策連絡協議会（11名） 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

  ○日常的に交通安全に関する会話をする子どもた

ちの姿が見られるようになり、交通安全の知識

や意識の高まりが窺えた。 

 ○フィールドワークや成果を発表する報告会な

ど、地域や関係機関の方々との交流を通して、

子どもたちは自己有用感を味わうとともに、交

通社会の一員としての自覚も芽生え始めた。 

 ○推進委員会では、ハード面の整備はもちろん、

子どもたち自身に危険を予測し回避する力を身

に付けさせるための交通安全教育の重要性につ

いても、共通理解を図る貴重な機会となった。 

２ 今後の課題 

  ●アンケートにおいて、「知っているけれど少し守

れていない」「ほとんど守れていない」と回答

している子どもたちを「知っていて必ず守って

いる」に移行させるためには、心理的な側面も

踏まえ、対策を検討する必要がある。 

  ●厳しい道路事情にありながら、大きな事故が発生

していないのは、地域の方々の支援に支えられ

ているところが大きい。子どもたちには、自分

たちの安全を守ってくれている方々への感謝の

気持ちが抱けるような安全教育を進める必要が

ある。 

  ●モデル校の取組を参考として積極的に活用して

もらうためにも、情報を受け取る側の視点を持

ち、より効果的な情報発信を行う必要がある。 

 

○高知県の子どもの交通事故（H29年） 

子どもの交通事故発生件数・負傷者数ともに減

少し、死亡事故は発生しなかった。 

子どもの交通事故は、全事故の約９％を占めて

おり、通学時間帯の発生が多い。 

子どもの自転車事故は全体の約31％を占めてお

り、他の年齢層に比べ割合が高い。 

○高知県の子どもの主な交通事故（H29年） 

・自転車で道路を横断中の高校３年生が、車には

ねられドクターヘリで緊急搬送（H29.５.19） 

・道路横断中の小学３年生が、路線バスと接触し、

骨折（H29.７.９） 
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（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：土佐市立土佐南中学校

区、小・２校、中・１校、室戸市立羽根中学校区、小・

１校、中・１校、宿毛市立東中学校区、小・２校、中・

１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 取組のねらい 

事故災害や犯罪のリスクを理解し、「被害者にな

らない」ように事故災害や犯罪が発生する可能性

のある「環境に近づかない」、また、そういった「環

境を放置しない」という危険予測と危険回避の能

力の育成を目指すとともに、将来にわたる安全文

化の担い手を育成する。  

(2) 取組の内容・方法等 

・「危険予測トレーニング」や e-ラーニングを活

用した授業研究 

・児童生徒の発達段階を考慮した学習や関係機関

と連携した学習活動 

・地域安全マップ・ポスター・標語等の作成 

・安全教育に関する講演や救急法演習、安全指導 

・安全教育の年間計画への位置付け 等 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

(1) 取組のねらい 

 危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）

の作成・検証や地域住民・保護者・関係機関との

連携体制の構築など安全管理の充実・徹底を図る。  

(2) 取組の内容・方法等 

・モデル校ごとの実践委員会の立ち上げ 

・地域や保護者、関係機関等と連携した見守り活

動の体制強化 

  ・学校への不審者侵入時の対応や登下校時の安全

確保についての対応の共有 

・安全管理についての研修、救急法演習、訓練等

の実施 

・関係機関と連携した取組の推進  

・「危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）」

の見直し、教職員による共有 等  

３ 高知県防犯・生活安全教育推進委員会 

  第１回：平成 29年６月14日（火）14:00～16:30 

第２回：平成 30年２月８日 （木）14:00～16:45 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

  〇自ら探究したり行動したりして調べた学習内容につ

いては、児童が安全を自分のこととして捉え、学習

後の生活においても安全な行動を心がけている。 

  ○警察、学校、PTA、実践委員との連携により、学

校付近の危険箇所を改善することができた。 

〇年間を通して、PTAや地域等の見守り活動を継続

して行うことができ、不審者情報があった際にも

迅速に情報伝達を行い、児童生徒が事件・事故に

巻き込まれることがなかった。 

〇安全マップを見直し、新たな危険場所、「こども

110 番のいえ」の再確認を行い、児童、保護者、

地域に向けて情報発信をすることができた。 

 ○教職員が児童との学びや研修を重ねる中で、学校

施設の定期的な安全点検による安全管理の重要

性や地域の安全対策等の取組の工夫を考え、安

全教育への意識が高まった。  

２ 今後の課題 

●児童の知識や判断力及び行動力が高まったが、上

級生が下級生に学びを伝えられるような教育活

動に発展させていかなければならない。 

  ●地域の見守り活動の必要性や参加意識について、

保護者の認識に差が見られる。地域の安全活動

への理解や協力を得るための情報発信を、より

積極的に行っていく必要がある。 

  ●防犯ブザーの装着等、保護者と児童の意識調査

の回答にズレがみられる。児童と保護者が共に

安全について話題にするような教育活動の仕掛

けや啓発の機会を工夫する必要がある。 

●児童自らが安全を確保する自覚を深め、行動に移

せるよう、体験活動や訓練等の指導内容や指導方

法を更に見直していく必要がある。 

○本県における主な事件・事故件数等 

（1）学校管理下における死亡事故 

 平成13年 階段手摺からの転落事故（小３女） 

 平成20年 窓からの転落事故（高１男） 

（2）事件等 

平成29年中の本県における刑法犯認知件数は

4,635件で、子どもたちにとって安全で安心な社

会とは決していえない状況にある。また、平成

29年の子ども（小・中・高校生等）に対する声

かけ事案の発生状況は 363件と前年より 110件

増加している。この数字が認知件数であること

から、実際は更に多くの事案があると思われる。 

 

 ・ 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

（モデル校種毎の数：小・３校、中・４校、高・２校、

特支 1校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）概要 

地震、津波、風水害、原子力災害等のあらゆる

災害に対して、児童生徒が自らの命を守り抜くた

めの知識や技能を身に付けるとともに、主体的に

行動する態度を身に付けさせるために、１０校の

実践校に対して、延べ４７名の防災教育の専門家

を学校防災アドバイザーとして派遣し、学校にお

ける先進的な防災に関する学習や予告なしの避難

訓練等、より実践的な避難訓練等の取組を実施し

た。 

 

（２）取組内容 

ア 防災教育等推進体制の整備 

・組織的な推進を図る防災委員会の設置 

・家庭、地域、関係機関と連携した防災教育に関

する推進体制の構築 

イ 学校安全計画及び危険等発生時対処要領（危機

管理マニュアル）の見直しと改善 

  ・学校全体で取り組む内容等を明確にした全体計

画の作成 

・児童生徒の実態及び学校や地域の実態等を踏ま

えた危険等発生時対処要領の作成 

ウ 自らの危険を予測し、回避する能力を高める指

導の在り方 

・各教科や特別活動、道徳の時間、総合的な学習

の時間における指導を含む、学校教育活動全体

における児童生徒の発達段階に応じた系統的な

指導の工夫 

・課題意識を高め、主体的に行動ができるように

なるための体験的な活動の工夫 

・家庭や地域、専門的な知見を有する関係機関と

の連携による指導の工夫 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

（１）概要 

被災地（熊本地震で大きな被害を受けた地域）

での災害ボランティア活動について学習すること

を通して、災害ボランティア活動の実態について

学び、実際に被災地で災害ボランティア活動を行

う取組同様の教育効果が見込める取組を推進した。 

 

（２）取組内容 

  実践校２校（中学校、特別支援学校）に対し、

熊本地震の際に、大きな被害を受けながらも地域

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

福 岡 県 

 教育委員会等名：福岡県教育委員会 

 住  所：福岡県福岡市博多区東公園７番７号 

 電  話：０９２－６４３－３９２３ 

◆人口：５１０万人（うち児童・生徒数：６２万人） 

◆市町村数：６０ 

◆学校数：幼稚園４５６園  小学校７４８校 

    中学校３６８校  高等学校２００校 

    特別支援学校３８校 

    中等教育学校２校 

◆主な災害 

・ 平成 17年福岡県西方沖地震 

・ 平成 21年中国・九州北部豪雨 

・ 平成 24年九州北部豪雨 

・ 平成 29年九州北部豪雨 

本県は過去に西方沖地震や集中豪雨による浸水、

土砂災害が発生しているが、決して防災意識が高い

とは言えない状況がある。 

 本事業においては、県内６市町村の小中学校６校

及び県立高等学校１校、県立特別支援学校１校、私

立学校２校（中学校１、高等学校１）を実践校とし

て指定し、集中豪雨被害による土砂災害や地震によ

る津波災害を想定した防災教育に取り組むことと

した。 
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の復興のため、避難所運営の援助、炊き出しの提

供、支援物資等の仕分け及び配付等の災害ボラン

ティア活動をされた方を学校防災アドバイザー

として派遣し、地域の安全な生活のために貢献す

る大切さについて学び、地域を守るボランティア

意識の高揚を図ることができた。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

 ○ 原子力災害に対する学習や避難訓練を実施する

ことができた。 

○ 学校防災アドバイザーによる助言・指導を受

け、既存の防災危機管理マニュアルの検証改善

を行うことができ、教職員の共通理解を図るこ

とができた。 

○ 学校防災アドバイザーによる災害に対する備

えや緊急時の行動の仕方などについて理解を図

ることができた。   

○ 学校防災アドバイザーと職員研修会や防災訓

練等をとおして、日頃からリスクを考えたり知

識をもったりすることの重要性を感じ職員の防

災意識を高めることができた。 

○ 学校防災アドバイザーによる講演会や出前授

業を保護者に参観してもらうことで、防災に対

する保護者の意識を高めることにつながった。 

○ 風水害に対する防災意識が高まった。 

○ 全ての実践校において予告なしの避難訓練を

実施した。 

○ 本県が毎年度末に実施している「学校保健・安 

全に関する実態調査」において、県域の各学校

における地震に対する避難訓練の実施率は１０

０％であった。 

 ○ 実践校による本年度の取組を実践事例集として

まとめ、県下全ての学校に配付することができ

た。 

 

２ 課題 

 ● 実践校においては、これまでの実践をさらに継

続し、児童生徒の安全を確保するとともに、児

童生徒が自ら自分を守る行動をとることができ

るようにするため、防災学習と防災訓練をさら

に充実させ、防災に関する知識とスキルを身に

付けていく必要がある。 

● 予告なしの避難訓練を実施する上で、要配慮児

童生徒に対する対応を適切に実施する必要があ

る。 

● 九州北部豪雨を教訓に、学校が避難所となった

ときの施設・設備や非常食の備え等について検

討する必要がある。 

● 実践校の取組を、校区の各学校に広めていくと

ともに、市町村との連携まで広げていく必要が

ある。 

 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

（１）取組のポイント 

 ア 通学路安全推進委員会の開催 

  ・事業の円滑な実施を図った。 

  ・各市町村における通学路安全対策状況把握と指

導助言を行った。 

・全国における推進事業に関する情報の共有化を

図った。 

 イ 市町村連絡協議会の開催 

  ・通学路安全対策アドバイザーによる専門的見地

からの指導・助言の下、関係機関等と連携を図

り、危険箇所に対する具体的な対策の検討・立

案を行った。 

 ウ 通学路安全対策アドバイザーの派遣 

  ・学校や地域の実情を踏まえて、交通安全の確保

等に関する専門的な知見がある有識者等を通学

路安全対策アドバイザーとして市町村に派遣し

た。 

 

（２）推進委員会 

ア 構成員 

  体育スポーツ健康課長・学識経験者２名 

◆通学路の特徴 

 交通量が多く道幅の狭い通学路が多い。 

◆登下校中における主な交通事故 

 ・平成２５年６月に、小２女児が下校時に横断

歩道を渡ろうとしてトラックにはねられる。

（命に別状はなし） 

 ・平成２９年９月、下校時に女子中学生が軽自

動車にはねられる死亡事故が発生した。 
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教育事務所代表・地教委代表・県ＰＴＡ連合会

副会長・県交通安全協会安全部長・県生活安全

課長・県道路維持課長・県私学振興課長 

県警警察本部交通企画課調査官兼課長補佐 

県警警察本部交通規制課課長補佐 

福岡市教育委員会指導部学校安全・安心推進担当 

北九州市教育委員会生徒指導担当課長 

担当事務局４名 

  

イ 取組内容 

・特に対策が必要な市町村に対し、学校や地域の 

実情を踏まえて、道路整備や警察行政等、交通 

安全の確保に関する専門的な知見がある有識者 

等を通学路安全対策アドバイザーとして委嘱・ 

派遣し、通学路の安全対策の推進を図った。  

・通学路の交通安全に係る状況を把握し、広域的 

な交通安全対策等を検討した。 

 

（３）市町村連絡協議会 

ア アドバイザーを派遣した市町 

久山町、鞍手町、大刀洗町、行橋市 

イ 構成員  

県土整備事務所道路維持課・所管警察署交通

課・市町内各小中学校長・市町内小中学校ＰＴ

Ａ代表者・市町内高校代表者・市町教育委員会・

市役所、町役場道路管理者等 

 

ウ 取組内容 

・通学路交通安全プログラムを作成し推進を図っ

た。 

・通学路の合同点検を実施し、その対策内容につ

いて検討した。 

・関係機関及び団体と連絡調整を行い情報交換を

行った。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果  

（１）福岡県通学路安全推進委員会 

 ○ 県内の通学路安全対策を効果的に進めるための

方策を検討することができた。 

 ○ 県全体の通学路における危険箇所の安全対策状

況について共有することができた。 

 ○ ＰＴＡ等地域との連携について情報を得ること

ができた。 

○ 全国の先進的な取組について情報を得ること

ができた。 

 

（２）市町村連絡協議会 

 ○  通学路安全対策アドバイザーの立会のもとに通

学路の安全点検を行ったことで、新たな危険箇

所を把握することができた。 

 ○  通学路安全対策アドバイザーから危険箇所につ

いての取組への適切な指導助言を受けることが

できた。 

 ○  アドバイザーによる低学年を対象とした効果的

な交通安全指導ができた。 

 ○  安全意識の高揚につながる交通安全指導ができ

た。 

 

２ 課題 

（１）福岡県通学路安全推進委員会 

 ●  道路管理者や警察行政等、交通安全の確保に関

する専門的な知見がある有識者を確保していく

必要がある。 

 ●  安全対策や交通安全教室が早期に実施できるよ

うにアドバイザーを派遣できるような計画づく

りを行う必要がある。 

 ●  アドバイザー活用するにあたり、事前の学校選

定や活用内容の検討をする必要がある。 

 ●  学校安全の内容について、「交通安全」「防犯」

「防災」の３つの領域を関連付け、より実効性

のある学校安全教育の内容や方法を検討してい

くことが大切である。 

 

（２）市町村連絡協議会 

 ●  地域の通学路に精通したアドバイザーを探す必

要がある。 

 ●  連絡協議会や合同点検の時期について再度検討

していく必要がある。 

 ●  ハード面の対策が難しい危険箇所に対するソフ

ト面（通学路の変更や見守り活動の強化）を続

けていく必要がある。 

 

 

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

◆学校管理下における重大な事件 

 ・不審者情報等は年間いくつか報告されている

が、重大な事件はここ数年発生していない。 
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Ⅱ 取組の概要 

１ 通学路等における安全を確保するシステムの

構築 

（１）取組のポイント 

ア 通学路防犯アドバイザーの派遣 

  学校や地域の実情に踏まえて、通学路等の防犯

に関する専門的な知見のある有識者等を通学路

防犯アドバイザーとして市町村に派遣した。 

 

（２）アドバイザーを派遣した市町（みやま市、八女

市、豊前市、苅田町、大野城市、田川市、中間

市、水巻町、太宰府市） 

ア 取組内容 

・児童対象の防犯教室等において、指導・助言を

行った。（みやま市、八女市、大野城市、田川

市、水巻町、太宰府市） 

  ・小学校の通学路等で行われる見守り活動につい

て、指導・助言を行った。（豊前市、苅田町、

中間市） 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

（１）通学路防犯アドバイザーの派遣 

 ア  児童対象の防犯教室等における指導・助言 

○ 登下校中に起こりうる危険事象について、具

体的な事例紹介等を通して、理解させること

ができた。 

○ 不審者への対応等について、児童に紙芝居等

を用いた指導を受けたことにより、多くの児

童が理解を深めることができた。 

○ 不審者侵入を想定した避難訓練を実施後、防

犯教室を行ったことで、より現実味を帯びた

学習ができた。 

○ 知らない人に声をかけられたときは手を伸

ばしても届かない距離をとることなど、児童

に具体的な身の守り方を実践的に学ばせる

ことができた。 

 

イ 小学校の通学路等で行われる見守り活動につ

いての指導・助言 

○ 学校運営協議会のテーマ（安全・安心）に関

しての具体的な事業内容のヒントとするこ

とができた。 

○ 地域の見守りに関して、その具体的在り方や

子どもとの関わり方の基本を学び、これから

の実践に生かすことができた。 

○ 「地域としてできること」を考え、地域の一

員としての防犯に取り組む意識の醸成につな

がった。 

  ○ 地域の実情に合わせた通学路等の防犯対策が

でき、新たな視点での見直しができた。 

 

２ 課題 

通学路防犯アドバイザーの派遣 

（１） 児童の防犯教室等における指導・助言 

● 専門的な知見のあるアドバイザーの確保と掘

り起しが必要である。 

● 地域の実情に応じたアドバイザーを派遣す

るため、早期に実施できるような計画づくり

を行う必要がある。 

● 小学校と中学校を連携した派遣の在り方も

検討し、安全対策の構築を図る必要がある。 

 

（２） 学校の安全対策組織における指導・助言 

● 地域との連携は、単発的な行事への協力だけ

でなく、日常的、継続的な活動につなげるた

め、より組織化した取組が行えるようなシス

テムの構築をしていく必要がある。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：江北地域、小・1 校、

鳥栖地域、中・１校、唐津地域、高・１校 、） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）江北町（江北町立江北小学校） 

      ア テーマ 

      「主体的に自らの命を守る防災教育の実践」 

      イ 内容 

       ・防災センターでの体験学習 

  ・子ども祭りでの防災教育について発表 

  ・ 防災講話 

  ・ 着衣水泳 

 

（２）鳥栖市（鳥栖市立鳥栖中学校） 

ア テーマ 

 「防災意識の高揚を目指して」 

イ 内容 

 ・防災講話 

 ・着衣水泳教室 

 ・緊急地震速報による避難訓練 

 ・水害に対する対処法職員研修 

・下級生や保護者、地域の方への発表会 

 

（３）佐賀県立伊万里商業高等学校 

ア テーマ 

 「私たちができる防災～被災地研修を通して～」 

イ 内容 

 ・防災講演 

 ・現地視察報告会 

 ・防災教育報告会 

 ・防災行動訓練 

 ・原子力防災避難訓練 

 

２ 学校防災アドバイザー活用事業 

  小学校３校、中学校３校、高等学校１校に計７回 

学校防災アドバイザーを派遣した。 

事業を進めるに当たり、アドバイザーにすべてを 

任せるのではなく、学校側が主体となって企画・運 

営をする防災授業や防災講話を行うよう共通理解 

を図った。また、中学校１校に学校防災アドバイザ 

ーを派遣し、危機管理マニュアルや避難訓練実施要 

項に対する指導・助をいただいた。 

 

 

 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

佐賀県 

 教育委員会等名：佐賀県教育委員会 

 住  所：佐賀県佐賀市城内一丁目１番５９号 

 電  話：０９５２－２５－７２３４ 

○人口：828万人（うち児童・生徒数：101千人） 

○市町村数：20（10市 10町） 

○学校数：幼稚園 68園  小学校 157校 

    中学校（県立中学校含）93校 

  義務教育学校 5校 

高等学校 52校（定通含） 

特別支援学校 10校  

○主な災害 

●平成 2年 豪雨による水害 

●平成 17年 福岡西方沖地震  

●平成 28年 熊本地震 等 

本県は、九州の北部に位置し、北西部はリアス

式海岸と砂浜の玄界灘、南東部は干潟と干拓地の

有明海という、海岸の様子が全く異なる 2つの海

に接している。災害に関しては、ゲリラ豪雨によ

る洪水、土砂災害等の被害が多く、国道や県道が

土砂や川の氾濫で通行不能になるなど水害が最

も多い。 

今年度の実践校3校は、上記の災害が多く発生

している地域であることからモデル校として指

定し、事業を実施した。 
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３ 災害ボランティア体験活動の推進・支援  

（１）江北町（江北町立江北小学校） 

       実際に熊本県の被災地を訪問し、被災地の現状を 

学び、被災した際何が必要なのか、その際どのよう 

な困難があったか、被災者は何を求めているのか、 

自分たちの地域に活かせることはないか等を考え、 

災害に遭遇したときの心構え等を学び、防災意識を 

向上させた。 

 

（２）鳥栖市（鳥栖市立鳥栖中学校） 

 鬼怒川被災風向現場の視察を行った。その後、常 

総市立石下中学校を訪問し、「被災者受け入れ訓練」 

の現場を見学した。本番さながらの訓練に大きな衝 

撃と感動を受けた。 

 

（３）佐賀県立唐津南高等学校  

 被災地研修では、熊本県を訪れ、被災地を目の当 

たりにして、被害の大きさを感じたとともに、普段 

からの訓練や備えの重要さと地域とのつながり、自 

助・公助・共助について改めて考えさせられた。 

 また、熊本県立熊本第二高等学校を訪問し、同世 

代の生徒と交流を行った。同じ高校生として自分に 

できることは何だろうかと真剣に考えるきっかけ 

になった。 

  

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

（１）安全教育手法の開発・普及 

 防災学習や避難訓練等によって、災害に対する知識

や行動の仕方を学び、その際、アドバイザーからの講

話や避難訓練計画や危機管理マニュアルの見直し、評

価を行った。防災に係るアンケートの中で、「災害時

（避難訓練含む）にとるべき行動を理解しているか。」

の問いに対して、教職員は全ての学校で１００％、児

童生徒では鳥栖市立鳥栖中学校で９０．４％、江北町

立江北小学校で７８．８％、県立唐津南高等学校で９

７．２％が災害時にとるべき行動について理解できて

おり、災害に対しての意識の高さがうかがえた。 

   

（２）学校防災アドバイザー活用事業の実施 

 様々な防災教育や防災講話を通して、自分の地域の

過去の災害や今後起こりうる自然災害について理解す

るとともに、災害発生時の避難行動や自分の身は自分

で守る方法などについて学びを深めることができた。

このことから、自助・共助意識の高揚を図ることがで

きた。 

 

（３）災害ボランティア体験活動の推進・支援 

 被災地訪問や被災地の方との交流によって、被害状

況や復興状況、生活の現状などを知ることができ、地

震の怖さや恐ろしさを改めて感じることができた。ま

た、家族や仲間、地域の方とのつながりや、日ごろの

訓練や備えの大切さ、自助、共助、公助についてもし

っかりと考えるきっかけとなった。 

また、各学校において児童生徒の前で被災地訪問の

ことを報告し、被災地の現状や訪問での気づき等を共

有した。 

自他を尊重する意識に係るアンケートでは、鳥栖市立

鳥栖中学校では７８．２％、江北町立江北小学校は８

６．６％、佐賀県立唐津南高等学校では９０．０％の

児童生徒が、命の大切さや助け合い生き抜くことの大

切さを感じることができた。 

 

２ 課題 

（１）安全教育手法の開発・普及 

 今後も防災に関する取り組みを継続するとともに、 

各学校での様々な場面を想定した避難訓練方法につい 

て検討し、実施していく必要がある。例えば、避難訓 

練時に予定していた避難経路を封鎖しその場で避難経 

路を選択したり、予告なしの避難訓練を行ったりと、 

状況に応じた行動がとれるような工夫ある取り組みを 

行うことで、誰もが臨機応変に対応できるようになる 

ことが求められる。 

また、学校だけの取り組みに終わらないように、児 

童生徒の学びを活かし、家庭や地域で避難袋の準備を 

するなど、実際に行動に表す取り組みも必要である。 

 

（２）学校防災アドバイザー活用事業の実施 

 児童生徒は、学校防災アドバイザーの講話を聴き、 

他地区の大規模災害や自分が住んでいる地域の災害の 

危険性について理解するとともに、災害発生時の避難 

行動や災害への日頃の備えについて学びを深めること 

ができた。このことから、自分の身は自分で守る「自 

助」の知識や意識が高まったと考えられる。 

教職員への研修では、教職員一人ひとりが学習プロ 

グラムを習得し、「考える」「話し合う」「発表する」 

の授業構成で授業を行った。生徒が日頃気を付ける点 

や災害への対応の仕方について意見を出し合うなど、 

自主的に防災について考える姿勢が見られた。 

このように、専門家から児童生徒への講話や指導に 

より、児童生徒の意識は高まり、効果的な活動が行え 

た。教職員への研修やマニュアルの見直し等は、専門 
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家の視点からアドバイスがあったことで、知識が深く 

なり、防災教育の充実または安全管理体制の再構築に 

つながった。 

 

（３）災害ボランティア体験活動の推進・支援 

 被災地支援に係るアンケートの中で「被災地支援を 

行いたいか。」という問いに対して、江北町立江北小 

学校では５３．９％、鳥栖市立鳥栖中学校は２４．６％ 

と被災地支援に対して関心が高くない。被災地では、 

高校生や学生がボランティア活動の中心となって取り 

組んでいることから、共助の意識を高める取り組みが 

必要である。特に高校生は、ボランティア活動を主体 

となって行えることに気づかせ、自主的に社会貢献で 

きる生徒を育成するために、ボランティア意識を高め 

るための教育手法の開発が必要である。 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

 白石町立有明西小学校及び多久市立東原象庠舎中央

校後期課程の２校を実践校に指定し取組を行い、成果

報告会及び成果報告書において実践報告を行った。 

（１）白石町立有明西小学校 

       ア テーマ 

「交通安全を理解し行動に移していこうとする

児童の育成を目指して」 

イ 内容 

 ・交通安全教室の実施 

 ・交通安全検定の実施 

 ・児童自転車免許証の交付 

 ・交通安全劇の作成・発表 

 

（２）多久市立東原象庠舎中央校後期課程 

ア テーマ 

「交通安全の意識を高める取り組みの実践」 

イ 内容 

   ・交通安全教室の実施 

   ・自転車シミュレーターの活用 

   ・自転車交通規則試験の実施 

   ・自転車安全運転実技講習会等 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

  佐賀県警察 OBで構成される佐賀県警友会に、通

学路安全対策アドバイザーとして下記の県内 10

小学校に派遣した。 

  アドバイザーは、各市町が策定する交通安全対

策プログラムへの参加や通学路の危険箇所に対す

る指導及び助言を行った。 

  交通安全講話では児童を対象に校区内の危険箇

所での通行の方法や、実際に発生した交通事故の

紹介、交通安全クイズ等を行う事により交通事故

防止と交通マナーの向上を図った。 

  また、見守り隊や保護者には、見守り活動を行

う際の注意点や、活動を継続していくためのポイ

ントについて講話を行い地域の安全意識の向上を

図った。 

・佐賀市立赤松小学校 

・佐賀市立新栄小学校 

・上峰町立上峰小学校 

・吉野ヶ里町立東脊振小学校 

・多久市立東原象庠舎中央校 

・嬉野市立塩田小学校 

・嬉野市立大草野小学校 

・嬉野市立五町田小学校 

・嬉野市立久間小学校 

・嬉野市立嬉野小学校 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

（１）安全教育手法の開発・普及 

 実践校に指定した２校が年間を通じて取り組んだ内

容について成果報告書で報告を行い、多久市立東原象

庠舎中央校は成果報告会で実践事例の発表を行い、県

○通学路の特徴 

 県民の自動車保有率が高く、幹線道路での自動車

の運転速度が速い。また、農村部では中央線のない

道幅の狭い道路を通学路としている学校もある。 

○登下校中における主な交通事故 

平成 19 年 7 月：下校中の高校生が信号機のない交

差点で自動車と接触（死亡事故） 

平成 27年 11月：登校中の児童の列に乗用車が突っ

込む事故が発生 

―121―



内学校の交通安全教育の普及に繋がった。 

ア 白石町立有明西小学校 

 「交通安全劇」では、交通安全について教わる立場

から、教える立場に変化したことにより交通安全に関

する意識は格段に上がり、事前・事後アンケートを比

較すると「交通ルールを守ろうと思う」等の項目で「い

つもそうしている」と回答した生徒が 100％になる等

の意識の向上が見られた。 

 「交通安全診断テスト」では個別のテスト結果が出

るので、それぞれの児童に対し適切な事後指導ができ

た。また、試験を受けた児童全員が合格点をとること

ができ、児童自転車免許証を取得することができた。

免許取得するために学習意欲の高まりがみられた。 

 

イ 多久市立東原象庠舎中央校 

 交通安全講話後すぐに交通法令簡易テストを行うこ

とで、自分の命を守るための知識を得るとともに、講

話内容の理解度を計ることができた。 

 テスト回数を重ねるごとに正答率が上昇し、最終的

には全生徒が高い正答率記録することができ交通ルー

ルの理解度が高まった。また、生徒が間違えた箇所を

個別に指導することができたことは、生徒の正しい知

識の定着に効果的であった。 

 自転車の片手運転等の危険運転を体験することで、

反応時間の遅れやブレーキ時の危険性を体験するこ

とができ、安全な自転車の乗り方を再認識することが

できた。 

 

（２）交通安全を確保するための体制の構築と通学路

交通安全プログラムに基づく合同点検等の実施 

 嬉野市が策定した通学路安全対策プログラムの通学

路合同点検にアドバイザーが参加することで、関係各

機関との危険箇所の共有、具体的な安全対策について

意見を交換することができた。 

 各学校の通学路危険箇所について、具体的な安全対

策について各校職員にアドバイスを行う事ができ、指

導体制の強化につながった。 

 各校の実情に応じた交通安全講話をすることで、対

象児童に対して、校区内通学路の危険箇所や、危険な

場面の把握ができ、交通安全の意識の向上を図ること

ができた。 

 

２ 課題 

（１）安全教育手法の開発・普及 

 児童生徒等の発達段階に応じ、関連各教科、特別活

動、学校行事等の学校教育全体で交通安全教育を行い、

児童生徒が主体的に行動する力を育成する指導の継続

が課題である。 

ア 白石町立有明西小学校 

 今回の取り組みを通して、児童の交通安全に対する

意識は、確実に高まっている。しかし、この意識が一

時的なものではなく、継続的なものにするためには、

今後どのような取り組みを行っていけばよいのか検討

していく必要がある。 

 今後は、学校全体の取り組みから、児童一人一人の

取り組みに移行するためには、どのような手立てを取

ればいいのか児童とともに考えていく必要がある。 

 低学年は道路歩行、中、高学年は自転車の乗り方と

いう限定した指導が多かったので、校区内にある線路

に関する安全意識を高めていく必要がある。 

 

イ 多久市立東原象庠舎中央校 

 まだ全体の１割程度の生徒が「これくらいはいいだ

ろう」というルール遵守の軽視をしている。また、日々

の安全点検を怠っている傾向がある。 

 自転車運転において、事故の３要因を考えて危険を

予知・察知できるようになること。 

 自転車運転の技能を過信している生徒がいる。また、

重い荷物はカゴではなく荷紐で荷台へ乗せることを徹

底すること。 

 交通規則を知ること。規則やマナーを理解し、柔軟

に対応できるようになること等が今後の課題である。 

 

（２）交通安全を確保するための体制の構築と通学路

交通安全プログラムに基づく合同点検等の実施 

 各学校の通学路危険箇所に応じた取組を、児童や教

職員だけでなく、保護者、地域にも広げ、連携した交

通事故防止活動の継続。 

 交通安全講話を実施する際の対象学年（高学年、低

学年）の絞り込みや方法（回数）等の工夫。 

 児童生徒等が交通ルールを守っているにもかかわら

ず、交通事故に巻き込まれる事案に対する意識づけ。 

 児童生徒の交通安全に関する意識の定着化と意識を

図る指標の開発等を行うことで、交通安全に取り組む

体制の構築が推進されると考える。 
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Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：度島地域、幼・１校、 

小・１校、中・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）防災教育全体計画の作成及び、各学年の年間指

導計画の見直し 

  ア 全体計画は、度島小中学校が小中併設校であ

ることから、小学校の６年間と中学校の３年間

をかけて、知識、危険予測、社会貢献の３つの

切り口に留意しながら全体計画を作成した。 

イ 年間指導計画は、各教科・領域の授業で防災

に関する内容を全職員で見直し、一覧にまとめ

ることで、児童生徒の啓発の機会の周知と共通

理解を図った。 

 

（２）実践の概要 

ア 実践的避難訓練 

   緊急地震速報の音声を放送で流したり、訓練

の時間を予告なしで行ったり、避難経路に障害

物（コーン等）を置き、避難の途中で経路の変

更を促したりして、より実践的な訓練になるよ

う工夫した。また、職員の訓練でもあることを

強調して、実践力の強化を図った。 

イ 町探検 

   小学校における町探検の学習の場では、町内

の防災に関する設備を見付けたり、一時避難所

の確認をしたりした。 

ウ 防災マップづく  

 り中学生は、地域  

に出掛けて調べた 

危険箇所や防災設 

備等を地区ごとに 

地図にまとめてそ 

の成果を発表した。 

エ 夏休み平戸市子ども防災教室への参加 

   小学校高学年は、夏季休業中に行われた平戸 

市主催の防災教室に参加し、炊飯袋の使用法を 

学ぶなど、学校ではなかなか経験できない体験 

活動を行った。 

オ 防災教室・ワークショップ 

   長崎地方気象台の職員を講師に招き、小学校

低学年と中学年は、津波発生の原理などの防災

に関する知識の習得を、高学年から中学生は、

津波が起こった際の避難の仕方をワークショッ

プ形式で学び、具体的な場面に即して適切に行 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

長 崎 県 

 教育委員会等名：長崎県教育委員会 

 住  所：長崎県長崎市尾上町３番１号 

 電  話：０９５－８９４－３３３９ 

○人口：1,36万人（うち児童・生徒数：136千人） 

○市町村数：21市町 

○学校数：幼稚園 117園  小学校 338校 

     中学校 192校  高等学校 77校 

     特別支援学校 18校 

○主な災害 

● 昭和 57年 長崎大水害 

● 平成３年 雲仙普賢岳噴火災害 等 

本県は、東が佐賀県と隣接する他は、周囲を海

に囲まれている。五島列島、壱岐島、対馬島など

数多くの島を含み、日本一島が多い県である。 

熊本地震では、南島原市の震度５強をはじめ、

県内 12 市町で震度４以上を観測した。また、佐

賀県玄海原子力発電所の 30ｋｍ圏内に４市が含

まれており、原発事故に対する備えの確認が必要

である。 

平戸市は、長崎県の北西部に位置する人口約３

万人の島である。島の一部が佐賀県の玄海原子力

発電所の 30ｋｍ圏内にあり、原発事故による被害

が懸念されている。 

本事業においては、原子力災害及び地震・津波、

大雨などの災害を課題とした平戸市度島地域を

モデル地域に指定し、事業を実施した。 
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動する力を高めた。 

カ 応急手当・ＡＥＤ講習会 

 校内の避難訓練の際に消防署員を講師として、

応急手当の方法やＡＥＤ講習を行った。また、児

童生徒は、度島町で毎

年開催される海の事故

防止訓練にも参加する 

など、実践力を高める 

学習を行った。 

キ 防災集会 

  各家庭で準備している避難リュックを児童が

持ち寄り、中身を説明し

たり、質問や意見を述べ

合ったりする活動を通

して、災害からの避難の

際に必要な物について

の認識を深めた。 

ク 家庭との連携 

  各家庭に「我が家の防災計画」というワークシ

ートを配付し、防災グッズの中身のチェックや、

島外への避難の方法や連絡の取り方などを具体

的に記入して提出してもらった。児童生徒が積極

的に作成に参加することで、形だけではない、実

行力のある計画になっている。 

ケ 地域との連携 

（ア） 実践委員会の立ち上げ 

年２回、地域の実践委員と学校の担当者と 

    の会議を開催し、地域の防災上の問題や学校 

との連携の仕方を話し合った。また、成果発 

表会の開催にともない、実施内容に担当者を 

付けるなど、実効性をもたせることができた。 

（イ） 度島地区総合消防訓練 

     度島町が九州電力玄海原子力発電所から３

０km 圏内にあること

から、例年、除染設備

の設置など、原子力防

災訓練を行っている。

消防署、海上保安庁、

警察署、保育所、消防

団等に訓練に児童生徒と職員も参加して、より実践的 

な訓練になった。 

また、地震体験 

車での地震体験 

や巡視艇の乗船 

体験などもでき 

たことに加え、中学生が小学校の児童に仮設 

トイレの設置の仕方を教えるなど、有意義な 

訓練の機会となった。 

コ 成果発表会 

   平成３０年１

月１６日に本校

において、成果発

表会を、町内外か

ら約８０名の参

加を得て開催した。全島区長の挨拶の後、児童の

発表、職員の実践発表及び質疑、平戸市防災担当

による研修会という内容で行った。会場である体

育館は、原子力災害の避難所に指定されているこ

とから、これまでの防災関係の児童生徒の学習成

果物のほか、除染テントや仮設トイレ点等も設置

して展示し、自由に触れることができ、好評であ

った。小学校５、６年生児童の発表は、これまで

の学習の取組の

紹介に加え、石巻

市訪問で交流し

た生徒の当時の

様子の話や、語り

部の方から伺っ

た震災被害者の物語を臨場感あふれる劇に仕立

てて紹介することで、参加者に内容を強く印象づ

けた。 

サ 実践の評価事前事後のアンケート調査の結果

や成果物から、児童生徒の学びの充実度が見えた。

一方、成果発表会での質疑では、原子力災害時の

島内での避難の仕方について意見が出され、具体

的な手順の確認や訓練の充実が求められるなど

の課題も見えてきた。 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

（１）石巻市立牡鹿中学校訪問・生徒交流会 

  宮城県の北東部、牡

鹿半島に位置している

石巻市立牡鹿中学校で

避難所設置訓練と生徒

交流会を行った。 

  避難所開設訓練では、  

―124―



児童生徒が３つの班に

分かれ、防災備品であ

るパーティションやプ

ライベートルーム、簡

易トイレ（個室）の３

種類を牡鹿中学校の生

徒が設置方法を教えるという形式で行った。牡鹿中学

校は避難所に指定されている。牡鹿中の生徒は定期的

に避難所開設訓練を行っており、全員がスムーズに防

災備品を設置したり、使い方を説明したりすることが

できるようになっている。これは、本校でも目指して

いる児童生徒の姿である。度島町の一部が玄海原子力

発電所の３０km圏内に入っており、災害時には本校も

避難所となる。このような訓練が、我々が目指す児童

生徒の育成に繋がると再確認することができた。 

 質疑応答では、あら

かじめ牡鹿中学校の生

徒に対する質問を送付

し、その答えを交流会

の場で回答してもらっ

た。牡鹿中学校の生徒

が実際に体験した話で

あり、本人から直接話を聞くということで、児童生徒

も神妙な様子で話を聞いていた。以下は質疑応答の一

部である。 

Ｑ：地震や津波が起こったときの気持ちは？ 

Ａ：頭が真っ白で、避難したことしか覚えていない。 

つらかった。津波が来るという放送が怖くてびく

びくしていた。 

Ｑ：度島の人に伝えたいことは？ 

Ａ：もし津波が来たとしても対処できるようにしてほ

しい。訓練をしっかりやっておくことが大切。 

Ｑ：地震が起きる前と今の生活はどう変わった？ 

Ａ：不便なことは多いが、当たり前のことが幸せだと

いうことが分かった。 

目の前にいる同年代の生徒が、震災や避難所での生

活などのつらい経験をしていること、それを話してく

れることに、本校の児童生徒は大きな衝撃を受けた。

被災地訪問をすることでしか得られない、貴重な体験

をすることができた。 

 

（２）牡鹿中学校校長先生による講話 

２日目の昼食会場になっているホテルの会議室を

借り、牡鹿中学校の増子光昭校長先生に講話をしてい

ただいた。増子校長先生は、当時沿岸部に近い石巻市

立湊中学校の教頭をされており、震災当時の石巻市の

様子や市中心部にあ

る石巻中学校、門脇

中学校、湊中学校の

被害について、そし

て牡鹿中学校が取り

組んでいる防災教育 

について、映像を交えながら分かりやすく話をされ 

た。 

講話の中で、『緊急地震速報』（PC音源）が流れたが、

本校の児童生徒は、最初何も行動することができなか

った。校長先生が、「みなさんどうしますか？」と言わ

れて初めて机の下に入るという状況であった。「牡鹿中

学校の生徒はいつ、どこで緊急地震速報が流れても、

聞いた瞬間に全員が行動できます。みなさんもそうな

らないといけない。」と話をされた。訓練をすることの

大切さや、緊急時を想定して準備をしておくことの重

要さを学ぶ機会となった。 

 

（３）石巻市復興まちづくり情報交流館中央館の見学 

  宿泊しているホテル 

から徒歩５分、石巻市 

中央２丁目にあるこの 

施設には、震災後の写 

真が展示されており、 

街の将来像や復興事業 

の進行状況、地域の取組に関する情報等を見学する 

ことができる。見学時には当館館長のリチャード・ 

ハルバーシュタットさんが当時の様子や今後のまち 

づくりについて、パネルや石巻市中心部のジオラマ 

を使って説明された。 

  これまでに徒歩やバスで市街地や牡鹿半島方面を 

移動し、たくさんのことを学んできたが、初めて訪 

れた地域で距離感や方向などはよく分からないまま 

であった。しかし、この情報交流館で写真や地図、 

ジオラマを見ながら説明を聞き、自分達が移動して 

きたルートや、震源地までの距離、東北地方全体の 

特徴や海岸線の様子などを確認することができた。 

児童生徒にとって、東日本大震災をより身近に感じ 

る体験となった。 

 

（４）地元ボランティア団体による市内散策研修 

   ３日目の午前中は、 

石巻市内にある公益 

社団法人『みらいサ 

ポート石巻』の語り 

部さんと市内を歩き、  
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当時の様子を聞く体験プログラムを行った。語り部 

の佐藤美香さんは、当時幼稚園に通っていた長女を 

震災で亡くし、二度とこのような悲劇はあってはな 

らないという思いから、語り部の活動等をされてい 

る方である。佐藤さんの娘さんが通っていた日和幼 

稚園は市内の高台にあり、地震が発生したとき子ど 

も達はその安全な高台にある幼稚園にいた。しかし、 

幼稚園は子ども達を一刻も早く親元に帰そうと判断 

し、子ども達をバスに乗せ、幼稚園のある高台から 

海に近い住宅街へと出発する。住宅街を一回りした 

が親も避難している家庭がほとんどで、子ども達を 

帰すことはできなかった。バスはいったん石巻市立 

門脇小学校のグラウンドに到着し、そこで幼稚園の 

教諭がバスに追いついたが、園児は連れ戻されずバ 

スはまた出発した。その後市内に津波が到着し、バ 

スは巻き込まれ４歳から６歳の園児５人が犠牲と 

なった。 

  日和山の麓から日  

和幼稚園、そして園  

児を乗せたバスが発 

見された場所まで歩 

き、当時の様子を生 

々しく語っていただ 

いた。２階まで津波が浸水し、３階は燃えた瓦礫に 

よって火災が発生した門脇小学校や未だにほとんど 

が空き地になっている震災前は住宅街だった場所な 

どを目の当たりにして、私達の想像を絶する出来事 

が起こったのだと改めて気付かされた。助かるはず 

の命が失われたことの重大さを痛感し、最善の判断 

をするには正しい知識が必要であることや、日頃か 

ら防災の意識をもって体制を整えておくこと、そし 

て何よりも命を第一に考えることが大切であること 

を心に刻んだ。この佐藤さんとの市内散策研修は児 

童生徒そして引率教師も一生忘れられない貴重な体 

験となった。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果と課題 

（１）成果について 

  ア 全体計画や年間計画の整備により、より効果的

な防災教育の実施が可能になった。 

  イ アンケートの結果から分かるとおり、児童生徒

の意識や行動力には明らかな向上が見られた。 

  ウ 度島町防災実践委員会の開催や防災マップの作

成により、町全体の防災体制の整備が進んだ。 

  エ 各家庭においては、災害の際の避難の仕方など

の話合いが行われ、災害への備えに対する意識が

高まったり、準備が進んだりした。 

  オ 避難訓練をできるだけ実際の災害を想定したも

のに改良したことで、児童生徒の意識や行動力だ

けでなく、災害の場面の具体的な想定や、避難の

際の安全面への配慮など、職員の意識や行動力も

向上させることができた。 

  カ 被災地に出かけ、当時の様子や復興途中の現場

を見聞きしたことで、災害への備えを自分のこと

として捉えることや、自他の命を守ることの大切

さの認識を深めることができた。 

  キ 防災に関する学習を通して、調べて発表する活

動と実際の生活場面を関連付けるなど、学習の効

果を上げることができた。 

  ク 被災地訪問を体験したり、防災訓練において、

放水体験、起震車体験、巡視艇乗船など、特別な

体験をしたりすることで、それぞれの学びを深め

ることができた。 

ケ 成果発表会を成功裡に終えたことにより、度島

町の実践や学びを市の内外に伝えることができ

た。 

 

（２）今後の課題について 

  ア 全体的には防災に関する意識や行動力の向上が

見られたが、個々のレベルでの温度差は否めない。

今後同教育を継続していく中で、全ての児童生徒

に、自分の命を自分で守る力を育てていきたい。 

  イ 危機管理の充実という面から、落雷や突風等、

地震や津波等以外の自然災害への対応や、更には

いじめ防止、食物アレルギー対策等についても、

今後万全にしていきたい。 

  ウ 避難所開設におけるマニュアルの整備や周知は

進んだが、実際に避難所を設置するとなれば、災

害の規模や被害の状況、避難者の人数等への臨機

応変な対応が求められる。また避難所設置には時

間を要することや、毛布や消耗品等の準備も未だ

不十分である。今後、整備を進めたい。 

  エ 度島町の住民が住むほぼ全域の防災マップを作

成したが、危険箇所等の修復には予算がからむこ

とから、やむを得ず修復を待つという場所もある。

関係機関との連携も深めながら解決していきた

い。 

 オ 今後本事業の成果を生かしたり、活動を継続し

たりすることが求められる。校務分掌に担当を位

置付け、活動の年間計画や避難所の運営等につい

て、引き続き実践を継続させたい。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

（モデル地域名・校種毎の数：熊本市内、高・３校、

特支・１校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１） 学校防災年間計画について 

     各モデル校では、従来の防災教育に加え、 

    新たな取組が効果的に行えるように、防災 

主任を中心に、学校防災年間計画を作成し 

た。特に避難訓練前には実践的な訓練にな 

るように事前に職員会議で計画等を確認し 

た。 

（２） 緊急地震速報受信システム等を利用した 

避難訓練の実施 

ア ショート訓練 

報知音を聞いたら身を守るために「落ち 

     てこない、倒れてこない、移動してこない」 

     場所に身を寄せる一時避難行動の習慣化を 

     目的に、ショート訓練を数回実施した。 

  最初の訓練では、被災した生徒たちが在 

籍しているため、心のケアをしっかりと行 

って実施した。 

   その後は、訓練日のみを事前に告知して 

  訓練を実施するなど段階的に児童生徒の判 

断力を高めるような工夫を行った。 

特別支援学校では、緊急地震速報受信シ 

ステムを活用した避難訓練を冷静にできる 

ように校内放送による教師の指示、報知音 

での音源の調整、緊急地震速報受信システ 

ムを活用しての避難訓練と段階的に実施し 

た。 

イ 児童生徒引き渡し訓練 

熊本支援学校では、授業参観日に児童生 

     徒を保護者に引き渡す訓練を実施した。 

各学部の引き渡し場所に引き取りに来ら 

     れた保護者に、免許証等を提示いただき、 

     事前に提出してある引き渡しカードと照合 

     して引き渡しを行った。当日は、事前に研 

修会等でシミュレーションをしていたこと 

で教職員の動がスムーズな訓練となった。 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

（１）  避難所運営ラーニング研修会の実施 

共助の視点を持た 

せる目的のもと講師 

にうつくしまふくし 

ま未来支援センター 

の本多環特任教授を 

迎え、避難所運営ゲ 

ームを行った。行い 

方としては、話し合 

いながらマスキングテープで区分けを行う。 

その後は被災者情報が記入してあるカード 

をもとに、それぞれの視点にたって話し合 

いながら紙面上に振り分けるゲームであ 

る。生徒たちは、受付の位置、通路の確保 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

熊本県 

 教育委員会名：熊本県教育委員会 

 住  所：熊本県熊本市中央区水前寺 

     六丁目１８番１号 

 電  話：０９６－３３３―２７１２ 

○人口：180万人（うち児童・生徒数：21万人） 

○市町村数：４５市町村    

○学校数：幼稚園30園 小学校360校 

     中学校 162校 高等学校 55校 

      特別支援学校 19校 

     義務教育学校1校 

○主な災害 

(1) 昭和28年  熊本県大水害 

(2) 平成11年  台風18号による高潮被害 

(3) 平成15年  集中豪雨による土砂災害 

(4) 平成24年  熊本広域大水害 

(5) 平成28年  熊本地震 

本県では、九州の西部に位置し、県土の約６割

が森林で、西部が有明海に面している。 

平成２８年４月に、熊本地震が起こり、甚大な

被害をもたらした。各学校も避難所になり、教職

員も避難所運営に携わった。 

本事業では、その経験を活かした取組や地域と

連携した防災体制作りを熊本市内にある熊本商

業高校、湧心館高校、東稜高校、熊本支援学校の

４校をモデル校に指定して、事業を実施した。 
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等、カードに記入してある被災者情報を班 

で話し合った。 

（２） 仮設住宅ボランティア活動の実施 

    熊本支援学校の生徒たちが益城町馬水地 

区にある仮設 

住宅の窓ふき 

や駐車場の草 

取り、集会所 

等の清掃ボラ 

ンティア活動 

を行った。生徒たちも自分の活動が終わる 

と、仮設住宅の方に「何かすることはあり 

ますか」と聞くなど積極的に取り組むこと 

ができた。 

３ 学校安全アドバイザー活用事業  

 日本防災士会熊本県支部に依頼、それぞれ 

のモデル校に１人ずつ学校安全アドバイザ 

ーを委嘱した。学校安全アドバイザーは、学 

校運営協議会等に参加し学校防災マニュア 

ルの見直し、職員研修、避難訓練について助 

言指導を行った。 

職員研修では、マニュアルに沿った避難訓 

練の行い方に加え、避難経路が使えない場合、

避難中に児童生徒や教職員がけがをした場

合、逃げ遅れた生徒がいた場合など様々な場

面を想定して訓練を行うことの必要性やそ

の対処等についても指導助言した。 

   避難訓練では、児童生徒の避難行動だけで

なく、教職員の動き方、室内ではかかとのつ

いた靴を履くこと、非常持ち出し袋の準備等

専門的な視点から助言した。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１） 成果 

   ア 学校防災年間計画に各教科の指導内 

  容と関連付けて防災学習を行うことで、児 

童生徒の防災意識を効果的に高めることに 

つながった。 

イ 緊急地震速報受信システムを活用した 

避難訓練ではショート訓練を繰り返すこ 

とで「物が落ちてこない、倒れてこない」、 

「移動してこない」場所に素早く身を隠す 

一時避難が迅速に取れるようになった。 

また、校舎の外に避難する際には、ハンカ 

チで口を押え、頭を教科書で守るなど自分 

で身を守る意識が身についてきた。また、 

熊本支援学校の児童生徒たちがパニック等 

を起こさず自分で身を守る行動が身に付い 

た。 

(２) 課題 

    ア 防災教育は、繰り返して行うことで、防 

災意識の高揚や防災行動につながる。今回 

の各学校で取組んでもらった学習を継続 

的・計画的に実施できるように、今後も学 

校安全計画に明確に位置付けていく必要が 

ある。 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

(１) 成果 

    ア 実践に近い研修会であったため具体的な 

避難所のイメージが少し描けたと思う。ま 

た、生徒の中に、人の意見を聞き入れよう 

とする様子が次第に表れてきた。 

アンケートの感想にも「研修会で学んだこ 

とを今後、活かしていきたい」「被災者の 

立場で研修ができた」といった人の立場に 

たった考えを持つようになった。 

    イ 仮設住宅に初めて訪問した生徒が大半だ 

     ったにもかかわらず真剣に清掃活動に励ん 

でいた。活動が終了しても活動をやめない 

生徒もいた。中には「また来たいね」と 

言った生徒もいた。 

（２） 課題 

    ア 今後は、生徒たちに紙面上の避難所運営 

     ゲーム研修から体育館等を使い実践的な避 

     難所運営の経験ができるように計画した

い。 

    イ ボランティア活動を通して今後は被災地 

     で交流する場面を作ることで継続的なつな 

がりを持てるようにしたい。 

３ 学校安全アドバイザー活用事業 

（１） 成果 

   ア 学校安全アドバイザー等の専門的な視 

    点からの指導・助言は「これまで生徒の状 

    況だけを評価していた教職員にとって、日 

    頃からの危険管理の責任を重く感じた」「日 

    頃の訓練の大切さを実感した」という感想 

に見にも見られるように、児童生徒はもち 

ろんのこと教職員の危機管理意識の向上に 

もつながった。 

    イ 学校運営協議会に参加することで学校防 

     災年間計画や学校防災マニュアル等の実践 

的な改善につながった。 

（２） 課題  

   ア 今後、モデル校で継続して実施していく 

には、地元の消防署や熊本地方気象台等と 

のｔ連携体制を構築する必要がある。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：別府地域、小・１校、

佐伯地域、小・１校、中・１校、県立学校、高・１校、

特支・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 大分県立大分商業高等学校 

  津波浸水想定区域内に立地しており、生徒の登下 

校時に被災した場合に備えた自助の取組を中心とし 

た防災教育の実践を行った。 

  ア 防災リーダーの育成 

   各クラスから１名の生徒を「防災リーダー」に

選任し、学校周辺の津波避難ビルの確認や地震

津波ハンドブックの作成を行った。 

イ 各教科・分掌の取組 

  理科の授業の一環として全校生徒を対象に防

災マップの作成を行ったり、商業の授業で非常

食（大商カレー）の賞品開発を実施したほか、

学校図書館に「防災図書コーナー」を設けた。 

 

(2) 大分県立新生支援学校 

医療的ケアを必要とする児童生徒が多数在籍し

ており、災害時の対応が懸念されているため、地

震によるインフラ途絶時の対応に取り組んだ。 

  ア 自助と学校外部の受援体制 

   電源や水の確保、薬剤師会や病院との連携な 

どについて検討を行い体制を整備し、実践的

な訓練を実施した。また県外の支援学校PTA

が主催する「災害時支援ネットワーク」へ参

加した。 

 イ 防災学習 

   知的障がいのある生徒を対象に災害時の衣

食住に関する体験的な授業（公開授業）や気

象予報士による防災講演会を開催した。 

 

     「公開授業（高等部）」 

 

（３）別府市（別府市立鶴見小学校） 

  昨年度に引き続き火山災害に関する教育実践

に取り組んだが、火山性の地形や噴火堆積物によ

る土砂災害を中心とした学習や訓練を行った。 

 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

大分県 

 教育委員会名：大分県教育委員会 

 住  所：大分市府内町３－１０－１ 

 電  話：０９７－５０６－５５４４ 

○人口：115万人（うち児童・生徒数：13万人） 

○市町村数：18    

○学校数：幼稚園 173園 小学校 258校 

     中学校 124校 義務教育学校1校 

高等学校 60校 特別支援学校 17校 

○主な災害 

(1) 平成２９年 九州北部豪雨 

(2) 平成２９年台風１８号     等 

本県は、地形の約７割が山地であるため、土砂

災害の危険箇所が全国第５位と多く、発生件数も

全国第１０位である。また３つの活火山があり温

泉の恵みをもたらすとともに、過去に噴火災害も

発生している。海岸部は南部を中心にリアス式海

岸が多いため、南海トラフ地震の被害想定では、

県全体の死者数は約 22,000 人と想定されてい

る。本事業では、海岸部に立地する大分商業高校

と佐伯市の２校、火山がある別府市内の１校、及

び特別支援学校１校をモデル地区・モデル校に指

定し、事業を実施した。 
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ア 土砂災害に関する学習 

 大分県砂防課や気象台の協力のもと理科の授業

において土石流実験や地質調査コアを使用した体

験的な授業を行った。また地形の様子を児童が把

握しやすいようにタブレット端末とグーグルアー

スを活用した授業実践を行った。 

 

 
 

「授業で使用したグーグルアース画面」 

 

（４）佐伯市（佐伯市立八幡小学校・彦陽中学校） 

 小中９年間を踏まえた防災教育の教育課程の編

成を行い、津波災害を念頭に総合的な学習の時間

を中心に防災教育の実践を行った。 

  ア 教育課程の編成  

   防災教育・地域教育・キャリア教育の３つの柱

から成る総合的な学習の時間の全体計画や単元計

画を作成し、各教科の学習とも連携して系統的な

教育を実施した。 

  イ 防災教育の実践 

   地域人材を活用して災害史や地域の防災対策に

関する授業を実施したり、公開授業によるポスタ

ーセッションを行う等、地域と連携した学習がで

きた。 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

(1) 大分県立大分商業高等学校 

 神戸市の兵庫県立舞子高校を訪問し、同校の授業 

を視察し交流した。人と防災未来センターでも学 

習を行った。 

（2） 別府市 

  大野木場小学校の児童と交流したほか「がまだす 

ドーム」等を訪問し、噴火災害だけでなく土砂災 

害の脅威について学ぶことができた。 

（3）佐伯市 

 宮城県を訪問し、荻浜中学校との交流やボランテ

ィア活動、大川小学校遺構の視察により被災当時

の様子を五感を通じて学ぶことができた。 

 

   「宮城県視察：佐伯市視察団」 

  

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 取組の成果 

(1) 大分県立大分商業高等学校 

 生徒が主体的に取り組み、情報技術を活用した防災

マップや非常食の商品開発等の実践ができた。 

(2)大分県立新生支援学校 

 医療機関や薬剤師会等と連携して医療的ケアを必要

とする児童生徒への対応の充実を図った。 

 (3)別府市 

 行政機関との連携により、県内で初めて土砂災害に

関する本格的な教育実践を行うことができた。 

(4)佐伯市 

 小中学校９年間を通した防災教育の教育課程の編成

を行い、地域とも連携して様々な防災教育の実践を

行った。 

       

２ 課題 

(1) 大分県立大分商業高等学校 

 上級生が下級生に防災について教えていくことを目

指しており、プログラムを作成する必要がある。 

(2)大分県立新生支援学校 

 地域住民とのさらなる連携（学校からの貢献を含む）

を推進する必要がある。 

 (3)別府市 

 火山災害の被災地への児童の派遣が有効であった

が、現状では少数の児童しか派遣できないため、修

学旅行のコースに組み込むことを検討する。 

(4)佐伯市 

 防災教育の取り組みで大きな成果があったが、今後

も改善を重ねながら継続していく必要がある。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：宮崎市、日南市、 

都城市、日向市、高・３校、特支１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発･普及 

（１）防災教育推進に係る学校体制の構築 

 ア 学校安全連絡協議会の設置 

     「学校を中心とした地域ぐるみの防災」を推

進することを目的として、各推進校が主催して

開催する。メンバーは、学校安全アドバイザー、

区長、ＰＴＡ、市危機管理課職員等で構成した。 

 イ 学校安全実践委員会の設置 

    各推進校が防災教育推進に係る企画等を行う

実践委員会を設置し、全校的な取組を推進した。 

 ウ 安全教育推進リーダー研修会の実施 

    各県立学校の防災教育の中核となる教員であ

る安全教育推進リーダーを対象に研修会を実施

し、「危機管理マニュアル」「学校安全計画」の

見直し・改善のための説明や協議を行った。 

 

（２）防災に関する指導方法等の開発・実践 

  ア 防災に関する授業を参観日に実施 

 「災害から命を守る」という統一テーマで、

全学年全クラスで授業を実施した。 

 イ 地域と連携した合同防災訓練の実施 

 学校安全アドバイザーや消防署員等の指導の

下に、地域住民と合同に南海トラフ地震を想定

した防災訓練を緊急地震速報警告音を活用して

実施した。 

 ウ 学校安全に関する掲示板の設置 

 生徒の目に付きやすい生徒昇降口に、掲示板

を設置し、防災等に関する情報を定期的に提供

するだけではなく、生徒会活動の一環として、

防災に関する生徒の自発的な呼びかけにも利用

した。 

エ 保護者向け防災研修の実施 

   ハザードマップを使って、送迎ルートでの危

険箇所の確認を行った。さらに障がいの特性と

関わり方を説明するサポートブックを紹介し、

保護者の対応について理解を深めた。 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

宮崎県 

 教育委員会等名：宮崎県教育委員会 

 住  所：宮崎県宮崎市橘通東1-9-10 

 電  話：０９８５－２６－７２３８ 

（１） 人口 

約１０９万人 

（うち児童・生徒数：約１２万人） 

（２）市町村数 

２６    

（３）学校数 

幼稚園 １４園   小学校２４１校 

    中学校１２６校   高等学校３８校 

    中等教育学校 １校 

    特別支援学校１３校 

（４）主な災害 

ア 平成２３年  新燃岳噴火 

イ 平成２８年  熊本地震 等 

ウ 平成２９年 新燃岳噴火 

将来的に発生の可能性がある南海トラフ巨大

地震において、本県の被害想定では、６市７町が

最大震度７と想定され、最大津波高が１７ｍ、最

速津波到達時間が１４分となっている。さらに、

霧島山系の新燃岳の火山活動が活発化しており、

今後大きな噴火が発生する危険性がある。 

本県では、昨年度までに津波浸水想定地域内に

ある全ての県立学校を推進校に指定して防災に

関する実践を行ってきた。本年度は、学校は津波

浸水地ではないが、周囲が津波浸水想定地域であ

る地域や火山噴火の影響を受ける可能性のある

地域にある県立高校４校を推進校に指定した。 

 

県立宮崎農業高等学校、県立日南振徳高等学校 

県立都城農業高等学校、県立日向ひまわり支援学校 
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２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進 

（１）高校生防災リーダー養成研修の開催 

生徒会役員を対象に防災に関する講座を開

催し、防災に関する知識の習得、発災時におけ

る適切な判断力と行動力の育成など、実践的な

態度の育成と意識の高揚を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自然災害発生地域訪問 

 ア 東日本大震災被災地訪問 

   「自然災害を知る・被災地から学ぶ」をテー

マに、推進校の担当教諭や代表生徒、教育委員

会職員をメンバーとして被災地訪問を実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

(１)学校安全アドバイザーの指導の下、今まで実施

してきた防災訓練の内容の見直しを行い、「市民

性の視点」や「共生の視点」等の新たな視点を加

えて実践することができた。 

(２) 学校安全アドバイザーより「教え込む教育か

ら学習者中心の教育へ」という指導のポイントを

助言していただき、特別支援学校の児童生徒が主

体的に行動するために、どのように指導していく

かを考える良い機会になった。 

(３)推進校として、発災時に地域の避難所となるこ

とを想定した防災マニュアルを作成することがで

きた。 

(４)学校安全アドバイザーの助言をもとに、安全点

検や心肺蘇生講習会など学校全体で取組を実践す

ることができ、教職員や生徒が学校安全について

日常的な防災意識を醸成することができた。 

(５)区長、自治体担当課等との連携により、発災時

の避難経路や避難場所のシミュレーションなど、

より実践的な防災訓練が実施することができた。 

(６)自治体との連携が深まり、次年度も引き続いて、

学校と地域・自治体が連携して、地域と合同の避

難訓練を実施することになった。 

(７)高校生防災リーダー養成研修で避難所運営シ

ミュレーションを実施し、高校生の視点に立った

災害ボランティアの在り方について理解を深め

ることができた。 

(８)自然災害発生地域訪問では、被災地の高校生の

活動報告や交流を行い、災害時における行動や災

害ボランティアの意義等を学んだ。 

(９)被災地を訪問した生徒が、被災地と自分たちが

生活する地域を比較して、同じような災害が発生

した場合、どのような被害が予想されるかを報告

することで、生徒の主体的な防災活動の推進につ

ながった。 

(10)近隣地区の自治会長や市担当職員に学校内を

案内し、福祉科の実習用の風呂やベットが避難所

運営に活用できるのではないかなど、今後の連携

○訪問期日  

平成２９年１１月８日～１１月１０日 

○訪問地   

宮城県（石巻市、女川町、仙台市） 

ア 開催期日 

   平成２９年７月２６日（延岡市会場） 

   平成２９年７月２７日（宮崎市会場） 

   平成２９年７月２８日（都城市会場） 

イ 対象生徒 

   県立高等学校の生徒会役員（各校３名） 

ウ 内容 

   講義１「学校での防災教育の重要性」 

   講義２「自然災害発生時の対応及び避難所運営」 

   演 習「母校の避難所運営シミュレーション」 

   まとめ「学校における取組について」 
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のきっかけとなった。 

 

２ 課題 

(１)特別支援学校の児童生徒が、発災時に主体的に

行動するために、普段の防災教育をどのように展

開していくか、学校における子どもの発達段階に

応じた教材の研究が必要である。 

(２)今年度の実践を行う中で、学校、地域行政、近

隣の自治会、保護者との連携をより深めていく取

組を行った結果、より効果的な連携の在り方など

新たな課題が生まれた。 

(３)発災時に関係機関や地域との役割分担につい

て、それぞれの立場から共通理解を深めることが

できた。しかし一方で新たな課題も見つかり、よ

り具体的な対応が求められるようになった。 

(４)「危機管理マニュアル」を学校や地域の実情に

応じた実効性のあるものに改善していくために、

校内の多くの教職員が関わりながら協議していく

ことが必要である。 

(５)避難所運営など発災時の即戦力として、重要な

役割を果たす高校生を養成する取組を継続的に行

い、将来の地域防災の核となる人材育成を、さら

に充実させていく必要がある。 

(６)自然災害発生地域訪問では、参加生徒に事前に

調査テーマを設定させるなどして、より問題意識

を持って、主体的に取り組めるように事前指導等

を踏まえた内容の充実が必要である。 

(７)防災教育をさらに充実させていくために、地元

の防災教育に関する学識経験者などの新たな人材

発掘が必要である。 

 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

  １ 過去の主な交通事故 

   

 

 

  

  

 

 

 

（モデル地域名：宮崎市、小１校、中１校） 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発･普及 

（１）通学路点検の結果を用いた交通安全教室の実施 

  ア 保護者や地域、関係機関等と連携した通学路

合同点検を実施し、危険箇所の対応について協

議した。 

  イ 実施した通学路安全点検の結果をもとに、学

校安全アドバイザーの指導の下、交通安全マッ

プの作成し、児童が危険箇所を改善するための

方法について考える授業を行った。 

  ウ 授業実施後の児童の感想文からは、「歩道がな

い」「車のスピードが速い」「猿が出る」「曲がっ

てくる車が見えない」等の様々な気付きが書か

れており、毎日使っている通学路の危険箇所に

ついて、児童の気付きが生まれ、交通安全意識

を向上させることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通路

交通安全プログラムに基づく合同点検等の実施 

（１）取組のポイント 

希望する市町村から選定したモデル地域（１

市）に事業を再委託し、合同点検や対策の検討、

交通安全意識の向上及び啓発を図った。 

（２）推進委員会 

 ア 構成員 

○ 県警察本部生活安全部少年課 

○ 宮崎地方気象台  ○ 大学教授 

○ ＮＰＯ法人代表者 ○ 宮崎市教育委員会 

○ 推進校担当者   ○ 県教育委員会 

 イ 概要 

○ 学校安全に関する協議 

○ 各地域・学校における取組状況や諸課題に

対する共通理解を図る 

○ 専門家による講義・指導助言 

（１）通学路の特徴 

  公共交通機関の整備状況の関係で、自家用乗

用車の保有率が高い。中学校入学以降、自転車

通学者が増加し、交通事故の危険性も高い。 

（２）主な交通事故や県内の事故件数等 

ア 平成２８年、宮崎市で小学生３人が軽自動

車にはねられ、うち一人が意識不明の重体と

なる事故が発生した。 

イ 平成２９年中の登下校中における交通事故

は、小学校２７件、中学校４４件発生した。 
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（３）学校安全連絡協議会 

ア 宮崎市 

（ア）構成員 

   ○ 安全教育対策アドバイザー 

○ 地域づくり協議会 ○ 市教育委員会     

○ 警察       ○ 小・中学校担当者 

（イ）概要 

〇 危険箇所等の対策の推進状況の確認 

〇 今年度の総括及び次年度以降における通学

路安全対策の推進に関する内容の検討 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

(１)通学路合同点検を実施し、地域から「信号・横

断歩道の設置」「道路幅の拡張」「歩道の整備」「ス

ピード違反の取締」等の要望が挙がった。合同で

点検を行い、対策を協議したことで「学校は交通

教室や日常の指導で対応する」「警察署は信号設

置を要望し、見回りを強化する」「土木事務所は

歩道の雑草を定期的に除去する」「自治会は地域

の会社等に直接要望を行う」などそれぞれの立場

で対応していくことが確認できた。 

(２)学校安全連絡協議会を開催し、出席した中学校

区の小・中学校の担当教職員が、学校安全アドバ

イザーや警察担当職員の指導や助言、及び保護者

や地域からの要望などを直接伺うことで、交通安

全を確保するための体制構築の在り方及び各校

の通学路交通安全プログラムについての理解を

深めることができた。 

(３)学校安全連絡協議会を定期的に開催し、学校、

地域、関係機関で通学路の安全対策について共通

理解を図ることができ、通学路の安全整備、児童

生徒への指導等が活発になった。 

 

２ 課題 

（１）通学路合同点検で協議された内容を、保護者や

地域住民に効果的に周知する手立てが必要である。 

（２）児童生徒の発達の段階や特性に応じた学校安全

計画の見直し・改善を行い、各学校の学校安全に

対する取組をより一層充実させる必要がある。 

 

 

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

  １ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域：宮崎市、小１校、中１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発･普及 

（１） 生徒による校内安全点検の実施 

 生徒会活動として、生徒の自主的な校内安全

点検を毎月１回実施した。 

(２)通学路安全マップの作成及び点検の実施 

    生徒が登下校中に気付いた危険箇所を随時マ

ップに記入し、教職員が定期的に点検した。 

 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

するシステムの構築 

（１）地域の「まちづくり協議会」との連携しながら、

様々な研修を行うことで、登下校時における見守

り活動の充実などの相乗効果を図った。 

（２）地域の青少年育成協議会と連携した街頭指導を

毎月４回実施した。 

 

 取組の成果と課題 

１ 成果 

(１)地域と連携した「地域防災研修会」「防災訓練」

「街頭指導」等を実施したことで、学校と保護者

や地域の信頼関係が深まり、両者が協力して生徒

の登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

するための支援体制を整備することができた。 

(２)学校安全連絡協議会を開催し、出席した中学校

区の小・中学校の担当教職員が、学校安全アドバ

イザー等の指導や助言、及び地域からの要望など

により、生徒の登下校時を含めた日常的な学校の

安全を確保する体制の在り方について、理解を深

めることができた。 

 

２ 課題 

（１）今年度の様々な取組をとおして、生徒の登下

校時を含めた日常的な学校の安全を確保する体

制を整備することができた。今後は、生徒の実

践力をさらに向上させる取組が求められる。 

（２）地域の不審者情報や国や県の通知等をもとに、

「危機管理マニュアル」の定期的な見直し・改

善及び全職員への周知を図っていく必要である。 

（１）学校管理下における主な事故・事故件数等 

ア 重大事故 

  平成２８年 高等学校での実習中のＣＯ中毒事故 

イ 事件 

平成２８年 小学生に対する未成年者誘拐・監禁 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

   

   

  。。。。。 

   

   

（モデル地域名・校種毎の数：○○地域、幼・ 

 

 

 

 

○ モデル地域  指宿市（小３校） 

大崎町（小２校，中１校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 緊急地震速報システムや防災アドバイザーを

活用した避難訓練の実施 

丹波小学校では，ＰＴＡと連携して避難訓練を 

実施した。訓練前には，防災教育アドバイザーを

はじめとする推進委員や学校関係者，行政関係者 

による事前の打合せを行った。訓練の実際では，

保護者，地域住民，警察署等の行政関係者の協力

を得て，安全に避難できるよう万全の体制で実施

した。また，訓練後改めて関係者による協議，学

校関係者も交えた研修会の実施により，課題解決

に向けた対応策について全体で協議した。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【ＰＴＡ等と連携した避難訓練】 

指宿小学校と柳田小学校では，ＰＴＡと連携し

た引渡し訓練を実施した。事前準備や当日の流れ

を一緒に確認するとともに，防災アドバイザーの

指導により，防災教育に関する児童，教員保護者

の意識が向上した。 

大丸小学校，菱田小学校，大崎中学校では，緊

急地震速報受信端末を活用し，推進委員や鹿児島

地方気象台の指導をもとに，避難訓練を実施した。

３校とも事前通知の有無の使い分けをしたり地震

速報に応じて避難先を検討したりするなど，複数

回の訓練を行うことで，児童生徒が災害時におけ

る危険を認識し，状況に応じて自分の命を守る行

動をすることの大切さを学ぶことができた。 

(2) 防災に関する研究授業，実践発表会等の実施 

ア 防災に関する研究授業 

柳田小学校では，４年生と５年生が「総合的

な学習の時間」に防災アドバイザーをゲストテ

ィーチャーに迎え，ワークショップ形式の授業

を通してハザードマップの確認を行った。 

指宿小学校では，６年生が「学級活動」でワ

ークショップ形式のグループ協議を行い，ハザ 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

鹿児島県 

 教育委員会名：鹿児島教育委員会 

 住  所：鹿児島県鹿児島市鴨池新町10番１号 

 電  話：099-286-5323 

人口：162万 3千人 

(うち児童・生徒数：217,063人) 

市町村数：43 

学校数：幼稚園 130園  認定こども園 143園 

小学校 515校  中学校 231校 

義務教育学校 ２校 高等学校 90校  

特別支援学校 17校 

主な災害 

●  平成５ 年鹿児島市水害 

● 平成９ 年鹿児島県北西部地震 

● 平成 22年奄美豪雨災害 

● 平成 23年新燃岳噴火  

● 平成 27年口永良部島新岳噴火 

● 平成 30年新燃岳噴火  等 

本県は，日本本土の西南部に位置し，県土は南

西諸島など 28の有人離島を含め南北約 600㎞に

わたり，2,643㎞という長い海岸線を有している。

東側は太平洋，西側は東シナ海に面しており，南

海トラフ巨大地震では，東側で約７ｍ，西側で

4.5mの津波が想定されている。 

これらのことから，津波災害を想定してモデル

地域を指定し，主体的に対応できる児童生徒の育

成を図ることを目的に本事業を実施した。 
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ードマップを作成する授業を実施した。 

丹波小学校では，６年生が「学級活動」でよ

り安全にすばやく避難する方法などについて， 

グループで話合いを深めながら主体的に考える

授業を実施した。 

   菱田小学校では，５月に行った避難訓練後，

鹿児島大学地域防災教育研究センター准教授を

講師に招き，４年生～６年生で授業を実施した。

地震や津波から命を守るための行動や周りの人

の命を助けるためにできる避難方法，地震が起

こる前にしておくべきことなどを学んだ。 

イ 防災に関する実践発表会 

指宿市では，それぞれの学校が，学校間の情

報共有を行い，地震・津波等の災害発生を想定

した実践的な防災教育プログラムを検討し，避

難行動に係る指導方法の開発，改善，普及等を

行うことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ワークショップ形式の授業】 

大崎町では，「みんなで考える防災サミット」

を実施した。当日は，地域住民も合わせて約 240

人が参加し，モデル校の児童生徒や保護者によ

る防災体験や調査結果についての発表，防災に

関する提言により，地域全体の防災意識の向上

を図ることができた。    

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

(1) 避難所生活体験の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【避難所生活体験でのハイゼックス炊飯の様子】 

指宿市では，ＰＴＡと連携して市教育委員会，

市危機管理課，消防署，社会福祉協議会，地区防

災組織等が協力し，教職員，保護者，参加者によ

る１泊２日の避難所体験を行った。実際の非常食

を食べたり，サラダ油，アルミ箔，ティッシュで

明かりを作ったりしたことで，支援活動への関心

が高まり，主体的に責任を果たそうとする児童の

意識が高まった。 

 (2) 被災地支援活動者の講話 

大崎町では，被災地支援活動に取り組んでいた

地域おこし協力隊（菱田小に配置）を講師として，

菱田小学校及び町の学習支援教室で，被災地支援

活動についての講話行った。児童は，身近な人の

被災地支援活動に関する話から，被災地支援を行

うことの意義や大切さを学ぶことができた。 

(3) 公開授業 

大崎中学校では，道徳の授業と関連させた被災

地支援活動の意義や社会貢献への意欲を高めるた

めの授業を公開した。 

授業では，支援者が被災者に接する際にどのよ

うな気持ちで接すればよいかということについて，

生徒同士で役割演技をしながら考えを深めること

ができた。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

 (1) 緊急地震速報端末を活用した避難訓練や引渡し

訓練の実施により，児童生徒，保護者，学校職員

の防災に対する意識が高まった。 

(2) 授業等を公開することにより，実践的な防災教

育プログラムを他校にも周知することができた。 

(3) 学校と保護者，地域，関係機関等が連携した合

同避難訓練や避難所体験を通して，連携の強化を

図ることができた。  

２ 課題 

(1) 危機管理マニュアルの検証を図るとともに，地

域住民・保護者・関係機関との連携の構築など，

学校の安全管理の充実・徹底を図る教育課程を編

成する必要がある。 

（2）本事業の成果を他の学校と共有し，モデル校で 

取り組んだことを参考に，他の学校での防災教育

の一層の充実を図っていく必要がある。 

(3) 災害ボランティア体験活動を教育課程に位置

付けて，意図的・計画的に防災教育を推進してい

く必要がある。  

 (4) 近隣の市町村と防災教育の実践について情報を

共有したり，合同で訓練を実施したりする等，各

市町村当局や教育委員会が連携を深め，地域に根

ざした防災教育を充実させる必要がある。 
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（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：加治木地域、小・３校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) スタントマンを活用したスケアードストレイト手

法による交通安全実演教室の実施 

   姶良市５校（小４校，中１校）の児童生徒約 1,000 

人を対象とした交通安全実演教室を実施した。 

  自転車に乗ったスタントマンが，模擬の交差点を 

飛び出して，車に実際にはねられ，フロントガラス 

に乗り上げるシーンや，自転車同士の衝突実演を見 

て，児童生徒は驚くと同時に交通事故の怖さを実感 

していた。スタントマンの実演の後，正しい通行の 

仕方を児童生徒の代表が実技することで，安全な通 

行の仕方を理解することができた。 

  

【交通安全実演教室】 

(2) 通学路安全アドバイザー派遣による交通安全 

教育の実施 

ア ４年社会科「安全なくらしとまちづくり」 

       通学路安全マップを基に，自分たちでは気付 

かない危険箇所や通行するときに気を付けるこ 

と等についてアドバイザーと確認することがで

きた。また，アドバイザーの的確なアドバイス

により，危険予知能力が高まり，交通安全意識

の高揚が図られた。 

 

【４年生の授業の様子】 

イ １年学級活動「安全な登下校」 

 実際の通学路でアドバイザーから危険箇所等 

の説明を受けることにより，危険箇所が身近に 

あることを捉え，危険を回避する歩行について 

の理解が深まった。まとめでは、発見したこと 

をアドバイザーからの評価してもらうことによ 

り，理解の定着が図られ，安全に行動しようと 

する意識の高揚につながった。 

２ 交通安全に関する児童生徒の安全確保体制の

構築と通学路交通安全プログラムに基づく合同

点検等の実施 

(1) 取組のポイント 

        姶良市内の小学校 17校を３年１サイクルで通 

学路を合同点検する体制が構築され，警察，道路 

管理者，学校関係者等で構成する通学路安全推進

会議を６月，12月に実施し、通学路の安全確保に

ついて定期的に協議する場を設けた。さらに，通

○ 通学路の特徴 

本県は，交通量の多い幹線道路を通学路とす

る学校，交通量は少ないが道幅が狭かったり車

がスピードを出しやすかったりする道路を通学

路とする学校等，学校の立地条件や地域性によ

ってその通学路は様々である。 

都市部においては，人口の増加に伴う商業施

設等の増加により，交通量が増えたり，道路工

事が多かったりする状況にあり，地方では，通

学路の距離が長かったり，安全な歩行スペース

が整備されていなかったりするところもある。 

 また，自転車を利用して通学する中学生も多い。 

  モデル地区の姶良市においては，人口の増加

に伴い，住宅地の開発が進み，道路整備が進む

一方，旧来の住宅地においては，道幅が狭く歩

道が整備されていない道路も数多くある。都市

部においては，大型商業施設が完成し，交通量，

交通の流れが激しく変化し，通学路の危険度が

増している状況にある。 

○ 過去３年間の事故発生件数（小中学校） 

Ｈ26年度 小 173件 中 108件 

Ｈ27年度 小 190件 中 92件 

Ｈ28年度 小 151件 中 86件 

○ 登下校中の主な交通事故 

 ・ 飛び出しや不十分な安全確認による道路横

断中の事故 

・ 不十分な安全確認での交差点進入や未熟な 

自転車操作による事故 
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学路合同点検を円滑に実施するため，通学路合同

点検の事前と事後に通学路合同点検実務担当者会

を実施し，関係機関との密接な連携による合同点

検が実施できるようにした。  

 (2) 通学路安全推進会議 

ア 構成員 

     国土交通省鹿児島国道事務所 

〃 鹿児島国道事務所加治木維持出張所 

姶良・伊佐地域振興局土木建築課道路維持係 

姶良市土木課管理係 

姶良市男女共同参画課生活安全係 

姶良警察署交通課 

鹿児島県教育庁保健体育課学校体育安全係 

姶良市立小・中学校長代表 

姶良市ＰＴＡ連絡協議会代表 

通学路安全アドバイザー 

姶良市スクールガードリーダー 

姶良市教育委員会保健体育課学校体育保健係 

 イ 協議内容 

(ｱ)  第1回通学路安全推進会議 

・ 年間事業計画について 

・  事業の取組内容の確認 

(ｲ)  第２回通学路安全推進会議 

・ 通学路合同点検箇所の対策の確認 

・ 推進事業の検証、今後の安全推進  

(3) 通学路合同点検実務担当者会 

ア 構成員 

 国土交通省鹿児島国道事務所 

〃 鹿児島国道事務所加治木維持出張所 

姶良・伊佐地域振興局土木建築課道路維持係 

姶良市土木課管理係 

姶良市男女共同参画課生活安全係 

姶良警察署交通課 

鹿児島県教育庁保健体育課学校体育安全係 

姶良市立小・中学校長代表 

姶良市ＰＴＡ連絡協議会代表 

通学路安全アドバイザー 

姶良市スクールガードリーダー 

姶良市教育委員会保健体育課学校体育保健係 

イ 協議内容 

(ｱ) 第１回通学路合同点検実務担当者会 

・  合同点検箇所と点検方法の確認 

 ・ 合同点検計画の確認 

   (ｲ) 第２回通学路合同点検実務担当者会 

・ 点検箇所の対策の確認 

・ 対策の方向性と今後の見通しについて 

ウ 通学路合同点検の実施 

(ｱ) 構成員 

       姶良・伊佐地域振興局土木建築課道路維持係 

姶良市土木課管理係 

姶良警察署交通課 

通学路安全アドバイザー 

スクールガードリーダー 

学校関係者 

市教育委員会保健体育課学校体育保健係   

(ｲ) 通学路合同点検の実際 

     ６校９箇所の合同点検を実施した。現場の様 

子を確認し，実施可能な対策について関係機関 

がそれぞれの立場で検討した。 

 
【通学路合同点検の様子】 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

(1) 通学路合同点検の結果を学校ごとのシートにま

とめ，改善状況をわかりやすく工夫することによ

り，改善率が 44％と向上した。 

(2) 通学路安全アドバイザーを活用した授業の実施

や交通安全に関する様々な取組を各学校の中核教

員を中心に実施，継続した啓発活動を行うことによ

り，家庭と連携した安全指導の充実が図られた。 

(3) 各校区でのソフト面の対応が 100％実施され，市

内小中学生の事故件数が 56％減となった。   

２ 課題 

(1) 通学路安全アドバイザーの交通安全教育授業への

積極的活用に努め，児童生徒の安全指導についての

実践をさらに充実させる必要がある。 

(2) 中核教員の意見交換ができる場を設定し，横の連

携を図ることで，広く情報発信ができる体制を構築

していく必要がある。 

(3) 通学路合同点検実施後の対策を，関係機関と連携

を図りながら確実に実施する必要がある。 

(4) 通学路危険箇所における対応状況ついて，関係団

体で随時情報を共有していく必要がある。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：沖縄県海抜 10ｍ未満及

び「津波浸水予想図（H26）」危険域に立地する地域、

高・17校、特支・５校） 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 学校防災対応システム導入校連絡協議会 

 ○構成員 47名 

 ○内容  

・事業概要説明 

・学校防災アドバイザーによる講義 

・モデル校（高校１校、特別支援学校１校）の 

実践報告 

  ・校種別グループ協議 

(2) 実施概要 

  ○学校防災対応システム導入校連絡協議会の有識

者（琉球大学の神谷大介准教授）による学校防災

マニュアルの点検・助言を受けることで安全確保

に向けた体制の改善を図った。 

(3)モデル校の主な取組 

 ・県立知念高等学校 

   緊急地震速報システムを活用した避難訓練

を複数回実施し、予告なしのシェイクアウト訓

練等を実施した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

    【緊急地震速報を活用した避難訓練の実施】 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

沖縄県 

 教育委員会名：沖縄県教育委員会 

 住  所：沖縄県那覇市泉崎1-2-2 

 電  話：098-866-2726 

 

○人口：１４４万人（うち児童・生徒数：１９万人） 

○市町村数：４１    

○学校数：公立学校 

小学校２６６校  中学校 １４９校  

高等学校６０校   特別支援学校 ２１校 

○主な災害 

(1) 平成１５年 台風１４号 

(2) 平成２４年 台風１５号、１６号、１７号 

(3) 平成２６年 台風８号 

(4) 平成２７年 台風２１号 

(5) 平成２８年 台風１８号 等 

本県は、日本列島の南西端に位置し、アジア大

陸の東縁を九州の南から台湾の東部に位置する

与那国島まで、弓状にカーブを描いて伸びる

1200ｋｍに及ぶ南西諸島のほぼ南半分を占めて

いる。 

沖縄県海抜 10ｍ未満及び「津波浸水予想図

（H26）」危険域に立地する県立高校 17 校、特別

支援学校５校については、地震・津波災害に対す

る安全対策が必要であることから、緊急地震速報

システムを導入。学校防災対応システム導入校連

絡協議会を開催し、学校防災アドバイザーの指導

助言やモデル校の実践報告を通して防災教育に

関する情報の共有を図るため事業を実施した。 
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・県立泡瀬特別支援学校 

液状化や地盤沈下等で車椅子での避難ができない 

状況に対応できるようにおんぶ紐や担架等を使っ

ての徒手搬送研修を行った。 

 震度５の強い揺れが起き、沖縄県全域に大津波警

報が発表された想定で、一次避難場所の太田建設へ

児童生徒を避難させる訓練を行った。その際、県立

総合教育センター職員と合同で訓練を行い、教育セ

ンター職員には非常用持出品の搬出や児童生徒の

搬送支援を依頼し、連携が図れた。 

 

 

 

 

   

 

 

 

        【徒手搬送研修】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震・津波避難訓練】 

  

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 取組の成果 

・ 県立学校の学校防災対応システム導入校を一

同に介し、モデル校の実践報告を通してシステ

ムを有効活用した訓練の重要性の再確認ができ

た。 

・ 学校の実情に応じた取組を行ったことにより

児童生徒の防災に対する関心・意識が高まっ

た。 

・ 有識者（大学准教授・気象台職員）による指

導助言をいただき各学校における防災課題につ

いて理解を深め、防災意識を高める事ができた。             

また、避難訓練の内容や方法等の工夫・改善

を図る事ができた。 

・ 県健康教育大会の学校安全部会において本事業 

 の取組に関する紹介をするとともに、モデル校２校 

の地震・津波避難マニュアルを県内公立学校へ送付 

するなど防災教育の普及啓発を図ることができた。 

・ 訓練内容の検討を行い、重点的なねらいや避難で 

 必要とされる徒手搬送の訓練を設定することができ

た。 

・ 各訓練や研修を通して、職員や児童生徒の災害時 

に必要になる基礎的な対応能力を高めることがで

きた。 

・ 研修や訓練等に保護者や有識者が参加できる機会 

 を設定することができ、それぞれの視点から成果や

課題を知ることができた。 

 

   

 

 

 

 

 

 

【連絡協議会：有識者の講義】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【連絡協議会：校種別グループ協議】 

 

(2)課題 

・ モデル校での成果や課題が、他の学校や地域に

引きつながれるように周知していく必要がある。 

・ 今後は、避難先での保護者への引き渡しや避難 

  場所での対応が円滑に行われるためにも市町村担 

当部局や地域住民との綿密な打合せが必要であ 

る。 

 ・ 保護者への啓発として授業参観日に訓練を設定

したが保護者の参加が少なかった。 

  ・ 医療的ケアが必要な児童生徒も参加できる訓練

を今後検討が必要。 

・ 近隣の学校や地域と連携した避難訓練を実施す

る必要がある。 

―140―



 

 

（防災に関すること） 

（登下校を含めた日常的な学校の安全を確保する体

制の整備） 

 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

    

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

 

１ 安全教育手法の開発・普及 

学校防災アドバイザーである川端信正氏（日本災害 

 

情報学会元理事兼事務局長）を講師に招き、防災訓練 

や防災講演会をモデル校にて実施した。防災訓練にお

いては、津波を想定した二次避難時の安全確保や地域

との連携等について助言を行った。防災講演会では、 

教職員、保護者、地域住民に対し、「学校・地域がつく 

る避難所～開設のあり方と留意点」をテーマに実施し

た。 

 

（１） 千葉市立生浜小学校避難訓練 

  

ア 日時 １１月２日（木） １２：５０～ 

 

 イ 概要 生浜小学校は海抜の低い地域に位置する

ため、津波警報が発表された際には、高台

へ避難をする必要がある。それを踏まえ、

近隣に位置し、高台にある近隣小学校と連

携し、地域住民や消防団等の協力を得て訓

練が実施された。避難経路となる道路上の

誘導ポイントなど、事前に関係者との打合

せがしっかりと行われていたため、当日は

児童をスムーズに誘導することができた。 

  

ウ 防災アドバイザーからの助言 

   

・事前に地域住民や消防団等との打合せがしっか 

りと実施されており、大変スムーズに訓練が行 

われた。日常的にこうした連携が図れていると 

いうことは、実際に災害が起きた場合に有効で 

ある。 

  ・防火扉の入り口には、目立つ色のラインを引く 

など危険を知らせるような表示をするとよい。 

  ・避難経路上に高圧電線が通っていたり、崩れる

ことが予想されるブロック塀などがあるため、

実際の災害の際には、通行できない可能性もあ

る。そうした場合に備えた経路も考えておく必

要がある。今後は、避難する際の留意点につい

て児童に理解させ、児童が地域を調査して安全

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

千葉市 

 教育委員会等名：千葉市教育委員会 

 住  所：千葉県千葉市中央区問屋町１－３５ 

 電  話：０４３－２４５－５９４３ 

○人口：97万人（うち児童・生徒数：74,819人） 

○区数：６区    

○学校数：幼稚園 0園  小学校111校 

    中学校55校  高等学校2校 

    特別支援学校3校 

○主な災害 

● 昭和62年千葉県東方沖地震 

● 平成24年東日本大震災      等 

本市は千葉県の中央に位置し、東京湾に面して

いる。今後、東海地震等が発生した場合、水深が

浅い東京湾でも、千葉市において３ｍ弱の津波が

発生すると想定されている。そこで、地域の実態

により高台にある近隣小学校への二次避難が必

要となり、地域と連携した避難訓練を実施してい

る学校をモデル校とした。 

また、本市では、すべての学校において年間、

複数回の避難訓練を実施しているが、登下校時に

おける避難訓練を実施している学校は少ない。そ

のため、地域と連携しながら、登下校時の避難訓

練や引き渡し訓練を積極的に取り入れている学

校をもう一つのモデル校とし、その取組を市内に

発信する。 
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マップを作成すれば、安全に対する意識をより

一層高めることができる。 

   

       【二次避難の様子】  

  

         【地域との連携】 

 

（２）防災講演会 

  

【千葉市立生浜小学校】 

ア 日時 １１月２日（木） １５：１５～ 

 

 イ 会場 生浜小学校研修室 

 

ウ 講師 川端信正 氏（学校防災アドバイザー） 

  

エ テーマ「学校・地域がつくる避難所 

          ～開設のあり方と留意点～」 

オ 講演内容 

  ・地域と学校の連携 

・過去の災害における避難所の実際 

・運営組織づくり 

・学校再開に向けての取組 

・児童生徒の被害者支援 

・災害時のための備蓄の重要性 

・自助・共助の必要性     等 

 

 

カ 参加者の感想 

  ・災害が起こってからでは遅く、事前に地域の担 

当者と学校が共通理解を図っていくことが大切 

だと感じた。 

 ・実際に避難所が開設された場合に備え、避難者 

名簿の作成やトイレの問題など、具体的な対応 

の仕方について考えておく必要があると感じた。 

・災害時に備え、地域、学校が協力をして平常時 

から対策を練っておく必要があると感じた。 

  

       【防災講演会の様子】 

 

２ 学校の安全管理体制の構築・強化 

 学校防災アドバイザーである川端信正氏（日本災害

情報学会元理事兼事務局長）を講師として派遣し、防

災訓練や防災講演会をモデル校にて実施した。防災訓

練においては、保護者への引き渡し訓練、引き渡しが

できない児童への対応等について助言を行った。また、

３月に実施される、下校時における地域合同避難訓練

の実施計画、留意点等について助言を行った。防災講

演会では、保護者、地域住民に対し、「災害から地域を

守る～住民と学校の取組～」をテーマに講演し、地域

と連携した防災体制の構築を図った。 

 

（１）千葉市立誉田小学校避難訓練 

 

ア 日時 ９月１日（金） １３：４０～ 

  （下校時の訓練は３月実施予定） 

 

イ 概要 地震を想定し、近隣小学校と同時刻に避

難訓練を行った。校庭への避難後、体育館

にて、引き渡し名簿をもとに、保護者への

引き渡し訓練が実施された。事前に保護者

との連携を十分に図っていたため、スムー

ズに引き渡しが行われた。また、引き渡し

ができない児童については、地域ごとに色
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分けされた旗を教職員が持ち、誘導しなが

ら帰宅させた。 

     また、訓練後には３月に実施される地域

と連携した登下校時の避難訓練について、

学校防災アドバイザーから助言を受けた。 

 

ウ 防災アドバイザーからの助言 

 

・保護者への引き渡し訓練は、事前に保護者と連 

携がしっかりとなされていたため、大変スムー 

ズであった。こうした、日頃からの連携は、学 

校の防災体制の確立に有意義である。 

  ・避難の際には両手が空くことが大切であり、日 

頃から「本当に必要なものは何か」について考 

えておくことが必要である。 

  ・災害は、在校中や在宅中に起きる場合だけでは 

ない。３月に実施される、下校時における地域 

合同避難訓練については、地域住民の方に敷地 

を借用したり、児童の誘導に協力していただい 

たりしている。こうした連携を今後も強化して 

いくとともに、反省をもとに、学校の安全管理 

体制を再構築していく必要がある。 

 

【引き渡し避難の様子】 

 

        【教職員の誘導】 

（２）防災講演会 

 

 【千葉市立誉田小学校】 

ア 日時 １２月２１日（木） １３：１５～ 

  

イ 会場 誉田小学校研修室 

 

ウ 講師 川端信正 氏（学校防災アドバイザー） 

  

エ テーマ「災害から地域を守る 

          ～住民と学校の取組～」 

 

オ 講演内容 

   

・建物の倒壊や家具の転倒・散乱の危険性 

・学校が所在する地域を知ることの必要性 

・災害発生後の学校の対応について（時間帯別） 

・児童生徒の保護者への引き渡しとその問題点 

・避難所としての学校のあり方 

・学校の安全教育計画・安全管理体制 

・児童生徒の心のケア    等 

  

カ 参加者の感想 

  

 ・避難所開設については、自治会等との連携が必 

要で、実際に訓練も行われているが、授業再開 

のことを考慮した学校の利用を含め、日頃から 

話し合うことが必要だと感じた。 

  ・平常時に、非常時の学校側の対応を保護者に理 

解してもらっておくことが必要だと感じた。 

  ・校舎内の安全対策の視点、防災訓練時の安全対 

策の視点について知ることができた。これは平 

常時の備えとなり、減災につながると感じた。 

 

    

【防災講演会の様子】 
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Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）成果 

 

ア 避難訓練について 

学校の所在する地域が、二次避難の必要となる場所

になるため、津波を想定し、高台にある近隣学校への

避難訓練を実施するとともに、地域住民の方との連携

のあり方等について学校防災アドバイザーに助言をい

ただいた。 

 

・当日は、消防団やセーフティウォッチャーにも協力 

いただき、より実践的な避難訓練となった。 

・事前指導や消防団やセーフティウォッチャーの避難 

誘導等により、児童は避難時の留意点について学ぶ 

ことができ、意識の向上につながった。 

・事後の協議会で学校防災アドバイザーから助言をい 

ただくことにより、教職員は、避難経路における危 

険個所についての視点を知ることができた。 

 

イ 防災講演会について 

学校防災アドバイザーを講師として派遣し、「学

校・地域がつくる避難所～開設のあり方と留意点～」

をテーマに、講演会を開催した。 

 

・避難所運営については、実際に災害が起こってから 

では対応が難しいため、平時より地域と学校の話し 

合いの必要性について、地域の方と共通認識を持つ 

ことができた。 

・学校が避難所となった場合、学校としての対応の仕 

方について検討する必要性を、再認識することがで 

きた。 

 

（２）今後の課題 

 

  自然災害から自分の身を守るために、自ら考え、 

主体的に行動できる児童の育成をめざし、教育活動 

を展開する必要がある。そのためにも、今後はカリ 

キュラムマネジメントによる教科横断的な視点で、 

安全教育の充実を図る必要がある。 

 また、防災アドバイザーからの助言をもとに、今 

後も地域の方との連携を図り、よりよい防災教育の 

実施に向け、検討をしていく。 

 

２ 学校の安全管理体制の構築・強化 

（１）成果 

 

ア 避難訓練について 

避難訓練時における保護者への引き渡し訓練の様

子を、学校防災アドバイザーに観察していただくとと

もに、３月に実施される、下校時における地域合同避

難訓練の、計画や地域住民の方との連携のあり方等つ

いて助言をいただいた。 

 

・引き渡し訓練は、保護者の協力もあり、より実践的 

な避難訓練となり、子どもたちの意識も向上した。 

・防災アドバイザーの助言により、平常時に非常時の 

学校側の対応（引き渡し時のマニュアル等）につい 

て、保護者に理解していただくことの重要性を再確 

認することができた。 

・下校時における地域合同避難訓練について助言をい 

ただくことにより、留意点等について確認すること 

ができた。 

 

イ 防災講演会について 

学校防災アドバイザーを講師として派遣し「災害か

ら地域を守る～住民と学校の取組～」をテーマに、講

演会を開催した。 

 

・地域と連携した訓練を実施しているが、災害後の避 

難所における授業再開を考慮した取組について、自 

治会と連携し、取り決めを構築する必要性を再確認 

した。 

・学校の安全管理や効果的な避難訓練の方法等につい 

て学ぶことができ、今後、計画等を立てる際に役 

に立つ内容であった。 

 

（２）今後の課題 

 

  下校時における一時避難訓練（二次避難場所は誉 

田小学校）の実施には、地域の方の厚意で自分の土 

地を児童の避難場所として使用できるようにした 

り、ＰＴＡ主導で保護者への引き渡しを行ったりし 

ている。今後は、今回助言をいただいた内容を生か 

し、現在指定している避難場所が必ずしも安全でな 

いことを想定した訓練を設定する必要がある。 

  また、今回の事業で確認した内容を踏まえ、児童 

主体で登下校の安全マップ作りに生かすとともに、 

来年度の学校安全計画や、危機管理マニュアルに盛 

り込んでいく。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 都道府県の規模及び地域環境 

１ 都道府県の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：中島地域、小・１校、

中・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1)小中一貫実践研究校（モデル校）における継続

的かつ系統的な防災教育の推進 

 ア 小中一貫教育ならではの教職員の協働や児

童生徒間の交流を通した、学習の発展性を考慮し

た防災学習の展開 

 イ 自助・共助の視点から自分の役割を自覚し、

社会へ奉仕・貢献できる児童生徒の育成 

(2)地域と学校との連携を踏まえた新たな防災計画

の作成 

 ア 地域と学校等が連携して連絡会議を行い、地

域の防災体制の強化につながる実践的な防災教

育について協議 

 イ 緊急地震速報受信システムを活用した避難

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

静岡市 

 教育委員会名：静岡市教育委員会 

 住  所：静岡市清水区旭町６番８号 

 電  話：０５４－３５４－２５１８ 

○人口：７０万9千人 

（うち児童・生徒数：４万９千人）    

○学校数：小学校 ８２校 中学校 ３９校  

小中学校４校高等学校２校 

○主な災害 

(1) 昭和49年7月7日台風８号（七夕豪雨） 

 静岡市の24時間連続雨量は508mmを記録。 

  安倍川、巴川では各所で決壊・氾濫が発生す

るとともに崖崩れ・土砂崩れが発生し、27

名が犠牲になった。 

(2) 平成21年8月11日 静岡地震：御前崎沖

駿河湾で発生。地震の規模は M6.5、最大震

度６弱、静岡市では５強を観測。 

(3) 平成26年10月４日～６日 台風18号 

浜松市付近に上陸、静岡市葵区鍵穴で最大時

間雨量 87ｍｍを記録するなど、各地で浸水

被害があった。 

静岡市は、静岡県の東西間のほぼ中央にあり、

葵区、駿河区、清水区の３区で構成されている。

南北 83.1km、東西 50.6km、北は赤石山脈（南

アルプス）、南は太平洋駿河湾に面している。葵

区は旧静岡市の東海道線の北側に位置し、静岡駅

周辺の商店街とその周辺の住宅街、赤石山脈まで

南北に繋がる中山間地に分類される。市街地付近

はかつて河川・沼だったところを埋め立てて造成

された地域があるため、地震による液状化や、火

災が発生した場合、密集している地域では延焼被

害が予想されている。一方、中山間地と市街地で

も背後に山を抱えている地域は、大雨による土砂

災害の危険性がある。 

清水区は静岡市が合併する以前の旧清水市を 

さす。清水区の北側は山梨県堺に位置し土砂災害

の危険性がある。また興津川・巴川沿岸部では大

雨による河川被害が想定されている。 

 駿河区は東海道線南側に位置し、駿河湾沿岸部

まで続いている。駿河区と清水区の沿岸部は、静

岡県第４次地震被害想定によると、レベル１で最

大７ｍの津波が、レベル２で最大11～12ｍの津波

が予想されている。モデル校に指定された中島

小・中島中学校両校ともに津波浸水区域にあり、

地震発生後、最短で５分程度で津波の第１波が到

達するとの想定がされている。 

 本事業は、小中一貫教育実践校における系統的

発展的な防災教育の推進と地域との連携により、

小中学生が地域の貢献活動への理解を深めるもの

である。東日本大震災の被災地を訪問した児童生

徒が被災者の思いを繋げることで、被災地支援を

風化することなく、小中学生が原動力となって地

域の防災強化の役割を担っていることを認識させ

たい。 
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訓練や、地域防災訓練を全児童生徒と保護者、地

域で行いより実践的な防災計画を作成 

(3)行政や家庭と連携した防災啓発品の開発 

 ア 行政が作成した被害想定に加え、まち歩きや

地域の方々からの聞き取り等、児童の視点からつ

くる地域防災マップの全家庭への配布 

イ 発災時、保護者と離ればなれになった時をイ

メージし、自身が困難から乗り越えるために何が

必要かを考え事前に供える防災ボックスの作成 

 

 

 

 

 

 

 

防災マップを連合自治会長・教育長へ贈呈 

(4)防災教育推進のための中核教員の位置づけと防

災アドバイザーの派遣 

 ア 小中連携による防災教育推進のため、校内体

制を整備する中核教員を位置づけ、地域との連絡

調整や児童生徒が地域の一員として貢献し喜び

を実感できる体験活動を実施 

イ 防災アドバイザーや市危機管理関係部局職員

を派遣、防災の基礎的・基本的な事項の理解や災

害時の状況を具体的にイメージし、緊急時でも適

切に考え判断できる児童生徒を育成 

 

２ 被災地支援を通した体験型防災教育の推進  

(1)支援者としての視点から児童生徒の視野を広げ

る被災地ボランティア体験 

ア 東日本大震災で被災した東北３市の学校や地

域の方々との交流活動 

イ 現地視察や語り部からの被災状況をとおして、

子どもの立場で考える被災者支援と地域防災体

制強化への協力 

(2)学習の成果発表会の開催と防災体制への反映 

ア 被災地での交流活動や現地視察を通して考え

た日頃の供えや被災者支援、地域への貢献など、

学習の成果を全校児童生徒へ伝達、一人ひとりが

防災を考える発表会を開催 

イ 自分たちに求められる役割や地域への貢献活

動など参加者による意見交換から子どもの視点

から地域・校内防災計画に反映 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

(1)防災教育をモデル校で実践する小中一貫教育の

「しずおか学（地域を学ぶ学習）」の中心に位置づけ、   

他教科と関連づけながら教科横断的に学習する教

育活動を編成した。 

(2)教職員の協働と小中学生が合同で行う体験活動を

通して、お互いの信頼感を高め、発達段階に応じて

役割や立場を自覚した交流ができた。 

(3)緊急地震速報による抜き打ち訓練など、想定別訓

練を継続して行った。地域公開日には保護者や地域

住民が参加、避難行動や避難時の校舎利用など共通

理解を深めた。 

(4)連合自治会長を中心に地域が小中学生を育てると

いう意識が浸透し、６つの町内会がまとまり、共通

認識の中で学校との協働体制が構築できた。 

(5)地域防災訓練に小中学生全員が参加するため、自

治会・町内会が綿密な計画を立案した。地域の人々

を知り活動に参加することによって防災対応力が

強化することを実感を伴って感じた。 

 地域防災訓練で負傷した小学生を搬送する中学生 

(6)中核教員を位置づけることによって小中学生相互

の交流を図りながら校内の防災教育を推進、危機管

理部局など関係機関との連携が円滑に進み、体験的

な防災学習を多数実施した。実践した内容は単元構

想案としてまとめられ、校内の防災教育の基礎がで

きた。 

(7)東日本大震災被災地でのボランティア体験児童生

徒・教職員の報告会を実施、現地での交流活動や遺

構視察などから感じた思いを自分の言葉で聴講者

に伝えた。地域に貢献できる有用な人材になること

の大切さを話す児童生徒が多かった。 

２ 課題 

(1)各自治会・町内会長は、地域が児童生徒を育てる

ことの重要性を強く感じているものの地域で活動

する際の指導者不足を懸念している。地域の次世代

の後継者である保護者を巻き込んだ小中学生の防

災活動の活性化など、地域・学校・保護者とのさら

なる連携が必要である。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ 市の規模及び地域環境 

１ 市の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：京都市，小・７校，  

中・２校，高・１校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）緊急地震速報受信システムの設置（８月） 

待鳳小学校，仁和小学校，御所南小学校， 

九条弘道小学校，梅津北小学校，樫原小学校， 

醍醐小学校，山科中学校，西陵中学校， 

   京都堀川音楽高等学校 

（２）緊急地震速報受信システムを活用した避難訓練

の実施（１０月～１月） 

 各校において，前日までに地震発生時の心構え

や避難方法についての事前指導を行い，緊急地震

速報受信システムの速報音を数回聞いて音に慣れ

るようにした。 

中間休みなど授業時間以外に地震が発生するこ

とを想定した避難訓練や，児童・生徒への事前予

告をせずに実施する避難訓練，窓ガラスが割れ避

難経路にガラスが散乱したり，物が倒れたりして

通路を塞いで通れないなど，様々な状況を想定し

た避難訓練を実施した。 

  

（３）学校防災マニュアルの修正（２月） 

  避難訓練時や第２回推進委員会での学校防災

アドバイザー等の指導助言をもとに，事業実施校

が学校防災マニュアルを修正し，事務局において

内容を確認した。 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 緊急地震速報受信システムを活用した避難訓

練の実施 

（１）取組の成果 

   ア 児童・生徒がシステムの報知音を聞いたあ

との初期対応で，迅速に机の下へ身を隠すと

ともに机の脚をしっかり持てるようになっ

ている。 

   イ 二次避難時に，ＡＥＤや救急箱，保護者へ

子どもを引き渡す際の書類といった必要物

も担当の教職員がきちんと持って避難出来

ていた。 

    ウ 揺れがおさまった想定の後，まず教職員に

よって避難経路が安全かどうかの確認を行

い，その後教職員の指示を受けた児童が廊下

に整列し，避難経路にしたがって静かに落ち

着いた避難行動ができるようになっている。 

   エ 避難訓練の実施前と実施後にアンケートを

実施し，児童生徒の意識の変化について比

較した。緊急地震速報受信システム設置校

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

京都市 

 教育委員会等名：京都市教育委員会 

 住  所：京都市中京区寺町通御池上る 

上本能寺前町４８８ 

 電  話：０７５－７０８－５３２１ 

人口：約１４７万人 

（うち児童・生徒数：９７，８８８人） 

学校数：幼稚園１５園  小学校１６４校 

    中学校７３校  高等学校１０校 

    総合支援学校８校 

主な災害 

○平成７年の兵庫県南部地震により，京都市で 

震度５を記録 

○平成２５年９月の台風１８号により，初めての 

 特別警報が京都府，滋賀県，福井県に発表され， 

 京都市内では，浸水，土砂崩れ，全面通行止め 

 等の甚大な被害があった。 

本市の位置する京都盆地は，断層運動による基

盤岩の断裂，破壊，上昇，沈降によって形成され

た東西約１０km，南北約２０km の構造盆地で

あり，東側には同じ断層起源の山科盆地を伴って

いる。 

南海トラフ巨大地震の想定では，最大震度６強

～６弱の震度が想定されている。 

本事業においては，小・中学校計１０校におい

て，緊急地震速報受信システムを設置し，これを

活用した避難訓練等を実施することとした。 
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全体の緊急地震速報の報知音の認知度が実

施前では８１％であったが，実施後には 

９５％に上昇している。 

小学校においては報知音が鳴った際に教

職員の指示が無くても一次避難行動を取れ

ると答えた児童が ７５％から８６％に上

昇している。さらに，学校以外に外出して

いる時に報知音が鳴った際，避難行動を取

れると答えた児童は ５２％から６３％に

上昇している。 

 

 （２）取組の課題 

   ア 避難経路に児童生徒が集中してスムーズに

移動出来ないといったことがないように，避

難経路の分散化と二次災害（火事等）を想定

して避難経路を複数確認しておくこと。 

   イ 休み時間等での実施や一部避難経路の倒

壊，放送設備が使えない状況など，様々な場

面を想定した訓練の実施。 

   ウ 緊急地震速報受信システムが設置されてい

ない学校園においても，教職員の防災・危機

意識をさらに高められるような避難訓練方

法の工夫。 

   エ 有事の際，地域の自主防災組織等と連携す

るなどの協力体制をしっかり築くこと。 

   オ 小学校に対して，中学校，高等学校では避

難訓練実施前と実施後で生徒の防災の意識

に大きな変化は見られなかった。今後はシェ

イクアウト訓練等を定期的に行うなど，意識

を高めていく必要性。 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）市長部局との連携のもと，下記の取組を実施。 

ア スタントマンが事故を再現し，交通事故の衝

撃や恐怖を実感することにより危険を認識さ

せるスケアード・ストレイト方式による自転車

交通安全教室の実施。 

【平成２９年度実施校数：京都市立中学校１０校】 

イ 自転車に関する政策提言などを行うＮ Ｐ

Ｏ法人から，自転車事故の多い世代である中

高生を対象に，画像を使用し分かりやすい，

座学形式の自転車交通安全教室を開催。 

【平成２９年度実施校数：京都市立中学校７校 

（８回実施）・高等学校１校】   

ウ 中高生は事故を起こした際に加害者になる

ケースが多くなっており，一般社団法人日本

損害保険協会の協力により，「事故を起こさ

ないための自転車の安全な乗り方」，「事故を

起こした場合のリスクや社会的責任」等を学

べる教室を開催。 

【平成２９年度実施校数：京都市立中学校３校・

高等学校３校】 

 

（２）ＰＴＡや地域各種団体，所轄警察等の関係機関

の協力の下，講義と実技指導による講習を通して，

自転車の安全な乗り方や交通ルール・マナー，自

転車の整備点検などを学習する自転車交通安全

教室を京都市立小学校全校 （１６４校）におい

て実施。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

 １ 取組の成果 

 ア 発達段階に応じた自転車交通安全教室を実

施することにより，「自転車の正しい乗り方」や

「自転車に乗る時のルールやマナー」など，系

統的な学びに繋がった。 

イ 自転車交通安全教室実施後に，アンケートを

実施した。座学形式の自転車交通安全教室では，

自転車安全利用に関する意識変化の質問に対し

て，安全に対する意識が変わったと回答した生

徒は ９１％であった。また，スケアード・ス

トレイト方式の自転車交通安全教室では，自転

車交通安全教室は今後の自転車利用の役に立つ

と回答した生徒は９８％であり，生徒の自転車

安全利用の意識向上に繋がっている。 

   

２ 取組の課題 

   自転車交通安全教室実施後，自転車安全利用の

意識は高まっているものの，ルールやマナーを守

れると回答した生徒は４１％に留まっており，守

りたいと答えた５２％の生徒や，守れないと答え

た７％の生徒がルールやマナーを守れるよう，継

続的に安全教育を行っていく必要がある。 

 

 

〇登下校中における主な交通事故 

 京都市内ではないが，平成２４年４月２３日に

京都府亀岡市において集団登校児童等が死傷する

事故が発生。 
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（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

（１）京都市立南大内小学校の６年生が，総合的な

学習の時間を活用して，地域の方や警察・消防

の方とともに地域を回り，防犯と防災の視点か

らグループに分かれてタウンワークを行い，安

心安全マップに地域の危険個所や安全のための

工夫を落とし込んだ。 

６年生の児童は，出来上がった安心安全マッ

プをもとに，５年生児童や地域，警察・消防の

方の前で成果発表会を開催し，それを受けた５

年生が６年生と話し合って，今後自分や自分た

ちの地域を安心安全な街にするためにはどのよ

うなことに気を付けたらよいのかを話し合った。 

       

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

（１）セーフティプロモーションスクール認証校で

ある京都市立養徳小学校において，子どもたち

の安全・安心を確保する学校体制を基盤に，子

どもたちが「自ら危険を察知し，その場その時

で取るべきより良い行動について考え，判断し，

行動に移せる力」を身に付けられる取組を実施

した。 

併せて，教職員に対する緊急時の対応研修や

安全教育の研修を通して，危機管理意識の向上

に努めた。 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

 （１）取組の成果 

    本取組も今年度で３年目となり，昨年度の子

どもたちの要望が地域を動かし，子どもたちが

指摘した箇所に防犯カメラが数台設置されるこ

ととなった。このことは子ども達にも紹介され，

主体的に取り組もうとする意欲付けとなっていた。 

６年生の学習の振り返りの中には，「細くて

暗い路地が，ぼくの住んでいる家の周りには多

いので，不審者に気をつけようと思いました」

や「110 番の家やひなん場所は，あらかじめ頭

に入れておくことが大切だと思った」，「危険

な場所は通らないようにしたり，できるだけ早

く帰るようにしたりして犯罪に巻き込まれない

ようにする」など，危険に気づき，回避する行

動に結びつける記述が多くあり，ねらいの一つ

でもある，危険に巻き込まれない具体的な対処

につなげることができた。   

（２）取組の課題 

   指導時間の確保が難しい。特にマップの作成

と報告会（地域や関係団体，下級生が参加）の

準備に大変な時間と労力がかかる。計画的に行

わないと指導時間が長くなる。 

 今後も引き続き，地域の協力を繋いでいく必

要があり，学年内，学校内にとどまることなく

今回のように地域や下級生に発信し，地域の取

組としても続けていくことが大切。 

 

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

するシステムの構築 

（１）取組の成果 

平成２７年度に作成した養徳小学校独自の

「安全教育カリキュラム」（６年間で学ばせたい

内容等を児童の発達段階に合わせて系統立てて

作成）・「危機管理マニュアル」（緊急時対応の共

通理解や教職員の安全管理意識の向上等を掲

載）である「養徳スタンダード」を基に計画的・

系統的な安全学習を展開できた。 

消防署と連携した避難訓練では，煙の中を避

難するなど，実際の火災に近い想定で避難訓練

の実施ができ，安全意識や安全知識の向上に繋

がった。 

 

（２）取組の課題 

安全教育に充てられる時数が限られていく

中，「安全教育カリキュラム」の内容の精選を測

り，子どもに学ばせたい内容はしっかり押さえ

つつ，内容のスリム化を図るとともに，教職員

の人事異動に左右されることなく取り組めるこ

と，教職員の危機管理意識を向上させていく必

要がある。また，子ども達が日々の生活の中で

危険を予測して自らの行動を制御し，回避する

思考力や実践力等の身に付けた内容を実生活に

つなげるため，年間を通じて継続的に安全教育

に取組み，さらに工夫，改善していく必要があ

る。 

〇学校管理下における重大事故 

平成２４年度  夏季休業期間中の水泳指導中に

おける死亡事故。 

平成２６年度  理科の授業中における火傷事故。  
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（防災に関すること） 

Ⅰ 市の規模及び地域環境 

１ 市の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・神戸市全域 校種毎の数：Ⅰ１参照 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 地域に応じた防災教育の研究推進 

ア，津波等の危険性の高い地域での推進校園の取組 

 ＜渚中学校の取組＞ 

  「釜石の奇跡」につい 

 てのＤＶＤを視聴した後 

 地震による津波を想定し 

 た避難訓練を実施した。 

 振り返りを行い、安全 

 な避難経路を全員が確認し、防災意識を高めていっ 

 た。また、学校が避難所になることも十分に考えら 

れるため、兵庫県立大学大学院の指導のもと、防災 

シミュレーションゲーム（写真）を行った。グルー 

プで話し合いながら、安心・安全な避難所となるに 

は、どのような工夫が必要かを確かめ合い、実践力 

へとつなげていった。 

 生徒から毎年「防災ジュニアリーダー」を募集し 

ている。（全生徒数 507名のうち51名の応募）その 

メンバーが、防災に関する様々な活動のリーダー役 

となり、生徒主体で防災教育を推進している。 

 

イ，土砂災害等の危険性が高い地域での推進校園の

取組 

 ＜美野丘小学校の取組＞ 

 六甲山の斜面に立地している本校では、土砂災害 

の危険性についての学習を深めるために、六甲砂防 

事務所の方に来ていただき，土砂災害が起こる訳や 

砂防ダムの役割について説明していただいた。 

災害土砂災害の種類やその前触れを知ることで， 

自分たちの命が守れることを学んだ。また，砂防ダ

ムについては，模型を見ることで，より分かりやす

く被害を防げることを学んだ。 

 また、フィールドワークによって、実際に校区内

の様子を観察したことで、より実感を伴った理解に

結びついた。(次頁写真) 

 

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

神戸市 

 教育委員会名：神戸市教育委員会 

 住  所：神戸市中央区加納町６－５－１ 

 電  話：０７８－３２２－５８１１ 

○人口：153万人（うち児童・生徒数：12万人） 

○市町村数：１ 

○学校数：幼稚園 41園 小学校 163校 

     中学校 83校 高等学校 ９校 

   特別支援学校 ６校  義務教育学校１校 

○主な災害 

(1) 昭和14年阪神大水害 

(2) 平成７年阪神・淡路大震災   

(3) 平成20年都賀川水難事故  等 

本市における想定される主な災害は、地震、津

波、洪水、土砂災害、河川の氾濫等である。 

市域には、津波被害が想定される地域、土砂災

害被害が想定される六甲山系の地域、河川の氾濫

被害が想定される地域等があり、想定される自然

災害は地域によって異なっている。平成 26 年２

月に兵庫県が公表した南海トラフ巨大地震の被

害想定では、最大震度６強、最大津波想定高は４

ｍ、最短津波到達予想時間は 80分となっている。 

 今年度は、下記の 11 の推進校園を指定し、地

域の特性に応じた研究推進を実施した。 

・土砂災害等の危険性が高い地域より２校 

美野丘小学校、筒井台中学校 

・津波・洪水等の危険性が高い地域より４校 

 本山南小学校、渚中学校 

兵庫中学校、須佐野中学校 

・河川の氾濫等の危険性が高い地域より３校園 

 奥の池幼稚園、楠高等学校、枝吉小学校 

・今まで災害の被害が少なく、危機意識を高める 

ことを課題に挙げている地域より２校 

星和台小学校、いぶき明生支援学校 
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ウ，河川の氾濫等の危険性が高い地域での推進校園の 

  取組 

＜奥の池幼稚園の取組＞ 

 災害時の合図や避難 

方法を確認し、教師の 

指示に従って行動する 

段階から、その場の状 

況に応じて行動しよう 

とする子供たちへと高 

めることを目標に、年 

間14回の避難訓練を 

実施している。11月の 

避難訓練からは、子供 

に予告なしで実施して 

いる。（写真上）また、 

避難する際のリュック 

に何が入っているのか 

を保護者に示し、防災教育の理解を促した。（写真下） 

 

エ，今まで災害の被害が少なく、危機意識を高めるこ

とを課題に挙げている地域の推進校園の取組 

＜星和台小学校の取組＞ 

 

 

 防災の授業を教科横断的に行うにあたり、３つの視

点を設定した。①災害を学習内容として取り扱う授業

⇒理科「水害を防ぐ」など。 ②災害を直接的に扱わ

ないが、防災の視点をもった授業⇒健康・安全につな

がる学習内容など。 ③学習方法に防災の視点をもっ

た授業⇒災害時に生きてはたらく力の育成など。 

防災教育をカリキュラムの柱として位置付け、これ

ら３つの視点で、授業を見つめ直し、取組を進めた。 

また、地域の防災福祉コミュニティや老人福祉施設、

警察や消防署、高専などとの連携した防災訓練や防災

学習を行う中で、地域の実情に根ざした防災教育を推

進した。 

 

(2) 学校防災アドバイザー等の派遣 

ア、森永 速男（兵庫県立大学大学院教授） 

 派遣校数（２校）、派遣回数（２回） 

イ、石田 裕之（被災地支援を行う神戸市出身のシ

ンガーソングライター） 

 派遣校数（２校）、派遣回数（２回） 

 ウ、岸本 愛子（被災経験を語る保護者） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（２回） 

 エ、特定非営利活動法人 さくらネット 

 派遣園数（１園）、派遣回数（３回） 

 オ、大黒 孝文（同志社女子大特任教授） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

 カ、永田 宏和（ＮＰＯ法人プラスアーツ理事長） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

 キ、山本 智一（兵庫教育大学准教授） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

 ク、室﨑 益輝（兵庫県立大学大学院教授） 

 派遣校数（１校）、派遣回数（１回） 

 

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 成果 

 昨年度より、全市を４ブロックに分け、第２回目の

防災教育担当者研修会を推進校園の研究発表会参加に

位置づけたことで、推進校園の取組を授業や子供たち

の姿を通して広げることができた。 

 また、様々な講師を招いて校園内研修を行い、その

成果を公開することで、防災教育の視点は様々にある

ことを担当者は学び、自校園の防災教育に活かすこと

ができた。 

   

２ 課題 

 学校防災アドバイザーの活用に偏りがあるので、ど

んな研修ができるのか、どんな助言が期待できるのか

を予め推進校園に詳しく伝達するなどの方法改善が必

要である。また、学校防災アドバイザー等の講師派遣

の回数をある程度そろえることも充実した防災教育に

つながっていくものと思われる。 

 阪神・淡路大震災で被害の少なかった神戸の山間部

からの推進校園が少なくなっている。全市的な取組と

して防災教育を推進していかなくてはならない。 
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（防災に関すること） 

Ⅰ岡山市の規模及び地域環境 

１ 岡山市の規模と過去の主な災害 

   

  

  

  

  

  

  

 

 

 

２ 想定される主な災害とモデル地域選定の理由 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

↑岡山市津波ハザードマップ（岡山市危機管理室より） 

（モデル地域名・校種毎の数：南区，小・4校，中・2

校 ：東区，小・8校，中・2校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1)緊急地震速報の音源を活用した避難訓練の実施 

    緊急地震速報の音源を活用した避難訓練を実

施し，各モデル校の実情や課題に適した訓練を

行った。内容としては，地震後の津波による被

害を想定した，保護者への児童引き渡し訓練。

地域協働の観点から，地元の保育園，小学校，

高等学校及び地域住民による合同避難訓練など

を実施した。 

   

(2)モデル校の実践発表会 

   地域合同の避難訓練を行った学校や，各学年

で系統立てて計画的に取り組んでいる学校，訓

練の仕方の新たな提案を示した学校の３校が実

践発表した。１校１５分程度のプレゼンテーシ

ョンで取組をわかりやすく説明した。岡山市立

全学校の担当教員が出席し，優れた取組を共有

することができた。 

   

（3）学校安全アドバイザー派遣事業   

   岡山市立モデル校１６校（上道中・藤田中・

興除中・旭東中・芥子山小・御休小・第一藤田

小・可知小・城東台小・第三藤田小・角山小・

芳泉小・古都小・浮田小・平島小・東疇小）に

学校安全アドバイザーを派遣(いずれも派遣は

1回)し，各地域の土地の特徴や想定される被害

などをもとに，避難時に意識すべきことや実際

的な避難の仕方に

ついて，児童生

徒・保護者・教職

員等を対象に研修

や講義を行った。 

    

防災教育を中心とした実践的安全教育総合支援事業 

岡山市（岡山県） 

 教育委員会名：岡山市教育委員会 

 住  所：岡山市北区大供一丁目１番１号 

 電  話：０８６－８０３－１５９２ 

○人口：72万人（うち児童・生徒数：55,000人） 

○市町村数：    

○学校数：幼稚園 60園（うち３園休園） 

    小学校89校，中学校 38校  

高等学校 1校， 特別支援学校 0校 

○主な災害 

(1) 平成１０年台風10号による豪雨 

(2) 平成２３年台風12号による豪雨 

本市は，岡山県南部に位置している。南区や東

区には干拓地が広がり，地盤が緩く，地震や津波

だけではなく，液状化の被害も心配されている。

北区は山が多い地形で，崖崩れ等の危険性の他，

河川の氾濫も指摘されている。南海トラフ巨大地

震の被害想定では，震度６強～５弱，津波は最大

３ｍ～４ｍ，洪水発生時は最大５ｍ以上となって

いる。市内を流れる小河川は河床勾配が大きく，

土砂流出も大きいことから災害発生等の危険性

を持っている。  

岡山市内全ての学校で防災教育力を高めるた

めに，6か年計画で市内全学校がモデル校となる

よう計画を立てて実践している。 
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Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1)緊急地震速報の音源を活用した避難訓練の実施 

    学校安全アドバイザーの助言を参考にし，

緊急地震速報の音源を活用した避難訓練を実

施・推進してきた結果，本年度緊急地震速報

を活用した避難訓練を実施した学校は，小学

校93.4％（81.1%） 中学校・高等学校79.5％

（71.8%） 全体 89.2%（78.3%）であった。

（ ）内は前年度の実施率で，本年度は実施

率が上がっていることがわかる。全ての学校

が実施することが望ましいため，全校実施を

目指したい。 

 

 (2)モデル校の実践発表会 

   ３モデル校の実践発表を行い，３校とも特徴あ 

る取組だったが，どの学校でも取り入れることの 

できる内容であったため，参加者は熱心に聞き入 

り，質問も活発にし，有意義な時間だった。モデ 

ル校における児童生徒や教職員の防災意識の向上 

だけでなく，市内全学校園や地域の防災意識向上 

に関与できたと思われる。 

 

（3）学校安全アドバイザー派遣事業  

   大学教授や地方気象台防災気象官等６名の専門 

家がアドバイザーとなり，防災に関する専門的な 

指導助言を行うことにより，地震や津波に関する 

基礎的な知識を理解するとともに，東日本大震災 

後の検証によって得られた新たな情報や地域の特 

徴を踏まえた災害の想定をもとに，今後の危機管 

理マニュアルをより実践的なものに見直す契機と 

なった。また，地域の実状に合ったアドバイスを 

いただくことで，自校で取り組む避難訓練や防災 

学習に生かすことができた。従来の避難訓練だけ 

でなく，児童生徒の引き渡し訓練を土曜授業日や 

参観日を利用して実施した学校や，児童生徒と保 

護者・地域の方と合同で行う防災研修等，アドバ 

イザーの活用についても工夫が見られた学校もあ 

った。しかし，まだまだ単学校でも取組をしてい 

るところが多いため，今後は中学校区や地域での 

取組を積極的に行うためのかかわり方を検討する 

必要がある。 

 

（交通安全に関すること） 

Ⅰ 通学路の概況 

１ 過去の主な交通事故 

   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：南区、小・1校、中・1

校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 「セーフティサイクル・ステップアップ・スクー

ル」の実施 

交通安全に対する規範意識の  

向上を図るため，岡山県警察が  

作成する教材を用い，月に１回 

程度，市内全校の児童生徒を対 

象に「セーフティサイクル・ス 

テップアップ・スクール（危険 

予知訓練）」を実施する。 

  

（2）自転車指導警告数の情報提供 

   岡山県警察本部と連携し，月ごとの自転車指導 

警告数（並進や二人乗り，傘差し運転等）を各学 

校に情報提供し，注意喚起や通学指導をする際の 

参考にしている。 

  

(3)学校安全アドバイザー派遣事業 

  岡山市立モデル校２校(芳泉中学校 1 回・興除

小学校 1 回)に派遣し，学校の要望に応じ，教員

を対象として児童生徒が交通ルールを守る意識

を高めるための指導法の講義をしたり，中学生に

直接交通の危険予測をさせながら交通ルールに

ついて考えさせる講習を行ったりした。 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

(1) 取組のポイント 

        通学路の安全確保に向けた取組を継続的に行       

うため，平成 25年度に岡山市通学路安全推進会 

○通学路の特徴 

 本市では，小学校は集団登校と自由登校の両方

の通学方法があり，中学校では徒歩または自転車

での自由登校となっている。都市部においては，

交通量が多く，歩道が狭いところや自転車道が整

備されていないところがある。周辺部ではガード

のない用水路や見通しの悪い幅の狭い道も多い。 

今年度，交通事故による児童生徒の死者は出て

いないものの，下校中の事故件数は前年度より増

加した。 
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議を設置し，関係機関との連携体制を構築してい 

る。 

 岡山市通学路交通安全プログラムに基づき，通

学路の危険箇所を各機関と合同点検し，５年を

１サイクルとして，岡山市立全学校の点検を実

施している。 

   

(2) 推進委員会 

ア 構成員 

  国土交通省岡山国道事務所，岡山県警察本部，

岡山市都市整備局，岡山市産業観光局，岡山市市

民生活局，岡山市小学校長会，岡山市中学校長会，

岡山市ＰＴＡ協議会，（事務局）岡山市教育委員

会 

  

イ 岡山市通学路安全推進委員会 

 平成３０年３月２２日（木）１４：００～ 

 平成２９年度の取

組を振り返り，次年

度に向けての改善点

や，各機関でできる

ことの確認などを行

った。 

   

(3)作業部会 

ア 構成員 

   推進委員構成員の中から，実務担当者が作業部 

会構成員となり，実際に合同点検を実施する。 

    

イ 合同点検実施箇所 

   中学校（４校） 

【高松中学校，岡北中学校，高島中学校，藤 

田中学校】 

小学校（１０校） 

【鯉山小学校，加茂小学校，庄内小学校，大 

野小学校，御野小学校，高島小学校，旭竜 

小学校，江西小学校，第一藤田小学校，第 

二藤田小学校】 

    

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1) 「セーフティサイクル・ステップアップ・スク

ール」の実施 

「セーフティサイクル・ステップアップ・スク

ール」は，交通事故事案等の具体例を提示し，交

通ルールや規範について考えさせる教材であり，

その時々に重要な交通指導情報や地域の交通状況

を知ることができる。小学校低学年，高学年，中

学生や高校生と，発達段階に応じた問題が用意さ

れており，実生活に即した学習ができる。短時間

で実施することができることもあり，児童生徒の

実態に合った指導が可能となっている。 

また，児童生徒への啓発と共に，毎回保護者あ

てにもチラシを配布し，家庭での交通安全につい

て考える機会を提供している。 

毎月実施することにより，交通安全意識を高め

る効果が大きいと考える。 

(2)自転車指導警告数の情報提供 

各学級や学期末での全体指導の際に，学校が児

童生徒に交通マナー等指導する上で，具体的な資

料として活用していると報告を受けている。 

また，セーフティサイクル・ステップアップ・

スクールと合わせて指導の参考としている学校

もある。 

  

 (3)学校安全アドバイザー派遣事業  

  岡山県警の警察官がアドバイザーになっているた

め，交通ルールや通学時に気を付ける箇所等の具体

的な説明を受けることができた。また，生徒への講

習では，アドバイザーのほかに所轄の警察官が講師

として，日頃学区で気になっている箇所や交通事情

についての話をした。生徒は交通ルールについて新

たに認識したことがあったり，どんなことに気を付

けなければならないかを知ることができ，交通マナ

ーを守ろうとする意識が高まった。 

 

２ 交通安全を確保するための体制の構築と通学

路交通安全プログラムに基づく合同点検等の実

施 

関係機関と合同で点検し，どういった対応が可

能かをその場で検討するのでスムーズに補修する

ことができた箇所が多くある。反面，学校から報 

告の挙がる危険内容には，利用者（歩行者や自 

転車）の注意喚起が必要なものまで含まれてお 

り，すべてに対応でき 

るわけではない。また，

予算の都合上，すぐに 

対応できないものもあ 

る。今年度の点検箇所 

で年度内に対応できる 

ものは約８割であった。 
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昨年度，合同点検を実施した学校に対して行っ 

た点検後の状況調査（Ｈ２９実施）では，平成２ 

８年度に補修した箇所での事故やけがの報告は０ 

件であり，全ての学校が「一定の効果があった」 

と回答している。 

ただ，一度合同点検を行い対策を施したから 

と言って安全が確保されるわけではない。安全 

を確保していくために学校と行政が連絡を取 

り合い，お互いの立場からできることを共有し 

ていく必要がある。 

       

（防犯を含む生活上の安全に関すること） 

Ⅰ 生活上の安全に関する概況 

１ 過去の主な事件・事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル地域名・校種毎の数：南区、小・２校） 

 

Ⅱ 取組の概要 

１ 安全教育手法の開発・普及 

(1)学校安全アドバイザー派遣事業 

  モデル校２校(第二藤田小１回・浦安小１回)に

学校安全アドバイザーを派遣し，スマホ，イン

ターネットに潜む危険について，教職員に向け

た講義を行った。   

   

(2) 危機管理担当者研修会 

大阪教育大学から講師を招き，学校生活における 

危機管理について講演を行った。池田小事件の例や

安全教育のためのＰＤＣＡサイクルについてお話

しいただいた。 

また，学校安全計画をカリキュラムマネジメント

の面から見直しを行うことについても話をした。  

     

２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

（1）登下校時の見守り 

学校支援ボランティアとして承認した個人，団 

体に対して「登録証」を交付し，学校園の安全対策

への支援として，登下校時の見守り，交通指導，校

門でのあいさつ・声かけ等を行っている。 

  また，県警内に設置された「学校警察連絡室」 

の警察官が生徒会や児童会とともに校門でのあい 

さつ・声かけ等行っている。 

 また，不審者に加えサルやイノシシ等が学区に出 

没した際には，教育委員会からＦＡＸで該当学区に 

連絡し，ボランティア等の協力を得て，児童生徒の 

登下校の見守りをしている。  

  

Ⅲ 取組の成果と課題 

１ 安全教育手法の開発・普及 

 (1)学校安全アドバイザー派遣事業 

 警察がデータや実例をもとにスマホやインター

ネットに潜むリスクについて説明をするため，教員

が学活等で子どもたちに具体的に指導することが

できた。 

 

(2) 危機管理担当者研修会 

  池田小事件の例を取り上げ，具体的な場面でどの

ようなリスクがあり，どのような配慮や意識が必要

かといったことを学ぶことができた。また，学校安

全計画を各学校から持参していただき，それをもと

にカリキュラムマネジメントの観点で横断的に系

統的に考えられているかといった目で見て行くこ

とで，見直しをする際の視点がわかった。 

   

 ２ 登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保

する体制の整備 

（1）登下校時の見守り 

様々な立場の方が協力してくださり，多くの目 

で児童生徒を見守ることができた。しかし，地域見

守り隊の方の高齢化が進んでいる。 

また，学校支援ボランティアについては地域差 

があり，支援の少ない地域において，どのように参

加を促すかが課題である。 

 

   

  

○学校管理下における主な事件・事故件数等 

（1）事故 

 平成２８年度日本スポーツ振興センター災害発 

生件数 

小学校２，９１０件 

中学校２，３２４件 

高等学校  ２４件        

（2）事件 

 平成２９年度岡山市内不審者情報報告数 

    １１８件 
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